


は じ め に

　㈳土木学会関東支部茨城会は、平成 10年に発足しました「いばらき建設技術研究会」

を母体にして、ほぼ 10年後に当たります平成 21年に県内に勤務または居住する土木

学会員の方のうち、アンケートにより新しく加入希望をされました方々にお入りいただ

き、新たな組織としまして発足したものです。

　茨城会の組織のさらなる拡充や活動内容の充実などにおきましてまだまだ未熟な点が

ありますが、今後各分野の会員の皆様や各界の有識者の皆様の御意見などを充分お聞き

しながらより充実した活動のできる組織へと改善を図る所存でございます。

　本用語集は、平成 12年度に「建設情報用語のＡＢＣ」として初版を発行以来、毎年

発行から隔年発行に変更になり、今回平成 23年度版を発刊することになりました。基

本的なまとめ方のスタイルに変更は無く、内容の修正、変更や項目の追加がある反面、

項目の削除がなかなか難しいようです。

　一般的な土木用語集も発行されていることでもあり、また、ホームページ等で内容の

詳細を検索できる条件も整っているため、今後は、掲載する用語につきましては取捨選

択を行い、茨城県に関わる事項等を中心に特化した形の用語集としてスリム化を図って

参りたいと考えておりますので、会員の皆様の忌憚のない御意見をお寄せいただければ

と存じます。

同時に、今後は、関係する業界の各部門の皆様の御意見等を反映した形でとりまとめを

行って参りたいと考えております。

  本書が、会員の皆様にご活用いただいて、業務の遂行の参考としていただければ望外

の喜びです。

　最後になりましたが、本用語集の編集、校正に携わっていただきました関係者の皆様

には、大変御世話になりました。この場をお借りしまして感謝申しあげる次第です。

　　平成 23年３月１日

㈳土木学会関東支部茨城会　 　会長　　安　原　一　哉



（初版）ま え が き　

　現在建設事業を取り巻く環境は､  安定型社会を迎えるに及んで国際化､  少子・高齢

化､  ボーダレス化などが一段と進み､  従来の社会構造そのものが大きく変わろうとし

ております｡  このような状況の中で従来進められてきた社会資本整備については建設

分野から情報関連分野・福祉分野へのシフトがより明確になりつつあります｡  同時に

公共事業費の抑制の傾向は今後もなお一層進むことが予想され

るなど大変厳しい変革期を迎えていると言っても過言ではありません｡  

　さらに情報革命といわれるコンピューター関連の技術の進展や各種ニーズに対応した

新技術や新製品､  新工法などの新しい建設技術にも目を見張るものがあり､  このため

建設情報用語も時代とともに変化したり新しい言葉や横文字が増えるなど的確に理解せ

ずに使用しているといった例も多く見受けられるようになりました｡  

　このため ｢建設情報の用語ＡＢＣ｣  として従来から使われている言葉や新しい言葉、

茨城でよく耳にする言葉などの Technical term についてできるだけ平易に､  建設系の

学生や行政担当者､  建設の様々な分野に携わる技術者に参考にしていただけるように

編集を試みました｡  なお今回まとめました項目において表現内容等の不足や言い回し

の不適切な点ならびに項目の加除・修正につきましては皆様のご指摘を受けてさらに版

を重ね､  時代に即応した生きた用語集にして行きたいと考えておりますので忌憚のな

いご意見をいただきたいと思います｡  

　最後に本書をまとめるに当たりご協力をいただきました皆様方､  特に県の関係各課

で執筆いただきました皆様にはこの場をお借りして厚くお礼申し上げる次第です｡  

　　平成 12年７月７日

いばらき建設技術研究会　　会長　山　形　耕　一
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－ 1－

－ あ －

１．Ｉ
アイアール

Ｒ：インベスター・リレーションズ：Investors Relations

原意は、企業が投資家に対して戦略的な情報発信活動を

行うことで、企業の株価を実体価格に近づけることを指して

いる。茨城県は、県の財政状況を投資家に説明する広報活

動として平成14 年11月にＩＲに関する説明会を開催し、財

政状況を積極的に公表するとともに不足財源確保のための

県債（「大好きいばらき県民債」）を発行、その後も継続して

いる。　→大好きいばらき県民債（９）

２．アカウンタビリティー：accountability

行政が自ら行う事業や計画について住民や国民に説明す

る責任があること。公共事業等が税金の使い道を託された

行政主体（事業者＝発注者）が納税者に対して事業の必要

性や成立過程、計画過程、事業効果などについてわかりや

すく説明を行うこと｡

３．アダプト制度：adopt-

市などが管理する公園を里
さと ご

子に見立てて市民が里
さとおや

親と

なって管理・運営する新しい形態のボランティア活動とし

て位置づけられるもの。行政側が対象場所を選定し、住民

や企業などに一定区間をアダプト（養子）させ、定期的に清

掃活動や手入れなどの面倒を見てもらう。従来は、税金を

払うことを条件に様々な社会活動を公共へと移管してきた

流れを以前の共同体管理方式に回帰させるものである。行

政サイドは、アダプトプログラムに基づいて契約を交わし、

会員に障害保険等に加入してもらって清掃用具や作業衣、

作業標識などを貸与、アダプト区間については里親となっ

たボランティアグループ名を看板等で掲示する。元々は、

アメリカでアダプト・ア・ハイウェーと称して高速道路網

のボランティア清掃活動として始まったもの。県内では、

つくば市管理の 23 の公園で平成 12 年から主にゴミ拾い

を中心に実施、取手市の 3公園で除草、清掃、草花植替

を実施、また平成 14 年度から守谷市で、市内の 102 ヵ

所の公園を対象に「公園美化おまかせーど」がスタートし

ている。県関係では「道路里親制度」として、平成 12年

9月に土浦土木事務所管内の県道岩瀬土浦自転車道線の新

治村高
たかおか

岡地内約１㎞区間の認証から始まり、平成 21年 2

月現在、県内 41 路線において 69 団体が、合計延長 113

㎞について認証を受けており清掃、美化活動を行ってい

る。今後公園以外の公共物・公共財に対する新しい管理

のあり方として注目されている。なお、茨城県土木部で

は、県管理道路の除草作業を断続的に行ってもらうボラン

ティアを支援する「道路除草ボランティア支援事業」など、

茨城県道路ボランティアサポート事業にとりくんでいる。

＜出典：茨城県土木部道路維持課ＨＰ＞

＜アダプト制度＞

行政サイド（財産管理） 市民サイド（施設利用者）

親

実子

養子
里親

市・管理者

公園 市民ボランティア

実質的な管理・運営
（清掃活動等）

用具貸与

（アダプト）

－ お －

１．Ｏ
オーディーエー

ＤＡ大
たいこう

綱

現行の政府開発援助大綱（ＯＤＡ大綱）は、政府開発援

助（ＯＤＡ）について、内外の幅広い支持を得るとともに、

援助を一層効果的・効率的に実施するために、平成４年６月

に閣議決定された。その後、10 年間を経過しＯＤＡを取り

巻く情勢は、次のような大きな変化を遂げた。このような

変化を踏まえ、ＯＤＡ大綱の見直しを行うこととなった。

⑴グローバル化の進展に伴い、また、平成 13 年９月 11

日の米国同時多発テロを契機として、途上国の開発が国

際社会の課題としてますます重要になってきている。

⑵「持続可能な開発」、「貧困削減」、「人間の安全保障」等

の考え方や、「平和構築（平和の定着及び国造り）」等の

新たな分野、さらには国連が定めた「ミレニアム開発目

標」等がＯＤＡをめぐる議論の重要な柱となっている。

⑶わが国では、厳しい経済財政状況の下、ＯＤＡの戦略性、

機動性、透明性、効率性の確保が一層求められている。

⑷ＮＧＯ、ボランティア、大学、地方公共団体、経済界等、

ＯＤＡの参加主体が多様化し、ＯＤＡへの幅広い国民参

加が一層求められている。

ＯＤＡ大綱の見直しにおいては、政府内において、関係

省庁と調整しつつ原案を作成する。ＯＤＡ総合戦略会議に

おける議論を踏まえるとともに、実施機関、ＮＧＯ、経済

界等からのヒアリング、パブリック・コメント等幅広い国

民的議論を十分に尽くす必要がある。

－ か －

１．開
かいはつ

発許
きょ

可
か

建築物を建築する目的で行う宅地開発や、都市計画法

に定められた開発行為（都市計画区域内の第 2種特定工作

物、市街化調整区域に係わる第 2種特定工作物以外の開

発など）については、「都市計画法」、「茨城県土地利用の

調整に関する基本要項」、「茨城県宅地開発事業の適正化

に関する条例」および「茨城県土地開発事業の適正化に
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関する指導要綱」に基づき、5ha 未満の開発行為は県民

センター（担当：建築指導課）で扱い、5ha 以上の開発行

為は本庁扱いとなって、水・土地計画課が窓口となり、関

係課で構成される土地利用合理化協議会に付託され、土地

利用に当たっての合理性、地域振興の効果、事業実施の確

実性、環境保全の面に関する検討などの観点から審査が行

われる。そのうち土地造成・建築物関連の審査は建築指導

課が担当し、また 5ha 以上の大規模開発については雨水

流末となる既存の河川への影響があるため、雨水調節池の

設置や排水路改修の検討などについての審査は、河川課が

審査を担当している。

２．外
がい

部
ぶ

監
かん

査
さ

制
せい

度
ど

外部監査制度とは、現行の監査委員制度とは別に、地方

公共団体が弁護士や公認会計士などと外部監査契約を締

結し、財務等についての監査を受けようとする制度。地方

自治体の公金の不正支出が各地で発覚、監査の重要性が

認識されるようになり、これを受けて第三者が地方自治体

の行財政をチェックする外部監査制度の導入を柱とする

改正自治法が、平成 10 年 10 月 1 日に施行された。外部

監査には、包括外部監査と個別外部監査があり、包括外部

監査については、都道府県、政令指定都市、中核市につい

て、毎会計年度、外部監査人の監査を受けることを義務

付け、その他の市町村は条例により導入することができる

こととされた。本県の場合、初年度にあたる平成 11 年度

は、3公社（開発、住宅供給、土地開発）の財務と公有財

産（不動産）の管理について、外部監査が実施され、以後

知事部局などで継続して毎年行われている。

３．管
かん

理
り

瑕
か し

疵

河川や道路またはその他の公共物の管理者に管理上の落

ち度があること。管理瑕疵によって事故などが生じた場合

などは、管理者は国家賠償法によって賠償の責務を負わな

ければならない。

－ き －

１．行
ぎょう

財
ざいせいかいかくたいこう

政改革大綱

茨城県においては、平成７年度に ｢茨城県行政改革大綱」

を策定したが、平成９年度には県議会の行財政改革調査

特別委員会の提言や行政改革推進懇談会の行財政改革全

般にわたる意見を踏まえ新たに ｢茨城県行財政改革大綱｣

を策定した。この大綱に基づき、平成 10 年度から 3年間

を推進期間として、事務事業の見直し、組織機構の簡素・

効率化、計画的な職員の削減などに取り組んできた。そ

の後、景気の低迷による県税収入の落ち込みなどによっ

て、県の財政は危機的状況に陥っており、財政再建団体

への転落という最悪の事態をも想定せざるを得ない状況

に立ち至っている。このため、平成 12年 2月に ｢行財政

改革大綱｣ の内容を見直すとともに､ 推進期間を延長し

第 2次行財政改革を推進した。その後、第 3次（平成 15

年度～ 17 年度）、第 4次（平成 18 年度～平成 20 年度）

の行財政改革を推進した。現在は、第 5次（平成 21年度

～ 23 年度）行財政改革として、基本理念を「いばらきの

新たな成長・発展に向け、県民の視点に立った、質が高く、

効率的な県民サービスの提供」とし、活力ある自立した「地

方政府」の構築、「行財政資源の徹底した活用」、「多様な

主体との連携・協働」、「グローバルな視点で、スピーディー

かつ果敢に行動」の４つの基本的な視点を踏まえ改革に取

り組むこととした。

県財政は危機的状況に瀕しており、これをいかに克服

していくかが県政の最重要課題であることに鑑み、「財政

構造改革」を改革の柱のトップに据え、「出資団体改革」、

「県庁改革」、「分権改革」の４つの改革プログラムに取り

組んでいく。

２．業
ぎょう

務
む

核
かく

都
と し

市

東京一極集中を是正するため、東京周辺の近郊都市にお

いて業務機能等の受け皿の核を整備育成することを目的に、

昭和 63年に成立した「多極分散型国土形成促進法」に基

づき整備を図っていく都市を指し、職住が近接した良好

な居住環境を確保するもの。本県では、土浦市・つくば市・

牛久市・茎崎町（現つくば市）が「土浦・つくば・牛久

業務核都市」として平成５年に計画の承認を受けている。

－ け －

１．元
げんき

気な日
にほん

本復
ふっかつ

活特
とくべつわく

別枠

平成 23 年度予算の概算要求基準は、国債費を除く一

般歳出について各省一律で前年度比 10％削減し、そこで

生みだした 1 兆円超の財源を「元気な日本復活特別枠」

として成長分野に重点配分するとされた。「元気な日本復

活特別枠」は、デフレ脱却を含めた経済成長の実現、国

民生活の安全・安心、新しい「公共」の推進など、元気

な日本を復活させるための施策に予算の重点配分を行う

仕組みとして設定されており、規模は、1 兆円を相当程

度に超えるものとし、歳出の大枠である、約 71 兆円の

枠内で、特別枠の規模を大きくするため、無駄遣いの根

絶や総予算の組み替えに徹底的に取り組むものとされて

いる。

特別枠に要望できる内容は、1）マニフェスト実現、2）

デフレ脱却・経済成長に特に資する事業、3）雇用拡大に
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特に資する事業、4）人材育成、国民生活の安定・安心に

資する事業とし、各大臣は、「要望」にあたって、個々の

施策の経済成長への寄与度、雇用増の見込みなどを可能な

限り明らかにするとともに、優先順位を明確にする。特別

枠の配分は、外部の意見なども踏まえて政策の優先順位づ

けを行う「政策コンテスト」を実施し、判断された。

－ こ －

１．公
こうえきほうじん

益法人

営利を目的とする営利法人（商法に基づく株式会社な

ど）に対し、公益を目的に設立された法人のこと。民法

第 34 条で、祭祀、宗教、慈善、学術、技芸、その他の公

益に関して営利を目的にしない場合に社団または財団は、

主務官庁の許可を得て法人化することができるとされる。

地域社会での公共サービス供給を担うため、地方自治体

が出資して設立に参加している法人も多い。

→第三セクター（８）、地方公社（９）

例 財団法人 茨城県開発公社

 財団法人 茨城県建設技術公社

 財団法人 茨城県建設技術管理センター

 財団法人 茨城県住宅管理センター

 財団法人 茨城県企業公社

２．公
こう

共
きょう

事
じ

業
ぎょう

再
さい

評
ひょう

価
か

公共事業の必要性や事業の効果を客観的な指標を用い

て評価し直すこと。北海道で始まった時間を尺度にして

計画から一定期間経過した事業を評価し直す「時のアセ

スメント」を実施すること。指標としては事業を実施す

るときに発生する社会的費用（cost）とその事業によって

もたらされる社会的便益（benefi t）を貨幣換算したＢ
ビーバーシー

／Ｃ

（費用対効果分析）が１を超えないときは、客観的に事業の

推進が困難となる。

茨城県では、「茨城県公共事業再評価実施要綱」を策定

しており、平成 22年 4月 1日の国の実施要領改定に合わ

せ、次のように改定し、公共事業の進め方の透明性向上を

図っている。

⑴対象事業

企画部、土木部及び農林水産部が所管する公共事業の

うち、〔①管理に係る事業、②交付金を充てて実施する

事業のうち、交付要綱等に基づき交付期間内に評価を行

う事業〕を除く事業。

⑵再評価を実施する事業

・事業採択後 5年を経過した時点で未着工の事業

・事業採択後 5年を経過した時点で継続中の事業と

し、5年毎に実施する。

・事業採択前の準備・計画段階で 5年が経過してい

る事業

なお、国土交通省では、平成 22 年度から、直轄事業

等の新規事業採択時評価及び再評価について、地方負担

の負担者である都道府県・政令市等からの意見を聞くこ

ととしており、公共事業の進め方の透明性をより一層向

上させるよう取り組んでいる。

→時のアセスメント（９）、Ｂ／Ｃ（36）

３．国土形成計画（全国計画、広域地方計画）

国土総合開発法に基づき過去 5回作成された全国総合

開発計画（全総計画）に代わる新しい国土形成計画の全国

計画。国土形成計画法に基づき、今後概ね 10ヶ年間にお

ける国土づくりの方向性を示す計画として、国土形成計画

（全国計画）が平成 20年 7月 4日に閣議決定された。

本計画は、新しい国土像として、多様な広域ブロックが

自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮ら

しやすい国土の形成を図ることとし、その実現のための戦

略的目標、各分野別施策の基本的方向等を定めるもの。

この全国計画を受け、広域ブロックの自立的発展に向け、

概ね 10年間の地域のグランドデザインをとりまとめた広

域地方計画が平成 21年 8月 4日に決定された。

策定に当たっては、地方公共団体、経済団体等からなる

地方の協議会等において、地域主導で検討・協議が重ねら

れ、また、市町村からの計画提案やパブリックコメントな

ど多様な意見の反映を図り、それらの成果を活かし決定

された。

４．国
こく

土
ど

交
こう

通
つう

省
しょう

政
せいさく

策集
しゅう

２０１０

国土交通省政策集２０１０は、政権交代後、国土交通行政

を大胆に転換するべく国土交通省が大きく舵を切ってから

初めて作成する重要政策集であり、国土交通政策全般の目

指すべき方向性を示すとともに、特に今年度から来年度に

かけて、重点的に取り組もうとしている具体的な政策を網

羅したものである。社会資本整備重点計画の抜本的な見直

しについても盛り込まれている。

国土交通省の重要政策を「Ⅰ．国土交通行政の大変革」、

「Ⅱ．環境・暮らし関連政策」、「安全・安心、セーフティ

ネット関連政策」の 3本柱で体系的に整理している。

一昨年９月の政権交代以降、国土交通省においては成長

戦略会議を設置し、平成 22年 5月 19 日に①海洋②航空

③観光④国際展開・官民連携⑤住宅・不動産・都市といっ

た５分野を柱とした国土交通省新成長戦略をまとめたとこ

ろである。

これまでの国土交通行政は公共投資を中心としたであっ

たが、現下の財政状況、少子高齢化、人口減少という背景
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を基にして公共投資が抑制される中、成長戦略である５分

野については徹底的に伸ばすような施策に変えていくとい

う、国土交通行政のパラダイムシフトを図った。そのよう

なパラダイムシフトを受け、今後の国土交通省全体の方向

性を明示するため、国土交通省政策集２０１０がとりまと

められた。

なお、国土交通省新成長戦略は、平成 22年 6月18日

に閣議決定された政府の新成長戦略にその内容が盛り込ま

れている。

５．国
こ く ど

土交
こうつう

通省
しょう

成
せいちょう

長戦
せんりゃく

略

我が国は、現在、人口減少、少子高齢化、莫大な財政

赤字という、三つの大きな不安要因に直面している。こ

のような現状を踏まえれば、我が国産業についても、従

来のような公共事業に過度に依存し、あるいは行き過ぎ

た規制に守られた内向きな産業構造を抜本的に転換し、

経済を牽引する成長産業として再生することが不可欠で

ある。

このため、優れた人材、技術力、ノウハウなど、我が国

の成長に寄与するリソースを最大限に活用し、経済のパイ

を広げ、国際競争力を向上させる必要がある。

このような認識のもと、平成 21年 10 月、国土交通省

成長戦略会議を立ち上げ、「海洋国家日本の復権」、「観光

立国の推進」、「オープンスカイ」、「建設・運輸産業の更

なる国際化」、「住宅・都市」の 5分野について、総花的な

バラマキからの決別と集中投資（「選択と集中」）、民間の

知恵・資金の活用（PPP）や規制改革を中心に据えて議論

され、平成 22年 5月 17 日に国土交通省成長戦略がとり

まとめられた。

６．国
こく

土
ど

調
ちょう

査
さ

　（国
こくちょう

調） 

国土調査法は、昭和 26 年に制定され、その前年、当時

の経済安定本部土地調査準備委員会によって本県の磯
いそはら

原

町（現北茨城市）において国土調査に関する標本調査が

実施されたのがわが国における国土調査の草分けであり、

国土の実態についての基礎資料を整備するため基本調査・

地積調査・土地分類調査・水調査の各調査を実施している。

これらのうち大きな比率を占めている地積調査は、旧公

図が必ずしも現地と一致していないことによる土地行政

の困難さを是正するため、全国的に大規模に実施され、

現地で地権者立ち会いの元に境界を確認して測量した

一筆図を作成し、これが登記所に送られ土地登記簿の

原本となる。県内では平成 20 年 4 月１日現在、県内 44

市町村のうち 17 市町村が完了、26 市町村が実施中で、

守谷市のみが未実施となっており、調査面積（全体 4,297

㎢）では、完了が 3,317㎢で 77％、調査中が 19㎢で 1％、

未着手面積が 961㎢で 22％となっている。この事業は

農林水産省の国庫補助事業として、県では農林水産部

農村環境課が窓口である。

７．国
こく

土
ど

調
ちょう

整
せい

費
ひ

同一箇所において他省庁間の事業が同時に入る場合、通

常の予算ベースで行くと計画期間に差が出て、公共事業の

成果が発揮できないと考えられる場合、遅れる事業に対し

申請に基づいて別枠で予算を配分し、同一期間内に完成さ

せる費用のこと。対象は調査費と事業費の 2種類がある。

以前は国土庁が所管していたが、国交省の所管になった。

単に調整費とも言う。

８．国
こく

土
ど

利
り

用
よう

計
けい

画
かく

法
ほう

総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的とした

法のこと。公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図り

つつ、長期にわたって安定した均衡ある国土の利用を確保

することを目的として策定されるものであり、国が策定

する全国計画、都道府県が策定する都道府県計画、市町村

が策定する市町村計画から成り立っている。特に、都道府

県が策定する土地利用基本計画は、都市地域、農業地域、

森林地域、自然公園地域、自然保全地域の 5 地域区分

および土地利用調整等に関する事項を定めるもので、都市

計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法等の

個別規制法に基づく諸計画に対する上位計画として、5地

域の土地利用の基本方向、5地域区分の重複する地域にお

ける、土地利用の優先順位、誘導方向等の調整指導方針を

示し、行政内部の相互調整機能を果たすとともに、土地

取引および開発行為の規制、遊休土地に関する措置の基本

となるものである。本県においても県が策定する土地利用

基本計画に基づき、市町村における土地利用構想の整合を

図ることにより計画的な土地利用の推進が図られることが

望まれる。

－ さ －

１．災
さいがいじ

害時応
おうえん

援協
きょうてい

定

震災などの大規模災害発生の緊急時に県土木部と相互に

緊密な連絡を図り、公共土木施設の機能回復に向けた円滑

な活動を行うため、県内の各団体と協定を結ぶこと。
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現在までの締結状況は次表の通り。

協 定 名 締結年月日 締 結 者

1 地震災害公共土木施設等応急復旧工事に関する協定 昭和62 年 1月16日 県知事、
㈳県建設業協会長

2 地震災害公共土木施設等応急復旧工事に関する細目協定 昭和62 年 県知事、
㈳県建設業協会各支部長

3 地震災害応急復旧用仮設橋に関する協定 昭和62 年 2月20日 県知事、
㈳日本橋梁建設協会長

4 地震災害時における回転翼航空機の使用に関する覚書 平成 元年 8月 1日 県知事、朝日航洋株式会
社代表取締役社長

5 災害時における応急の仮設住宅の建設に関する協定 平成 8 年 8月 1日 県知事、
㈳プレハブ建築協会長

6 災害時における応急対策の協力に関する協定 平成18 年10月13日
県土木部都市局下水道課長、
㈳日本下水道管路管理業教会
関東支部茨城県部会部会長

7 災害時における被害状況調査の応援協力に関する協定 平成19 年10月17日 県知事、
㈳県測量設計業協会長

8 災害時における倒壊建築物の除去等に関する協定 平成19 年10月23日 県知事、
県建設解体業協同組合

9 災害時における対策業務の応援協力に関する協定 平成20 年 2 月 6日 県知事、㈳県建築士会

10 災害時における対策業務の応援協力に関する協定 平成20 年 2 月 6日 県知事、
㈳県建築士事務所協会

11 災害時における応急業務の応援協力に関する協定 平成20 年 3月21日 県知事、県生コンクリー
ト工業組合理事長

12 災害時における対策業務の応援協力に関する協定 平成20 年10月30日 県知事、県造園建設業協
会会長

13 災害時における建物の汚泥洗浄等応急対策の支援協力に関する協定書 平成21年10月26日 県知事、県塗装工業組合
理事長

２．債
さい

務
む

負
ふ

担
たん

行
こう

為
い

事業に対する支出は単年度執行が原則であるが、ダムや下

水処理場など工事費が大きいため単年度の執行では工事が

完了しない場合、期間と全体額を定めてあらかじめ次年度以

降の予算手当を約束して当年度の工事を発注すること。当該

年度所属金を除き次年度以降額の債務を組むことになる。県

の予算措置上は、期間・額とも議会承認事項となる。国庫負

担金の場合は、用地国債（５カ年）や下水道事業の全体設計

（２カ年）などの手続きが必要となる。　→用地国債（117）

３．サンセット方式：sunset method

政府の組織、制度、事業などであらかじめ法律などで期

限を設けておき、期限が来れば自動的に消滅させること。

行政のスリム化に資する。地方自治体でも新たな事業を起こ

すとき期限付きとして財政支出を認める時にも使われる。

４．三
さん

位
み

一
いっ

体
たい

の改
かいかく

革

地方のことは地方が自ら決定する地方分権の実現に向け

て、歳入・歳出両面にわたって国の関与を縮小し、地方の

権限と責任を大幅に拡大するための地方行財政制度の改革

であり、具体的には、

⑴国庫補助負担金の廃止・削減等

⑵地方交付税の改革

⑶国から地方への税源移譲

の３つの改革のことを言う。これらは相互に関係するため

同時一体として進める必要があり、この改革を「三位一体

の改革」と呼んでいる。

改革の成果は次のとおり。

改革の全体像（2004 ～ 2006 年度当初予算）
①国庫補助負担金改革 　約 4.7 兆円
②地方交付税総額の削減
　（地方交付税及び臨時財源対策債） 約▲ 5.1 兆円

③税源移譲 　約 3兆円

①国庫補助負担金改革

4.7 兆円の改革のうち、約 3兆円分について一般財源化

（税源移譲によって対応）し、残りの 7,900 億円につい

て交付金化、9,900 億円についてスリム化が行われた。 

②税源移譲

2006 年度税制改正で所得税から個人住民税への税源

移譲を実施。（2007年分所得税、2007年度分個人住民

税から、個人住民税所得割を一律 10％に（都道府県 4％、

市区町村 6％））

③地方交付税改革

地方財政計画の歳出見直し、地方交付税算定の簡素化、

行政改革努力に応じた算定の導入等により、地方交付税

総額の抑制がなされた。

－ し －

１．事
じ ご ひ ょ う か

後評価

事業完了後一定期間が経過した事業において事業実施の

効果、事業による環境影響等の確認をし、事業をめぐる社

会情勢の変化を考慮しつつ必要に応じて適切な改善措置に

ついての検討を行い、学識経験者等の第三者から構成され

る委員会において、評価結果や改善措置等についての意見

を聴き対応方針の決定を行うものである。その結果を同種

事業の計画・調査等へ反映することにより、公共事業の一

層の効率化、重点化を図ることを目的にしている。同時に

事業の実施過程の透明性の向上を図ることができる。本県

においては導入には至っていないが、国土交通省における

一部の事業で試行で実施されている。

２．指
してい

定管
かん り

理者
しゃ

制
せい ど

度（P83. に再掲）

多様化する住民ニーズに、より効果的、効率的に対応す

るため、公の施設の管理に民間のノウハウを活用しながら、

住民サービスの向上と経費の削減を図ることを目的とした

制度。平成 15年 6月の地方自治法の改正により創設され

た制度で、従来は、スポーツ施設や文化施設、駐車・駐輪

施設などの「公の施設」の管理は、所管自治体が直接運営

するほかは、出資法人や公共的団体のみしかできなかった

が、本制度により、民間事業者等を含めた「法人その他の

団体」でも管理を行うことができるようになった。

茨城県土木部では、県営公園、港湾の環境整備施設、県

営住宅などで指定管理者制度を導入している。
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３．受
じゅえきしゃ

益者負
ふ

担
たん

金
きん

公共事業のうち不特定多数の人が利用する施設とは異

り、一部の特定の人が利益を受ける場合に一部費用を負担

してもらう制度で、都市計画事業として実施する場合は、

都市計画法第 75条（受益者負担金）、それ以外は、地方自

治法第 224 条（分担金）を根拠とする。例えば下水道事業

や急傾斜地崩壊対策事業などで直接受益を受ける場合など

が対象で、徴収に当って条例化が必要となる。

４．社
しゃ

会
かい

資
し

本
ほん

整
せい

備
び

重
じゅう

点
てん

計
けい

画
かく

国際競争力の強化、少子・高齢化社会への対応、環境問

題への対応、安心で暮らしやすい社会の実現、美しい国づ

くり等の観点から残された政策課題への重点的な取組みが

求められている。また、社会資本の整備については、より

低コストで、質の高い事業を実現するといった時代の要請

に応じ、一層重点的、効果的かつ効率的に推進していくこ

とが求められている。

このような状況を踏まえ、社会資本の整備に係る計画の

重点を政策目標の実現に向けて国民が享受する成果の発揮

に転換するとともに、政策目標の実現に向けて国民が享受

する成果の発揮に転換するとともに、政策目標の実現に

関係する事業間の連携を一層深めるため、広く国民生活・

産業活動の基盤を形成する社会資本（以下「社会資本」と

いう。）の整備に係る事業分野別の計画を統合し、社会資本

整備重点計画（以下「重点計画」という）として定めること

とした。第１次は平成15年４月1日より施行されている。

第 1次計画は平成 15 年度から19 年度まで、第2次計

画は平成 21年度から24 年度迄。第2次計画の概要は以

下のとおり。

⑴社会資本整備重点計画とは、計画期間における社会資本

整備の方向性を示す計画（計画期間：平成 20年度から

平成 24年度）。

⑵平成 15年に、社会資本整備重点計画法に基づき、従来

の９本の事業分野別の計画（※）を一本化するとともに、

計画の内容を「事業費」から「達成される成果」に転換。

（※）道路、交通安全施設、空港、港湾、都市公園、下水道、

治水、急傾斜地、海岸の９分野

⑶閣議決定した計画では、

[1] 地域の自立・活性化と成長力の強化に向け、「活力」

という項目をより重視

[2] 維持管理や更新の推進などの課題に対応するため、

「ストック型社会への対応」という項目を、新たに追加。

⑷さらに、現下の厳しい経済状況に対応し、機動的かつ戦

略的な社会資本整備を実施することとしている。

５．社
しゃ

会
かい

資
し

本
ほん

整
せい

備
び

重
じゅう

点
てん

計
けい

画
かく

法
ほう

平成 15 年 10 月 10 日・閣議決定された。社会資本整

備事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するため、社会

資本整備重点計画の策定等の措置を講ずることにより、交

通の安全の確保とその円滑化、経済基盤の強化、生活環境

の保全、都市環境の改善及び国土の保全と開発を図り、もっ

て国民経済の健全な発展及び国民生活の安定と向上に寄与

することを目的としている。

平成 15 年３月 28 日に成立、同年４月１日より施行さ

れている。

６．社
しゃかい

会資
しほ ん

本整
せい び

備総
そうごう

合交
こう ふ

付金
きん

社会資本の整備については、国土交通省所管の地方公共

団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、社会資

本整備の基幹事業のほか、関連事業、事業効果を高めるソ

フト事業を組み合わせ、一体的に支援できる社会資本整備

総合交付金が創設され、平成 22年度からスタートした。

基本的な仕組みは次のとおり。

①地方公共団体は、目標や目標実現のための事業等を記

載した社会資本総合整備計画（仮称）を作成し、国に提出。

②国は、毎年度、当該計画に基づき交付額を算定して、交

付金を交付。③計画期間の終了後は、各地方公共団体自ら

事後評価を行って公表。

当交付金の特長としては、従前の補助金と違い、①これ

まで事業別にバラバラで行ってきた関係事務を一本化・統

一化し、②計画に位置付けられた事業の範囲内で、地方公

共団体が国費を自由に充当できるようになっている。

また、基幹となる社会資本整備事業の効果を一層高める

ソフト事業についても、創意工夫を生かして実施できる。

交付対象は、地方公共団体、交付期間は、おおむね３～

５年。

交付対象事業は、基幹事業、関連社会資本整備事業、効

果促進事業の 3つに区分されるが、その概要は以下のと

おり。

⑴基幹事業

地方公共団体が作成する社会資本総合整備計画（仮称）

の目標を実現するため、基幹的な事業として実施する次の

政策分野ごとの事業。４つの政策分野に区分され、それぞ

れの政策分野とそれに対応する基幹事業は次のとおり。

①「活力創出基盤整備」分野（道路、港湾）、②「水の安全・

安心基盤整備」分野（治水、下水道、海岸）、③「市街地整

備」分野（都市公園、市街地整備、広域連携、従来のまち

づくり交付金対象事業等）、④「地域住宅支援」分野（住宅、

住環境整備）

⑵関連社会資本整備事業

基幹事業と一体的に実施することが必要な各種の社会資
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本整備事業。

⑶効果促進事業

基幹事業と一体となってその効果を一層高めるために必要

な事務・事業。ただし、交付金事業者の運営に必要な人件

費、賃借料その他の経常的な経費への充当を目的とする事

業等を除く。全体事業費の20／100以内まで認められる。

７．情
じょうほう

報公
こうかい

開

｢情報公開｣ は、憲法に基づく ｢知る権利｣ に根拠を求め、

県民が政府や自治体の行政情報を得ることによって、行政

の機能や事業、支出などのチェックを行うというもので、県

民に信頼される公正で透明な県政を確立するためには欠か

せないものとなってきている。行政情報の公開は、公正で

民主的な行政運営を実現し、行政に対する県民の信頼を確

保するという観点から推進を図るべき重要な課題であり、

現在すべての都道府県で情報公開制度がある。本県では、

昭和 61年に ｢茨城県公文書の開示に関する条例｣ を制定

して対応してきたが、平成 12 年４月より全面改正して、

｢茨城県情報公開条例｣ とし、県外居住者にも開示請求を

認めたこと、開示機関に公安委員会を含めたこと、公開文

書に電磁的記録（フロッピーディスク）を含めたことなどが

より公開のレベルを広げている。何か知りたいこと、たと

えば食糧費の支出や海外出張の記録、地域の開発計画など

を公開請求することにより、県庁などで簡単に閲覧やコピー

（有料）をすることができるようになった。また、非開示と

された場合は、第三者機関（茨城県情報公開審査会）に判

断を委ねる措置がとられることになっている。

８．シーリング：ceiling

元の意味は、天井、限度額のことで転じて予算の概算要求

枠のことを指す。ゼロ・シーリング（和）は、公共の概算要求

枠が前年度と変わらないこと。マイナス・シーリング（和）は、

前年度予算額に対して減額した額を要求限度額とすること。

９．新
しん

規
き

事
じ

業
ぎょう

採
さい

択
たく

時
じ

評
ひょう

価
か

事業に要する費用を予算化するあたり、事業による効果

および必要な費用等を総合的に評価することにより事業の

採択を決定していくこと。国土交通省においては、事業費

を予算化しようとする事業、事業採択前の準備・計画に要

する費用を新たに予算化する事業について新規採択が妥当

かどうか評価を実施することとしており、評価の実施は本

省が行う。補助事業においても県が評価に関連する資料を

作成し、補助金交付等にかかる要求を本省に行い対応方針

が決定される。

本県では、「茨城県公共事業等事前評価要綱」を定め、

知事部局、企業局、教育委員会、警察本部が所管する公共

事業及び非公共事業（投資的経費）のうち、以下に掲げる

いずれの項目にも該当する事業を対象として事前評価を

行っている。

①県が事業主体となる総事業費 10億円以上の事業

②翌年度以降新たに予算化を要望する計画策定段階の事業

評価は、事業の目的や内容等について、必要性、有効性

等多面的な視点から総合的に行うこととし、事業担当部局

が一次評価を行う。さらに、評価の公正性、客観性を確保

し、全庁的な視点から評価を行うため、政策幹部会議によ

る二次評価を行い、その意見を踏まえて事業担当部局が総

合評価を行う。

なお、説明責任の向上を図るため、評価結果は公表して

いる。　→公共事業再評価（３）

10．新
しんこうかいけい

公会計基
きじゅん

準に基
もと

づく財
ざいむ

務諸
しょひょう

表

茨城県では、県民に分かりやすい形で財政状況を提供す

るため、国（総務省）の「地方公共団体における行政改革

の更なる推進のための指針の策定について」により、普通

会計及び第三セクター等の関係団体を含めた連結の財務状

況について、新公会計基準「総務省改訂モデル」を踏まえ

改訂し、従来から作成していた「貸借対照表」及び「行政

コスト計算書」に加えて、「純資産変動計算書」及び「資金

収支計算書」からなる財務諸表を作成した。平成 20年度

の財務諸表から適用。

貸借対照表は、次世代に引き継ぐ資産や将来の負担とな

る負債を表したもの、行政コスト計算書は経常的な行政

サービスにかかった費用や、受益者がどれくらい負担した

のか表したもの、純資産変動計算書は、純資産がどのよう

に変動したのか、純資産はどのように財源形成されたのか

表したもの、資金収支計算書は、年間の資金の変動状況や

経常的経費などの財源を表したものとなっている。

11．新
しん

成
せいちょう

長戦
せんりゃく

略

政府は平成 22 年 6 月 18 日、2020 年度までの平均で

名目 3％・実質 2％を上回る経済成長を実現する道筋を示

した新成長戦略を閣議決定した。経済界が強く求めていた

法人税の引き下げを政府方針として初めて明記したほか、

インフラ輸出など新興国の経済成長を取り込む企業の活動

を国が後押しする姿勢を明確に打ち出すなど、日本経済の

立て直しに向けた政府の役割をこれまでよりも踏み込んで

示している。

その後、「新成長戦略実現会議」が設置され、足下の円高・

株安に対応するため、デフレからの早期脱却を目指す政府

の新成長戦略の前倒し実施などについて協議している。
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－ せ －

１．政
せい

策
さく

評
ひょう

価
か

システム

人的､ 財的な行政資源の重点的かつ効果的な配分､ 企

画・計画・実施における政策形成プロセスの確立と政策の

質の向上､ 行政の透明性の確保と説明責任（アカウンタビ

リティ）の向上､ さらには､ 行政施策や事業について積極

的に公開することにより､ 県民の理解度の向上や､ 施策・

制度利用の促進を目的として､ 事業の必要性､ 県関与の必

要性､ 事業の有効性､ 事業手法の妥当性､ 経費の節減につ

いて、各事業を統一的に客観的視点に立って評価するもの

で、本県では平成 11年度から試行的に実施し、その結果

を公表している。地方分権の時代にふさわしい政策形成の

ための新しい手法として注目されている。

２．ゼロ国
こくさい

債・ゼロ県
けんさい

債：zero bond

公共事業の予算執行において､ 実施する年度の前の年に

発注・契約を済ませておき､ 支払いは翌年度以降に繰り延

べる国庫債務負担行為のことをゼロ国債という。発注・契

約年度の支払いはゼロであるためこう呼ばれる｡ 地方自

治体が行う場合はゼロ県債と呼ばれる。切れ目のない公共

事業の平準化や景気対策で採用されることが多い。

３．ゼロベース予
よ

算
さん

予算編成において､ 前年度の実績を重視した増分主義的

な予算編成を合理化するために､ 毎年度すべての支出項目

についてゼロからの積算で必要額を要求する方式のこと。

Zero-Bassed Budgeting の頭文字からＺＢＢとも呼ばれる。

行財政改革の取り組みの一つで、真に必要な事業・事項に

ついて初心に立ち返って判断するための契機とするもの。

－ た －

１．第
だいさん

三セクター：third sector ／第三セクター改革推進債

国や地方公共団体（第一セクター）と民間企業（第二セ

クター）の共同出資による事業体のことで、半官半民の性

格を持ち、地域開発事業や公共性のある特定の目的の事業

遂行などに当たる。セクターは、部門、分野の意。なかで

も公共のセクターでは、公共公益の観点からの事業計画の

立案・推進、許認可交渉の円滑化、財政資金・補助金等の

低コスト資金の導入などを担当し、民間のセクターでは、

人材活用、効率的経営、資金調達力の活用を行うなど官民

それぞれの長所を生かした事業推進を図ろうとするもので、

ほとんどが株式会社の形態をとる。本県では、筑波都市整

備㈱（筑波新都市開発㈱、㈱筑波エネルギーサービス、南

茨城新都市開発㈱の3社が合併、平成16年７月1日発足）、

鹿島都市開発㈱、㈱ひたちなか都市開発、茨城港湾㈱、鹿

島共同再資源化センター㈱、㈶茨城県建設技術管理セン

ター、などがある。第三セクターとＰＦＩとは公共セクター

に民間セクターが関与している点で類似していると見なさ

れる場合がある。しかし、第三セクターは、一般的には、

第一セクターとしての公共及び第二のセクターとして民間

に対応し、それらにより共同で出資、設立された事業主体

であり、事業から収入が見込めても公共セクターの財政支

援が必要となる事業分野に適用されてきた。また、広範な

分野で県行政を補完・代行するという点でも活用されてき

た。これに対しＰＦＩの目的は、「民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用した公共施設等の建設、維持管理及び

運営の促進を図るための措置を講ずること等により、効率

的かつ効果的に社会資本を整備し、もって国民経済の健全

な発展に寄与する（ＰＦＩ法より）」とされており、従来の

公共事業分野をその範囲としているものの、事業実施主体

は完全な民間セクターである。ＰＦＩは、官民のリスク分

担の明確化が図れるため、純粋に経済的観念に基づいた経

営が可能になるといえる。

平成 21年度から「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律」が本格施行されたことなどを背景に、第三セク

ター等改革推進債が制度化された。地方交付税法等の一部

改正をする法律案において、地方財政法を改正し、第三セ

クター等の抜本的な改革に必要な経費の財源に充てる地方

債の特例規定。

対象となる経費は、第三セクター等の整理又は再生に伴

い負担する必要がある経費で、対象期間は平成 21年度～

25 年度、発行手続きは議会の議決と総務大臣又は都道府

県知事の許可によって行われる。

この推進債の活用により、公社の債務の整理に必要な財

源を確保するとともに、その後の県負担の平準化を図るこ

とができるところから、本県においては、債務超過解消の

目途が立たない茨城県住宅供給公社について、この推進債

の活用を含めた検討を進め、破産によって解散することと

した。平成 22 年 9月 28 日に破産申し立てを行い、受理

公　共

＜第３セクター方式＞ ＜ＰＦＩ方式（ＢＯＴ／ＢＴＯ方式）＞

プロジェクト会社（事業主体）

公　　　　　　　共

民間（コンソーシアム）

資金 人材

建設
運営

譲渡 事
業
コ
ン
ペ
・
選
定

応
募
・
提
案

インフラ施設

民　間

第３セクター（事業主体）

資金 人材

建設
所有
運営

インフラ施設
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された。同年10月8日には破産手続き開始が決定された。

都道府県などが設立した住宅供給公社で、すでに解散して

いる公社はあるが、破産を申し立てたのは全国初。

→地方公社（９）、ＰＦＩ（113）

２．大
だい

好
す

きいばらき県
けんみんさい

民債

正式には、住民参加型ミニ市場公募債といわれるもので、

その発行を通じて住民の行政への参加意識の高揚を図ると

ともに、地方債の個人消化及び公募化を通じて資金調達手

法の多様化を図ることを目的としている。平成14年３月に群

馬県が初めて発行した。購入対象者を地域住民中心としてい

ることや、対象となる事業を明確にしていることなどが特徴。

茨城県では、「大好きいばらき県民債」として、第１回は平

成14年12月26日に、20 億円発行された。

「大好きいばらき県民債」の発行によって得た資金は、

全国の自治体の中でも最高レベルの高速大容量情報通信

基盤となる「いばらきブロードバンドネットワーク」整備事

業、平成 17 年４月 22 日にオープンした「霞ヶ浦環境科

学センター」整備事業、県土木部が実施している「安全快

適なみち緊急整備事業」、県内高等学校の改築事業、県民

の憩いの場となっている広域公園整備事業などに充てられ

ている。県内ではひたちなか市で「ひたちなか市民債」を

平成 15年度から発行している。

－ ち －

１．地
ち

活
かつさい

債：地域活 - 性化事業債　→地総債（９）

２．地
ち

総
そうさい

債：地域総合整備事業債

「まちづくり特別対策事業」、「ふるさとづくり特別対策

事業」、「防災まちづくり事業」、「リーディング・プロジェ

クト」などの単独事業に充当され充当率も最高 90％とな

り交付税措置として、当該事業年度に事業費の一定割合

（例 15％）が事業補正で増額される場合と元利償還に要す

る経費について後年度に財政力に応じて 30 ～ 55％が基

準財政需要額に算定する方法があり、この結果、事業費の

６割以上が交付税として配分される。

しかし、対象分野が広く、事業の採択要件も緩いことか

ら必要以上に豪華な公共施設の建設を助長しているという

批判を受けて、総務省は平成14 年から地総債を廃止し、

対象を７分野（都市再生、環境、地方活性化、情報技術、

少子・高齢化、人材・教育、科学技術）に絞り、原則として

箱もの建設は認めない「地域活性化事業債」を創設し、起

債充当率75％、交付税算入率 30％と財政措置も縮小した。

３．地
ち

方
ほう

拠
きょ

点
てん

都
と

市
し

地
ち

域
いき

中核的な地方都市とその周辺市町村の一体的な整備を図

ることにより、東京に集中する人口や産業などを地方に分散

するとともに、地方の自立的発展を促進させるため、「地方

拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関

する法律（地方拠点法）」に基づき知事が指定した地域のこ

と。本県では、平成６年10月に「水戸地方拠点都市地域」

（水戸市、日立市、常陸太田市、ひたちなか市ほか７町１村）、

および平成８年３月に「筑西地方拠点都市地域」（旧下館市、

結城市ほか５町１村）の２地域の基本計画が承認され、おお

むね10 年間の計画期間で整備を図ろうとするものである。

４．地
ち

方
ほう

公
こう

社
しゃ

地方自治体が、公共用地の取得・造成、住宅の建設・管理、

有料道路の建設・管理、農林漁業の振興・開発、観光事業

の振興・開発などの各事業を行わせるために出資・設立した

法人で、その事業運営に対して地方自治体が財政的・人的援

助などを通してある程度以上の影響力を行使できる法人のこ

と。その種類は、法律に基づいて設立された、茨城県道路

公社（「地方道路公社法」）、茨城県土地開発公社（「公有地の

拡大の推進に関する法律」）、民法第34条に基づく公益法人

として、㈶茨城県建設技術公社、㈶茨城県開発公社、㈶茨

城県企業公社、あるいは社団法人、または商法に基づく株式

会社などがある。　→第三セクター（８）、公益法人（３）

５．地
ち

方
ほう

分
ぶん

権
けん

各行政機能については、中央政府（国）と地方政府（地方

公共団体）で分有しているが、国から県、また県から市町

村へと、地方公共団体に地方自治の主体として、できる限

り多くの権限を付与・保証することにより、国に集中して

いる権限や財源に関して地方公共団体に移し、国の関与を

少なくすることにより､ 自分たちの地域のことは自分たち

で決められるしくみを作り、自分たちの意志で地域づくり

をしていくこと。平成 11年 7月地方分権法が成立し、平

成 12年 4月から施行となり新しい枠組みづくりの取り組

みが始まった。

－ と －

１．時
とき

のアセスメント

平成９年度に北海道庁で始まり、その後日本各地の自治

体に広まった事業の再評価の考え方。一度始まったら、ど

んなことがあっても止まらない公共事業という批判に対

し、時間を尺度にして計画から一定時間経過した事業につ

いて、現在の時点でその必要性や効果などを検証し直し、

引き続き必要性がある場合には事業を継続し、一方時代の
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変化とともにその必要性や事業の効果が薄れていると判断

される場合には事業の縮小・中止などを判断すること。そ

の後中央官庁にも導入され、平成 10年度より「公共事業

再評価」手法が確立された。　→公共事業再評価（３）

２．特
とくべつかいけい

別会計

県の会計のうち一般的な歳入と歳出を扱う「一般会計」と

は別に、特定の事業の歳入・歳出を明らかにする特別会計

があり、条例で設置するほか個別法で設置を義務づけられ

る場合もある。土木部関連では、公共用地先行取得事業

特別会計、流域下水道事業特別会計、港湾整備特別会計、

都市計画事業土地区画整理事業特別会計などがあり、それ

ぞれの事業において使用料や売却費などの収入状況と財産

管理（新築・改築・資産購入、減価償却費）、運用状況（人件

費・維持費・修繕費）などが明確になる半面、支出増加に

対して使用料などの値上げが即対応できない場合には、一

般会計からの繰入金が多くなり財政を圧迫する要因となる。

トータルコスト的にそれまでに投下した累計資本費が使用料

で回収できるようになれば理想的な健全財政化が図れ、独

立した企業会計に移行できる。企業会計では、支出には修

繕引当金などの内部留保を積み立て、改築や修繕時に取り

崩して使用するなど、自己完結方の経営状況が期待できる。

しかし、歳出が歳入を上回る場合には、経営努力による経

費削減を図るとともに、赤字が続く場合には料金改定の措

置が必要となる。今後は、行政の財産管理も従来の現金主

義会計※１から発生主義会計※２に移行して、一定時点にお

ける財政状態を明らかにするため、すべての資産・負債・資

本を記載したバランスシート（賃借対照表）の採用や公社な

どを含めた連結会計制度など行政コストを明確にする手法

が求められ、金銭の出入りだけでなく、物の増減や減価償

却など現金以外の資産の流れも合わせて、どれだけ社会資

本や資産があってどれだけ借金があるか一目で分かるような

財務状況の把握が必要となる。

（※１）現
げんきんしゅぎかいけい

金主義会計：現金収入がなければ収益として計上

せず、現金支出がなければ費用とし

て計上しない会計方式。

（※２）発
はっせいしゅぎかいけい

生主義会計：資産・負債・資本の増加や収益と費

用の記録を、その発生の事実に即し

て行い、特に収益と費用は発生した

年度に正しく割り当てるように処理

する会計方式。

３．特
とく

例
れい

市
し

平成 12 年４月施行の「地方分権一括法」で創設された

都市制度で、20 万人以上の市を対象として中核都市（平

成６年地方自治法の改正により創設。全国 12令指定都市

より小規模で指定要件は、人口 30 万人以上、面積 100

㎢以上、50 万人以下の都市にあっては、昼夜間人口比率

が100を超えること。全国で40都市が指定されている。）

に準じて都市計画法・土地区画整理事業などの開発行為

の許可・建築許可、騒音規制法・振動規制法などに基づ

く規制地域の指定・規制基準の設定など環境保全の事務

を始め合計13の権限が県から委譲される。平成12年11

月に第一陣として函館市・松本市など 10 市が指定され、

平成 22年 4月1日現在、全国で 41 市（本県では水戸市

（H13）、つくば市（H19）の 2市）が指定されている。

－ に －

１．入
にゅう

札
さつ

・契
けい

約
やく

制
せい

度
ど

改
かい

革
かく

建設省（現国土交通省）では、明治以来永年続いてきた

指名競争入札を軸とした公共工事入札制度について、平成６

年度以降、大規模工事への一般競争入札制度の導入、指名

競争入札制度についての透明性の向上、工事完成保証人制

度の廃止などの制度改革を実施している。また、経営力・技

術力に優れた企業が伸びられるような環境整備が重要にな

りつつあり、民間の技術提案を受け付けるＶＥ方式、設計・

施工一括発注方式や、総合評価方式など、多様な入札契約

方式の導入に取り組んでいる。さらに、平成12年11月には、

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」が

成立し、透明性の確保、公正な競争の促進、適正な施工の

確保、不正行為の排除の徹底等を図ることとなっている。

－ は －

１．パブリックコメント制
せい

度
ど

：public comment-

各省庁が、政省令によって新たに規制をもうける場合な

どに、事前に公聴会を開催して政省令の原案を提示し、民

間の意見を反映させることを指す。または計画に際して住

民や利害関係者に情報を開示し、計画に意見を反映させる

ことを指す。茨城県では平成 15年度の財政再建プランを

策定するため、行財政改革大綱の見直し作業を行う中で、

パブリックコメント制度を導入し、インターネットで内容

を情報公開し県民の意見を受け付けた。パブリック・イン

ボルブメント（ＰＩ）とも呼ばれる。これは、公衆（パブリッ

ク）の巻き込み（インボルブメント）の意。

－ ひ －

１．Ｐ
ピー･アイ

Ｉ：パブリック・インボルブメント：Public Involvement 

→パブリックコメント制度（10）
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２．Ｐ
ピー･エス･シー

ＳＣ：Public Sector Comparator

ＰＦＩ事業において「公共部門比較値」と訳され、従来

の手法で公共部門が必要とする公共事業としてのサービス

を実施するために負担しなければならない費用と、各種の

リスクを勘案したＰＦＩプロジェクトで進める場合の費用

とを比較するために使用される数値のこと。

３．避
ひ

難
なん

の指
し

示
じ

法律に基づき発令するもので、次の三種類がある。

①災害が発生したとき､ または発生する恐れがあるとき、

災害対策基本法（昭和 36 年）第 60 条により市町村長

は、住民に対して避難のための立ち退きを指示すること

ができる。（その前段に避難勧告がある｡）

②水防法（昭和 24 年）第 22 条で、洪水または高潮によ

る氾濫のおそれがある場合、都道府県または水防管理団

体（市町村）は、居住者に避難のための立ち退きを指示

することができる。

③地すべり等防止法（昭和 34 年）第 25 条により地すべ

りにより著しく危険が切迫」している場合には居住者に

立ち退きを指示することができる。

また、消防法（昭和 23年）第 28条により、｢火災の現

場においては、消防署員または消防団員は、消防警戒区域

の設定し、その区域からの退去命令および出入り禁止制限

の措置を執ることができる」ことと災害対策法第 63条の

「当該地区からの退去を命ずることができる」に準じて避

難命令としている。

－ ふ －

１．Ｖ
ブイ･エフ･エム

ＦＭ：Value for Money

「支出に見合った価値または、支払価値」と訳され、支払

いに対して最も価値の高いサービスを提供すること。一定の

税金の使途に対して最も効率的かつ経済的で最も価値の高

い行政サービスの提供を受けられることを定めたもの。イギ

リスのメジャー政権下で導入。たとえばＰＦＩ事業における

行政支出の削減などを指し、計画段階で従来の公共事業型

（ＰＳＣ）で行う場合のライフサイクルコストとＰＦＩ事業で行

う場合の公共機関が負担するコストを比較しＶＦＭが生じれ

ばＰＦＩで着手し、生じない場合はＰＦＩ事業を断念すること

になる。　→ＰＳＣ（11）、ライフサイクルコスト（38）

リスク・ファクター

資金調達コスト

ライフサイクル・コスト維持・管理・運営費

施設建設費

〔公共事業者〕

（現在の価値） （現在の価値）

〔民間事業者〕

VFM

＜ＶＦＭの概念＞



プ ロ ジ ェ ク ト
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－ い －

１．Ｉ
イ ー タ ー

ＴＥＲ：International Tokamak Experimenntal Reactor

国際熱核融合実験炉と訳され、日本・ロシア・アメリカ・

ヨーロッパ（ＥＣ）の四地域が協力して進めてきた核融合

（陽子・重陽子・トリチゥムなどの軽い原子核が衝突して

より重い原子核ができる核反応で、大量の発熱を伴うので、

これを発電のエネルギー源に用いるもの）の大型実験炉計

画。1992 年（平成 4年）に各国が協力協定に調印してス

タートしたが、投資規模が膨大なことと実用化が難しいと

の理由で消極的になりつつある。日本では、那珂市の日

本原研那珂研究所（トカマク型の臨海プラズマ実験炉ＪＴ

60 がある）を始め、北海道苫
と ま こ ま い し

小牧市・青森県六
ろっかしょむら

ヶ所村が

誘致を展開していたが、平成17年6月南仏カダラッシュに

建設が決定した。　→サイエンスフロンティア 21構想（15）

２．茨
いばらき

城空
くう

港
こう

の整
せい

備
び

（百
ひゃく

里
り

飛
ひ

行
こう

場
じょう

民
みん

間
かん

共
きょう

用
よう

化
か

事
じ

業
ぎょう

）

百里飛行場民間共用化事業は、「増大する航空需要に対

し、茨城県民の利便性の向上を図るとともに、茨城県にお

ける陸・海・空の交通ネットワークを形成する」ために、

国土交通省が事業主体となって進められたものである。

この事業は、茨城県小美玉市（旧小川町）に位置する防

衛庁航空自衛隊百里基地において現在使用されている滑走

路の西側に民間航空機用の滑走路を新設するとともに、現

滑走路を嵩上げ（補強）するほか、エプロン、旅客ターミ

ナルビルなど、民間航空機の就航に必要な整備を行うもの

である。

百里飛行場の民間共用化は、平成 18 年 12 月に閣議決

定された「第 7次空港整備五箇年計画（後に七箇年計画に

計画に変更）」において、「百里飛行場の共用化について引

き続き関係者と調整を行うこととし、結論を得た上で所

要の整備を図る」と位置づけられた。その後、県、周辺市

町村、及び経済界関係団体で構成される「茨城県百里飛行

場民間共用化推進協議会」を中心に要望活動が展開され、

平成 10 年 3月には、「主として民航が使用する新たな滑

走路を現滑走路の西側210mの位置に設置する」との基本

的な方向が確認され、平成 12年 4月には空港整備事業費

（1億円）が予算化され、事業着手された。

平成12年7月には空港整備法施行令の一部改正により、

百里飛行場が共用飛行場に指定された。自衛隊と民航の

共用飛行場は、石川県の小松飛行場、鳥取県の美保飛行場

（米子空港）、徳島県の徳島飛行場、などがある。平成 16

年 12 月には環境アセスメントの一連の手続きが完了、平

成 17 年 7月 9日には現地にて起工式が開催され、12 月

には工事が本格的に開始された。

・主な施設整備（関連事業）は以下のとおり。（下表参照）

・平成 19 年 1月には、公募の結果、愛称を「茨城空港」

に決定した。

茨城空港は北関東の航空需要を担う「北関東の空の玄関

口」としての機能を持ち、さらには航空容量の限界を迎え

つつある東京国際空港（羽田空港）の空港需要の一部を受

け持つ「首都圏の北の玄関口」として機能することも期待

されている。

また、北関東自動車道や東関東自動車道水戸線などの道

路網の整備により、茨城県、栃木県、群馬県の各都市は、

羽田空港を利用する場合と比較して空港までのアクセス時

間が大幅に短縮され、最寄の空港までのアクセスに 2～ 3

時間を要する「空港空白地帯」を解消することができる。

茨城県では、開港前から利用促進対策に取り組むための

行動計画である「百里飛行場利用促進プログラム」を平成

17年 3月にとりまとめ、空港整備の進捗に応じ、様々な

利用促進方策に取り組んでいる。開港前から利用促進のた

めの行動計画を策定する取り組みは、全国初である。

＜参照：茨城県企画部事業推進課空港対策室HP：

 http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/kuko/ ＞

茨城県では、茨城空港の方向性について次のようにまと

め、国と連携して、施設整備や就航に向けた取り組みを

進めている。

⑴就航確保に向けた基本的な考え

茨城空港については、平成 23年度には成田・羽田の

国際線の発着枠が不足するとの予測を踏まえ、首都圏の

航空需要の一翼を担う空港として、国内に加えて海外と

主な施設（関連事業） 規格 事業者 備考

空
港
本
体

Ａ滑走路（新滑走路） 延長 2,700m×幅 45m 国土交通省 アスファルト舗装
Ｂ現滑走路 延長 2,700m×幅 45m 防衛省 コンクリート舗装
エプロン 国土交通省
百里空港事務所 RC2 階建 国土交通省 管理庁舎

茨城空港ターミナルビル 鉄骨 3階建 ㈶茨城県開発公社 国の事業者公募により決定
給油施設 200kl × 2基 茨城県
茨城空港駐車場 5.4ha 茨城県 1,321 台無料駐車場
茨城空港公園 19.3ha 茨城県 H22.3.11 に 7.0ha 開園
茨城空港線 延長 2.9km、幅 25～ 40m 茨城県 空港エントランス道路（一般県道）
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の交流を目指すため、国内 4路線（北海道、大阪、福岡、

沖縄）への就航を基本としながら、併せてアジアを中心

に国際ハブ空港と路線をつなぐ、海外路線の就航促進を

図る。また、他空港等との差別化を図るため、ＬＣＣ導

入に向けた空港利用のローコスト化を推進する。

⑵ローコスト空港に向けた取り組み

次によりＬＣＣ（ローコストキャリア）が就航しやす

い空港利用のローコスト化を推進する。

①航空機がエプロン（駐機場）において自走できる方式

とする。

・プッシュバックに要するアイドリング燃料費の節約。

・ハンドリング業務の牽引車（トーイングトラクター）、

トーバー、それに伴う人件費が不要。

②ＰＢＢ（パッセンジャー・ボーディング・ブリッジ）

の廃止。

・当初設計から省くため、使用料が不要。

③ターミナルビル内の旅客動線の 1階への集約化。

・フロア管理者の人件費の縮減。

茨城空港は平成 22年 3月 11 日に供用開始したところ

である。定期便はソウル（仁川）便（アシアナ航空）、神戸

便（スカイマーク社）の 2路線各 1便／日でスタートし

た。平成 22年 7月 28日から新たに上海（虹橋）便（春秋

航空）が週 3便運行している。また、平成 23年 2月 1日

から中部（中部国際）便、札幌（新千歳）便（スカイマーク

社）が就航している。

－ か －

１．霞
かすみ

ヶ
が

浦
うら

環
かん

境
きょう

創
そう

造
ぞう

ビジョン

霞ヶ浦流域や湖岸地域の持続可能な発展のために、霞ヶ

浦の豊かな自然環境とバランスを保ち、質の高い霞ヶ浦

の周辺整備や適切な利用の促進を図るための基本方針で、

平成 9年 3月に策定された。基本方針は、①安全で快適な

霞ヶ浦の創造、②豊かな自然環境の保全と創造、③のびや

かで美しい景観の保全と創造、④水辺の文化を育む交流の

創造、⑤魅力と楽しさのある霞ヶ浦の創造の 5つである。

２．霞
かすみ

ヶ
が

浦
うら

総
そう

合
ごう

開
かい

発
はつ

霞ヶ浦の下流の疎通能力を高めるため､ 北
きた

利
と

根
ね

川
がわ

につ

いて昭和 23 年から昭和 43 年にかけて、浚渫・引
ひ

き堤
てい

な

どで河道幅を従来の倍近くに拡幅し､ 昭和 34年に常陸川

逆水門に着工し、塩水遡上を防止した（昭和 38年完成）。

その後､ 昭和 37年に、霞ヶ浦が首都圏の水源として位置

づけられた第一次利根川フルプランが閣議決定され､ 昭和

42 年に河川法の改正に伴い管理が県から国に移行して昭

和 43年から治水・利水の両面からＹ．Ｐ．± 3.5 ｍの高さ

の堤防を築堤して貯水池化を図る ｢霞ヶ浦開発事業｣ がス

タートした｡ 開発事業によって湖周辺の基礎条件が著しく

変化するため、霞ヶ浦及びその周辺の生産機能・生活環境

に及ぼす影響を緩和することと、霞ヶ浦の水質を保全し、

関係住民の生活の安定と福祉の向上を図るための「霞ヶ浦

水源地域整備計画」が定められ、水質保全対策事業として

下水道、集落排水、影響緩和対策として土地改良、漁港

整備、河川改修などの各種事業が昭和 50年度から推進さ

れた。この霞ヶ浦開発事業と水源地整備事業を合わせて

「霞ヶ浦総合開発」と呼んでいる。樋
ひ

門
もん

・樋
ひ

管
かん

の付け替え､

舟溜
だ

まりなどの補償工事など平成 7年までの 27年間にわ

たって工事が進められ、総合開発に約 2,864 億円、水源

地域整備事業に約 4,169 億円を投資した。

→フルプラン（63）、流況調整河川（67）

－ き －

１．北
きたかんとう

関東自
じ

動
どう

車
しゃ

道
どう

北関東道は、群馬県高崎市を起点として茨城県ひたち

なか市に至る延長約 150㎞の高速道路である。現在（平成

22年 8月1日）までに、高崎ＪＣＴ～太田桐生ＩＣ間約 31

㎞、佐野田沼ＩＣ～岩舟ＪＣＴ間約 5㎞及び栃木都賀ＪＣＴ

～ひたちなかＩＣ間約 91㎞（東水戸道路約 10㎞を含む）が

供用されており、供用延長は約 127㎞となっている。

さらに、太田桐生ＩＣ～佐野田沼ＩＣ間約19㎞についても、

平成 23 年 3月19日に開通予定で、これにより全線が開通

する見通しである。

本道路は、茨城・栃木・群馬 3県の主要都市と茨城港

常陸那珂港区を連結し、東京港に一極集中する物流体系を

再編するとともに、北関東の沿線地域の連携と交流を促進

して、新たな経済文化圏の創造に寄与する重要な幹線道路

である。また、常磐道・東北道・関越道の 3本の高速道

路と連結することにより、北関東地域から他の地域のアク

セスがスムーズになるとともに、バランスの取れたハイ

ウェイネットワークが形成されることになる。

２．木
き

づかいアクションプログラム

県農林水産部において平成 15年度に策定された。本プ

ログラムは、県産材の振興施策を明らかにし、人と環境

に優しい木材の利用を積極的に推進していくことにより、

森林の公益的機能が発揮される森林整備や資源循環型

社会の構築、木材による安全、健康な県民生活の向上に

寄与することを目的としている。計画期間は、平成 22年度

まで。公共建築物・公共工事における県産材の利用拡大に

関する事項も盛り込まれている。
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－ く －

１．グリーンふるさと圏
けん

振
しんこう

興プロジェクト

茨城県北地域の 7市町（大子町、常陸大宮市、常陸太田

市、城里町、北茨城市、高萩市、日立市（旧十王町の区域））

からなる ｢グリーンふるさと圏｣ の広域的な振興と県・市

町村・住民・各種団体など多様な参加と連携により､ 昭和

60 年に ｢㈶グリーンふるさと振興機構｣ を設立し､ 圏域

内の人的・物的・歴史的な諸資源を活用して地域産業の活

性化や地域のＰＲ､ 観光リクリェーション機能の増進など

様々な地域活性化施策の推進を図っている｡

＜出典：㈶グリーンふるさと振興機構 HP＞

－ さ －

１．サイエンスフロンティア２１構想

原子力平和利用のパイオニア役を担ってきた茨城の地域

特性と最先端科学拠点としての理念や具体的なイメージを

柱に、東海村、那珂市、ひたちなか開発地区とその周辺地

域に最先端科学の一大拠点を築く構想。茨城県では、東海

村に建設中の大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ；ジェイパー

ク）（注）等を核として、その周辺地域につくばと並ぶ新た

な科学技術拠点の形成を目指す「サイエンスフロンティア

21 構想」を推進している。構想は、研究開発を支援する

産業の発展や、研究成果を活用した新産業・新事業の創出

を促進するための機能や、将来の科学技術を担う人材の育

成機能、この地域に来訪する研究者や技術者の快適な研究・

生活環境づくりを柱としている。

（注）Ｊ－ＰＡＲＣ

日本原子力研究開発機構と高エネルギー加速器研究機構

の共同プロジェクトである大強度陽子加速器施設（Japan 

Proton Accelerator Research Complex）の愛称。ほぼ光速

まで加速させた陽子を標的となる金属の原子核に衝突させ

ると、中性子等の二次粒子が発生する。これらの粒子を利

用して、原子や分子の世界を見る、顕微鏡のような装置で、

生命科学や物質科学、原子核 ･素粒子、宇宙物理やエネル

ギー研究など様々な分野の研究を飛躍的に発展させる世界

最先端の研究施設。

大強度陽子加速器施設で発生した中性子を利用すると、

生命科学の分野では、遺伝子を原子、分子のレベルで調べ

たり、タンパク質の働きを解明することによって、がんや

アルツハイマー病といった難病治療の特効薬が開発できる

と期待されている。また、人工筋肉の開発や血管の中でも

動けるような超小型の医療機器の開発にも応用されてい

る。物質科学の分野では、切手の大きさの記憶メモリーに

VTR200 本以上の記録ができる超高密度の磁気材料の開

発、大容量小型電池の開発による携帯電話や端末の軽量化、

小型化が進む。燃料電池や水素自動車の開発など環境を

考えた技術の開発への応用も期待されている。また、大

強度陽子加速器施設で発生したニュートリノを、295㎞

離れた岐阜県のスーパーカミオカンデ検出器に照射し、

ニュートリノの質量を測定することも予定している。これ

により宇宙誕生の直後の姿を捉え、宇宙の謎の解明が前進

するものと期待されている。

平成 19年 12月 23日に供用開始した。

（科学技術振興課HP）

→ＩＴＥＲ（13）

－ し －

１．首
しゅ

都
と

機
き

能
のう

移
い

転
てん

東京一極集中を是正し、災害発生時にも政治や政府の機

能が維持でき、かつ国政全般にわたる改革を行うため、平

成 2年の国会決議を受け、平成 4年に制定された「国会

等の移転に関する法律」に基づいて、平成 8年、国会等移

転審議会が設置され、移転候補地について 3年間にわたっ

て審議された結果、北東地域の「栃木・福島地域」と東海

地域の「岐阜・愛知地域」が移転先の候補地に選定された。

なお、「茨城地域」は、自然災害に対する安全性が優れて

おり、「栃木・福島地域」と連携してこれを支援・補完す

る役割があり、また、「三重・畿央地域」は、他の地域に

ない特徴を有しているので、将来新たな高速交通網が整備

されれば候補地になりうる可能性があるとされた。その後、

行財政改革に加え、経済活動の低迷状況が続いて移転のた

めの動きは鈍化している状況である。

２．首
しゅ

都
と

圏
けん

中
ちゅう

央
おう

連
れん

絡
らく

自
じ

動
どう

車
しゃ

道
どう

（圏
けんおうどう

央道）

圏央道は、都心からおよそ 40 ～ 60㎞の位置に計画さ

れている延長約 300㎞の高速道路。現在（平成 22 年 8

月）までに、つくば中央ＩＣ～稲敷ＩＣ間約 24㎞、海老名

ＪＣＴ～海老名ＩＣ間約 2㎞、八王子ＪＣＴ～桶川北本

ＩＣ間約 54㎞、木更津東ＩＣ～木更津ＪＣＴ間約 8㎞が供

用している。

本道路は、横浜、厚木、八王子、川越、つくば、成田、

木更津などの中核都市を相互に結ぶことにより、各都市

間の連携と交流を促進するとともに、東名、中央、関越、

東北、常磐、東関などの放射幹線道路と接続し首都圏に流

入する交通混雑を緩和することにより、環境改善、経済効

率の向上など多くの効果が期待される重要な幹線道路で

ある。

茨城県区間の起工式は、平成12年 2月21日につくば市

で行われ、国土交通省常総国道事務所により国道 6号牛
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久土浦バイパス（つくば牛久ＩＣ）と常磐道（つくばＪＣＴ）

間の 1.5㎞区間が平成 15 年 3 月 29 日に供用開始した。

平成 22年 4月 24 日につくば中央ＩＣからつくばＪＣＴ間

が供用開始し、平成 22 年 11 月現在、つくば中央ＩＣか

ら阿見東ＩＣまでが開通している。県内区間は、5市 4町

にまたがり、延長約 71㎞で計 9箇所のインターチェンジ

ができる予定。 （道路建設課HPほか）

３．常磐新線沿線開発

大量の住宅供給と新たな鉄道整備を推進するため ｢大都

市地域における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関す

る特別措置法｣（宅
たくてつほう

鉄法）が平成元年 6月に成立し､ 本県で

は宅鉄法に基づく基本計画で位置付けられた特定地域※１

において､ 約 1800ha の住宅地を供給することを目標と

しており､ このために計画された 8地区（中
なかね

根・金
こんだだい

田台地

区、葛
かずらぎ

城地区､ 上
かみかわらざき

河原崎・中
なかにし

西地区､ 島
しま な

名・福
ふくだつぼ

田坪地区､

萱
かやまる

丸地区､ 伊
い な

奈・谷
や わ ら

和原丘陵部地区､ 守
もり や

谷東地区､ 守谷

駅周辺地区）の開発を ｢常磐新線沿線開発｣ と呼んでいる。

このうち重点地域※２内では 5地区（葛城地区､ 島名・

福田坪地区､ 萱丸地区､ 伊奈・谷和原地区丘陵部地区､ 守

谷駅周辺地区）の沿線開発が位置付けられており､ この沿

線開発は、開発主体となる県などが一定の土地を先買いし

て地権者の立場となって、その土地を鉄道の線路用地や駅

舎用地をはじめ、学校や病院などの公共用地、さらにまち

づくりを促進するための業務用地や住宅用地として提供す

る先買型の土地区画整理事業（一体型土地区画整理事業）

で進められている。

※1） 特定地域

特定地域とは､ つくばエクスプレスの整備により大量

の住宅地の供給が見込まれる地域である｡ 本県では次の

市町村が指定されている｡

土浦市、下妻市、常総市、取手市、つくば市、かすみ

がうら市、つくばみらい市、守谷市

※ 2） 重点地域

重点地域とは､ 駅設置予定地周辺で､ 相当量の宅地が

計画的に供給される地域で､ 宅地開発と鉄道整備の一体

的推進の拠点となる｡

本県では次の地域が設定されている｡

守谷地域、伊奈・谷和原地域、萱丸地域、島名・福田

坪地域、葛城地域

４．新
しん

茨
いばらきけん

城県総
そうごうけいかく

合計画

平成 18 年度（2006）～平成 22 年度（2010）までの茨

城県政運営の基本方針となる「元気いばらき戦略プラン－

共に創ろう住みよいいいばらき－」を目指す新しい計画。

いばらきづくりの基本方向は 2025 ～ 2030 年頃を展望

し、「茨城の資源や潜在能力を磨き活用する」、県民が主役

となってこれからの ”いばらき ” を ” 共に創る ”」の二つの

基本姿勢と「経済（競争力あふれる産業大県 ” 活力あるい

ばらき ”）」、「暮らし（安心・安全で快適な ” 住みよいいば

らき ”）」、「人（充実した教育が行われ個性や能力が発揮で

きる”人が輝くいばらき ”）」の3つの目標を掲げている。

これらを実現するため、今後 5年間に推進する「基本

計画」と地域づくりを行う「地域計画」を策定し、平成 22

年度の各種数値目標を定めている。

現在、社会経済情勢の変化に的確に対応し、県勢のより

一層の発展と安全・安心な社会づくりを目指し、平成 23

年度からの県政運営の基本方針となる新しい県総合計画を

とりまとめている。 （企画課HP）

－ す －

１．スマートコリドール構想（つくば情報交流空間構想）

新しいまちづくりが進む「つくばエクスプレス」の沿線

開発地区や筑波研究学園都市などで、人口や産業の定着を

図るため、光ファイバー網の整備などを柱に快適な生活空

間や業務空間を創出し、未来型の情報都市の構築を目指す

構想で、1999 年度に策定された。

－ つ －

１．つくばエクスプレス

昭和 60 年 7 月の運輸政策審議会において「常磐新線」

の整備答申が行われ、平成元年には、ＪＲ常磐線の混雑緩

和を図るとともに首都圏における住宅需要に応じた住宅・

宅地の供給と県南・県西地域の振興を図るため、「大都市

地域における宅地開発および鉄道整備の一体的推進に関

する特別措置法」（宅鉄法）が成立、また、平成 13年 2月

には、常磐新線の新名称として「つくばエクスプレス」が

決定した。秋葉原からつくば間の約 58㎞を約 45 分で結

ぶ計画で、第三セクターの「首都圏新都市鉄道㈱」が事業

主体となり整備を進め、平成 17年 8月 24日に開業した。

うち茨城県内区間は 24.2㎞で、守谷市、つくばみらい市、

つくば市の 3市を通過する。駅数は全部で 20で、茨城県

内は千葉県側から、守谷、みらい平、みどりの、万博記念

公園、研究学園、つくばの 6駅。快速列車は、守谷駅と

つくば駅に停車する。可動式ホーム柵などのユニバーサル

デザインの導入、無線ＬＡＮ対応など先進技術を導入して

いる。平成 17 年 8月 24 日現在、秋葉原～つくば間は片

道 1,150 円。

・電車 1編成の車両数 6両

・設計最高速度 130㎞／ｈ
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・全線の所要時間 45分 （秋葉原～つくば） 

・1日運行本数 195 往復 （開業時） 

・ラッシュ時運転本数 24本／時 （開業時） 

→宅鉄法（85）、常磐新線沿線開発（16）

－ ひ －

１．東
ひがし

関
かん

東
とう

自
じ

動
どう

車
しゃ

道
どう

水
み

戸
と

線
せん

東関道水戸線は東京都練馬区を起点とし、千葉県を経て

水戸市に至る延長約 140㎞の高速道路で、常磐道、北関

東道、圏央道の 3本の高速道路と一体となって、鹿島港、

茨城港常陸那珂港区や成田空港、茨城空港などの国際拠点

を結び、陸・海・空の広域交通ネットワークを形成する。

また、沿線地域の振興や県勢の発展に寄与するとともに、

北関東や首都圏との交流促進・強化を図るための重要な幹

線道路である。

現在（平成 22 年 8月）までに、千葉県市川市から潮来

市間約 75㎞、茨城空港北ＩＣ～茨城町ＪＣＴ間約 9㎞が供

用している。

未整備区間については、三郷から市川市間の約 20㎞は

基本計画区間になっており、また、（仮）鉾田ＩＣ～茨城町

ＪＣＴ間約 18㎞は平成 8年 12 月に整備計画が決定され、

平成 10 年 12 月に施行命令、平成 11 年 1 月に工事実施

計画認可された。さらに、潮来ＩＣ～（仮）鉾田ＩＣ間約 31

㎞は、平成20年度に整備区間に格上げされ、道路橋梁設計、

地質調査、環境調査が行われている。なお、（仮）鉾田ＩＣ

～茨城空港北ＩＣ間の開通予定は平成 28 年度とされてい

る。　→百里飛行場民間共用化（13）

２．常
ひたち

陸那
な

珂
か

港
こう

（茨城港常陸那珂港区）

常陸那珂港は､ 昭和 58 年 3月重要港湾に指定され､ 北

関東自動車道と直結した最新鋭の国際海上コンテナターミ

ナルを備えた国際港湾として､ ひたちなか地区（水戸対
たいち

地

射
しゃばくげきじょう

爆撃場跡地）に建設が進められている｡ 港湾計画に

おける目標年次（概ね平成 22 年度）の取扱貨物量は年間

2,600 万 t（内外貿コンテナ 1,300 万 t）で､ 現在の大阪港

や博多港に匹敵するコンテナの取り扱いが見込まれてい

る｡ 北ふ頭地区は、平成 10 年 12 月に内
ないぼう

貿バースが一部

供用開始したのに続き、平成 12年 4月には外
がいぼう

貿コンテナ

ターミナルが供用開始した。これにより、ロシアとの定期

在来航路や韓国との定期コンテナ航路、さらに北米や欧州

との定期ＲＯＲＯ航路など航路開設が進んでいる。

また、臨港地区には建設機械メーカーが進出し、建設機

械の輸出拠点としても発展を続けている。現在も港の整備

が進められており、2009 年 8 月には中央埠頭において、

大型ＲＯＲＯ船に対応できる水深 9メートル岸壁が供用開

始された。

常磐・東北・関越自動車道を東西に連絡する北関東自動

車道（延長約 150㎞）の整備により、その起点である茨城

港常陸那珂港区は茨城・栃木・群馬各県の主要都市と結ば

れ、高規格幹線道路ネットワークが形成される。北関東自

動車道が全線開通により、常陸那珂港ＩＣから栃木県宇都

宮市まで約 1時間、群馬県太田市（国際貨物ターミナル）

まで約 1時間半で結ばれることから、「東日本の表玄関」

として、発展が期待されている。

茨城港常陸那珂港区を中心とする地域は法律に基づき、

平成 12 年（2000 年）8月に輸入促進地域（ＦＡＺ）（※）に

指定され、同年 12月に北埠頭内貿地区において「ひたち

なかＦＡＺ物流サイト」（倉庫面積　7,440㎡）が営業を開

始し、現在は運送業等の企業が入居している。

（※）ＦＡＺ物流サイト

現在、入居率 100％で、ＦＡＺ関連法（民活法及び輸入

促進・対内投資法）に基づく支援措置により施設整備が進

み、輸入拡大や雇用創出等による経済交流の活性化が図ら

れた。ＦＡＺ関連法は平成 18年 5月に廃止された。

なお、平成 20 年 12 月 25 日付で、日立港、常陸那珂

港及び大洗港の県北 3港を統合し、『茨城港』が誕生した。

3港の統合により、取扱貨物量 2,259 万トン、全国の重

要港湾103 港のうち第36 位（数字で見る港湾2010より）

の港湾が誕生した。茨城港の統合は、重要港湾同士の統合

としては全国初のものであり、港湾の規模拡大と知名度の

向上等による港湾のブランド力強化を図るとともに、一層

のサービス向上に努め、世界に通用する港湾への発展を目

指していくものである。

平成 22年 8月 3日には、茨城港・鹿島港ともに、国の

重点港湾 43港の一つに選定された。重点港湾は、国直轄

事業の「選択と集中」の一環として、全国 103 の重要港

湾の中から40 港程度を選定したもので、選ばれれば集中

投資で整備に弾みがつく一方、選定から漏れると継続の施

設整備は実施されるが新規整備事業は期待できず、競争力

低下が懸念される。　→ＲＯ－ＲＯ船（97）

－ ふ －

１．Ｆ
フ ィ ッ ト

ＩＴ構
こうそう

想

福島県・茨城県・栃木県の頭文字から取ってネーミング

され､ 東京圏に近接するこれら 3県の県際地域が持って

いる様々なポテンシャルを生かして､ 21 世紀の新たな先

導的な拠点としようと昭和 62年に 3県で合意がされ､ 平

成 4年に 21 世紀ＦＩＴ構想推進協議会が設立し､ 翌年県

域の整備の大きな方向付けと戦略的に重要なプロジェクト

を定める ｢21 世紀ＦＩＴ構想推進指針｣ を策定した｡
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これら三県にまたがる県北部の過疎地域の地域振興につ

いて、交通・産業・学術・観光・交流・イベントなどにつ

いて、一体的な協調のもとにビジョン展開を図ろうとする

計画である｡

－ み －

１．水
みず

のマスタープラン

将来の茨城県の水需要に対する長期的かつ安定的な水供

給を図るため、水資源の保全、開発および利用に関する基

本方向を明らかにし、水の需要と供給とを総合的かつ計画

的に調整して、長期的展望にたった水資源に関する総合的

な施策や供給施設などの整備を図るために策定するもの

で、従来の「茨城県長期水需給計画」にかわり、平成 13

年度末に策定され、県の人口予測の縮減に見合って必要予

測水量が低目に見直され、霞ヶ浦導水事業なども計画を縮

小されることになった。　→フルプラン（63）



社 会 一 般
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－ あ －

１．ＩＳＯ：International organization for standardization

1947 年に工業規格の国際統一と調整の促進を図るため

設立された国際標準化機構を指す｡ 中でもＩＳＯ9000 シ

リーズは､ 品質管理・品質保証のシステムを確立､ 製品の

生産や設計・施工などについて高レベルの水準を維持して

企業活動や業務を展開しようと近年盛んに取り組まれる

ようになった｡ さらにＩＳＯ14001 は､ 環境ＩＳＯとも言

われ､ 省エネ・省資源化や環境負荷の低減を目指すため

1996 年に作成された｡ 環境管理プログラムとして各種計

画・運用・点検・見直しを行う環境マネジメントシステム

を構築し企業のコマーシャルイメージを高めようとするも

のである｡ 具体的には省エネ､ 各種リサイクル､ 環境保全

対策などの項目について目標を定め的確な進行管理と評価

を行いながら常に業務の改善を図らなければならない｡ い

ずれも審査登録機関の審査を経て認証を受ける｡

茨城県では、建設工事入札参加資格（格付け）基準の主

観項目において、ＩＳＯ9001 又はＩＳＯ14001 の認証取

得会社は、それぞれ 10点が加算されることになっている。

２．アウト・ソーシング：out-sourcing

業務の一部または全部について外部の企業や業者に委託

する業務形態のこと｡ また生産に必要な部品などを社外や

海外などから調達することで､執行体制のスリム化が図れ、

関連産業の発展にもつながる｡

３．アーバンツーリズム：urban tourism 

都市型観光と訳され、都市ならではの歴史的、文化的ス

トック、街なみなどを対象に、市民や来訪者の回遊性を高

めた観光活動のことで、最近では市街地活性化の方策と連

動させる動きもでている。「街なみウォッチング」なども

狭義のアーバンツーリズム。

→グリーンツーリズム（20）、エコツーリズム（119）

４．アーバンビレッジ：urban village（和）

1998 年に施行された「優良田園住宅建設促進法」など

を適用して農山村や都市郊外で「農のあるくらし」を実現

するため、畑も作れるような広い庭を敷地として区割りし、

ゆとりのある生活の実現を目指す。新潟県上越市で 500

～ 1,000㎡の宅地 55区画の例がある。

→優良田園住宅建設促進法（105）

－ い －

１．インフラ：infrastructure

社会生活・経済活動の維持、発展を支える基盤となる施

設のこと。道路・鉄道・港湾・上下水道・電気・通信など

の産業基盤となる社会資本と学校・病院・社会福祉施設な

どの生活関連の社会資本を指す。さらに、近年では、コン

ピューターと通信ネットワークが結合して形成される情報

インフラストラクチャーを新社会資本と称している。　

→新社会資本（21）

－ え －

１．Ｓ
エス･ピー･シー

ＰＣ：Special Purpose Company：特定目的会社

景気が停滞する中､ 企業などがバブル期にかかえた過剰

不動産などを、ＳＰＣと呼ばれる新たに設立した別会社に

売り渡し､ 調達した資金で有利子負債を返済することによ

り、財務体質のスリム化を図ること。ＳＰＣは、不動産が

生み出す収益や支払いを原資として、高額な不動産などの

大型物件を小口化して、社債や株式など資産担保保証券

（ＡＢＳ）を発行して投資家から資金を集め、賃貸収入や売

却益の収益を配当や利子の形で還元する。平成 10年 9月

に「特定目的会社による資産流動化法（ＳＰＣ法）」が施行

され活用が広まった。この手法は企業以外でも国有地の

売却や大規模テナントビル、大規模造成地などにも応用で

き、ＳＰＣ改正法案では対象資産を不動産・指名金銭債権

の 2種類から財産一般に拡大されることと、ＳＰＣ自身の

資産借り入れが認められるなど今後の資産流動化市場の拡

大が予想される。

また、ＰＦＩ事業における事業主体としてＳＰＣの活用が

図られている。　→ＰＦＩ（113）

＜ＳＰＣのしくみ＞

資
産
の
保
有
者

投

資

家

受 託 者

ＳＰＣ（特定目的社会）

不動産

リース債権

社債

優先出資証券

管理・処分の委託

売却

利子・配当金
・償還金収益

代金

証券発行

代金

２．Ｎ
エヌ･ピー･オー

ＰＯ：Non Profi t Organization

医療・福祉・保険、社会教育、街づくり、文化・芸術・

スポーツ振興、環境保全、災害救援、地域安全、人権擁

護・平和推進、国際協力、男女共同参画社会など 12の分

野で公益実現のために活動する、私的利益を目的としない

組織のことで、各種の市民団体、慈善団体、消費者団体、
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社団法人、財団法人、福祉法人、生活協同組合などが該当

し、法人のみならず任意団体も含まれ、 行政や民間企業

の取り組みの限界を補完する形で活動を行う任意のボラン

ティアグループや市民活動団体を指す｡ 阪神・淡路大震災

に際してのボランティア活動を契機として、平成 10年 3

月には自由な貢献活動を支援するため､ 社会特定非営利活

動促進法（ＮＰＯ法）が制定され､ 公益の増進に寄与する

ＮＰＯを法人化することができるようになった｡ これによ

り税制上において収益事業には普通法人なみに課税される

が会費・寄付金・助成金は非課税扱いとなる｡ 平成 15年

5 月 31 日現在､ 全国で 12,941 件が受理され、そのうち

11,474 件が認証され、茨城県では平成 16 年 4 月 28 日

現在、199 団体が認証されている。平成 15年 5月から新

たに科学技術振興、産業支援、消費者保護などの業種が追

加され活動範囲が拡大された。

－ か －

１．観
かんこうりっこく

光立国推
すいしん

進基
きほ ん

本法
ほう

観光立国推進基本法は、平成 18 年 12 月に議員立法に

より成立し、平成 19年 1月より施行された。本法律にお

いて、観光は 21世紀における日本の重要な政策の柱とし

て初めて明確に位置づけられた。

昭和 38 年に制定された旧「観光基本法」の全部を改正

し、題名を「観光立国推進基本法」に改めることにより、

観光を 21世紀における日本の重要な政策の柱として明確

に位置付けている。観光立国の実現に関する施策の基本理

念として、地域における創意工夫を生かした主体的な取組

みを尊重しつつ、地域の住民が誇りと愛着を持つことので

きる活力に満ちた地域社会の持続可能な発展を通じて国内

外からの観光旅行を促進することが、将来にわたる豊かな

国民生活の実現のため特に重要であるという認識の下に施

策を講ずべきこと等を定めている。政府は、観光立国の

推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

「観光立国推進基本計画」を定め、基本的施策として、国

際競争力の高い魅力ある観光地の形成、観光産業の国際競

争力の強化及び観光の振興に寄与する人材の育成、国際観

光の振興、 観光旅行の促進のための環境の整備に必要な

施策を講ずることとしている。　　　　　　（観光庁HP）

２．官
かんせいだんごうぼうしほう

製談合防止法

国や地方自治体などの発注者側職員が業者に談合を指示

したり、受注先業者を指名したりするほか、予定価格など

の情報漏えいを禁じた法律。特殊法人化した日本年金機構

の職員は「みなし公務員」に当たり、対象に含まれる。

2003 年の施行当初は、談合に関与した職員への罰則規

定がなかったが、旧防衛施設庁などの官製談合事件が相次

ぎ、06年の改正で罰則が新設された。「5年以下の懲役ま

たは 250 万円以下の罰金」とされ、刑法の競売入札妨害

罪の「２年以下の懲役」よりも重くなっている。

－ く －

１．グラウンドワーク：groundwork

｢地域の環境は地域の自助努力で守るべきものである｣

という基本理念のもとに､ 地域住民､ 自治体､ 企業の協力

体制を､ 第三者機関であるグラウンドワークトラストが

コーディネイトし地域の構成員が主体的に地域の環境改善

をすすめる活動｡ 主な活動は､ 都市部の荒地復旧､ 歴史的

遺産の保全､ 中小企業支援､ 学校での環境教育､ 自然とふ

れあう機会の提供（レクレーションの場）､ 障害者の社会

参加の機会提供､ 省エネ・リサイクルなど､ 身近な環境改

善の取組みが中心となっている｡ グラウンドワーク活動を

とおして､ 企業は地域貢献ができ､ 自治体・住民は居住環

境が改善できるなど､ 相互にメリットがある取組みとなっ

ており、｢多様な人材｣ ｢活発なまちづくり活動｣ ｢有力企業｣

がある茨城県においても実現性の高い取組みといえる。

２．グリーンツーリズム：green tourism（和）

農山村観光と訳され、農山村の地域資源を活かした農山

村滞在型の旅行のこと｡ 都市と農山村の交流を促進し、農

業や農山村集落の活性化を図るものである｡ 法整備（注）

により ｢日本型グリーンツーリズム｣ が推進されているが、

滞在するための農家民宿や観光農園が不足しており､ 受け入

れ先である農山村における施設整備や農村独自のサービス

を提供するための農家教育が求められている｡ また見るから

学ぶへ（観光から体験へ）価値観を変化させるなどツーリス

トの意識改革も必要となっている｡ 首都圏に近接しているこ

とからリピーターを確保しやすいこと､ 豊かな地域資源のあ

る農山村環境を有しているなど茨城県独自のメリットを活か

して県内の市町村で展開されることが期待される｡ 漁村・漁

港を中心とするものはブルーツーリズムと呼ばれている。

（注…平成４年に ｢農山漁村でゆとりある休暇｣ 推進事業

が創設、平成７年に ｢農山漁村滞在余暇活動のため

の基盤整備の促進に関する法律｣ が制定）

→アーバンツーリズム（19）、エコツーリズム（119）

－ こ －

１．交通バリアフリー法　→バリア・フリー（23）

２．顧
こきゃく

客満
まんぞくど

足度調
ちょうさ

査　→ＣＳ（21）
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３．コーポラティブファーム：Cooperative Farm（和）

都市生活者などが「農のあるくらし」を実現するため、

集合住宅と共同農園をセットで用意する団地の形態。

横浜市泉区で約 1,000㎡に 2階建て 9世帯分の集合住

宅に隣接して共同農地を設けた例がある。

→優良田園住宅建設促進法（105）

４．コラボレーション

協力・共同研究・共同製作・合作すること､ またはそ

の成果のこと｡ 研究や芸術などの分野で用いられること

が多く､ 異分野の協力体制や成果を指すこともある｡ ま

た最近では､ パソコンのネットワーク上での共同作業の

ことも指すようになってきている｡ 語源はコラボレート

（collaborate）の名詞形｡ コラボレートは ｢共同で仕事す

る｣ という意味である｡ セサミストリートでは､ ふたりの

子供が協力してひとつのことをやり遂げるような場面で

collaborate という単語が登場する｡

５．コンプライアンス：compliance

もともとは、企業の社内規則等の遵守を指すが、企業不

祥事が多発する中、企業の不公正な行動は社会的批判が厳

しくなっており、建設業界でも入札談合や贈収賄事件が起

きている。このため、談合に対する課徴金の引き上げや、

情報提供者への課徴金の減免措置などの独占禁止法の改正

や、一括下請け禁止などの入札契約適任法など新たな枠組

みの中で、法律や規則・倫理にのっとった企業経営、違法

行為をしないという経営が求められている。

－ さ －

１．災
さいがい

害弱
じゃくしゃ

者（災害時要援護者）

災害時、次の条件に一つでも当てはまる人を指す（防災

白書より）。防災行政上は、災害時要援護者と言う。

・自分の身に危険が差し迫った時、それを察知する能力

がない、または困難な者。

・自分の身に危険が差し迫った時、それを察知しても適

切な行動をとることができない、または困難な者。 

・危険を知らせる情報を受け取ることができない、また

は困難な者。

・危険をしらせる情報を受け取ることができても、それ

に対して適切な行動をとることができない、または困

難な者。 

これを基に具体例を上げると、障害者、傷病者、高齢者、

乳幼児・子供（健康でも理解力・判断力が乏しい）、外国人

（日本語が分からない）、妊婦、旅行者（その場所の地理に

疎い）などが想定されている。

２．サテライト・オフィス：satellite offi  ce

分散化された単位オフィスでローカル・オフィス（local 

offi  ce）ともいう｡ その最小の単位がＳ
ソ ー ホ ー

ＯＨＯ（Small Offi  ce 

Home Offi  ce）である｡ ネットワークやＯＡ環境の整備に

より､ オフィスは物理的に集中する必要はなくむしろス

タッフが通勤しやすく､ 働きやすく､ 分散して配置しなが

らしかも統合したオフィスを構成することが可能になっ

た。　→ＳＯＨＯ（42）

－ し －

１．Ｃ
シー･エス

Ｓ（国民の満足度）：Customer Satisfaction-

一般的には、「顧客満足度」と呼ばれるが、建設分野な

どにおける公共サービスでは、最終顧客である国民を意

識して国民の満足度と呼ばれている。行政側の立場から

見て、公共財産である社会資本や行政施策は、基本的には

マーケットによる競争にさらされることは無い。そのため、

国民とのコミュニケーションの推進によって、施策の方向

や行政サービスがニーズに合っているのか、効果的・効率

的な提供が行われているかなどを評価し、所管の行政サー

ビスに対するＣＳを向上することが重要となる。

２．社会資本ストック

社会資本は、社会的共通資本とも言い、私的資本等とは

異なり、特定の個人のものではなく、公共性が強く社会的

に消費される性格を持つ資本を言い、社会資本ストックと

は、一般的に道路、河川堤防、上下水道、公園などの国民

経済全体の基盤となる公共施設等の整備量を言う。

３．新
しん

社
しゃかいしほん

会資本

インフラ整備のうち､ 新時代の成長基盤となるような社

会資本のこと｡ 明確な定義はないが､ 道路・港湾・橋梁・

農業基盤といった従来型の社会資本と違って､ インター

ネットなどの情報化関連産業､ 学校・病院・公園・リサイ

クル施設・下水道などのような生活関連の施設や設備を指

すことが多い｡ 日本では､ 新社会資本への予算配分が手薄

で民間投資に依存している面が大きい｡

－ す －

１．ストック効果

公共投資により整備された社会資本整備が機能すること

により、社会活動の効率性、生産性、生活環境の快適性等

を長期的に向上させる効果を言う。
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－ せ －

１．脆
ぜいじゃく

弱国
こく ど

土

日本は次の点から、脆弱国土と呼ばれる。①南北に細

長い島国である ②脊梁山脈が中央に走っている ③気候の

変化が著しく降雨量が多い ④国土面積が全世界の陸地面

積の 0.25％であるにもかかわらず、世界中の地震の 10％

程度が日本とその周辺で発生する世界有数の地震国である 

⑤世界の活火山の10％以上が存在する有数の火山国である。

－ た －

１．大
だいてん

店立
りっちほう

地法（大規模小売店舗立地法）

従来の大規模小売店舗法（大店法）は､ 中小小売業者の

事業機会を確保することで小売業の正常な発達を図るため

立地に対する規制的な面が強かったが､ 平成 12年６月に

施行された大店立地法では大規模小売店による周辺地域や

周辺生活への様々な影響を緩和するための社会的な規制に

変わった｡ 具体的には店舗面積が 1000㎡を超える大規模

小売店には交通渋滞・駐車場・駐輪スペース・騒音・廃棄

物などに対して対策を講じることが条件づけられることと

なった｡ 　→まちづくり三法（88）

－ ち －

１．地
ちいきさいせいきばんきょうかこうふきん

域再生基盤強化交付金

国土交通、農林水産、環境の３省の枠を飛び越え、縦割

り行政を是正した交付金制度。地域再生計画の区域内で道

整備交付金（市町村道、林道、農道）、汚水処理施設整備

交付金（公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水および

浄化槽）および港整備交付金（地方港湾、第１種漁港）が

実施できる。

２．地
ちいきさいせいほう

域再生法

平成17年 4月1日成立。近年における急速な少子高齢

化の進展、産業構造の変化等の社会経済の変化に対応し

て、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による

地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他

の他地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進し、国

民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与すること

が目的である。

３．地
ちいきさいせいほんぶ

域再生本部

地域経済の活性化と地域雇用の創造を、地域の視点から

積極的かつ総合的に推進するため、平成15年10月 24日、

内閣に「地域再生本部」を設置したが、地域再生法の成立

（平成17年 4月1日）に伴い、同法第 15条に基づく「地域

再生本部」に移行した。

－ て －

１．Ｄ
ディー･アイ･ディー

ＩＤ：Densely Inhabited District

人口集中地区と訳され､ 昭和 35年の国勢調査から用い

られたもの｡ 定義は､ 人口密度の高い地区（人口密度が㎞

当たり約 4000 人以上）が市区町村内で互いに隣接してい

る地域のうち人口 5000 人以上を有している地域をいう。

実質的な市街地を示すものとして考えられている。平成

17年国勢調査では，県内 29市，44 の地区がＤＩＤ地区

となっており，ＤＩＤ地区人口は，全県人口の約１／３に

当たる 1,067,625 人となっている。

２．定
ていき

期借
しゃっか

家権
けんせいど

制度

従来の借地借家法によれば一度借家として貸した場合､ 契

約更新期間がきても貸し主は ｢正当な事由｣ が無ければ事

実上の明け渡しを要求できないなど借り手保護の側面が強

かったが、平成12年３月１日「良質な賃貸住宅の供給促進

に関する特別措置法」が施行され、契約更新条項が無くな

り借り主と貸し主の需給バランスと当事者間の自由契約制が

促進されることとなった。これにより質の高い賃貸住宅が増

えることと不動産投資信託の市場拡大が期待されている。

３．定
ていきしゃくちけん

期借地権

平成４年８月に借地借家法を大改正し、従来土地を貸すと

半永久的に返してもらえない、明け渡しに際して高額な立退

き料を請求されるといった事態を改善するため更新制度を撤

廃した「定期借地権制度」を導入し、定められた契約期間

で確定的に借地関係が終了することを特徴としている。

契約期間にはいくつかの種類があり、借地期間 50年以

上とし期間満了後には契約更新も買い取り請求もない一般

定期借地権、スーパーなどの事業用建物を建てて利用する

ために 10年から 20年以内だけ借地できる事業用借地権、

借地期間を 30年以上とし期間満了後地上の建物を地主が

買い取ることを約束し、買い取った時点で借地権が消滅す

る建物譲渡特約付借地権の三つがある。定期借地権は、ハ

ウスメーカーやデベロッパーがこの制度を活用し安価な

「定期借地権付き分譲住宅」を供給したことから注目を集

期 間 更新後の
期 間

目的に関する
制 度 契 約 書 類

一般定期借地権 50 年以上 更改排除 特に無し 公正証書等
の 書 類

建物譲渡特約付
借地権 30 年以上 〃 〃

事業用借地権 10年～20 年 〃 事業用建物の所有 公正証書等
の 書 類

借地権 30 年以上 10 年以上 特に無し
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めている。また新総合土地政策推進要項でも土地の所有か

ら利用へという土地政策の理念に合致するとして土地の有

効利用の観点からその幅広い活用を期待している。

４．ディスクロージャー：disclosure

経営公開｡ 企業が株主や投資家に対して企業の財務内容

などを公開すること｡ 証券取引法､ 商法などに開示義務が

定められている｡ 主に民間用語だが､ 行政でも使われるよ

うになってきている｡

－ と －

１．都
と し

市再
さいせいほんぶ

生本部

都市再生本部は、環境、防災、国際化等の観点から都市

の再生を目指す 21世紀型都市再生プロジェクトの推進や

土地の有効利用等都市の再生に関する施策を総合的かつ強

力に推進することを目的として、平成 14年 6月 1日、都

市再生特別措置法が施行され、都市の再生に関する施策を

迅速かつ重点的に推進するための機関として、法律に位置

づけられた。

２．都
と し

市再
さいせいとくべつ

生特別措
そ ち

置法
ほう

平成 14年 2月制定。この法律は、近年における急速な

情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情勢の変化に我

が国の都市が十分対応できるものとなっていないことに鑑

み、これらの情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び

都市の居住環境の向上（都市の再生）を図るため、都市の

再生の推進に関する基本方針等について定めるとともに、

都市再生緊急整備地域における市街地の整備を推進するた

めの民間都市再生事業計画の認定、都市計画の特例等の特

別の措置を講じて社会経済構造の転換を円滑化し、国民経

済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的

としている。

－ に －

１．ニューハビテーション：new habitation

首都圏などでは、官庁や企業のオフィスなど一極集中が

進み、地価高騰などにより深刻な住宅問題があるため、環

境の良好な地方に住宅を構え、高速の鉄道機関などを使っ

て通勤するような新しい居住・生活スタイルの総称。

ニューハビテーションのライフスタイルには、マルチハ

ビテーション（複数住宅居住）で、普段は都心部に居住して、

週末にリゾート等のセカンドハウスで生活するカントリー

ライフ型、逆に郊外・地方で生活して都市部にワンルーム

マンションなどのセカンドハウスに居住するビジネスキャ

ンプ型、遠距離居住の新幹線通勤型などがある。

－ の －

１．ノーマライゼーション：normalization

標準化､ 正常化､ 通常状態に戻すこと｡ 特に障害者を閉

ざされた施設に収容しないで健常者と共に生活することを目

標として､ 社会福祉を進めること｡ また老人や病人の隔離を

やめ､ 地域社会の中でケアしようとする運動で､ バリアーフ

リー化などが求められている｡ 　→バリア・フリー（23）

－ は －

１．パートナーシップ：partnership

地域環境改善活動や水環境回復活動などは､従来､市民・

行政・企業・研究者などがそれぞれの枠内で独自に取り組

んできた経緯があったが､ 幅広い協力体制の元に、各領域

を超えてお互いに補完しあいながら、より効果的な成果を

上げる体制づくりが求められている｡ これらの協力体制や

運営手法を指して、パートナーシップと呼んでいる｡

２．バリア・フリー：barrier free

高齢者や身体障害者が介護者の援助を受けずに一人で移

動できるように、バリア（障害・障壁・不便）となるもの

を排除すること｡ 特に、住みやすい住宅づくりや、道路・

交通機関など移動しやすい条件などを整備すること｡ 住宅

では段差や仕切りを無くし､ 交通機関や乗換駅周辺や街の

中では車椅子で自由に乗り降りや移動できる工夫をした

り、トイレのスペースを確保､ エレベーターの設置や視覚

障害者向けの誘導表示にも配慮する｡ 平成12年５月に「高

齢者､ 身体障害者の公共交通機関を利用した移動円滑化促

進法」（交通バリアフリー法）が成立し、

①駅、バスターミナル、旅客船ターミナル、航空旅客ター

ミナル、さらに鉄道車両、バス、旅客船、航空機などの

バリアフリー化を推進する。

②駅などの旅客施設を中心とした一定の地区において、市

町村が作成する基本構想に基づいて、旅客施設、周辺の

道路、駅前広場、信号機などのバリアフリー化を重点的

かつ、一体的に推進する、こととされる。

市町村が基本構想を作成できるのは、１日の利用者数が

5,000 人以上の旅客施設で、県内ではＪＲ常磐線やＪＲ水

戸線などの 27駅が該当。またこれらの考え方を発展させ

たユニバーサルデザイン：Universal Design とは､ 高齢者・

障害者・子供など年齢、性別を問わずすべての人にとって

使いやすく利用しやすく設計した製品、建物、環境などは、

一般の人にとっても便利で使いやすいはずであり､ この
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ことはすべての人のためのデザインあるいはすべての人に

優しいデザインともいわれ､ すべての人が暮らしやすい

ような物づくりや街づくり､ サービスなどに生かすこと

ができるという考え方のため universal（万人に共通した）

と呼ばれる｡

平成 18年 12月 20日、平成６年に制定された「高齢者、

身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進

に関する法律」（通称；「ハートビル法」）と「交通バリアフ

リー法」が一体化され、新たに「高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律」（通称バリアフリー新法）

が施行された。

新法の最大のポイントは、計画策定段階から、高齢者や

障害者の参加を求め、意見を反映させる点であり、市町

村は、高齢者や障害者がよく利用する地域を「重点整備地

区」に指定して基本構想をまとめ、構想に基づいて交通機

関や道路管理者、建築物の責任者らが一体となってバリア

フリー化を進める。例えば、駅から駅ビルを経由し、バス

に乗って市役所などに向かうといったルートを想定し、電

車や駅、駅ビルやバス停、歩道、市役所の内部に至るまで、

階段や段差をなくすよう検討を進める。2つの旧法でも、

駅やホテルなど、基点となる施設を中心にした周辺道路ま

でを一体に捉えてバリアフリー化を進めてきた。しかし、

それらをつなぐ経路は整備の対象から漏れることがあり、

段差が残ったままで移動が困難になるケースが見られた。

→ユニバーサルデザイン（25）、バリアフリー法（104）

－ ひ －

１．Ｂ
ビー･アール･ティー

ＲＴ：Bus Rapid Transit

バス高速輸送システムの略。これまでの路線バスをさらに

高度化させ、軌道系に近い高い速達性・定時制・利便性を

提供する交通システム。安価なコストで大きな効果が得られ

る基幹交通として注目されている。

一例として、鹿島鉄道跡地バス専用道化事業が挙げられ

る。これは、平成１９年３月末に廃線となった鹿島鉄道跡地

のうち、石岡駅から四箇村駅までの区間を全国初の公設民

営方式により、バス専用の市道として整備し、民間会社が定

時性と速達性のあるバスを運行するものである。

平成１９年４月から、旧鹿島鉄道線に沿うルートで鹿島鉄

道代替バスが運行されていたが、国道 355号の渋滞により

定時性の確保が難しくなったこと等により、バス利用者は鉄

道利用者の約４割程度と大きく落ち込んでいた。

このため、鹿島鉄道跡地という既存ストックをバス専用道

として有効活用し、同時に旧鹿島鉄道と同等のサービスを行

えるよう、平成２１年から整備を進め、平成２２年８月３０日

よりバスが運行している。バス専用道の開通により、高校生

をはじめとする沿線の皆様にとって公共交通の利便性が大幅

に向上するとともに、茨城空港へのアクセス性や利便性の向

上が見込まれる。
○事業主体 ：石岡市、小美玉市

○事業区間 ：Ｌ＝5.1㎞（石岡駅―四箇村駅）

　　　　　　 ※四箇村駅～小川駅は、国道 355号を

運行

○事業費 ：約7.6 億円（県0.8 億円、両市6.8 億円）

○バスの運行主体：関鉄グリーンバス㈱

○事業効果 ：定時性・速達性の確保、国道 355号の

渋滞緩和、ＣＯ2 排出量の削減

○所要時間と運賃：石岡駅～小川駅　　　20 分　360 円

石岡駅～茨城空港　　35分　600 円

２．ヒートアイランド：heat island

郊外とくらべ都市部の気温が相対的に高いことをいう。等

温線を描いたとき、都市部が海に浮かぶ島の形に似ていると

ころから熱の島（ヒートアイランド）と名付けられた。冷暖房

などの人工熱の放出、ビルや舗装道路による太陽熱の蓄積、

樹木不足のため水分蒸発による気温低下がないこと、上空の

大気汚染物質による温室効果、ビルの乱立による換気不足

などが高温状態の原因とされる。冬の寒い朝の気温では都市

部と郊外との差は、東京で６度以上、中規模の都市で３～５

度にもなるといわれている。また、近年都市部での夏の熱帯

夜の増加など不快な都市気候を生み出し、近年続発してい

る都市部における集中豪雨の一因ともなっているとされる。

このため、環境省では、平成13 年度から、東京、名古屋、

仙台など全国５都市をモデルにヒートアイランド対策として、

エアコンなど人工廃熱の低減、雨水を内部に蓄えることに

よる路面温度の引き下げる「透水性舗装」、建物の淡色化に

よる反射率の改善、ビルの壁面・屋上の緑化、河川の開渠

化、公園での水辺の創出、道路・公園・森林・建築物などの

再配置で市街地区を吹き抜ける冷気流を取り込む「風の道」

づくりなどを進めることとしている。　→透水性舗装（74）

３．ヒートポンプ：heat pump

熱ポンプのことで､ 冷媒を媒体として、機械的に熱量を

低温の熱源から高温部へ何回も運んで（汲み上げて：ポン

プの作用に相当）放出する装置｡ 外気温との間にわずかな

温度差があれば良く､ 熱源として年間の水温がほぼ一定に

近い河川の流水や下水排水が利用され冷暖房用として最近

注目されている｡
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－ ふ －

１．Ｖ
ブイ･ジェー･シー

ＪＣ（ビジット・ジャパン・キャンペーン）

外客誘致活動を質・量の両面で強化し、外国人の訪日を

促進するキャンペーン。平成 14 年度に 524 万人だった

外国人観光客を、平成 22年度には 1,000 万人を目指すも

のである。2007 年データでは 834 万人を記録。

２．フィージビリティ・スタディ：ＦＳ：Feasibility Study

事業などの実現可能性調査のこと｡ 大規模な開発計画な

どについて企業や行政がその実現の可能性を前もって評

価・検討を行うこと｡

３．不
ふせい け い ゆ

正軽油

不正軽油とは，地方税法第 700 条の 22 の２の規定に

よる知事の承認を得ないで行われた次のものをいう。

１　軽油と軽油以外の炭化水素油（重油、灯油等）を混和

したもの。

２　軽油以外の炭化水素油（重油、灯油等）と軽油以外の

炭化水素油（重油、灯油等）を混和して製造された軽油

３　自動車の燃料として譲渡・消費される燃料炭化水素油

（重油，灯油等）

不正軽油の使用は、県税収入に大きな影響を与えてい

る。県土木部発注の公共工事においては、設計図書への注

意事項の添付、県税事務所職員が現場で行う使用燃料の抜

き取り調査に対する協力等を行うこととし、撲滅対策に重

点的に取り組んでいるところである。

４．フロー効
こうか

果

公共投資を行うことで建設業等の生産活動を活発にし、

原材料や労働力の需要を拡大させ、生産機会、雇用機会の

創出等の経済活動を活性化させる効果のこと。

－ ま －

１．マルチモーダル体系

複数の交通機関の連携を通じて、利用者のニーズに対応

した効率的で良好な交通環境が提供される交通体系。具体

的には交通拠点と道路の重点的な連携整備と機能向上に

より、スピードアップと乗り継ぎ・積み替えの円滑化を図

り、産業の国際競争力の強化や利用者が求めるドア・ツー・

ドアのサービスを目指す。

－ み －

１．南
みなみかんとうちょっかがたじしん

関東直下型地震

平成４年８月 21日に国の中央防災会議から ｢南関東地

域直下型の地震対策に関する大綱｣ が発表され､ 今後南関

東地域に直下の地震発生の切迫性が高まってくることが

指摘されるとともに､ 直下型の地震発生により著しい被害

を生じる恐れのある震度６以上になる地域として､ 茨城県

の県南西部 30 市町村（合併前）を含め１都５県が指定さ

れた。

－ ゆ －

１．ユニバーサルデザイン：universal design　

年齢、性別、国籍、個人の能力にかかわらず、初めから

できるだけ多くの人が利用可能なように、利用者本位の考

え方に立ったデザインをすること。利用計画に当たって、

いつでもどこでもだれもが利用可能とすること。バリアフ

リーが初めから存在しているバリアーを取り除くことであ

るのに対し、ユニバーサルデザインは、初めからバリアー

を作らないという考えで、バリアフリーが障害者や高齢者

を対象に考えているが、ユニバーサルデザインは、できる

だけ多くの人が使えるようにしようということで、初めから

対象が非常に広くなっている。　→バリア・フリー（23）

２．ユビキタス社会

ユビキタスの語源は、ラテン語で「いつでも、どこでも」、

「いたる所に存在する」で、ユビキタス社会とは、全ての

コンピューターがネットワークに接続された状態で、多く

の人がいつでも、どこにいても直ちに各種の情報にアクセ

スできる状態が可能な社会のこと。

－ り －

１．リダンダンシー：redundancy

「冗長性」、「余剰」を意味する英語であり、国土計画上

では、自然災害等による障害発生時に、一部の区間の途絶

や一部施設の破壊が全体の機能不全につながらないよう

に、予め交通ネットワークやライフライン施設を多重化し

たり、予備の手段が用意されているような性質を示す。

２．リノベーション：renovation

修理､ 改築または刷新・革新することで建物の更新工事

などを指す｡ 歴史的建造物の外装や設備を修理して更新

するなど､ 建て替えではなく建物の外観・インテリアな

どの大幅な､ あるいは部分的な改修を指す｡ 平成 11年の



－ 26－

｢新全総｣ の中で大都市のリノベーションとして都市空間

の修復・更新の推進が位置づけられている｡ リニューアル

（renewal）とも呼ばれる｡



建 設 技 術 一 般
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－ あ －

１．アウトカム・アウトプット指
し

標
ひょう

：outcome・output ～

アウトカム指標とは施策・事業を実施することによって

発生した効果・成果（アウトカム）を表す指標で、アウト

プット指標とは事業を実施することによって直接発生した

成果物・活動量（アウトプット）を表す指標である。例え

ば、「交通安全の推進」という施策を構成する「信号機の

設置」という事業があるとすれば、信号機を年度内に目標

数を設置するというのがアウトプットであり、その成果と

して交通事故件数が減少したということがアウトカムで

ある。

２．アスファルト再生路床材

アスファルト廃材を再生合材として再利用する時に副次

的に発生するグリズリアンダー材のことで規格が 40～０

で、ＣＢＲ５以上、塑性指数 10 以下のもので、路床入換

えの最下層に最大 30㎝厚まで施工できる。現場から再生

工場までの距離が 40㎞以内に採用できる。

→建設副産物リサイクル（122）、再生合材（123）

３．Ｒ
アール･エル･シー･シー

ＬＣＣ：余
よじゅみょう

寿命ライフサイクルコスト：Remaining 

Life Cycle Cost

既設構造物に対する補修・補強を考える場合のＬＣＣは、

建設費などの初期コストを含めないで、現時点以降の残存

供用期間に発生すると予想されるトータルコストについて

評価を加え、補修・補強工法を決定する方法。

→ライフサイクルコスト（38）

４．Ｒ
アール･シー･シー･エム

ＣＣＭ：Registered Civil Engineering Consulting Manager

建設コンサルタント業務において必要とされる ｢管理技

術者｣ として､ 技術管理者または技術士の指導のもとで､

業務に関する技術上の事項を処理または業務成果の照査に

あたる技術者のこと｡ ＲＣＣＭ資格制度は､ 平成３年度に

創設された民間資格であり､ ㈳建設コンサルタンツ協会が

実施している｡ 　→技術士（30）

参考）受験資格：業務経験年数が大学卒相当で 13年以上

資格認定後４年ごとの登録更新

５．アロケーション（アロケ）：allocation

費用の割り振りの意味で､ 異なる管理者が費用を出し

合って一つのものを建設するときにとられる措置｡ 橋梁を

道路管理者と河川管理者が負担し合って建設する場合や、

多目的ダムを河川管理者と複数の利水者が共同で建設する

場合などが該当する｡ 多目的ダムでは､ その建設費を利水

者が予定している水量比や単独でダムを造る場合の建設費

等を勘案して､ 水道事業者・工業用水事業者・発電事業者・

治水事業者等がそれぞれの分に応じた負担割合で費用負担

することを言う｡

６．暗
あんきょ

渠

オープン水路（開水路）、つまり開
かいきょ

渠に対して､ 地下に

設ける円形や矩
くけい

形の用水管や排水管をいう｡ 地形的な条件

や道路等との交差のため地表面に沿って設置できない場合

等に設けられる｡ 暗渠排水は、透水管などによって、土壌

中の過剰水を排除して高い地下水面を下げる方法である。

－ い －

１．Ｉ
イ ッ ツ

Ｔ ’ Ｓ

茨城県土木部においては、設計業務において、新技術・

新工法について、N
ネ テ ィ ス

ETIS を検索・参照するなどにより情

報を収集し、その活用の可能性について協議を行うこと

としている。さらに、平成 16年度には、県版の新技術等

情報提供データベース（略称「IT’S」）（イッツ：Ibaraki 

Technology Information System（IT IS ＝ IT’S））を整備し、

新技術等の提案を受け付ける場および有用な新技術等を広

く公開する場を設置し、民間等の新技術開発力の増進に寄

与するとともに、県土木部が発注する公共事業において発

注者が新技術等を導入しやすい環境作りを日指している。

NETIS と比較した IT’S の特徴は次のとおり。

①県内での施工実績がある技術を積極的な紹介。（「積極活

用技術」）

②申請にあたっては、可能な限り、茨城県の地域特性を考

慮する。

③発注者に対し、技術資料を提供する。（一部の登録技術

に限る）

④コンパクトなデータベースとし、発注者が手軽に閲覧

できる環境を整備し、新技術等の活用検討を促進する。

（茨城県土木部検査指導課のHP上で一般公開）

新技術等の活用促進は、公共事業のコスト縮減にも寄与

することから、各自治体においても、情報データベースの

構築などによる取り組みが活発化している。

＜参照 : 茨城県土木部検査指導課ＨＰ：

http://www.pref.Ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01claas/class03/07netis/index.html ＞

→公共工事コスト縮減対策（30）、Ｎ
ネ テ ィ ス

ＥＴＩＳ（36）

２．茨城県建設リサイクル推進行動計画２００９．３

建設廃棄物は、産業廃棄物全体の排出量の約２割、最終

処分量の約 1／4（いずれも平成 17 年度実績：国土交通

省、環境省調べ）、不法投棄量の約 7割（平成 18年度実績：

環境省調べ）を占めるものとされており、循環型社会を形
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成する上で建設廃棄物を含めた建設副産物のリサイクルの

推進は重要な課題となっている。特に建築解体廃棄物につ

いては、昭和 40年代以降に急増した建築物が更新期を迎

えており今後は排出量が急増することが予想されるが、そ

の一方で最終処分場については残容量が逼迫している状況

にある。 

また、建設発生土についても、その有効利用は依然とし

て低迷しており、再利用の推進は重要な課題となっている。 

このため、建設副産物の減量化、再利用促進及び適正な

処理を図ることが急務であり、本県では、「茨城県建設リ

サイクル推進行動計画」（以下、「旧計画」という。）を策

定し、「茨城県の持続可能な発展」を続けていくために官

民一体となって、計画的に建設副産物のリサイクルを推進

してきたところである。 

しかし、建設廃棄物の中には依然として再資源化が低い

品目が残っているだけでなく、旧計画の「建設工事におけ

る基本理念」の第一に掲げられる発生抑制の取り組みは緒

に就いたばかりである。

このような状況を鑑みて、茨城県における建設リサイク

ルの推進に向けた基本的考え方、目標、具体的施策を内

容とする「建設リサイクル推進行動計画 2009．3」を策定

した。 

本計画は、循環型社会の構築に当たって、建設産業の

責務が非常に重いとの認識のもと、建設産業が先導的に 3

Ｒを推進するための行動計画として策定したものである。

－ う －

１．打
う

ちっ放
ぱな

し

コンクリートの仕上がり面を型枠をはずしたままの面と

する方法。モルタル刷
は け

毛仕上げやタイル張りなどと違って

表面を修正しないので、メタル型枠や品質のよい剥
はくりざい

離剤を

使用し、ジャンカが発生しないよう入念な締め固めを行う

必要がある。　→ジャンカ（33）

２．馬
うま

道路工事などで車止めなどに使う横棒に、三角の形になる

ように足が４本ついた折り畳みのできるバリケードの一種｡

－ え －

１．Ａ
エ イ ペ ッ ク

ＰＥＣエンジニア

優秀な技術者が国境を越えて自由に活動できるように

するための制度。ＡＰＥＣエンジニアが登録できる技術

分野は、現在 11 分野であり、日本では当面、「Civil」と

「Structural」分野が登録申請の対象となっている。「Civil」

分野の資格は技術士が、「Structural」分野の資格は一級建

築士と技術士が対象となる。

「茨城県設計業務共通仕様書」において、設計業務にお

ける管理技術者は、技術士またはこれと同等の能力と経験

を有する技術者、あるいはシビルコンサルティングマネー

ジャー（RCCM）またはＡＰＥＣエンジニアの保有資格者

であり、日本語に堪能でなければならない、とされている。

２．液
えき

状
じょう

化
か

地震時に砂地盤の所では、砂の粒子同士が振動によって

密につまって、砂粒子の間にあった間
かんげきすい

隙水が下から吹き上

げて、砂が液体のようにドロドロになる現象が起き、支持

力が大きく低下して砂地盤上の建物や構造物が沈下したり

倒壊すること｡ 昭和 39 年の新潟地震や昭和 58 年の日本

海中部地震、平成５年の阪神大地震などで臨海部は大きな

被害を受けた。平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟中

越地震においても、液状化によるマンホールの浮き上がり

などの被害が発生した。このような砂の流動化を押さえる

ため、事前の液状化試験結果に基づき、振
しんどう

動締
し

め固
かた

めや

間
かんげきすい

隙水の排水､ セメント系・薬
やく

注
ちゅう

（薬液注入）による砂
すな

地
じ

盤
ばん

固
こ

化
か

対
たい

策
さく

を行う必要がある｡ 　→軟弱地盤対策（36）

３．Ｓ
エス･アイ

Ｉ単位

世界で共通して用いられる単位を統一するため1875 年（明

治 8年）メートル条約が締結されて以来､ おもにＣＧＳ単位・

ＭＫＳ単位が広く使われてきたが､ 必ずしも一量一単位となら
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ず､ 混乱していたため1960 年（昭和 35 年）の国際度量衡

総会で、国際単位系として新しくＳＩ単位系を採用することが

決まった｡ ＳＩとは、フランス語のLe System  International  

d'Unites の略で､ 日本でも1993 年（平成 5年）11月の新

計量法に正式に採用され､ 建設業界においても平成11年 4

月1日からＳＩ単位のみを使用することになった｡ 基本単位と

しては､ 長さm､ 質量㎏､ 時間 s､ 電流 A､ 温度 K､ 光度 cd

などで､ 力学系としては1㎏重＝9.80665N（ニュートン）と

して､ 従来の強度の表現㎏ /㎝が N/㎜､ 応力の表現㎏ /㎝

が Pa（パスカル）に変わる｡ 例えばコンクリートの設計強度

は1㎏ /㎝＝0.0980665N/㎜≒1/㎜ N/㎜で換算して180㎏

/㎝→18N/㎜､ 210㎏ /㎝→21N/㎜などとなる。鉄筋強度は

例えば SR295で1600㎏ /㎝→157N/㎜（≒160N/㎜）､ 単

位体積重量では RCで 2.5t/m →24.5KN/m､ 応力は 35㎏

/㎝→3.4MPaなどとなる｡

４．Ｓ
エ ス ･ キ ュ ー ･ シ ー

．Ｑ．Ｃ．：Super Quality Concrete

超高性能コンクリートのことで、設計基準強度が 50N/

㎜以上、かつ施工欠陥を生じさせない良好な充てん性があ

り、高強度鉄筋を使用し、必要に応じ鋼繊維補強を行った

もので、耐用年数は約 300 年。したがって、ライフサイ

クルコスト（Ｌ.Ｃ.Ｃ.）を比較すると従来のコンクリート構

造物にくらべ約 1/4 の経費で済むといわれる。

→ライフサイクルコスト（38）

－ か －

１．概
がい

略
りゃく

設
せっけい

計（予
よ び

備設
せっけい

計）

構造物の設計を行う場合は、段階的に２段階に分け、前

段の「概略設計」でほぼ目的とする構造物の概略について

決定したのち、具体的に詳細の部分の設計を行う「詳細設

計」に分けて進めている。すなわち概略設計では、与えら

れた設計条件のもとで、構造物の概略について（寸法・形

態・配置・構造等）三案程度の比較設計を行い、最も最適

な構造・工法・デザインと費用について決定すること。近

年特に周囲の環境にマッチした景観上の配慮が求められる

ようになっている。　→詳細設計（34）

２．過
か

積
せき

載
さい

車両に定められた積載量以上の積載物を運搬すること

で、過積載車輌による違法運行は依然として見受けられる

とともに、重大事故が発生している。重量違反車輌の割合

は、全交通の約１％であるが、鋼橋に疲労損傷を与える影

響は全体の約 30％を占めるという報告もあり、社会資本

の維持管理の面においても、違法運行の防止は今後の大き

な課題となっている。

茨城県土木部においては、交通安全対策、工事安全対策

及び建設産業の健全育成の観点から、過積載による違法運

行の防止対策を各種実施することとしており、共通仕様書

においても防止対策に取り組む旨を明記している。

ダンプトラックのメーカー、車輌により許容積載量に差

異があり、定量積載か過積載かの判断は難しいが、目安と

しては、土砂及び砕石・As 合材等の建設資材は、均した

状態で平
ひら

ボディーの嵩
かさだか

高一杯まで、As・Co 殻及び As 切

削殻は、平ボディーの上への嵩高 20㎝までは定量による

積載とみなす。ただし、土砂及び砕石・As 合材等の建設

資材については、通常均した状態で運搬していない場合も

あり、平ボディーの嵩高以上であっても均した場合嵩高一

杯までと認められるときは定量による積載とみなす。

３．仮
かそうしじょうほう

想市場法　→ＣＶＭ調査（131）

４．型
かたわく

枠

コンクリート構造物を製作する場合､ 生コンクリートを

流し込んで設計どおりの寸法に仕上げるための構造材。一

般に木製合
ごうはん

板や金属製の既製材が使用される｡ コンクリー

ト打設時の圧力や振動､ 重量に耐えられるよう､ また所定

の厚さ形状を保持するため､ 鋼管パイプやセパレーターな

どの型枠組立材料や支
し ほ ざ い

保材を組み合わせて製作される｡ 　

→化粧型枠（30）

５．合
がっさつ

冊工
こう じ

事

河川工事と道路工事を同時に発注する場合や近接または

同じ現場において国補事業と県単事業を同時に発注する場

合など、設計書はそれぞれ別々に作成して 1冊にまとめ

て発注する方法。（工事番号も別個で諸経費も調整せず、

設計書鏡に併記して合計額とする。）　→合併工事（29）

６．合
がっぺい

併工
こう じ

事

災害復旧工事などで別々に査定を受けた箇所を同時に発

注する場合などで、諸経費の調整の対象となるもの。

→合冊工事（29）

７．釜
かま

場
ば

排
はい

水
すい

工事現場などで湧水（地下水）があるとき、簡単な穴（釜

→水が溜まるところの意、甲府市の釜
かまなしがわ

無川は、淵ができな

い程流れが急であること）を掘って湧水を導いて溜め、そ

こに水中ポンプを設置して排水する、一番簡便な湧水処理

法のこと。

８．空
から

積
づ

み

昔の城壁や玉石積みなどで裏込めにコンクリートを使用
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せず、石の摩擦だけで石壁を持たせる方式を指す。現在の

ブロック積みなどでは、強度を上げるため裏込めコンク

リートと一体的に施工（練
ね

り積み）するが、施工が悪いと

コンクリートが行き渡らずに石だけが積み上がって空積み

となることがある。

－ き －

１．技
ぎ

術
じゅつ

士
し

昭和 32年に制定された科学技術庁（現文部科学省）所

管の機械、船舶、航空、宇宙、建設、環境部門など 19部

門における高度の専門的応用能力を認める資格制度で、そ

れぞれ計画、研究、設計、分析、試験、評価などの各業務

に携わる。昭和 59年には、技術士を補助する技術士補の

制度が追加された。建設コンサルタント登録規定では登録

を受けようとする部門ごとに専任の技術士を置かなければ

ならないとされている。平成 13年 4月から技術士法が改

正され、既存の 19部門での実務経験の年数が引き下げら

れるとともに、常に高い技術水準を保つため、一定時間の

ＣＰＤ（Continuing Professional Development：継続教育）

が義務づけられ、また、海外の制度と同等となり日本の技

術が海外でも活躍できる道がより開かれることになった。

さらに現在では、総合技術管理部門、原子力・放射線部門

が設置されている。　→ＲＣＣＭ（27）

２．切
き

り回
まわ

し

道路工事などで、上下水道やガス管、市外通話ケーブルな

どを工事に支障がないような位置につなぎ変えて移設するこ

と。既設管を切って別にう回させること。　→付帯工事（37）

－ け －

１．化
けしょうかたわく

粧型枠

型枠をはずしたときにコンクリートの仕上がり面が石垣

風や天然石のように模様ができる型枠のこと。景勝地や史

跡のある場合の土止め壁として使用される例が多い。型枠

内側にあらかじめ発泡スチロールなどで鋳
いがた

型が造形されて

おり、通常の型枠よりリース料が高い。

２．原
げんすん

寸検
けん さ

査

鋼材などを使用して部材に加工する場合、加工や組立に

先立って設計図に基づきベニヤ板や鋼材自身などに実寸を

落とした寸法について発注側の監督者があらかじめ検査し

て確認すること。

３．建
けん

設
せつ

汚
お

泥
でい

含水率が高く粒子の微細な泥状の掘削物などで､ 通常の

ダンプトラックに山積みができず､ またその上を人が歩い

て渡れないような状態の泥を指す｡ 具体的にはコーン指数

がおおむね 200KＮ/㎡未満､ または一軸圧縮強度がおおむ

ね 50KＮ/㎡以下の泥で場所打ち杭工法・泥水シールド工法

で発生する廃泥水｡ 処分する場合は､ 脱水や土壌改良材の

混和による固形化ののち産廃処分か盛り土材として再利用

を図る｡ 　 →建設発生土リサイクル推進事業（122）

－ こ －

１．公共工事コスト縮
しゅく

減
げん

対
たい

策
さく

 

厳しい財政制約下で限られた財源を有効に活用し、公共

施設の整備をより効率的に推進することを目的に、政府が

策定した「公共工事コスト縮減に関する行動指針」（平成

９年 4月）に基づいて、各省庁が行動計画を策定しコス

ト縮減対策に取り組んだ。その結果、平成７年から 3年

間で公共工事コストを 10％削減する計画はおおむね達成

されたため、平成 12 年 9 月、国は、平成 12 ～平成 20

年度までの 9年間で 30％のコスト削減の行動計画指針を

策定した。指針の主なものは、技術基準や設計方法の見直

し、低価格の海外資材の活用などの直接的な工事コストの

低減を引き続き進めるほか、施設完成後の維持・管理経費

（ライフサイクルコスト）の削減、リサイクル材の活用、

工事時間の短縮など社会的なコスト縮減も含めた総合的な

施策の展開を図ることとしている。

茨城県でも、平成９年 12月に策定した「公共工事コス

ト縮減対策に関する茨城県行動計画」（以下、「旧行動計画」、

という。）に基づき平成９年度から 11年度までの３年間、

コスト縮減対策の推進に取り組んできた。

さらに、これまで実施してきたコスト縮減施策の定着を

図るとともに、新たなコスト縮減施策を積極的に推進する

ため、平成 12 年度から 14 年度を計画期間とする「茨城

県公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（以下、「新

行動計画」、という。）を策定した。新行動計画では、工事

コストの低減だけでなく、次のような総合的なコスト縮減

に取り組んできた。

①ライフサイクルコストの低減（施設の長寿命化や省資源・

省エネ化等）

②工事における外部コストの低減（社会的コスト、時間

的コストの低減。建設副産物リサイクル推進、交通渋

滞緩和等）

③大規模なプロジェクトにおけるコストの低減（つくばエク

スプレス沿線整備など大規模プロジェクトにおける総合

的なコスト縮減。関連事業間の調整、新技術の導入など）
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国土交通省では、さらに、平成15 年度から、その新行

動計画を継続実施することに加え、①事業のスピードアップ、

②設計の最適化、③調達の最適化を見直しのポイントとし、

公共事業のすべてのプロセスを例外なく見直す「コスト構造

改革」に取り組むこととした。平成15 年３月には、「コスト

構造改革」の施策プログラムとして、これまでの行動計画に

加え実施すべき施策をとりまとめた「国土交通省公共事業コ

スト構造改革プログラム」が策定された。

茨城県においても、「新行動計画」を改定するとともに、「国

土交通省公共事業コスト構造改革プログラム」と連携した各

施策を着実に実施し、公共事業のコスト縮減を推進していく

こととしている。本プログラムでは、「コスト構造改革」への

取り組みを適切に評価するため、①工事（初期）コストの縮

減、②規格の最適化による工事費の縮減、③事業便益の早

期発現によるコスト縮減、④将来の維持管理費の縮減の４

項日について評価する「総合コスト縮減率」を設定している。

数値目標としては、平成15 年度から平成19 年度までの

５年間に、平成14 年度と比較して、15%の総合コスト縮減

率の達成を掲げている。

茨城県においては、「国土交通省公共事業コスト構造改革

プログラム」に準じた「茨城県公共事業コスト構造改革プロ

グラム」を平成17年３月に策定した。数値目標は、平成16

年度から平成 20 年度までの５年間とし、平成14 年度と比

較して、15%の総合コスト縮減率の達成を掲げている。各施

策を着実に実施し、公共事業のコスト縮減を推進していくこ

ととしている。

［公共工事コスト構造改善］

これまでの計画において様々な施策を講じてきたところ

だが、行き過ぎたコスト縮減は品質の低下を招くことから、

これまでの「総合的なコスト縮減」から、ＶＦＭ最大化を

重視した「総合的なコスト構造改善」について、平成 21

年度から 25年度までの 5ヶ年間を対象期間として取り組

むこととした。

具体的には、これまでの評価項目である①工事コストの

縮減（見直しによる工事コストの縮減を含む）、②事業の

スピードアップによる効果の早期発現、③将来の維持管理

費の縮減に加え、ア民間企業の技術革新によるコスト構造

の改善、イ施設の長寿命化によるライフサイクルコスト

構造の改善、ウ環境負荷の低減効果等の社会的コスト構造

の改善を評価する「総合コスト改善率」を策定するもので

ある。

「総合的なコスト構造改善」は、コストと品質の観点か

ら公共事業を抜本的に改善し、良質な社会資本を効率的に

整備・維持することを目指しており、施策の実施にあたっ

ては、社会資本が本来備えるべき共用性、利便性、公平性、

安全性、耐久性、環境保全、省資源、美観、文化性等の所

要の基本性能・品質の確保を図ることとする。

実施にあたっては、「コスト構造改善」への取り組みを

適切に評価するため、①工事コスト構造の改善、②ライフ

サイクルコスト構造の改善、③社会的コスト構造の改善の

３項目の縮減について評価する「総合コスト改善率」及び、

物価変動（資材費、労務費等の変動）を考慮した「物価変

動を考慮した改善率」を設定し、平成 25年度までに平成

20年度と比較して、15％の総合コスト改善率の達成を目

標としている。

初年度となる平成 21年度茨城県所管の公共工事につい

ては、各種改善施策の実施により、 平成 20年度における

標準的な事業手法によるコストと比較して、約 7.3％（約

67億円相当）のコスト改善効果があった。

＜参照 : 茨城県土木部検査指導課ＨＰ：

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01c1ass/class03/04cost.htm1＞

２．工
こう

場
じょう

検
けん

査
さ

ＪＩＳ製品でない特注品や特別仕様の資材や製品につい

て工事発注者側が実際に製品を製作する工場に赴いて、材

質、寸法、強度、数量、出来上がり、見栄え、製作過程な

どをチェックして仕様書通りのものができるかどうか検査

を行うこと。その後に所定の部材を製作して施工現場に搬

入するという手順になる。

３．厚
こうそう

層基
きざ い

材吹
ふ

き付
つ

け

急傾斜地崩壊対策防止工事などで、法面処理をしたあと

土や岩の切り土面に植物の種子を木繊維や肥料（バーク、

オガクズなど）と混合した材料を圧縮ポンプで噴射して、

従来のもの（２㎝以下）に対し、３～ 10㎝の厚さに吹き

付け緑化を図るもの。地山を保護し、植物の定着・育成床

の確保と栄養分補給が同時に行えるもので、植物の生長に

優れた効果を発揮している。

４．勾
こうばい

配の表し方

① 100 分の 1 勾配（1/100）：100 ｍ水平に行って 1 ｍ

上がるときの勾配

100m

1m

②２割勾配：垂直の高さ１ｍに対し水平に２ｍ出たときの勾配

５分勾配：垂直の高さ１ｍに対し、水平に50㎝出たときの勾配

2m

1m 1m

0.5m

２割勾配 ５分勾配
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③　１：ｎの勾配　　垂直が１に対し水平にｎ行ったとき

の勾配（例；２割勾配は１：２と表わす）

n

1

④パーミル（permill：単位‰）：1000 ｍに対して 1ｍ上

がるときの勾配の単位（千分率）

５．コールドジョイント：cold joint

コンクリート構造物の施工中に、コンクリートの打ち継

ぎ目部に生ずる不連続面｡ 下層のコンクリート打設後､ 上

層のコンクリートを打設するまでに長い時間が経過すると

下層の表面に強度の無い不純物から成るレイタンスが発生

し強度や耐久性・水密生を著しく低下させる｡ この場合

レイタンスを除去処理し､ 高強度モルタルを敷くことに

よって下層と上層のコンクリートを一体化することがで

きる。平成 11 年に多発した山陽新幹線のトンネルでの

コンクリート片落下事故で話題となった｡

６．コンクリート再
さいせい

生砕
さいせき

石

建設工事等に伴い発生したコンクリート廃材の再資源化を

目的として機械破砕し製造した再生骨材で、石山から採掘し

破砕して製造する砕石と同様、道路路盤材や構造物埋め戻

し材、基礎材などに広く利用されている。茨城県また、茨城

県土木部が発注する土木建築工事では、一定の品質の基準

を決め、路
ろしょう

床入れ替え工や小構造物の基礎等に用いられる

RB－40と歩道路盤工や下層路盤工として用いられるRC－40

の２種類を基準化している。また、茨城県土木部が発注す

る土木建築工事では、コンクリート再生砕石等について指定

工場制度がとられており、茨城県土木部が指定した工場から

納入されなければならない。コンクリート再生砕石の指定工

場は、平成18 年３月27日現在、34箇所あり、コンクリー

ト再生砕石については、リサイクル原則化ルールに基づき、

工事現場から40㎞以内に再資源化施設があればそこから利

用することとなっている。　→建設副産物リサイクル（122）

＜参照 : 茨城県土木部検査指導課HP：

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/O1class/class03/＞

－ さ －

１．サガリ

ある点からいくら下がったところかを表す言葉｡ 垂直を

決める錘のついた糸はサゲフリと言う｡

２．柵
さっきょ

渠・柵
さっこう

溝

杭と杭の間を何枚かの板材をはめ込み水路等の押さえ壁

としたもの｡ 板と板の隙間から背後の土砂が吸い出しを受

けることが多く､ 主に農業用水路として用いられる簡易な

もの｡ 材質は木材やコンクリート二次製品がある｡

３．残
ざんぞん

存物
ぶっけん

件

補助事業が完了した時点で、補助事業で購入した機械・

器具・仮設物や備品などで耐用年数以内で残存価格が存在

するものは、継続使用をするものを除いて減価償却した残

存価格の補助率分を原則として国に返還しなければならな

い。しかし、除却や処分に要する費用が残存価格を上回る

場合は相殺して控除が可能。

－ し －

１．Ｃ
シー･エム

Ｍ：コンストラクション・マネジメント：Construction Management

工事の発注者と施工者の間に入って発注者の代理人として

コストや工程､ 品質などを管理し報酬を得る業務､ またはそ

の業務を行う会社を指す｡ ゼネコンに一括請負させる従来の

建設生産システムにくらべて事業の透明性が増す。しかし、

現状でもＣＭという名称は使わなくても元請けであるゼネコ

ンは工事の施工管理という事実上のＣＭ業務は実施してい

る｡ 一方､ アメリカでは建設工事の総額の約1/3にＣＭが採

用され､ ドイツやフランスなどでも類似の制度が定着してい

る｡ 発注者がゼネコンを介さず直接個々の専門会社と契約

を結ぶ際にアドバイスを行う純粋（pure）型､ ゼネコンを介

すが専門工事会社の選定はＣＭ会社行う方式､ 事業全体を

発注者から請け負ったＣＭ会社がゼネコンや専門工事会社を

選んで契約するアット・リスク（at risk）型など幾つかのバリ

エーションがあり､これらを実際に行うのがＣＭＲ（ＣＭマネー

ジャー、ＣＭ会社）と呼ばれている｡

２．ジオテキスタイル：geo-textile

大地または土地を表す Geo と織物の Textile を組み合わ

せた合成語｡ ポリプロピレン､ ポリエステル､ ポリエチレ

ンなどの材質で織物､ 不
ふしょくふ

織布 ､ 樹脂ネットなどにしたも

のを言い､ 軽くて引っ張り抵抗が強くしかもたわみ性があ

るため､ 道路盛り土・河川築堤工事などで巻き出し時に内

部に敷き込んで地盤的に強度を持たせたりせん断すべりに

抵抗して堤体などを安定させるもの｡ 県南や県西の軟弱地

盤の多い河川工事に施工される例が多い｡

３．Ｃ
シー･シー･アイ

ＣＩ

Charming Construction's Identity（魅力ある建設事業の

推進）の略称｡ 建設業の 3K（危険､ 汚い､ きつい）イメー

ジや職場環境を改善し､ 若い建設労働者を確保することに

よって建設業が担う社会基盤整備を円滑に進めることを

目的としている｡「茨城県魅力ある建設事業推進連絡会議
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（CCI 茨城）」は、㈳茨城県建設業協会、㈳茨城県造園建設

業協会、㈳茨城県電設業協会、東日本建設業保証㈱、茨城

県（土木部）の５団体で組織されており、毎年建設フェスタ

（イベント）や建設ステーション見学会（専門学校・高校・

大学生対象）､ 建設体験学習（中学生対象）など各種事業が

実施されている｡

４．市
しじょうたんか

場単価

歩掛を用いず、労務費、施工手間、材料費（場合によっ

て省かれる）を含んだ施工単位当たりの単価を市場単価と

いい、これを直接工事費の積算価格の算出にそのまま用い

る方式を「市場単価方式」という。公共工事を発注する際

の積算は、原則として歩掛を用いて積上げる積算（歩掛積

算方式）で実施されているが、市場単価は基本的に直接工

事費に相当する施工単位当たりの市場での取引価格であ

り、積算の機動性の確保、市場における各種の価格決定要

因の円滑な予定価格への反映、施工業者間の取引価格の基

準化、発注者の積算業務の合理化・省力化といったメリッ

トがあり、各種積算において幅広く用いられてきている。

積み上げ積算方式は、資材メーカーと下請業者間の取引を

反映するのに対し、市場単価方式は、下請業者と元請業者

間、あるいは資材メーカーと元請業者間の取引を反映する

ものといえる。市場単価方式をさらに発展させ、発注者と

元請業者間、あるいは発注者と下請業者間との取引を反映

するものが、現在国土交通省などで導入が進められている

「ユニットプライス型積算方式」である。

→施工単価方式（110）、ユニットプライス型積算方式（114）、

複合単価（36）

５．指
し

定
てい

工
こう

場
じょう

制
せい

度
ど

指定工場制度とは、土木部発注の建設工事に使用する材

料のうち、その品質が施設の安全性・耐久性に大きく影響

すると思われる主要資材について、工場指定基準に適合す

る製造工場を資材の納入できる工場として指定する制度で

ある。

本制度は、県内工場の育成の観点から創設され、定期的

な工場立入調査の実施における日常管理の指導により、工

場の技術力の向上、品質の確保及び良質な資材の常時安定

供給の確保を図るものである。

アスファルトコンクリート合材、コンクリート二次製品、

砕石、生コンクリート、再生砕石の５資材について指定工

場制度を設けている。

指定工場に対しては、毎年または隔年で工場への立ち入

り調査を実施しており、改善要請や指導を行っている。平

成 22年 6月 1日現在の指定工場数は、次のとおり。

＜出典：茨城県土木部検査指導課ＨＰ＞

資材名 制度開始年 指定工場数 県外工場数
砕石 S.51.04.01 27 0
コンクリート再生砕石 H.08.08.01 34 0
生コンクリート S.55.04.01 55 0
アスファルト合材 S.50.04.01 26 5

再生合材 S.50.04.01 26 5
コンクリート製品 S.50.04.01 31 0

積ブロック S.50.04.01 6 0
連結ブロック S.50.04.01 4 0
大型ブロック S.50.04.01 6 0
張ブロック S.50.04.01 10 0
長尺 U字溝 S.50.04.01 22 0

合計 173 5

６．指
し

定
てい

と任
にん

意
い

仮設工事などにおける ｢指定｣ とは､ 工事目的物を設計

図書のとおり施工を行わなければならないものであり､ 施

工方法等について具体的に指定している｡（契約条件とし

て位置づけ）

｢任意｣ とは､ 工事目的物を請負者の責任において自由

に施工できるものであり､ 設計図書に施工方法等について

具体的に指定していない。（契約条件ではないが､ 参考図

として標準的工法等を示すことがある）指定の場合は設計

変更および出来型検査の対象となるが､ これに対して任意

の場合は原則設計変更および出来形検査の対象とならない

が､ 地質条件など施工条件が契約上明記されているものと

実際とが異なるときは設計変更の対象となる｡

７．Ｃ
シー･ピー･ディー

ＰＤ：Continuing Professional Development

継続教育と訳され、従来一度資格を取ればほとんどが更

新無しの終身資格となっていたが、最新の知識や技術を修

得して自己研鑽と社会貢献に資するため、技術資格者の能力

の維持・向上を図るシステムのこと。各種団体（土木学会、

地盤工学会、日本技術士会、建設コンサルタンツ協会、日

本建築学会、日本造園学会、日本コンクリート工学協会、日

本都市計画学会、全国土木施工管理技工会連合会など）が

認定のためのプログラムを提供しており、一定の時間の講習

会参加や研修従事などを時間制により登録し、認定を受け

る制度である。

８．ジャンカ

打ち込まれたコンクリートの表面や躯
くたい

体の内部に、主とし

て粗骨材のみが取り残されたような形で生じた空隙の多い欠

陥部分で、粗骨材が多く存在するためモルタル分が極めて少

なく強度が弱い。このうち躯体の表面部に発生している箇所

を特に豆
まめいた

板と呼んでいる。ジャンカとは、骨材でジャカジャ

カした感じがあるため、または砂
ジ ャ リ カ

利化が訛ったものか。
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９．主
しゅ

任
にん

技
ぎ

術
じゅつ

者
しゃ

と監
かん

理
り

技
ぎ

術
じゅつ

者
しゃ

主任技術者および監理技術者は､ 建設業者が請け負った

工事を施工する場合の技術上の管理を行うため施工計画の

作成､ 工程管理､ 品質管理､ 安全管理などを適正に処理す

る｡ 一般建設業者は元請け､ 下請けを問わずすべて主任技

術者を置かなければならず､ 特定建設業者は自社施工の場

合､ または 3,000 万円（建築は 4,500 万円）未満の工事

を下請けに出す場合および他の業者の下請けとなる場合に

はすべて主任技術者を置かなければならない｡ また特定建

設業者が 3,000 万円（建築は 4,500 万円）以上の工事を

下請けに出す場合は監理技術者を置かなければならない｡

請負額が 2500 万円以上（建築 5000 万円以上）の工事の

主任技術者または監理技術者は､ 他の工事との兼任は認め

られないが､当該工事の現場代理人は兼ねることができる。

主任技術者になれるのは、１級及び２級国家資格者、大学

または高専（建設系）卒業後３年以上・高校（建設系）卒

業後５年以上・その他は 10年以上の各実務経験者。また、

監理技術者になれるのは指定７建設業（土木・建築・電気・

管・鋼構造物・舗装・造園）については、１級国家資格者

または大臣認定者、それ以外の業については、１級国家資

格者、実務経験者で元請け額 4,500 万円以上の工事で２

年以上指導監督の経験のある者とされ、監理技術者の方が

技術上上位のランクとなる。

10．詳
しょうさいせっけい

細設計（実
じっしせっけい

施設計）

構造物の基本方針（構造・工法・施工等）を定めた「概

略設計」を受けて、実際に構造物の工事を施工するための

構造図や寸法図、施工図、材料図などの図面（建築では、

給排水関係、電気関係、機械設備などの関係図を含む）を

作成し、工事費の積算基礎となる材料・資材の規格や数量

を総括する作業のこと。　→概略設計（29）

11．シールド工
こうほう

法：shield driving method

地下鉄や下水道工事などのトンネル掘削技術の工法で別

名モグラ工法とも呼ばれる｡ シールドと呼ばれる鋼製の円筒

保
ほ

護
ご

殻
かく

の先端前面部で掘削ビットを取り付けたカッター回転

させながら掘り進み､ 殻を油圧で前方に押し進めて後部か

ら掘削した土砂を外部に搬出する｡ 掘削後の内周にセグメン

トと呼ばれるプレハブの分割板をリング状に建て込んで一次

覆工とし､ 次に場所打ちコンクリートで巻き立てて二次覆工

を行いトンネル空間を形づくるもの｡ 特に軟弱地盤や交通量

が多くオープン掘削工法が困難な道路下で行われる｡

－ せ －

１．性
せいのうしょうさがたせっけい

能照査型設計

構造物や部材に要求される性能を明示し、それをもとに

設計を進める方法で設計の自由度が格段に高まり、新技術

の導入などが積極的に図られるようになる。

－ そ －

１．総
そうごうたんか

合単価

災害復旧事業で、設計・積算の簡略化を図るため簡単な

工種については、積み上げ計算をすることなく１m当たり、

１㎡当たり、１㎥当たりなどの諸経費込みの単価が用意さ

れており、数量の拾い出しだけで工事費が積算されるよう

になっている。

－ た －

１．大
だい

深
しん

度
ど

地
ち

下
か

利
り

用
よう

法
ほう

平成 13年４月に施行された「大深度地下の公共的使用

に関する特別措置法」のことで、道路・河川・鉄道・上下

水道などの公共性の高い事業で深い地下空間（大深度地下）

を使用する場合､ 原則地権者への補償を不要とするもの｡

地表から 40ｍ以下または建築物の基礎杭の支持層上面か

ら 10ｍ以下の両者のうち深い方を大深度地下とする｡ 当

面東京､ 名古屋､ 大阪の三大都市圏において適用する｡

→区分地上権

２．玉
たま

掛
が

け

クレーンで資材の積み上げ・積み卸し､ 横取りなどを行

うときその資材をフック掛けしたり移動の指示をして位置

決めをしたり､ フックからの取り外し作業を言う｡ 資材が

はずれたり落下する事故が多いため労働安全衛生法で有資

格者が作業に当たらなければならない｡

３．段
だん

切
ぎ

り

河川堤防の腹
はら づ

付けや道路の路体の盛り土として、1：4

より急な勾配の地盤上に盛り土を行うとき､ 新旧の境目に

滑り面が発生しないように階段上に地盤を削ること｡

敷き均し巻き出し単位：30㎝厚
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－ ち －

１．丁
ちょう

張
は

り

構造物を現地に建設する場合､ 設計図の寸法を確認する

ため工事の支障にならない位置に木杭とそれに水平もしく

は斜めに打ち付けられた貫板により高さや幅を確認できる

ように縄張りを行うこと｡ またこれらの木杭等を設置する

ことを ｢丁張りをかける｣ というような表現を使う。

２．直
ちょっ

轄
かつ

工
こう

事
じ

負
ふ

担
たん

金
きん

国道や一級河川のうち国が直接管理する区間の工事費つ

いて､ 受益者である県が毎年､ 道路法や河川法の規定によ

り応分の負担をすること｡ 河川では､ 河川法第 60条によ

り通常工事では 1/2､ 大規模工事では 3/10､ その他の工

事では 1/3 の負担率が定められている｡ また直轄ダム建

設については、下流県の治水上の負担金は同 63条により、

治水上の面的防御効果と各県の河川延長の割合を勘案し

て、各県のアロケーション率を決定して負担しなければな

らない｡

道路では､ 道路法により新設・改築工事では 1/3 となっ

ており､港湾では､直轄工事の4.5/10となっている｡ また、

都市公園法では国営公園の新設・改築・災害復旧では 1/3

の負担となっている。

その後、維持管理に係る国土交通大臣が行う砂防設備、

道路及び河川の管理等（以下「国の直轄事業」という。）

に要する費用については、公物の管理に要する費用は公物

管理者が自ら負担するという本来の原則に立ち返り、平成

22年度から直轄事業負担金を廃止して、管理者である国

が全額を負担することとなった。

国が受益者負担の観点から都道府県等に対して求めてい

た応分の負担のうち維持管理に係るものを廃止するため、

「国の直轄事業に係る都道府県等の維持管理負担金の廃止

等のための関係法律の整備に関する法律」（維持管理負担

金廃止法）を平成 22年 4月 1日から施行し、その根拠と

なっている砂防法、道路法、河川法等の規定について、所

要の改正を行うこととした。（但し、経過措置として平成

22年度に限り、維持管理のうち特定の事業（※）に要する費

用については、その対象を明確にした上で、都道府県から

負担を徴収する）。併せて、直轄事業負担金の業務取扱費

を全廃するとともに、公共事業に係る補助金の事務費も全

廃することとなった。

（※）特定の事業

安全かつ円滑な道路の交通に支障を生ずることを防止す

るために速やかに行う必要があるものとして政令で定める

道路を構成する施設若しくは工作物に係る工事（当該工事

を施工するために必要な点検を含む）

－ て －

１．出
で あ

合い丁
ちょうば

場

工事を進める際、工種の異なる工事（施工者が異なると

きもある）が、同一現場で同時に進行する状況をいう。そ

れぞれの工事の段取りを上手に行わないと時間のロスが生

じたり、人員や施工機械などが錯綜するため、労働安全衛

生上慎重な対応が必要となる。

２．デフレーター：defl ater

建設工事費は年毎に資材や人件費などの物価変動がある

ため､ 実績額を単純に比較することができない｡ このため

基準年からさかのぼって物価上昇率を加味した係数で割り

戻し（あるいは現在価格に修正）して工事額を比較する場

合の価格修正係数のこと｡

－ と －

１．トータルステーション：Total Station

光波による距離測定と方位角度を測定するトランシット

の機能を一体化した電子測定器械を使用して測量を行うこ

と。すべてのデータが座標化されたデジタル数値で表わさ

れ、コンピューターによる様々な加工処理が可能となる。 

２．トンボ

工事現場における盛土高を示すのための丁張りの一種

で､ 小木片などでＴ型の形にして設置されることが多いの

で昆虫の蜻
とん

蛉
ぼ

になぞらえてこう呼ばれる｡

－ な －

１．Ｎ
ナ ト ム

ＡＴＭ （New Austrian Tunneling Method）

従来の鋼アーチ支保工、矢板及び厚い覆工でトンネルに

作用する荷重（土圧）を支えるトンネル工法と異なり、吹

き付けコンクリートとロックボルトを主たる支保部材と

し、地山のアーチ作用、あるいはリング作用を積極的に活

用しようとする工法。我が国では、昭和 50年代に入って

から本格的に導入され、当初、膨圧対策に効果が著しいと

して注目されたが、その後土砂地山や硬岩地山にも適用で

きる合理的な工法として普及した。都市部においても採用

されるようになってきており、茨城県においても梅
ばいこう

香トン

ネル（水戸市梅香町～金町）などで実施例がある。

２．縄
なわ

延
の

び

昔、検地を行ったとき、縄を用いて田畑の寸法を測定し

て石
こくだか

高を計算したが、実際の測定では一定の長さの縄を展

張することにより、たるんだり延びたりするので帳簿上の
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数字より実面積が広くなることを指したが、現在では工事

完成時の出来形検査で、ビニールテープの巻き尺で測定す

ると両方からテープを引っ張るので、テープが延びて実際

より短い距離として測定されてしまうことを指す。正確に

は鋼尺で一定の引張り力をかけて測定する。

３．軟
なん

弱
じゃく

地
じ

盤
ばん

対
たい

策
さく

構造物を構築する際にそのままでは支持力が不足したり、

有害な沈下を生じたり､ 地震時に液状化するような軟弱地盤

において使用に耐えられるような地盤に改良することを軟弱

地盤対策という｡軟弱地盤対策工には多種多様の工法があっ

て､ それぞれ特徴があるため改良しようとする地盤をよく調

査し､ その目的に合致した工法を選択することや施工中の管

理が重要となる｡ 主な工法をあげると､ 軟弱層の一部または

全部を良質材に置き換える ｢置
おきかえ

換工法」、軟弱地盤上に荷

重を加え圧密促進によりせん断強度を増大させる ｢載
さい

荷
か

工

法（例：プレローデイング工法・バーチカルドレーン工法）｣､

軟弱地盤中に振動機を用いて砂などを強制圧入し締め固め

る ｢締
しめ

固
かため

工法（例：サンドコンパクションパイル工法）｣､ セメ

ントや石灰などの安定材を強制的に混合・注入し化学的固結

作用で地盤を強化する ｢固
こ

結
けつ

工法（例：深層混合処理工法）

｣ などがある｡ 茨城県の県南県西地域の低地では､ 軟らか

い粘土を主体とする軟弱層が広く分布している｡ これらは主

に今から１万年以上も前に流れていた河川の浸食により出来

た谷が、海水位の上昇に伴い埋積されたもので､ 深さ40ｍ

以上に達するところもある｡ 　→液状化（28）

－ ね －

１．Ｎ
ネ テ ィ ス

ＥＴＩＳ：New  Technology  Infomation  System

新技術情報提供システムのことで、平成 18年から国土

交通省が「新技術情報の収集」、「新技術情報の提供」、「新

技術の活用等」、「新技術の事後評価」及び「新技術の活用

促進」のため、民間業者等から新技術の登録申請を受ける

もの。

茨城県では、県版の新技術等情報提供データベースであ

る IT’S（Ibaraki Technology Information System）を整備

し平成 16年より、工法、製品、その他の分野で現在までに、

169 件（135 社）の登録を行っている。

－ は －

１．パース：perspective

建築物や構造物の見取り図または完成予想図のことで、

絵画の専門家が設計図の平面図・立面図・構造図などを元

に完成イメージを鳥
ちょうかんず

瞰図風に描いたもの｡ 元々の意味は透

視画法・遠近法のこと｡ 最近はコンピューターによるＣＧ

を使ってよりリアルにまた移動しながらの俯瞰など自在に

対応できるようになっている｡

２．盤
ばんぶく

膨れ

水田などの軟弱地盤上に築堤や道路の路体盛り土を行う

場合、一度に盛り上げると盛り土の自重により周囲の軟ら

かい地盤が盛り上がり、盛り土自体は沈下してしまう。こ

のため、巻き出し厚を薄くして徐々に盛り土するか、プレ

ロードとして長年月にわたって盛り土のまま放置するなど

慎重な施工を行う必要がある。

－ ひ －

１．Ｐ
ピー･エム

Ｍ：Project Management

ＰＭは、Ｃ
シーエム

Ｍ（Construction Management）にくらべて

マネジメントする範囲が広く､ ＣＭが主に個別の工事を対

象とするのに対し、事業全体を対象にしている｡ 海外では

ＣＭ同様民間企業に外注することもある｡ 国土交通省が

使っているＰＭは ISO10006 に規定されているものに近

く自らのマネジメントに重点を置いている｡

→ＣＭ：コンストラクション・マネジメント（32）

２．Ｂ
ビー･バイ･シー

／Ｃ：Benefi t ／ Cost：費用便益比

費用対効果といい､ 事業を実施することが社会的に必要

かどうか､ どの程度支出することが望ましいかなどの判断

材料として用いられる指標｡ 公共事業などで投資の結果得

られる効果の程度を算定して､ 事業に要する費用と比較し

て１を超えるときは事業効果があるという｡

→公共事業再評価（3）、ＣＶＭ調査（131）、旅行費用法（39）

３．費用対効果　→Ｂ／Ｃ（36）

－ ふ －

１．歩
ぶ が

掛かり

設計書を作成するとき、ある作業の工種を実施するとき

に必要とされる人件費の人
にんく

工（職種ごとの人間）の数や使

用資機材の数量、機器の損料や運転時間など、実際の作業

時の工程から統計的に調査して標準値を採用し使用してい

る。「歩掛かり」の本来の意味は、歩
ぶあ い

合（割合）を掛け算

するという意味。

２．複
ふく

合
ごう

単
たん

価
か

建築設備の電気工事、設備工事などでは、材料の単価に
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プラスして加工費・取り付け手間を含んだ材工共の 1個

当たり、1m当たりの単価が決められており、これらの直

接工事費に諸経費を掛けて工事費を積算する。

３．付
ふ

帯
たい

工
こう

事
じ

本工事に付随して発生する様々な工事を指す。例えば道

路改良工事などで、道路を占用して埋設された既設の上・

下水道管、電話市外ケーブル、ガス管などの移設工事につ

いては、それぞれの事業者が対応するが、水路や道路など

県や市町村、土地改良区など公共的な施設の移設・付け替

えについては付帯工事として工事原因者の負担で対応する

場合が多い。本来の事業の目的の工事が本工事でそれ以外

の管理者が異なる関連工事が付帯工事。河川工事における

橋梁工事なども付帯工事となる。　→切り回し（30）

４．プロジェクトボード

県工事の現場ごとに路線名、工事内容、整備効果、完成

予定時期等を明示する表示板（事業説明用看板）を県産ス

ギ間伐材を利用して設置し、地域住民や通行者に情報提示

するもので、平成 18年度から採用されている。

－ へ －

１．ヘドニック法
ほう

費用対効果算定手法に一種で、各種のプロジェクトが地

価を上昇させるという効果を数量化する手法の一つで、公

共財を形成するプロジェクトが地価や住宅価格に反映され

るとする「キャピタリゼーション仮説」を前提として、被

説明変数に地価や住宅価格を設定し、説明変数にプロジェ

クトに基づく公共財をおくことによって関数型を推計し、

パラメーター（変数）を設定することによって便益を測定

する。キャピタリゼーション仮説を前提していることから

地価に影響を与えない国土全体の自然環境等のプロジェク

トなどには適用がむずかしい。

２．ベンチマーク：bench mark

測量の水準点､ または測定を行うための基点を指す｡ 工

事現場などでは､ 不
ふどうてん

動点を選んで､ 既設の水準点から高

さを追って測りだした ｢仮
かり

ベンチ｣ を用いることが多い｡

－ ほ －

１．法
ほうせん

線

堤防・護岸・水路など線状に配置される構造物の位置を

平面図に表示するときの線形を示す｡ 法線のもとになる法
のり

（面）とは､ 垂直を基準にした傾斜の度合いのことで､ 図

の堤防の例では､ 法
のり

肩
かた

を結んだ線ＡＢを法線（堤防法線）

という｡ 転じて道路の線形を図上表示するときも道路法線

というように使われる｡

２．補
ほ

償
しょう

工
こう

事
じ

本工事に伴って発生する様々な工事のうち、工事が原因

となって元の土地使用者・利用者に利用上の不便を生ずる

場合に原因者負担で対応する工事のこと。軽微なものは本

工事に含める場合もある。また、工事着手前に工事の役務

費または用地補償費をもって現況調査を実施して工事施工

中または施工後に、工事が原因で影響範囲内にある構造物

や井戸等に影響が出た場合には、無償で修繕や取り替え、

または新たな水道工事などを用地補償費のなかの補償工事

として実施しているが、因果関係などをよく見極めること

が大切である。

３．ポンツーン：pontoon

浮き桟橋のことで、その本体部分を構成する箱形の浮体

は､ 木製・鋼製・鉄筋コンクリート製・ＦＲＰ製・ＰＣコ

ンクリート製などがあり､ また鋼けた枠の周囲をコンク

リートで覆ったハイブリッド・ポンツーンもある｡ 外国

の例では、湾内や河川など流れや潮流があってもアンカー

で固定でき､ かつ基礎工事がないため、地盤の悪い場所や

水深の深いフィヨルドなどでの大型の施工例がある｡ 日本

での原型は、舟を多数並べて浮かべた上に板を敷いた舟
ふなばし

橋

に当る。

－ ま －

１．マチ

余裕のこと。「マチを取る」とはある余裕をあけて工作

を行ったり、建具をセットしたりすること。

２．マニュフェスト：manifest system

産業廃棄物（特に建設廃材）の不法投棄を防ぐために採

用された積み荷目録（管理票）のことで､ 事業者が工事に

伴って発生する産業廃棄物を処分する時に発行する７枚綴

りの伝票｡ 廃棄物の種類､ 量､ 形状､ 処分先などを記載し、

その廃棄物を取り扱った運搬・処理業者が１枚づつ保管し

て、最終処分業者が残りの伝票を事業者に返送することに
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より､ 不法投棄を防止するとともに、排出業者が産業廃棄

物の流れやその廃棄物に関する情報を正確に把握すること

ができるシステムで、排出業者、収集運搬業者、処分業者

は、それぞれ原票を５年間保管しなければならない。

－ み －

１．未
み

竣
しゅん

工
こう

工
こう

事
じ

単年度会計主義では、当該年度の３月 31日までにすべ

ての工事が完了していなければならない。しかるに、繰り

越しの手続きもなくそれまでに竣工しなかった工事は未竣

工工事であり、工期がずれ込むおそれのある工事は繰り越

しの手続きをしておくことが望ましい。特に３月などには、

予想を超える降雨があるなど現場作業が遅れることが多い

ことも考慮すべきである。　→繰り越し（108）

２．水
みず

セメント比
ひ

コンクリート、またはモルタル中に含まれるペースト中

の練混ぜ直後の水量とセメント

量との質量比。コンクリートの

強度は、水セメント比に最も依

存するといわれている。

茨城県土木部では、コンクリー

ト構造物の耐久性を向上させる

観点から、平成 15年４月１日よ

り、一般環境条件の場合のコン

クリート構造物に使用するコンクリートの水セメント比

は、原則として、鉄筋コンクリートについては 55％以下、

無筋コンクリートについては 60％以下とすることとした。

材料の承認にあたっては配合報告書及び納入書により、設

計どおりの水セメント比の配合となっていることを確認す

る必要がある。

－ め －

１．目
め

通
どお

り

樹木の大きさを表すため、木の根本（地面）から 120㎝

の高さの位置の幹の直径の太さまたは幹周の寸法を表す数

値のこと。

２．免
めんしんこうぞう

震構造

地震の揺れを建築物に及ぼさないようにして居住性や安

全性､ 快適性などを高める手法｡ 揺れの制御方法には二種

類あり､ 建築物の頂上部に制振用の振り子または水を置い

て振動の加速度の逆方向にコンピューターで運動を制御し

て揺れを押さえる方法と地盤と建築物の間に積層ゴムや

ダンパーを設置して縁を切り揺れを抑制する方法がある｡

阪神大震災を契機に採用例が多くなっているが方法として

は後者の採用が多い｡

３．面
めんと

取り

面を取るとは、直角部分や隅角部の施工の見栄えをよく

して欠けを生じさせないようにしたり、バリ（表面などが

滑らかでないこと）が生じないようにするため、断面が三

角形になるようにコンクリートなどを打つこと。この面を

取るために当てる型枠部材を面
めんぎ

木という。

－ ら －

１．ライフサイクル・アセスメント：ＬＣＡ：Life Cycle Assessment

ライフサイクルインパクト評価ともいわれ、資源採取か

ら製品の生産・製造段階、輸送過程、建設の段階、使用段

階、最後に解体廃棄の段階に至るライフサイクルにおいて、

投入資源あるいは排出物による環境負荷、自然環境へのラ

イフサイクルインパクトの影響等を定量的、客観的に評価

する手法。

その方法には、ＬＣＣＯ２（ライフサイクルにおけるＣＯ２排

出量）、ＬＣＷ（Life Cycle Waste：ライフサイクルにおける

廃棄物発生量）などの評価手法がある。

ライフサイクルインパクト：ある事業や製品・構造物の生

涯にわたる二酸化炭素排出量、材料使用量、エネルギー使

用量、毒性、資源枯温など環境に影響を与える要素を指す。

２．ライフサイクルコスト：ＬＣＣ：Life Cycle Cost

土木構造物などにおいて､ 建設コストだけでなく企画・

設計・施工・維持管理・解体撤去・廃棄・更新に至るまで

の一連の費用の総額を指す｡ 安く建設して維持管理に費用

がかかることのないよう、事前に十分トータルコストを検

討することが必要となる｡ 幾つかの条件を仮定してＬＣＣ

（＝初期コスト＋維持管理コスト＋更新コスト）を算出す

ることにより、一層経済的で効率的な資材や工法の選択が

可能となる｡ ここで維持管理のグレードとは､ 機能レベル

の低下速度を遅らせるための行為､ 補修とは低下した機能

を竣工時点まで回復させる行為､ 改修とは竣工時点の性能

を上回る機能を付加する行為とされている｡ 耐用年数を越

えたものやさらにグレードアップが必要な場合には改築と

なる｡ 　→ＲＬＣＣ（27）

－ り －

１．リモート・センシング：remote sensing

遠隔探査｡ 人工衛星や飛行機から電磁波を使って地表の

形状・植生・環境・資源などを探査し､ そのデーターを分
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析・加工して表示する技術｡

２．旅
りょこう

行費
ひ

用
よう

法
ほう

（ＴＣＭ）：Travel Cost Method

費用対効果算定法の一種で、レクリェーションに関する

財やサービスなど無償の施設などに対する評価を算定する

手法として開発されたもの。アンケートを実施し、ある特

定のリクリェーションサイトに移動するために、人々が負

担する旅行の費用（交通費＋代表的なルートによるアクセ

ス時間の一般化費用）とレクリェーションサイトへの訪問

頻度に関するデータとから需要曲線を作成し、この需要曲

線から無償施設の便益を測定する。　→Ｂ／Ｃ（36）

－ れ －

１．練
れんたん

炭養
ようじょう

生

厳寒期、山間部では夜間から早朝にかけて気温が低下し、

打設コンクリートが凍るおそれがあるので、打設後にシー

ト等で覆い、練炭火鉢を数個置いて暖をとり、凍結防止を

図ること。

－ わ －

１．ワンデーレスポンス：one day response

受注者から発注者に対する現場における質問などに対し、

現場の施工を待たせないため、24時間以内に何らかの回答

を行うこと。現場を待たせない、速やかに回答するという対

応を組織的に行うもので、平成19 年度より国土交通省が取

り組んでおり、県は平成 20 年度から導入している。



Ｉ Ｔ 関 連
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－ い －

１．イントラネット：Intranet

 WWW（World Wide Web）ブラウザや TCP／ IP などの

インターネットで普及している技術を使って構築された LAN

（Local Area network）をイントラネットという。イントラ

（intra）とは「内部の」という意味で、インターネットとの大

きな違いは、社内や庁内などに限定されたネットワークとし

て利用されている点で、WWWを使用してデータの検索や

電子掲示板の利用など行うことができるなど限定された範囲

でのインターネットといえるもの。既に普及している技術を使

用しているので比較的手間がかからず、クライアント側はイ

ンターネットブラウザだけで簡単にサービスを利用できるの

が特徴。Webの原義は、クモの巣の意で巨大なインターネッ

ト網を意味し、ホームページなどと同義。ブラウザ（browser）

は、（情報を）拾い読みまたは閲覧すること。さらに、個別

のイントラネットシステムをインターネットを通じて結び、相

互にデータを交換できるようにしたシステムを「エクストラ

ネット」（Extranet）と呼ぶ。

－ え －

１．Ｘ
エックス･エム･エル

Ｍ Ｌ言語：eXtensible Markup Language

コンピューターを介して、文書を交換する記述法の国際規

格 ｢ＳＧＭＬ｣ の簡易版で､ データベース化された情報の検

索が容易に行えるファイル形式｡ インターネットでホームペー

ジを作成するときに使われるＨＴＭＬ言語に似ており､ 文字

列をタグと呼ばれる＜　＞でくくった予約語で囲み､ 文書の

整形や他文書へのリンクを行ってデータ検索が簡単に行える

もの｡ 国土交通省が平成13 年 4月から始めた ｢土木設計

業務等の電子納品要領（案）｣ の中で ｢業務ファイル｣ と「報

告書管理ファイル｣ がこの形式での提出となる｡

－ き －

１．Ｃ
キ ャ ド

ＡＤ：Computer-Aided Design

コンピューターを活用して構造物や機械などの設計・製

図を行うこと｡ 立体図面 

－ く －

１．クリアリングハウス

情報の所在地や入手法などの一括したデータを集め検索

できるようにしたシステム。例えば、入札情報のクリアリング

ハウスでは、発注者名・入札件名・開札日時などの情報が盛

り込まれる。国土交通省では、平成13 年 4月から調達情

報を一元管理するクリアリングハウスの運用を行い、各地方

整備局・各工事事務所で別々に公表していた発注情報を一

つのホームページですべての情報が得られるようになった。

－ け －

１．建
けんせつ

設Ｃ
キ ャ ル ス

ＡＬＳ／Ｅ
イー･シー

Ｃ：Continuous Acquisition and 

Life-cycle Suport/Electric Commerce

ＣＡＬＳのもとの意味は､ ｢コンピュター支援による兵
へいたん

站技

術情報管理システム｣ で､ 民間では電子商取引を意味する

Commerce At Light Speed の略語としても捉えられている。

1985 年アメリカ国防省が戦略装備品についてその開発・生

産・調達・運用・管理・廃棄・再利用・後方支援などの全体

にわたるシステムの合理化・品質向上・経費削減などを図る

ために官民一体となって開発したコンピュター支援による兵

器調達システムのこと。建設ＣＡＬＳ／ＥＣは、これまで紙

でやりとりされていた公共事業に関する情報を、標準に基づ

いて電子化し、情報機器をネットワークに接続することによ

り特定の機器、システムに縛られることなく組織を越えて情

報の伝達、共有、処理、加工、検索、連携を可能とする環

境の総称である。国土交通省および関係団体によって構成

される公共事業支援統合情報システム研究会（建設ＣＡＬＳ

／ＥＣ研究会）において、品質の確保、コストの縮減を目的

に公共事業にＣＡＬＳの概念を導入することについての調査・

研究が行われており、建設ＣＡＬＳ／ＥＣ研究会では、平成

９年６月に作成した「公共事業支援統合情報システム（建設

ＣＡＬＳ／ＥＣ）アクションプログラム」において平成16 年

までにすべての国土交通省直轄事業においてＣＡＬＳ／ＥＣ

を実現することとしているほか、順次地方自治体にも導入が

計画されており、茨城県では、平成15年度（平成16 年1月）

から2億円以上の工事について一部適用を開始した。これは

都道府県では全国で７番目、関東では初めての導入であった。

段階的に対象範囲を拡大し、現在（平成 22年度から）は、

随意契約を除く全ての建設工事・委託業務に適用している。

なお、電子入札案件は原則として電子納品の対象となる。

＜参照：茨城県土木部検査指導課ＨＰ：

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01class/class03/＞

－ こ －

１．Ｃ
コ リ ン ズ

ＯＲＩＮＳ：Construction Records Information Service：

工事実績情報サービス

財団法人日本建設情報総合センターが行っている有料の

工事実績情報サービスのこと。「公共工事の発注をめぐる

入札・契約手続きにおける不正行為の防止」、「建設市場へ

の国際化への対応」などの社会的要請を背景に、請負金額
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が 5,000 万円以上の公共工事を対象にして平成６年３月

から登録が始まった。公共工事発注機関が工事を発注する

際の「建設会社の類似工事の施工実績確認」を目的に、工

事竣工時に登録することとしていたが、平成７年４月から

「監理技術者などの専任配置の確認」と「建設会社の手持

ち工事量」を把握するため、工事受注時と途中変更時のデー

タ収集も開始している。平成９年４月からは、登録範囲の

拡大を図り、請負金額 2,500 万円以上の工事を対象とし

た。また、平成 14年 10 月には、請負金額が 500 万円以

上 2,500 万円未満の工事実績データの収集がスタートし、

平成 15 年２月から簡易ＣＯＲＩＮＳの情報提供も始まり、

一般競争入札の拡大に伴い良質な施工業者の選定に活用が

図られている。　→ＴＥＣＲＩＳ（42）

－ し －

１．Ｇ
ジー･アイ･エス

ＩＳ：Geographic Information System

「地図情報システム」と呼ばれ、従来の印刷された紙地図

を電子地図化し、これと統計などの各種情報を図形データ化

したものと重ね合わせてコンピューターの画面上に表示する

システム。既存の情報を地図上で解析・表示することで地図

情報から高速で情報を取り出し、多面的な視点から意志決

定を支援することができる。すなわち、地理的位置や空間に

関する自然・社会・経済等の各種データをデジタル化された

図形状に配置し、統合的に処理、管理、分析するコンピュー

ター情報処理体系で、さまざまな情報を付加して表示利用

することができる。従来は手作業で行っていた複雑な業務を

効率的に処理することが可能となり、住宅地図、地下埋設物、

各種管理台帳をはじめ災害予測、環境影響評価など幅広い

利用が期待されており、県内でも、平成13 年 7月、茨城

県測量設計業協同組合に「いばらきＧＩＳセンター」が設立

され、営業活動を行っており、また県と市町村が共同で地

理情報システム「いばらきデジタルまっぷ」を22年10月か

ら運用を開始し、行政情報の提供を行なっている。

２．Ｊ
ジ ャ シ ッ ク ネ ッ ト

ＡＣＩＣＮＥＴ

㈶日本建設情報総合センター（JACIC：ジャシック）が

国土交通省､ 地方公共団体､ 民間企業が保有する様々な建

設情報を収集・整理・蓄積して会員に提供する建設情報ネッ

トワーク｡建設界の動向､最新情報が得られる ｢掲示板サー

ビス｣  や有益な情報や散在するデータを体系化して蓄積

する ｢データベースサービス｣､ 情報交流をサポートする 

｢電子メールサービス｣､ ビジネスチャンスをサポートする

｢海外建設・資材情報｣  のコーナーがある｡

－ そ －

１．Ｓ
ソ ー ホ ー

ＯＨＯ：Small Offi  ce・Home Offi  ce

自宅や小規模なオフィスを拠点として､ パソコンやインター

ネットを利用して行う新しい業務形態｡ インターネット・ダウ

ンサイジングの進展で家庭にいながらネットワーク・システム

によるビジネスを展開することが可能になった｡ 最近地方自

治体が執務施設を用意したり情報通新機器メーカーが専用

機器を販売するなど作業環境の整備が整いつつあり､ これ

らのＳＯＨＯ環境を利用して独立して生計を営む人が増える

傾向にあるが､ 十分な安定した収入にまでは至っていないと

の指摘もある｡ 企業からも外部委託作業（アウトソーシング）

としてＳＯＨＯに業務を外注し個人の専門性を活用する傾向

も出てきている｡

→アウトソーシング（19）、テレワーク（43）、サテライ

ト・オフィス（21）

－ て －

１．Ｔ
ティー･シー･ピー

Ｃ Ｐ／Ｉ
アイ･ピー

Ｐ：（Transmission Cntrol ／ Internet Protocol）

インターネットやイントラネットにおいて使用される標

準的なプロトコル（通信規約）。トランスポート・プロト

コルのＴＣＰとネットワーク・プロトコルのＩＰがセット

になっており、これをベースにホームページ作成時のファ

イル転送に使われるＦＴＰ（File TransferProtocol）、メー

ルの送受信に使用されるＳＭＴＰ／ＰＯＰなどのプロトコル

が動作する。インターネットプロトコルでは、クライアント

の各端末からＩＰアドレスと呼ばれる数字（０から 255

間での４つの数字の組み合わせ（ＩＰｖ4）、ＩＰバージョ

ン 4：2の 32 乗で約 43 億個のアドレスが可能）をつけ

てデータを送信すると、ルーターがデータについている

ＩＰアドレスを読みとって送り先を判断し適切な通信経路

を選択して送信される。ホームページのアドレス（ＵＲＬ）

で表記されるアルファベットなども本来は、ＩＰアドレス

で表されているが、数字では覚えにくいため、ネット上で

は、コンピューターにＩＰアドレスとＵＲＬの対応表が登

録されていて自動的に変換される。次世代に向けて現在

アドレスがバージョン 4の 4乗倍可能（2の 128 乗個）と

されるＩＰｖ6の導入が検討されている。　→ルーター（43）

２．Ｔ
テ ク リ ス

ＥＣＲＩＳ（Technical Consulting Records Information Service：

測量調査設計業務実績情報サービス）

財団法人日本建設情報総合センターが、行っている測量

調査設計業務実績情報サービスのこと。ＣＯＲＩＮＳが工事

施工会社を対象としているのに対し、ＴＥＣＲＩＳは、建設コ

ンサルタント及び地質調査企業を対象としており、平成７年
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４月から業務実績の収集を開始した。つまり「ＣＯＲＩＮＳの

工事実績」の「業務実績」版ということができる。平成８年

10月からは、名称を「業務実績情報サービス」から「測量

調査設計業務実績情報サービス」に変更し、測量業務デー

タの収集も開始した。平成11年10月からは技術データの

収集も開始している。発注機関はＴＥＣＲＩＳの業務実績情

報を活用することにより、入札・契約手続きの透明性、競争

性を高めつつ、技術力に信頼のおける企業選定を行うことが

できる。

茨城県土木部では、現在請負金額 500 万円以上の業務

について登録を義務づけている。　→ＣＯＲＩＮＳ（41）

３．デジタルデバイド：Degital divide：情
じょうほうかくさ

報格差

情報化がもたらす経済格差と訳される｡ ＩＴ革命で飛躍

的に情報・通信技術が急速に発展することによって産業や

社会に大きな変革をもたらし我々の生活を豊かにする可能

性を内在しているが､ 半面､ 技術発展についてゆけない発

展途上国や先進国の中でも貧困層や高齢者またはパソコン

アレルギー者などは､ ますます不利な立場に追い込まれ利

用者層との間に情報の格差が生じること｡

４．テレワーク：telework

情報通信手段を活用して時間と場所に縛られず柔軟な働

き方ができるシステム。従来のように定まった場所（会社

や役所）で定められた時間（勤務時間）働くという考え方

から離れて、効率や成果が最も高く得られるような場所と

時間を選択して仕事をすること。大都市一極集中の是正や

地域の活性化、職住近接、障害者、女性・高齢者などの雇

用拡大などの社会的ニーズや多様なライフスタイルなどへ

の対応、通勤地獄からの解放、知的生産の向上やオフィス

コストの削減などが図られる。

５．電
でんしにゅうさつ

子入札

入札に伴う資格審査確認申請から入札結果公表に至るま

での行程をインターネット経由で行うこと。透明性の確保

をはじめ、競争性の向上、コスト縮減、事務の迅速化が期

待できる。国土交通省では、平成 13年度から導入を始め

ているが、茨城県では「県建設ＣＡＬＳ／ＥＣアクション

プログラム」（H14.3）に基づき、平成 16年１月より導入、

段階的に対象範囲を拡大し、平成 22年度からは、随意契

約を除く全ての建設工事・委託業務に適用している。

→建設ＣＡＬＳ /ＥＣ（41）

６．電
でんしのうひん

子納品

従来の紙の代わりに、文書や図面、写真からなる設計成

果品や工事完成図書を電子データの形で発注者に提出する

こと。作成の際には、ガイドラインや各種要領に則る必要が

ある（本文は県検査指導課のＨＰで公開している）。電子納

品は、書類の量や保管スペースの削減と設計や工事など他の

場面での作業効率の向上を目的としている。

国土交通省では、工事・業務とも成果品の全てを電子化

の対象としている。

県では、平成 22年度からの電子入札完全導入に併せて、

競争入札の対象となったすべての案件を電子納品の対象とし

ている。＜参考：茨城県土木部検査指導課ＨＰ＞

→建設ＣＡＬＳ /ＥＣ（41）

－ ひ －

１．Ｐ
ピー･ディー･エフ

ＤＦ形式：Portable Document Format

インターネット上での文書配信に多用されるファイル形

式｡ アドビシステムズ社の無料ソフト ｢Acrobat Reader｣

を使えば書類を元のレイアウト状態で閲覧・印刷ができる。

国土交通省が平成 13年４月から運用を始める ｢土木業務

等の電子納品要領（案）｣ の中で､ 報告書ファイルがＰＤ

Ｆ形式での提出が義務づけられる｡ また､ 土木学会の年次

学術講演会の原稿も平成 12 年度からＰＤＦファイルの提

出が可能になっている｡

２．Ｂ
ビー

 t
トゥ

o Ｂ
ビー

、Ｂ
ビー

 t
トゥ

o Ｃ
シー

Ｂ to Ｂは、Business to Business の略で、企業と企業同

士が電子商取引を行うことを意味し、例えばゼネコンがイ

ンターネットを利用して資機材を調達したり、下請け会

社を選定したりすることを指す。Ｂ to Ｃは、Business to 

Consumer の略で、企業と消費者の間での電子商取引を指

し、一般消費者が建設工事関連の企業情報をインターネッ

トを通じて入手して工事などの契約を行うことを指す。

－ る －

１．ルーター：router

庁内ＬＡＮや社内ＬＡＮの各クライアント（端末パソコ

ン）のネットワーク同士やＬＡＮと外部のインターネット

を接続するための装置｡ ネットワーク上を流れるデータの

宛先に関する情報を読みとり､ データが進んで行く経路を

判断してデータを受け渡す機能を有している｡

また､ ハブ（hub）は集
しゅうせん

線装置のことでネットワーク

の接続口で何台ものパソコンからのＬＡＮケーブルを１つ

に束ね再分配する装置｡ パソコンの台数が多ければハブ同

士を接続して接続口を増やすことができる｡



－ 44－

－ わ －

１．ワークフロー：Work Flow

グループウェアーを使って書類の決裁を行うこと。庁内（社

内）の決裁順序に従い、ネットワーク上で書類が担当者に回

覧される。電子印鑑ソフトなどを併用することもある。
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－ あ －

１．網
あ ば

場

貯水池内に入り込んできた流木などをせき止めるネット

のことで、流木などからゲートなどのダムの設備を保護す

る。流木止めともいう。

２．Ｒ
アール･シー･ディー

ＣＤ工法：Roller Compacted Dam Concrete

ダムのマッシブなコンクリート打設において､ ケーブル

クレーンによるバケット打設によらず､ ダンプ運搬、ブル

ドーザー敷き均しと振動ローラーにより締め固めを行う超

固
かたね

練りのコンクリートを使用する工法。施工性が非常に良

くなり、混入水が少なく水和熱が抑えられるためクーリン

グ設備が要らなくなるなどメリットが多い｡ 大
おおきたがわ

北川総合

開発事業で建設された県内最大規模の小
こやま

山ダムにおいて平

成 12年度 から平成 14度まで採用された｡

－ い －

１．居
い ぎ

切り堀
ぼり

江戸時代、利根川東
とうせん

遷事業によって江戸湾から銚子へ

流れを変えた利根川は、利根川下流域で流量が増えたに

もかかわらず、河川状況は依然と変わらぬままであった

ため、排水不良で洪水のたびに大きな被害をもたらした。

このため、関東郡
ぐんだい

代伊奈忠
ただかつ

克は「新
しん

利
と ね

根川
がわ

」を新たに開削

したり、江戸末期から明治にかけて霞ヶ浦の排水をよくす

るため鰐
わにがわ

川から直接外洋に放流しようと、幕末から明治に

かけて新しい放水路として居切り堀を掘削した。しかし、

新利根川も思ったほど流量が流れず、また新しい堀り割川

も河口部が砂で埋塞し所期の目的を発揮できないままに

終わった。居切り堀は現在でも「堀
ほりわりがわ

割川」として残ってい

るが海岸部は鹿島港の北港路の中に消滅した。

２．異
いじょうかっすい

常渇水

水資源計画で想定している渇水を上回るほどの渇水。通

常、水資源計画は10 年に1度の確率で発生する渇水を想

定し、そのときも安定的に取水できるよう策定されている

ので、これを上回る渇水は異常渇水と呼ばれる。異常渇水

の時は、水利権があってもそれに応じた取水ができないと

か、河川の水質が悪化するといった現象が生じる。異常渇

水時や、異常渇水になるおそれが出てきたときは大きな水

系などでは、利水者相互間で渇水調整が行われる。

３．維
い じ

持流
りゅうりょう

量

河川には一定の流量がなければ河川環境、河川利用、河

川管理などに支障が生じることになる。そこで、舟運、漁

業、景観、塩害の防止、河川管理施設の保護などを総合的

に考慮し、渇水時においても維持すべき流量が定められて

おり、これを維持流量と呼ぶ。維持用水、または河川維持

用水と呼ぶこともある。

４．一
いっきゅう

級河
かせ ん

川・二
にきゅう

級河
かせ ん

川

河川法では、河川法の適用を受ける河川を一級河川と二

級河川に区分し、それぞれ河川を管理する者（河川管理者

といいます）を定めている。一級河川は、国土保全上また

は国民経済上特に重要な水系の河川で、国土交通大臣が指

定したもの。二級河川はそれ以外の水系の河川で、都道府

県知事が指定したもの。一級河川の管理は国土交通大臣が

行いますが、国土交通大臣が指定する区間（これを指定区

間と呼びます）の管理の一部は都道府県知事が行う。二級

河川の管理は都道府県知事が行う。

さらに、一級河川・二級河川以外の河川で市町村長が指

定したものを準用河川といい、市町村長が管理し、二級河

川に関する規定が準用される。

５．伊
い

奈
な

流
りゅう

（関
かん

東
とう

流
りゅう

）

徳川時代初期､ 家康が江戸幕府を開いた当時の関東平野は

､ 荒
あらかわ

川や利
と

根
ね

川
がわ

､ 渡
わた

良
ら

瀬
せ

川
がわ

などが縦横無尽に乱流して、

洪水のたびに氾濫を繰り返えす広大な原野であった｡ この

ため、幕府直轄領の行政官であった関
かんとう

東郡
ぐんだい

代伊奈家は、歴

代にわたって民政安定と都市基盤整備のため､ 河川の付け

替えや流路安定のための治水工事に携わった｡ この伊奈家

は､ 信州伊
い

那
な

谷
だに

の出身で、武田信玄流の治水技術を習得し

ていたといわれ､ このため江戸時代初期の治水技術をさ

して、後世「伊奈流」または「関東流」と称されることに

なった｡ この治水技術の考え方は､ 自然の力に逆らわず溢
あふ

れるものは溢
あふ

れさせ､ 上手に自然の力を利用して洪水に対

処しようとするもので､ 堤防を連続させず所々に切れ目を

入れて洪水を一時遊
ゆうすい

水させるための霞
かすみてい

堤などを作り､ その

遊水した水を通常時に水田への用水源とする溜
ため

井
い

として

利用するなど､ 自然にできるだけ逆らわない ｢柔
じゅう

｣ の治水

技術といえるものであった。 初代伊那忠次の陣屋が小
こむ ろ

室

というところにあったのにちなみ、埼玉県に伊奈町（北足

立郡）が誕生し、二代伊那半十郎忠治が小
おばり

張（伊奈町、現

つくばみらい市）に陣屋をおき、鬼怒川と小貝川を分離、

山田沼に堰（福岡堰の前身）を設け、用排水路を整備して

谷和原 3万石の美田を開発したのにちなみ、昭和 29 年

豊
ゆたか

村、谷
や い た

井田村、三
みし ま

島村、小
おば り

張村が合併して伊那村（のち

伊那町、現つくばみらい市）が誕生した。また、岡
おかぜき

堰の

左岸（谷和原村、現つくばみらい市）側に伊那神社が祀ら

れている。　→紀州流（48）、霞堤（46）
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６．犬
いぬ

走
ばし

り

洪水時の堤防に作用する水圧や漏水に対して堤防の安定

を図るために､ 堤内地側（洪水から守るべき堤防の水田や

人家側）の堤防脚部に沿って在来地盤よりやや高い平場を

設けたもの｡ なお､ 法
のりめん

面の安定や雨水排水のため､ 法の

中間に設けるものを小
こだん

段という｡

７．インクライン

ダムサイトの斜面に沿って軌道を設け、巻きあげ装置な

どによりコンクリートなどを運搬する設備。斜面の上方か

ら下方の打設場所までコンクリートなどを運ぶのに使う。

－ う －

１．ウエットランド：wetland （自然浄化施設）

本来の意味は、沼地、湿地のこと。霞ヶ浦では、流入河

川の水質汚濁を改善するため、湖内湖の植生浄化施設と

して、河川の湖への出口付近の湖側に台形状の石積みの護

岸で大きく囲い込みを行って静穏域を作り、河川からの汚

濁分を沈降させている。水際や石積み付近には植生も復活

して植生による浄化も期待できる。護岸の高さは平水位よ

り若干高くし、かつ、水の出入りが自由にできるように

何カ所かに切り込んだ潜
せんてい

堤部を設けている。国土交通省の

施工により、平成 21年度末までに川
かわじり

尻川
かわ

（かすみがうら

市）、梶
かじなしがわ

無川（行方市）、園
その

部
べ

川
がわ

（小美玉市）などに 4基設

置された。

２．ウォーターフロント：waterfront

海や川や湖に臨む水辺一帯を指す水
みずぎわ

際地域のことで

水
すいさいせん

際線ともいわれる。近年、都市の再開発や新たな埋め立

て地の開発に水辺を重視し、親
しんすいせい

水性に配慮した街づくり、

水辺を正面に配置する街づくりが行われるようになって

きており、大規模な例としては、大
おおかわばた

川端再開発（墨田区）、

東京臨海副都心、みなとみらい 21（横浜）、幕張新都心

（千葉）、六甲アイランド（神戸）、シーサイドももち（福

岡）などがある。

３．右
う

岸
がん

・左
さ

岸
がん

河川の下流に向かって右側の岸を右岸､ 左側の岸を左岸

という｡ 谷筋の右俣、左俣は、逆に上流に向っての右、左

となる。

４．雨
う

水
すい

調
ちょう

節
せつ

池
ち

流出量を制御するための流域対策の一つで、オンサイト

貯留では棟
とうかん

間貯留､ 校庭貯留､ 多目的遊水地などがある｡

　→オンサイト貯留（46）、多目的遊水地（59）

５．ウナギ止
ど

め

樋
ひ

門
もん

・樋
ひ

管
かん

などの工事で水路の上下流部の底版部に下向

きの水路幅分の突起を付けた遮
しゃすいこう

水工。堤体と構造物の間に

水
みず

道
みち

が生じてウナギなどが潜り込んで、堤体が傷まないよ

うに対策を施したもの｡

－ お －

１．オイルフェンス、オイルマット：oil fence､ oil mat

河川等の油分流出による水質汚濁事故に対処するための

もので、オイルフェンスは、浮体を河川を横断するように

水面上に浮かべて油分の拡散を防止する防護フェンスのこ

と｡ またオイルマットは、その浮いている油分を吸い取る

ため水面に浮かべて吸収後に回収するカットタイプの繊維

性の吸着紙のこと｡ 県内の防災機関や土木事務所､ 港湾事

務所などに備蓄されている｡

２．オンサイト貯
ちょりゅう

留、オフサイト貯
ちょりゅう

留：on site-､ off  site-

降った雨を流出カットのために設置される雨水調節池な

どに貯留する方式について、その場で処理する場合は、そ

の場という意味でオンサイト貯留方式といい､ 降った雨を

管渠や水路で集水して別の場所に設置した池などに導いて

貯留する方式を、その場でない所でという意味で、オフサ

イト貯留方式という｡

－ か －

１．確
かくりつねん

率年

過去の降雨や洪水のデータを統計処理したとき､ その現

象が何年に一度の割合で生じるかを表す言葉｡ 再
さいげん

現期
きか ん

間と

もいう｡ 例えば10 年間に1回の割合で起こるような洪水の

規模を ｢10 年確率洪水｣あるいは1/10 確率洪水という｡ 事

象が10 年ごとに1回生ずるという意味ではない。

２．霞
かすみ

堤
てい

堤防を連続させず所々に切れ目を入れ､ 洪水時に本川の

洪水を逆流させて遊
ゆうすい

水させ､ 洪水のピーク通過後にその切

れ目から自然排水を行うもので急流河川などにおいて古く

より治水技術の一つとして利用されてきた｡ 本県では、常

陸大宮市富
とみおか

岡の久慈川左岸に1カ所残っている｡ また鬼怒

川では栃木県側に数多くの霞堤がある｡ しかし､ 近年土地

利用の問題から締め切り堤とする要望が強く、徐々に少な

くなる現状にある｡ 　→伊奈流（45）、遊水地（64）

３．河
か

川
せん

協
きょう

議
ぎ

橋梁や排水樋
ひ

門
もん

､ その他河川に関わる工事を行う事業者
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が､ 河川法第24 条の土地の占用許可､ 第26 条の工作物の

新築等の許可などに関して河川管理上の支障とならないよう

な構造とするため､ 河川管理者と事前に協議を行い申請書が

スムーズに提出できるようにすること｡ またその協議｡

４．河
かせん

川整
せい び

備基
きほ ん

本方
ほうしん

針・河
かせ ん

川整
せい び

備計
けいかく

画

河川整備基本方針は､ 平成 9 年の河川法改正により、

従来の河川全体計画に代わるものとして、河川の計画規模

（計
けいかく

画高
こうすい

水流
りゅう

量
りょう

）を定め、河川工事や河川の維持を行うに

当たっての治水上の長期的な基本方針を河川審議会に諮っ

て定めることとされている｡ 一方､ 河川整備計画は､ 河川整

備基本方針に沿って、おおむね 20 ～30 年の間に具体的な

整備を図る区間の計画を策定するもので､ 学識経験者の意

見を聴き関係住民の意見を反映させることとされている。

５．河
か

川
せん

水
みず

辺
べ

の国
こくせい

勢調
ちょうさ

査

河川の自然環境や社会環境に関する基礎的情報を把握す

るため、平成 2年度より全国的に河川やダム湖に生息す

る生物の生息状況、市民の河川やダム湖の利用状況等につ

いて、定期的・継続的な調査を開始した。この調査は、環

境省が行っている「緑の国勢調査」の河川版で、調査の内

容は「魚介類調査」「底生動物調査」「植物調査」「鳥類調査」

「両生類・爬虫類・哺乳類調査」「陸上昆虫類等調査」とい

う 6つの生物調査と河道の瀬・淵や水際部の状況等を調

査する「河川調査」、河川空間の利用者などを調査する「河

川空間利用実態調査」の 8項目について、おおむね 5年

ごとにこれらの項目が一巡できるように行うこととしてい

る。これらのデータは、河川の工事や管理を行う際の基礎

資料となったり、環境アセスメントの際の貴重な資料とし

て活用される。

６．渇
かっすいたいさく

水対策容
ようりょう

量

異常渇水時においても最小限必要な生活用水、都市用水

などが取水できるよう、通常の利水容量とは別途に確保

する貯水容量。通常の利水容量使用後に、渇水調整と合わ

せて、渇水対策容量を使用することになる。渇水対策容量

を持つダムを渇水対策ダムと呼び、最近このようなダムが

出てきている。

 

７．河
かどう

道計
けいかく

画上
じょう

の流
りゅうりょう

量

河川の洪水を防ぐための計画を作成するとき、河川の代

表となる地点（基準地点）を決め、この地点で基本高水流

量や計画高水流量を定め、その河川の改修計画が作成され

る。大きな河川では、複数の基準地点が設定されている。

■基
きほん

本高
こうすい

水流
りゅうりょう

量

洪水を防ぐための計画で基準とする洪水のハイドログラ

フ（流量が時間的に変化する様子を表したグラフ）を基本

高水という。この場合、一定の洪水に対する安全の度合い

（治水安全度）が前提とされており、例えば一級河川の主

要区間では、100 年～ 200 年に一度の洪水を想定してい

る。この基本高水は、人工的な施設で洪水調節が行われて

いない状態、言いかえれば流域に降った計画規模の降雨が

そのまま河川に流れ出た場合の河川流量（ピーク時の流量）

を表現している。「きほんたかみずりゅうりょう」とも読

まれている。

■計
けいかく

画高
こうすい

水流
りゅう

量
りょう

計画高水流量は、基本高水を河道とダム等の各種洪水調

節施設に合理的に配分した結果として求められる河道を流

れる流量。言いかえればこれは、基本高水流量から各種洪

水調節施設での洪水調節量を差し引いた流量である。「け

いかくたかみずりゅうりょう」とも読まれている。

■洪水調節量

人工的に建設した洪水調節用ダム、調節池、遊水地など

に一時的に洪水流量の一部分を貯めることによって、下流

の河道に流れる流量を減少させる（調節する）ことができ

る。洪水調節量とは、この減少した（調節した）分の流量

のことである。

８．カミソリ堤
てい

既存の堤防の堤体が薄いため、洪水のたびに決壊するこ

とを、良く切れるという意味と堤体が薄いとの両方をかけ

て、カミソリ堤と称する俗語｡ 河川の改修計画にしたがっ

て堤防の嵩
かさ

上
あ

げや腹
はら

付
づ

けをして堤防を補強する必要があ

る。またパラペット式のコンクリート製の直立護岸を指す

こともある。

９．仮
かりはいすいろ

排水路トンネル

仮排水路がトンネルである場合、こう呼ぶ。ダムの堤体

建設の際に、工事の間だけ川の水を迂回させるための水路

トンネルで、通常ダム本体ができあがった後に閉塞する。

仮排水トンネルともいいます。

10．下
か

流
りゅう

者
しゃ

負
ふ

担
たん

河川総合開発事業により、上流域にダムなどを建設する

とき､ 下流域の市町村が利水者となって、利水量に応じた

ダム建設負担金を支払うこととなる｡ しかし、負担金を支

払えば事足りるということではなく､ 下流側での水需要が

上流での河川開発を促進するという立場から、上流域での

立ち退きや家屋移転などに関し、代
だい

替
がえ

地
ち

造成や周辺環境整

備､ 地域振興対策などに対し相応の負担を行うべきとの見

解が一般的になってきている｡ 本県の例では、鬼怒川水系

の湯
ゆ

西
にし

川
がわ

ダムで水源地整備計画に盛られた各種事業につい
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て、千葉県や東京都などとともにダム建設費とは別に負担

を決めている｡ また上下流交流事業として､ 夏には上流での

林間学校などに下流の生徒を招いたり、上流の温泉水をタン

クローリーで県内各施設に運んだりして上下流同士の理解を

深めるための努力が続けられている｡ 　→フルプラン（63）

11．川
かわ

の一
いち

里
り

塚
づか

本県の鬼怒川、小貝川で昭和 61年の洪水を教訓にして、

河川堤防の一定区間ごとに、洪水時の水防活動や河川巡視

時の避難場、また、水防活動の拠点となるよう土砂や水防

資材の備蓄する場として利用するもので、通常は小公園風

の休憩場所として、また単調な河川における地域のランド

マークとして利用されている。平成元年 11月に全国で最

初の一里塚が、水海道市（現常総市）の小貝川に設置され

て以来、両河川で合計 29箇所が整備されている。

12．「かわまちづくり」支
しえん せ い ど

援制度

「かわまちづくり」支援制度は、平成 21 年度にふるさ

との川整備事業や水辺プラザ等の河川環境整備事業を発展

的に統合し創設された。「かわまちづくり」支援制度では、

「まちづくり」の推進主体である市町村等が、河川管理者

と共同で「かわまちづくり計画」を策定し、管轄地方整備

局を経由して、国土交通省へ登録申請を行う。「かわまち

づくり」支援制度は、従来の河川環境整備に比べて、河川

敷占用に関する特例措置等のソフト支援や地域連携の強化

を重点を置いており、「地域の景観、歴史、文化及び観光

という「資源」や地域の創意としての「知恵」を活かし、

地方公共団体や地元住民との連携の下で立案された実現性

の高い河川や水辺の整備・利用を行う「かわまちづくり」

の推進を目的としている。なお、茨城県内では、6つの

「かわまちづくり計画」が登録されている。

13．緩
かんけい

傾斜
しゃ

護
ご

堤
てい

河川では、2～ 5割位の勾配の緩い傾斜の護岸や堤防を

いう。堤体の安全度を高め、親水空間として位置付けられ

てきているが、河積（川の流水断面）を確保するためには、

背後地に余裕のあることが必要である。

海岸では、3割勾配よりも緩い勾配の護岸・堤防をいう。

海岸部では、海浜利用者のアクセスの向上を目的に設置さ

れることが多い。適切に設置されていれば波浪による越波

や波の打上げ高を低減させるが、堤脚水深や前浜の規模に

よっては、逆に打上げ高が増大する場合もある。

14．慣
かんこうすい

行水利
りけ ん

権

河川法が適用される以前から（普通河川から1級河川に格

上げになった時を含む）慣行的に河川から取水を行っていた

既得の権利のことで、河川法第23 条の許可を受けたと見な

される（省令による届出業務あり）。農業水利に多い。ただし、

水量は、既得の権利の枠として多めに設定されていることが

多く、必要量としての許
きょ

可
か

水
すい

利
り

権
けん

への切り替えが望ましい。

15．監
かんさろう

査廊

ダム堤体内部に、完成後の監査、各種の測定、堤体お

よび基礎の排水、グラウト作業、ゲート操作などを行う

ために設けられた通路。通廊ともいう。英語で inspection 

gallery（インスペクション・ギャラリー）と呼ばれるこ

ともある。

16．勘
かん

十
じゅう

郎
ろう

堀
ぼり

茨城町の涸
ひ

沼
ぬま

の奥、海
え

老
び

沢
さわ

から鉾田市巴
ともえ

川
がわ

沿いの紅
もみじ

葉間

にある約 2里（84）に及ぶ運河跡。江戸時代、東北雄藩か

ら江戸への物資輸送路は、大量に荷役が可能な海上輸送が

主流であり、那珂湊まで沿岸沿いに南下し、三角波で航行

が困難な銚子沖から利根川遡行のルートを避け、那珂川か

ら涸沼川に入って、涸沼の奥にある海老沢から陸上輸送に

切り替え、巴川に至って再び船積みして北浦、浪
なさかうら

逆浦を経

由して潮来に至り、利根川をさかのぼって関
せきやど

宿から江戸川

を下り両国・蔵前に至る経路をとっていた。宝
ほうえい

永年間水戸

藩では、財政改革の一環として陸上輸送部分の積み替え手

間を省き、通行税の徴収が可能な運河の計画を浪人松
まつなみ

波勘

十郎を雇って宝永 4～ 5 年（1707 ～ 1708）にわたって

工事に着手したが、労務使役が過酷であったことと賃金未

払いであったことなどから農民の反発（宝永の一揆）を招

き、また紅葉の巴川の標高が海老沢より 3丈（約 9m）水

位が高いことなどから結果的に事業は失敗し、現在その水

路筋は水田や谷
や つ

津となってその名残りをとどめている。

－ き －

１．既
きおう

往最
さいだいこうずい

大洪水

対象とする河川の過去における洪水記録の中で、洪水流

量が最大であった洪水のこと。

２．紀
き

州
しゅう

流
りゅう

江戸時代中期の八代将軍吉宗の時代になると、幕藩体制

や民生も安定期を迎え、人口が増加した。これに対処する

ため、諸藩は年貢米としての収入を上げるためこぞって新

田開発奨励策を取り､従来の湿地を水田に替えようとした。

従来の関東流の手法では洪水のたびに氾濫していた低湿地

に対し､ 霞堤などを締め切ることによって新たに水田に作

り変えた｡ 幕府でこの推進に当たったのが吉宗に紀州から

呼び寄せられた井
い

沢
ざわ

弥
や

惣
そ

兵
べ

衛
え

為
ため

永
なが

であったため､ この新た
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な治水の手法を後世「紀州流」と称されることになった｡

このことは､ 連続堤によって洪水を河道に封じ込めるとい

うように自然の力を押えこもうとする ｢剛｣ の治水思想に

変わり､ また堤防を締め切ってしまうため水田への大規模

な灌漑用水の工事も必要になった｡ この後､ 河床の上昇と

堤防の嵩
かさ

上
あ

げのイタチごっこが始まることになった｡

→伊奈流（関東流）（45）

３．基礎調査

基礎調査とは、都道府県が行う、「土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二

年法律第五十七号、以下土砂災害防止法という。）」に基づ

き、おおむね５年ごとに土砂災害防止法第６条第１項の土

砂災害警戒区域及び土砂災害防止法第８条第１項の土砂災

害特別警戒区域の指定その他この法律に基づき行われる土

砂災害の防止のための対策に必要な、急傾斜地の崩壊等の

おそれがある土地に関する地形、地質、降水等の状況及び

土砂災害の発生のおそれがある土地の利用の状況その他の

事項に関する調査のことです。

４．急
きゅう

傾
けい

斜
しゃ

地
ち

｢急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律｣ で崖

の傾斜角度が 30°以上の土地をいう｡ 急傾斜地崩壊危険区

域の指定基準は､ 高さが 5ｍ以上､ 急傾斜地の崩壊により

危害が生ずるおそれのある人家が 5戸以上あることが必

要｡ また崩壊対策工事は､ 指定を受けた自然崖（人工崖は

除く）で崖下もしくは崖上で人家連担 10 戸以上（県単事

業は 5戸以上）が対象となる｡

５．魚
ぎょどう

道

堰や落
らくさこう

差工、ダムその他の河川構造物の設置により遡上

性や下降性のある魚や水
すいせい

棲生物などの移動が阻害される

箇所で、遊泳やジャンプまたは遡上できるように階段式や

う回
かい

流
りゅう

式の緩い流れを人工的に作ったもので、大型鳥類の

餌
えさば

場にならないような配慮が必要である。

－ け －

１．警
けい

戒
かい

水
すい

位
い

出水時において､ 増水状況に応じて災害（水害）の発生

の恐れがあるため水防管理者が警戒に当たることを定め

た水位｡ 単
たんだんめん

断面の河
か

川
せん

では五割水深､ 複
ふくだんめん

断面の河
か

川
せん

では

高
こうずい

水敷
じ

きに水が乗る水位を目安として決めている｡

→通報水位（指定水位）（60）

２．計
けい

画
かく

高
こう

水
すい

位
い

（危険水位）

計画した確率規模の降雨に相当する洪水流量を安全に流

下させることのできる水位のことで､ 堤防の高さは､ この

水位の高さに河川の重要度に応じて定められている余裕高

を加えて決定される｡ 現在は洪水により氾濫の起こるおそ

れがある水位を表わす｢危
き

険
けん

水位｣ という表現にいい替え

ている｡

３．激
げきとく

特事
じ

業
ぎょう

1961年（昭和 51年）に ｢河
か

川
せん

激
げき

甚
じん

災
さい

害
がい

対策特別緊急事

業｣（いわゆる ｢激特｣）として創設されたもので､ 激甚な

災害の起こった地域で特別な予算枠をもって緊急に実施す

る災害復旧事業で､ 再度災害防止を図るため一定の河川改

修計画の元に復旧を行おうとするものである｡ 採択基準

は氾濫による一連の区域の被害が流出家屋 50戸以上､ ま

たは浸水家屋 2,000 戸以上で､ 全体事業費が 10億円を超

えるものとしている｡ 本県では昭和 61年 8月4日の台風

10 号による水害で､ 建設省（現国土交通省）では那珂川

無堤区間の改修に平成 2年度までの 5年間に総事業費 60

億円､ 小
こ

貝
かい

川
がわ

・大
おお

谷
や

川
がわ

の母
は

子
こ

島
じま

遊水池整備を中心に平成

2年度までの5年間に総事業費193 億円､ 県事業では大
おお

北
きた

川
がわ

の改修が激特事業（39 億円）として採択され 5年間

の期限で整備が行われた｡

４．ゲート

洪水吐などのダムから水を放流するための設備に設置さ

れる、開閉や流量調節をするための装置。

設置場所により、次のような種類がある。

■クレストゲート

ダムの堤頂部に設置されるゲート。クレストとはダムの

堤頂部のこと。一般に、異常洪水時にダム天端からの越流

を防ぐための非常用ゲートとして使用される。

■コンジットゲート

放流管ゲートのこと。堤体中の下部に設置される。洪水

調節用の大容量の高圧放流設備として設けられるゲートを

指すことが多い。クレストゲートとコンジットゲートの両

方を備えたダムがよく見られ、それぞれ非常用洪水吐、常

用洪水吐として使われる。

■オリフィスゲート

比較的浅い位置（堤体の上下の中間）に設置されるゲー

ト。堤体の下部にコンジットゲート、中段にオリフィスゲー

トといった組み合わせがよく見られる。

一方、ゲートは、その構造により、様々な形式のものが

ある。ダムで使用されている代表的なゲートとしては次の

ようなものがある。
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■ローラゲート

開閉用ゲートの板にローラが付いた構造で、上下に開閉

するゲート。ゲートに高い水圧がかかっても容易に開閉が

可能である。ダムの洪水吐など、高い水圧がかかる箇所で

は、ローラゲートかラジアルゲートが一般的である。

■ラジアルゲート

表面が円弧状で、その曲線の中心を軸として回転するこ

とによって開閉する構造のゲート。テンターゲートとも

いう。

５．減
げんせいこう

勢工

ダムから流下する水のエネルギーを弱め、洗掘等を防ぐ

ため、ダムの直下流に設ける構造物。減勢池を設けて跳水

により勢いを弱める「跳水式」、空気中に飛ばし落下地点

の水のクッションで弱める「スキージャンプ式」、自由落

下させて水のクッションで勢いを弱める「自由落下式」が

ある。

６．原
げんせきやま

石山

ダムコンクリートに使用する粗骨材は最大寸法が150㎜

と通常市販されていないサイズが使用され､ またダムの

堤体積が大きいときは使用量が多くなることから購入砕石

とはせず事業者が自ら採石を行って必要サイズの骨材を

製造することが有利である｡ この採石場所のことを原石山

と言う｡ 県内の規模の小さなダムでは購入砕石で対応し

たが規模が大きい小山ダムで初めて高萩市の林野庁所管の

山中において原石山採取としダム本体工事とは別に骨材

製造工事を発注した｡

－ こ －

１．洪
こうずいばき

水吐

洪水の流入に対し、ダムと貯水池の安全を確保するため

に設けられた放流設備の総称。河川管理施設等構造令では、

ダムには洪水吐を設けることになっている。洪水吐は上流

から、流入部、導流部、減勢工に区分される。洪水調節を

目的とするダムでは、常用洪水吐と非常用洪水吐を持つも

のが多い。

なお、洪水調節用のダムでは洪水吐と呼ぶが、発電用ダ

ムなどでは余水吐と呼んでいる。

■常用洪水吐

洪水調節に用いる洪水吐。常用と非常用の 2種類の洪

水吐を持つダムの場合の言葉で、通常はこちらの洪水吐を

用いて洪水調節を行う。

■非常用洪水吐

常用洪水吐に対する言葉で、ダムの設計洪水流量のう

ち、常用洪水吐の放流量を上回る部分を放流する洪水吐を

いう。一般に越流式の放流設備により構成される。

２．洪
こう

水
ずい

調
ちょう

節
せつ

ダムなどにおいて､ 常時満水位（常
じょう

満
まん

）の高さからサー

チャージ水位の間で洪水流を貯水することにより下流への放

流量を絞り込んで調節すること｡ ダムへの流入量に対する放

流の仕方のコントロール方法には、流入量の増減に関わらず

常に一定の量の放流を行う一定量放流方式、流入量のある％

の割合で放流する一定率放流方式とこれら2つを組み合わ

せた方式などがある。具体的には各ダムについての操作手法

を定めたダム操作規則がある。洪水期間がさらに長びきサー

チャージ水位を超えるような場合には、ダムへの流入量＝放

流量となってダムの洪水調節の役目そのものは終了すること

になる。　→サーチャージ水位（52）、ダム操作規則（57）

３．洪
こうずい

水期
き

制
せいげん

限水
すい い

位

洪水調節を目的とするダムのなかには、洪水期に洪水調

節のための容量を大きくとるために、洪水期に限って常

時満水位よりも水位を低下させる方式を採用するダムがあ

る。このような場合に、洪水期に超えてはならないものと

して設定されている水位を洪水期制限水位といい、常時満

水位より下にある。夏期制限水位と呼ぶこともある。

４．洪
こうずい

水ハザードマップ（洪
こう

水
ずい

氾
はん

濫
らん

危
き

険
けん

区
く

域
いき

図
ず

）：fl ood hazard map

国や県が作成した浸水想定区域図を元に、市町村が河川

の洪水により浸水が想定される地域とその程度を地図に

示し、必要に応じて避難場所・避難経路等の防災情報を加

えた図面。茨城県内では、平成 22年度までに作成対象の

42市町村の全てで作成・公表を行っている。

〈参照：茨城県土砂災害危険箇所マップ：

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/01class/class06/dosya/index.htm〉

→浸水実績図（53）

５．洪
こう

水
ずい

予
よ

報
ほう

洪水予報は、水防法第 10条第 2項および気象業務法第

14条の 2第 2項の規定に基づき、あらかじめ指定した河

川において洪水の発生のおそれがある場合に気象庁が降水

量などの気象を、河川管理者（国土交通省または茨城県）

が河川の水位または流量をそれぞれ予測し、共同で水防

団・関係行政機関・放送・マスコミ等の協力を得て地域住

民に発表し、洪水の被害から地域を守る水防活動や市町

村による警戒・避難態制が迅速かつ円滑に行えるようにす

ること。洪水予報指定河川は、昭和 30年に指定が開始さ

れて以来平成 21年 12 月末までに全国 486 河川が指定を

受け、本県関係では、利根川水系の本川・渡良瀬川・鬼
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怒川・小貝川および平成 8年に那珂川・久慈川が、県管

理では平成 18年に桜川（土浦）が指定を受け洪水予報を

行っている。　→水防警報（54）

＜洪水予報について＞

６．子
こ

どもの水
みずべさいはっけん

辺再発見プロジェクト

完全学校週 5日制の実施に併せ、子どもたちの体験活

動の場を拡大し、また「川に学ぶ」体験を推奨する観点から、

文部科学省（教育機関）と国土交通省（河川関係）、環境

省が連携して、水辺を調査した上で、「子どもの水辺」と

して選定登録及び必要に応じ整備を行い、子どもたちの河

川の利用を促進し、地域における子どもたちの体験活動の

充実を図るもの。平成 17年 9月 15 日現在、全国で 215

箇所が登録され、県内では、古河市の「わたらせ水辺の

楽
がっこう

校」（渡良瀬川、平成 14 年 12 月登録）、千代川村（現

下妻市）の「千代川村水辺の楽校推進協議会（青龍楽校）」

（鬼怒川、平成 14年 12月登録）、藤代町（現取手市）の「藤

代町総合公園」（小貝川、平成 15年 7月）、桜川村（現稲

敷市）の「霞ヶ浦ふれあい和田岬」（霞ヶ浦、平成15年9月）、

水戸市の「桜川、逆川、沢渡川、子どもの水辺協議会（桜

川、逆川、沢渡川、平成 16 年 3月登録）」の 5箇所が登

録されている。

「子どもの水辺」において、安全に楽しく活動するため

に水辺の整備が必要な場合には、「水辺の楽校プロジェク

ト」により整備を実施する。国土交通省関連では、「子ど

もの水辺」に登録された箇所において河川整備が必要な場

合に、自然の状態を極力残しながら瀬や淵、せせらぎ、ワ

ンド等の自然環境を保全・復元するとともに、子どもたち

が安全に自然に出会えるよう河岸等へのアクセスの改善

（堤防の緩傾斜化、水辺に近づける河岸整備）、遊歩道の整

備等を行う。

『子どもの水辺サポートセンター』は平成 14 年 7月に

設立され、「子どもの水辺」を活用した活動に対し積極的

な支援やサポートを行うと共に、行政・教育関係者・市民

団体やNPOなど川や水辺で活動する方々のネットワーク

の確立に努めている。　→水辺の楽校（64）

〈子どもの水辺サポートセンターHP：

http://www.mizube-support-center.org/〉

－ さ －

１．災
さいがい

害関
かんれん

連事
じぎょう

業

河川の一定の区間において、複数の被災した箇所の災害

復旧費（親
おやさい

災という）が、その区間の全体を流下断面を拡大

するなど一定の計画で河川改修を行ったと仮定した場合に

要する工事費の 1/2 以上を占めるとき、個々の復旧では

再度被災するおそれがあり、また一連の改良が一気に実

施できることから、別途河川改良費（災害関連費）を加え

て一定計画に基づいた河川改修を行うとした事業。道路、

海岸、砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設などに適用され、

災害関連費が総工事費の 5割以下でかつ 1箇所 2,400 万

円（市町村にあっては 1,800 万円）以上の事業に対して

採択される。本県では、61 災の照
て る だ

田川
がわ

、Ｈ10 災で那珂

川「寿
ことぶきばし

橋」などの例がある。そのほか、小
お の

野矢
やす し

指海岸（北

茨城市）、里
さとね

根川、江
え ど か み

戸上川、塩
しおた

田川、関
せきね

根川、小
こいしかわ

石川川、

茂
もみや

宮川、玉
たま

川、早
はや

戸
と

川、桂
かつら

川、藤
ふじ い

井川、桜
さくら

川、内
うちぬま

沼川、天
あま

の川、雪
ゆきいり

入川、恋
こい

瀬
せ

川、稲
いなり

荷川、城
しろした

下川など県内の多くの

河川で実施されてきた。　→災害復旧助成事業（51）

２．災
さいがい

害復
ふっ

旧
きゅう

異常な天然現象で災害発生の要件（時間最大雨量 20㎜

程度以上や最大 24時間雨量 80㎜以上など､ そのほか波浪

や地震､ 落雷､ 火山噴火なども対象）を満たしているとき､

公共土木施設において災害事業費復旧国庫負担法の対象に

なるものを指す｡ 管理者によって公共土木災・農林災・都市

施設災・学校災などがあり､ 被災者が災害査定設計書を作

成して申請し､ それに基づいて国（国土交通省・財務省など）

が現地に赴き､ 査定して復旧金額を決定する｡ 決定した金額

を災害査定官が査定設計書に書き込むことを朱
しゅ

入れという。

復旧工事は原則3年以内に実施する｡

３．災
さいがい

害復
ふっ

旧
きゅう

助
じょせい

成事
じ

業
ぎょう

被災の程度が激甚であり、個々の災害復旧（親
おやさい

災という）

では、十分な復旧の効果が発揮できない場合で、一定の河

川改修に要する総工事費のうち、助成工事費（改良費）の占

める割合が5割以下で、かつ 6億円を超える事業。大規模

な河川災害や海岸災害などに適用事例がある。本県では、

50災でつくば市の男
みなのがわ

女川で実施された。そのほか、押
おしかわ

川

（大子町）、天
あま

の川
がわ

（千代田町、現かすみがうら市）、西
にしだがわ

田川

（水戸市）、二
に た ん だ が わ

反田川（笠間市）、巴
ともえがわ

川（鉾田市）の例が

ある。　→災害関連事業（51）

４．桜
さくら

づつみモデル事
じぎょう

業

堤防に樹木、特に桜を植えて堤体を安定させるという

方法は、古来より行われ、全国各地で桜の名所になって
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いる例が数多くある。しかし、樹木の枯死により、堤体に

穿入した根が腐って穴が生じたり、大風で樹木が揺すられ

て堤体が傷むなどの悪影響を受けることが多く、河川改修

（河道拡幅）を機に伐採されるという例も多くなっている。

このため、樹木による河川の緑化を図って良好な水辺環境

を整備するためには、堤体内に根を進入させない方法とし

て、堤体外の盛土部分に植樹帯を独立させる方法で植栽を

図ることとし、これを「桜づつみモデル事業」と呼んでい

る。昭和 63年度より全国で実施され、県内では、東
あずま

町
まち

（現

稲敷市）の新
しん

利
と

根
ね

川
がわ

、石岡市の恋
こい

瀬
せ

川
がわ

、下
しもだて

館市
し

（現筑西市）

の五
ご

行
ぎょう

川
がわ

、石
いし

下
げ

町
まち

（現常総市）の八
はちけんほりかわ

間堀川の例がある。

５．サーチャージ水
すいい

位

超過容量水位のこと。洪水時にダムにため込むときの最

高の水位のこと。この水位を超えればダム湖への流入量と

同じ量を放流しなければならない。　→洪水調節（50）

６．砂防基盤地図

砂防基盤地図とは一般的に「土砂災害警戒区域等におけ

る土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律

第五十七号、以下、土砂災害防止法という）」の施行にあたっ

て必要とされる要件を備えた数値地図のことを指し、主と

して土砂災害防止法第４条に基づく基礎調査全般、第６条

土砂災害警戒区域・第８条土砂災害特別警戒区域指定の際

の図書として利用されているものです。

７．暫
ざんていすい

定水利
り

権
けん

ダムの完成によって新規の水利権が賦
ふ よ

与されるまでの

間、必要な水量（計画水量ではない）を河川管理者が暫定

的に豊
ほうすい

水水利権として許可すること｡ ダムの完成には長期

間を要することが多く利水者としてはダム乗
の

り（共同事業

者として建設負担金を払うこと）してもすぐには取水でき

る状況とはならないための暫定的な措置。ダム完成ととも

に本来の水利権（計画水量）に振り替わる｡

８．サンドバイパス・サンドリサイクル

海岸に港などの構造物がつくられた場合、砂の流れ（漂

砂）が構造物によってせき止められ、上手側の海岸線は前

進する。一方、反対の下手側の海岸では本来流れてくるは

ずの砂がこなくなり、流れ出ていくばかりとなるため、海

岸線は侵食を受ける。そこで、構造物の上手側にたまった

砂を侵食された構造物の下手側の海岸に人工的に移動させ

る工法をサンドバイパスと呼ぶ。天
あまのはしだて

橋立（京都府）の侵食

対策として実施されているとともに、福
ふく で

田漁港（静岡県）

では、パイプラインによって砂を輸送するサンドバイパス

システムが採用されている。

また、流れの下手側に溜まった砂を、上手側の侵食を受

けている海岸に戻し、砂浜の復元を図る工法をサンドリサ

イクル※と呼ぶ。鹿島灘海岸では、海岸、港湾及び漁港の

管理者が連携した取り組みとして、港湾や漁港の浚渫土砂

を海上運搬し、沖合いへ投入するサンドリサイクルを実施

している。

※サンドリサイクル：広義に、他事業等で発生した余剰土

砂を資源として再活用することを指す場合もある。

例）港湾や河川の浚渫土砂を海岸への養浜材に活用。

→養浜工（65）

９．三
さんめん

面張
ば

り

河川改修工事や砂
さぼう

防河
かせ ん

川で河川勾配が急で流速が速い区

間では､ 河床が洗掘される恐れがあるため護岸とともに河

床もコンクリートやコンクリート二次製品としたもの｡ 魚

や植物の生態系とともに景観上も好ましくないため近年な

るべく多自然型の改修方法で行うようになってきている｡

　→多自然川づくり（56）

－ し －

１．試
しけん

験湛
たんすい

水

ダム工事竣工後に、仮排水路を閉塞して、実際にダムに湛

水を行って各貯水位から最高のサーチャージ水位まで人為的

に満水とし、1日～7日間その水位を保持し、堤体からの漏

水量、揚圧力、地下水位・放流設備・貯水池周辺の安全等の

チェック、湛水側法
のりめん

面のすべりの発生の有無などを調査し、所

期の目的が達成されているかどうかを確認する試験のこと。

最近では、平成17年に小山ダムで実施され、本格的な運用

がスタートした。

２．自
し

然
ぜん

再
さいせい

生事
じぎょう

業

多自然型河川改修やコンクリート護岸に植生を施す自然

共生型河川整備にとどまらず、土地利用などのために直線

化に改良された河川を多様な水棲生物の生息可能な蛇行河

川に戻したり、東京湾、伊勢湾などの湿地や干潟を再生し

て自然環境を復元する事業で、平成 14年度から国土交通

省がスタートさせた。

３．実
じっ

調
ちょう

：実施計画調査

予備調査の結果をさらに拡張・追加し、具体的なダム建

設に向けての事業計画を策定するための調査。

→予備調（66）

４．指
し

定
てい

区
く

間
かん

1 級河川において国が都道府県知事に管理の一部を委任
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している区間のこと。（したがって、指定区間外とは直轄

河川と呼ばれ、国土交通省が直接管理している。）一般国

道では指定区間は、国が直設管理する直轄道路で（通常 1

桁・2桁国道が該当、ただし維持管理の重要度を勘案して

全国で、3桁国道の一部路線が含まれる。）、指定区間外が

都道府県知事に管理が委任されており、河川と道路では

言葉の使い方が逆になっている。

５．斜
しゃ

面
めん

カルテ

平成 10年より県内の各土木事務所では､ 地域住民の情

報やボランティア団体などの協力を得ながら急傾斜地崩壊

危険個所について､ 斜面に関する情報を時系列的に調査票

に整理し､ データ管理を行うこととしている｡ これにより

斜面の亀裂や異常な湧水などの崖崩れ発生の前兆現象をい

ち早く把握し､ 斜面の崩壊による災害を未然に防止したり

警戒避難体制の強化等に役立てるものである｡

６．斜
しゃめん

面緑
りょく

化
か

斜面には､地形変動や浸食によって自然に形成された「自

然斜面｣ と開発などによって人工的に形成された ｢人工斜

面｣ があり､ 斜面緑化とは､ 斜面の安定と破壊や改変され

た生態系を回復させるための措置で斜面環境の改善や景観

保全をはかるもの｡ 代表的な工法としては播
はんしゅこう

種工で､ 植物

の種子を直接播いたり吹き付けたりする方法で急速緑化方

式の一つである｡

７．重
じゅう

要
よう

水
すいぼう

防箇
か

所
しょ

洪水時に危険が予想され、水防上特に注意を必要とする

箇所のこと。出水期前に堤防を十分調査するとともに、河

川管理者が作成する水防計画書にも明示する。堤防高さが

足りない、水衝部、構造物の前後、築堤工事後 3年以内（堤

体が安定していない）など重要度に応じてＡ・Ｂ・Ｃのラ

ンク付けなどを行い、水防活動時には重点的にパトロール

を行う必要がある。

８．植
しょく

生
せい

浄
じょう

化
か

施
し

設
せつ

河川や湖の水質汚濁を回復するため河岸や湖岸にアシや

ヨシを植栽したり､ 河川の途中に浄化池を設置してアシや

ヨシを植え､ 汚濁分を補足したり植物の生長に必要な窒素

やリンの吸収を行うもの｡ また土浦市の新
しんかわ

川や備
び

前
ぜんがわ

川では

浮遊性のホテイアオイを毎年投入して成長後に回収し窒

素、リンの除去を行っている｡ さらに国土交通省では土浦

港の荷揚げヤードで湖水を汲み上げてクレソンや種々の水

耕野菜を栽培し、窒素・リンの浄化について市民と一体と

なった取り組みを行っている｡

９．自
じりゅう

流

ダムなどによって流量調整を行わないときに、その河川

に自然状態で流れている水の量。

10．人
じんこう

工リーフ：artifi cial reef

自然のサンゴ礁（coral reef）の有する優れた波浪減衰

効果に着目し、ブロックや捨石により人工的な広い浅瀬を

造成するもの。人工的な浅瀬の造成により反射と強制砕波

によって波浪減衰を得る。水面下に没する構造のため、景

観上の問題は少ない一方、維持・管理が難しい。県内では

高
たか ど

戸海岸（高萩市）、磯
いそはら

原海岸（北茨城市）で施工されて

いる。近年ではタンデム型やクレスト型等の新型工法の設

置事例も見られる。

11．浸
しん

水
すい

実
じっ

績
せき

図
ず

過去の洪水による浸水被害区域を図面上に表示して､ 土

地利用上の考慮や浸水に備えた日頃からの心構えと避難方

法について喚起するために河川管理者が公表しているも

の。県内では那珂川､ 久慈川､ 桜川の浸水実績図が公表さ

れており、また、1/100 の確率の大雨による浸水想定区

域をコンピューターシミュレーションにより0.5m～5.0m

の 5 段階で色分けして発表しており、これを元に関係市

町村が洪水ハザードマップを作ることになる｡

→洪水ハザードマップ（50）

－ す －

１．水
すい

害
がい

防
ぼう

備
び

林
りん

立木などが河川の流れを阻害する点に着目して植林した林

により洪水の流勢を抑え､ 流れる土石を補足して洪水流を安

定化させたり堤防の保護を行うもの｡ 河
か

畔
はん

林
りん

ともいわれる｡

平成 9年の河川法改正で河川施設に組み入れられた｡ 古く

は武田信玄が笛
ふえふきがわ

吹川に設けた ｢万
まん

力
りき

林
ばやし

｣ や福島県の荒川の

「赤松林」が有名｡ 本県では常陸大宮市（旧山方町）小
お

貫
ぬき

の

久慈川左岸の竹林などの例がある｡

２．水
すいけいいっかん

系一貫主義

河川は､ 上流の山間部から河口部まで様々な水利用が図

られており､ 上流での取水は､ 下流の流況に影響を与え､

また降雨時には各支川から次々に洪水が流入しながら増水

するため､ 局所的な手当でこれに対処することは上下流や

本・支川間でのバランスを欠いた不安定な治水対策となる

恐れがあり､ 昭和 39年の河川法改正時に従来の区間改修

主義を改め､ 上流から下流まで統一性のある一貫した治水

計画の元に下流から順次年次計画を立てて改修工事を行う

こととしたものである｡
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３．水
すいさいせんけいかく

際線計画

昭和 62年に､ 全国で初めて茨城県の河川や海岸などの

水辺についてどうあるべきかをまとめたマスタープラン｡

後背地や土地利用､ 歴史的背景､ 地域の中での河川などの

位置づけや役割などに留意してゾーニングを行い､ 河川や

海岸などの整備基本方向について提言している｡ 国が管理

する河川では河
かせん

川環
かんきょう

境管
かん り

理計
けいかく

画がある｡

４．水際線シンポジウム：-symposium

昭和 62年 ｢茨城県水
すいさいせん

際線計画｣ の策定を記念して開催

され､ 河川や水に関する記念講演や有識者などのパネラー

を招いて水に関する討論を実施している｡ 毎年 1回県内

各地の話題性のある河川を選び持ち回りで開催される｡ 開

催場所とテーマは次のとおり。

第１回　土 浦 市 21 世紀を目指した水際線のあり方

第２回　取 手 市 水際線を軸としたまちづくり

第３回　水 戸 市 快適な水辺環境を求めて

第４回　高 萩 市 住民参加の水辺づくり

第５回　水 海 道 市 すてきな水辺を創りたい
 岩 井 市

第６回　潮 来 町 水郷潮来と地域づくり

第７回　常陸太田市 水際線の自然環境と地域の活性化

第８回　牛 久 市 川との共存をめざして

第９回　笠 間 市 かわとみずの文化

第10回　下 妻 市 古人に学ぶ川とのふれあい

第11回　龍 ヶ 崎 市 牛久沼の今と昔

第12回　茨 城 町 涸沼の豊かさを活かした水辺づくり

第13回　大 宮 町 川の魅力を活かした地域づくり

第14回　下 館 市 川の魅力を活かす「自然と都市との共生」

第15回　石 岡 市 豊かな自然環境を育む川づくり

第16回　ひたちなか市 地域とあゆむ川づくり

第17回　古 河 市 学び・癒しの水際線

第18回　鉾 田 町 水とともに生きる～川と湖、そして海、

その美しい水辺空間を考える～

第 19 回　つ く ば 市 市民運動による水辺環境の創造に向けて

第 20 回　水 戸 市 豊かな水辺空間の創造と継承－市民と行
政のパートナーシップ－

第 21 回　常陸太田市 川に学ぶ、川で遊ぶ

第 22 回　守 谷 市 かわのちからを考える～潤いと癒しをも
たらす水辺～

第 23 回　桜 川 市 次代に伝えよう、やすらぎの原風景と水

第 24 回　土 浦 市 川と地域と私たちの街づくり

５．水
すいとくほう

特法

水源地域対策特別措置法。ダムの建設は地域に与える影

響が大きいので、ダム周辺地域の整備を図るため、昭和

48 年 10 月 17 日に水源地域対策特別措置法が制定され、

水源地域整備の中心的な制度として大きな役割を果たして

きている。

この法律は、水源地域の生活環境、産業基盤等を計画的

に整備し、併せてダム貯水池の水質汚濁の防止等により、

水源地域住民の生活の安定と福祉の向上を図り、これらを

通じてダムなどの建設を促進し、水資源の開発と保全に寄

与することを目的としている。

対象となるのは水没戸数 20 戸又は水没農地 20ha 以

上のダム（補助率嵩上げの対象となるのは、150 戸又は

150ha 以上、北海道などについては例外あり）で、この

要件に該当するダムが対象ダムとして指定され、水源地域

整備計画が策定され、整備計画に基づいて道路、下水道、

レクリエーション施設、公民館、福祉施設など広範な整備

事業が実施される。事業実施のための費用については、国

の補助（一部のダムは補助率の嵩上げ）があるほか、水源

地域の市町村や県が負担する事業費の一部を受益者（下流

の自治体や水道、発電などの事業者）が負担する制度も盛

り込まれている。

６．水
すいぼうかんりだんたい

防管理団体

水防活動に関して、一義的に責任を持って当たる市町村、

または水防法（昭和 24年）に定める水防事務組合、また

は水害予防組合法（明治 41年）に基づく水害予防組合な

どを指し、実質は各市町村の消防機関が水防事務を兼務し

ている。水防管理団体は、水防工法を施行するなど水防活

動を実施するための独自の水防団をおかなければならない

が、現在は消防団が兼務している場合が多い。

７．水
すいぼうけいほう

防警報

洪水の出水状況に応じて､ 河川管理者が水防関係機関に

対し発令する警報のこと｡ 種類には､ 水防活動に関して

「準
じゅん

備
び

｣､ ｢ 待
たい

機
き

｣､ ｢ 出
しゅつ

動
どう

｣､ ｢ 指
し じ

示 ｣､ ｢ 解
かいじょ

除 ｣ などがあ

り､ 洪水の今後の予測状況を付記して Fax または電話で

伝達され､ これらに基づき水防管理者は水防団員を水防活

動に従事させる｡ 国管理河川は国土交通省が､桜
さくら

川
がわ

（土浦）、

大
おおきたがわ

北川については県が発令している｡ また国管理河川のう

ち重要な河川で指定を受けた河川では､ 国土交通省と気象

庁が共同して洪水予報を出している｡ 　→洪水予報（50）

８．水
すいぼう

防テレメーター：-telemeter

県内各地の雨量や県管理河川の水位､ 港湾の潮位など観

測したデータを無線回線（茨城県防災行政無線）を利用

して自動的に統
とうせい

制局
きょく

（県庁河川課）に集め､ そのデータを

加工して土木事務所などに配信することにより防災に役立

てるシステム｡ 昭和 61 年の台風 10 号による水害発生時

に毎時水位を現地にて人力目視のうえ電話連絡をするとい
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う物理的限界を解消するため導入された｡ 現在県内におい

て水
すい

位
い

局
きょく

67 局､ 雨
う

量
りょう

局
きょく

61 局､ 潮
ちょう

位
い

局
きょく

4 局が整備され､

直轄河川の建設省（現国土交通省）管理のテレメーターの

データ（2798 雨量局、2433 水位局、38湖位局、112 水

質局、64積雪局、86ダム局）と合わせ㈶河
か

川
せん

情
じょうほう

報センター

から市町村を始め各防災機関は様々に加工されたデータを

得ることができる｡

９．水
すいりけん

利権

河川の水を利用する権利。水道用水、工業用水、農業用

水などのため河川の水を取水して利用する場合などである。

河川法第 23条は河川の流水を占用しようとする者は河

川管理者の許可を受けなければならないとしており、この

許可は正確には流水の占用の許可ですが、一般には水利権

と呼ばれている。歴史的にみれば、江戸時代、あるいはそ

れ以前から河川の水を農業用などに利用してきており、明

治時代に旧河川法が制定される以前から権利ともいえる形

で水利用の秩序が存在していた。旧河川法が制定されたと

きに、これらは許可を受けたものとみなされ、引き続き河

川の水利用が認められ、慣行水利権と呼び、これに対し河

川法の許可手続を経て許可されたものを許可水利権と呼ぶ

ことがある。

水利権は、異常渇水時を除いて常にその水量を安定的に

利用できるときに許可されるのが原則で、これを安定水利

権と呼ぶことがある。一方、河川に一定の流量があるとき

にのみ取水できるとする条件が付された暫定的な水利権が

あり、暫定豊水水利権と呼ばれることがある。暫定豊水水

利権は、水需要の急激な増大に対して水資源開発が追いつ

かず、社会的要請から暫定的に許可されたもので、河川の

流量が豊富なときのみ可能な取水（これを不安定取水とい

うことがある。）であることから、できる限り早期に安定

水利権に移行すべきものと考えられている。

10．スーパー堤
ていぼう

防：super dike（和）

高
こうきかく

規格堤
ていぼう

防ともいい､ 堤内側を堤防と同じ高さまで広

く盛り土して計画高水量を超える超
ちょう

過
か

洪
こう

水
ずい

の時でも溢水

による破堤を防ぐことができるため水害を小さな範囲に抑

えることができるもの｡ 従来の堤防にくらべて安全性が高

く、盛り土部分の土地は買収せずに街づくりや地域計画の

中で土地の有効利用を図ることができる｡ また河川の浚渫

土砂での造成が可能となり､ 利根川右岸の千葉県印旛郡

栄
さかえ

町
まち

矢
や ぐ ち

口地区（昭和 62 年度～平成 4年度）､ 同須賀地区

（平成 3年度～平成 7年度）､ 同出津地区（平成 6年度～

施工中）､ 佐原市（現香取市）津
つのみや

宮地区（平成 3年度～平

成 5年度）､ 香取郡小見川町（現香取市）小見川地区（平

成 6年度～平成 8年度）でそれぞれ土地区画整理事業や工

業団地造成､ 公園などの整備が進んでいる｡ また本県では

利根川左岸の北相馬郡利根町押
おしつけ

付地区で計画が進められて

いる。　→堤内地（60）

－ せ －

１．正
せいじょうりゅうりょう

常流量

河川の流
りゅう

水
すい

の正常な機能を維持するために必要な流量の

こと｡ ある地点における維持流量とその下流の既得水利権量

を加えた流量以上の量を指す｡ 維持流量とは､ 河川における

舟
しゅう

運
うん

・漁業・景観・塩
えん

水
すい

遡
そ

上
じょう

防止・河
か

口
こう

閉
へい

塞
そく

防止・河川管

理施設の保護・地下水の維持・動植物の生息・流水の清潔

な保持など総合的な観点から判断して渇水時においても河

川が本来保有していなければならない水量のこと｡ 正常流量

が確保できない場合は新たな水利権は賦
ふ よ

与できず､ ダムなど

の建設によって新たな水利権を生み出す必要がある｡

２．清
せいすい

水バイパス

貯水池から濁水が流れ出るのを抑制するため、選択取水

設備により濁度の低い水を放流するようにするが、貯水池

の濁度が大きい場合にはこの方法のみでは不十分なことが

ある。このようなときに、貯水池の上流で、流入する濁り

の少ない水を取水して、貯水池を迂回するバイパス水路を

経由して、直接ダムの下流に放流することが有効である。

このバイパス水路を清水バイパスという。

３．清
せいりゅう

流ルネッサンスⅡ
ツー

平成 5年から実施している「清流ルネッサンス21」事業

を拡充して、平成13 年度から「第二期水環境改善緊急行動

計画」として再スタートした。従来の河川事業と下水道事業

が連携して水環境の改善を図ることに加え、河川の流量確保

の観点を加味し、都市下水路事業がプラスされ、また下水

処理水の放流位置や放流量の調節を行うことによって流量

の確保を図って水環境の改善を図ることとしている。

全国で 34 河川が選定され、地元市町村、河川管理者、

下水道管理者から構成される地域協議会を設置し、水環境

改善行動計画を策定して、10年以内を目途に河川事業や、

下水道事業を重点的に実施する。平成 14年に水戸市の千

波湖・桜川・沢
さわたり

渡川・逆
さかさ

川などが一連で選定され、今後水

質改善計画を県、水戸市、河川管理者、学識経験者、ＮＰ

Ｏなどから成る協議会で策定する予定。

３．清
せいりゅう

流ルネッサンス21：Clear-WaterRenaissance 21（和）

水
みず

環
かんきょう

境改
かいぜん

善緊
きんきゅう

急行
こうどう

動計
けいかく

画と呼ばれ､ 平成 5年に地元市

町村､ 河川管理者､ 下水道管理者が一体となってそれぞれ

の事業を集中的に展開し､ 水質汚濁､ 富栄養化、カビ臭
しゅう

な
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どの著しい河川・湖沼・ダム貯水池などにおいて 20世紀

中に清流を取り戻すために策定された計画。本県では土浦

市の備
び

前
ぜんがわ

川の水質改善のため県・市が下水道事業を促進

し、県が桜
さくらがわ

川から最大 0.5m/ 秒を備前川の上流部に導水

することとした。導水は平成 7年 10月に開始され、目標

水質 4.0㎎ /ℓのところ導水実施前の水質（平成6年）ＢＯ

Ｄ33㎎ /ℓが平成 11年で 4.4㎎ /ℓまで低下した｡ また、

同じ土浦市の新川で平成 12 年 7 月から最大の 0.3m/ 秒

の導水により、目標水質 3.5㎎ /ℓのところ、平成 6年の

水質 9.7㎎ /ℓが、平成 16年で 6.1㎎ /ℓに低下した。

４．瀬
せ が

替え

河川には流れのよどんだ淵
ふち

と浅瀬で流れの速い瀬
せ

があ

り、河川の護岸工事などで瀬になっている河川の流水を護

岸から離れた位置の河原を掘削することにより新たな流れ

筋を作って、施工現場をドライ状態にして工事を容易にす

る方法。止水矢板で工事現場を締め切ってドライにする方

法より簡単で安価な手法である。

５．セミバック堤
てい

支川処理のうち、合流点付近に逆流防止施設（一般には

水門）を設けて本川の排水が支川に及ぶのを遮断しながら

支川の計画高水位についてはバック堤なみ、堤防の余
ようゆうだか

裕高・

天
てんば

端幅
はば

については支川のままとする方式。　→バック堤（62）

－ そ －

１．粗
そ

朶
だ

沈
ちん

床
しょう

沈床とは､ 堰や橋脚など河川構造物の前後や堤防の足元

の河床が流水から侵食されないように河床に敷き詰めて河床

の保護を図るもので古くから用いられてきた工法｡ 敷き詰め

る材料としての粗朶は､ 広葉樹の栗
くり

や楢
なら

､ 樫
かし

､ くぬぎなど

堅くて強靱性に富んだ樹
じゅ

梢
しょう

を束ねたもので､ 河床の変化にな

じみやすく､ 緩
かん

流
りゅう

河
か

川
せん

の根
ね

固
がた

め工
こう

・水
すいせいこう

制工に適している｡

近年は､ コンクリートブロックを敷き詰める工法に取って代

わられたが､ 隙間が多様で流速の変化もあり小魚や底性生

物などの生息空間となっているため多
た

自
し

然
ぜん

型
がた

河
か

川
せん

工
こう

法
ほう

の一

つとして採用例が多くなり見直されてきている｡ そのほかに、

木
もっこう

工沈床などがある｡

→多自然川づくり（56）、木工沈床（65）

－ た －

１．高
たかしお

潮

台風または低気圧などによって潮位が上昇する現象。主

に気圧の低下による海水の吸い上げと風による海水の吹

き寄せによって発生する。特に満潮時に高潮が重なると

大きな被害を引き起こす。昭和 34年 9月 26 日の伊
い せ

勢湾
わん

台
たいふう

風による高潮被害が甚大で、これを契機に高
たかしお

潮堤
てい

の本格

的な整備が行われることになった。また、平成 16年 8月

30 日の台風 16 号による瀬戸内海での高潮被害が記憶に

新しい。

２．高
たかみず

水　→計
けいかくこうすい

画高水位
い

（49）

３．多
た

自
しぜ ん

然川
かわ

づくり

河川が本来もっている野生生物の良好な生息・生育環境

に配慮し､美しい自然景観を保全あるいは創造するために、

従来画一的に進められてきた河川の直線化・コンクリート

護岸化から､「多自然型川づくり」として、自然と人間が

共生できる空間としてできるだけ自然環境に配慮し、瀬と

渕のある河川づくりをしようとするもの。生物の移動空間

としての緑
みどり

の回
かいろう

廊（コリドール）としても位置づけられて

おり、平成 2年から取り組みが始まった｡

その整備手法はパターン化されてはいないが､ できるだ

け緑や自然石を利用したり水際線に配慮した工夫をする必

要があるが､ 庭園風にすることは避けたい｡ 本県において

は､ これまでも部分的な施工例があったが､ '97 ～ '98 に

花
はなぞのがわ

園川（北茨城市）の整備に引き続き順次源
げん

氏
じ

川
かわ

（常陸太

田市）､ 恋
こい

瀬
せ

川
がわ

（石岡市）､ 飯
いいぬまがわ

沼川（坂東市、常総市）に

おいて進められている｡

平成 18年には「多自然川づくり」に衣替えし、すべて

の川づくりの基本として、河川全体の自然の営みを視野に

入れ、地域の暮らしや歴史・文化との調和にも配慮し、河

川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境及び多様

な河川景観を保全・創出するための河川管理と定義づけら

れた。

４．ただし書
が

き操
そう さ

作

ダムで洪水調節を行う際の特別な放流操作。計画を超え

る異常洪水が発生した場合、通常行われる洪水処理操作に

よってダムから放流を続けると貯水位がサーチャージ水位

を超えることが予想されるときに、ダムからの放流量を流

入量まで徐々に増加させるような特別な放流操作が行われ

ることがある。このような操作は、一般に「ただし書き操

作」と呼ぶ。

洪水調節を行うダムの洪水時の放流操作は、具体にはそ

れぞれのダムの操作規則に定められているが、このような

操作については、「ただし、気象、水象その他の状況によ

り特に必要と認める場合」と規定されているために、こう

呼ばれている。
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５．ダム計
けいかく

画上
じょう

の水
すい い

位と容
ようりょう

量

ダム計画上、貯水池の水位として次のようなものがあり、

一般に、最低水位、常時満水位、サーチャージ水位、設計

洪水位の順に水位は高くなる。

■最低水位（LWL）

貯水池の運用計画上の最低の水位。ダムの堆砂容量が水

平に堆砂したときの堆砂上面とするのが一般的で、この場

合堆砂位ともいう｡ 発電用のダムなどでは、堆砂容量のほ

かに死水容量をもつものがあり、このような場合は両方を

貯めた場合の上面。通常これよりも下には取水口がなく、

貯留水は利用できない。

■常時満水位（NWL）

ダムの目的の一つである利水目的（水道、かんがい、工

業用水など）に使用するために、貯水池に貯めることが出

来る最高水位。貯水池の水位は、渇水と洪水の時期以外は

常時この水位に保たれる。

■サーチャージ水位（SWL）

洪水時、一時的に貯水池に貯めることができる最高の水位。

■設計洪水位（DWL）

予想される最大の洪水（200 年に一回程度）が発生し

た時の流量を設計洪水流量といい、そのときの貯水池の水

位を設計洪水位という。この時、ゲートは全開されている。

自然現象として予想される最高の水位と考えられる。

これらの水位と連動して次のような貯水池の容量が定め

られている。

■総貯水容量

堆砂容量、死水容量、利水容量、洪水調節容量を全部合

計したもの。

■有効貯水容量

ダムの総貯水容量から堆砂容量と死水容量を除いた容量。

■洪水調節容量

常時満水位からサーチャージ水位までの容量。

■利水容量

最低水位から常時満水位までの容量。利水容量は利水目

的に応じて利水目的毎の容量に分割される。

■死水容量

通常設定されることは少ないが、一定の水位の確保を目

的として、発電計画上の必要性がある場合、取水・放流施

設設置上必要がある場合などに設定される。その場合の堆

砂容量上面と最低水位との間の容量。

■堆砂容量

一定期間（一般には 100 年間）にダム貯水池に堆積す

ると予想される流入土砂を貯える容量。

６．ダムサイト

ダムが造られる場所（サイト）。

７．ダム操
そう

作
さ

規
き

則
そく

ダムの適正な管理と運営を行うため､ 各ダムごとに操作

規則を設けている｡ この中で治水については､ 警戒体制、

洪水に対する措置やゲート操作の方法が定められ､ 利水に

ついては､ 下流での農業水利や水道用水､ 工業用水の取水

が可能になるような放流量に関する事項が定められてい

る。県内の水沼ダム､ 花貫ダム､ 藤井川ダム､ 竜神ダムで

は、洪水時にはダムへの流入量から放流量を算定し､ ゲー

トの操作方法が定められているが､ 飯田ダムや十王ダムに

おいては自然放流式（ゲートレス方式）のダムであるため

ゲート操作に関する定めはない｡ また､ ダムの機能が十分

発揮できるよう､ 必要な設備の点検やダム管理の基礎資料

となる気象（降雨状況）､ 水象（流入河川の流量・ダムの

水位など）､ ダム堤体の諸量（漏水・変位など）の調査測

定事項についても定められている。

→坊主ダム（64）、予備放流（66）、洪水調整（50）

８．ダム貯水池の水質現象

【冷水・温水現象】

貯水池内の表層水は、春から秋にかけて、太陽輻射など

により暖められ、温かい水の層が形成されることがある。

そして、水温成層と呼ばれる垂直方向の層が形成され、温

かい流入水は表層に流れ込み、下層は冷たいままで維持さ

れる。このような現象を冷水・温水現象と呼ぶ。

このような現象が起きると、ダムの放流口が中・低層に

あると放流水の水温が低くなり、下流河川の生物や農業な

どに悪影響が生じることがあり、逆に、表層水を取水して

いる場合には、放流水が流入水よりも高温となることが

ある。

【濁水長期化現象】

洪水などの時に周辺の土壌を洗い流した水が河川に流れ

込んで、河川の水が濁度の高い状態になることがるが、こ

れを濁水と呼ぶ。

ダムのない河川の場合、濁水はそのまま河川を流下し、

洪水が終われば元の状態に戻る一過性のものであるのが一

般的である。しかし、貯水池があると、そこに濁水が貯留

され、洪水後徐々に放水されるため、下流河川の濁りが長

期化する現象を生じることがある。これを、濁水長期化現

象という。濁水長期化現象を防ぐため、選択取水設備が利

用されることがある。

【富栄養化】

生物が成育・生活をするために外から取り込む必要のあ

る塩類を栄養塩類という。植物では土中の水などに溶けて
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いる栄養塩類が体の表面や根などから、動物では主に餌に

含まれて体内に取り込まれる。

湖沼などについて、水中の栄養塩類が豊富になることを

富栄養化という。富栄養化が進行すると、そのほかの条件

と相まって、水中のプランクトンが増殖し、水質汚濁の原

因となる。富栄養化で問題となる代表的な栄養塩類として

は、窒素（Ｎ）とリン（Ｐ）がある。

９．ダムの種
しゅるい

類

○アーチダム

コンクリートで作られたダムで、上から見た形がアーチ

型なのでこう呼ぶ。アーチの持つ力学的特性によって、水

圧の大部分を両岸の岩盤に伝えることにより、重力式コン

クリートダムと比べ堤体を薄くすることができ、経済的で

あるが、ダムの両岸の岩盤に伝わる力が大きくなるので、

両岸に良好な岩盤が必要である。 

黒部ダム（富山県中新川郡立山町、一級河川黒部川本川

に建設されたダム）、川治ダム（栃木県日光市、一級河川

利根川水系鬼怒川に建設されたダム）などが代表的なアー

チダムである。

○重力式コンクリートダム

コンクリートで作られたダムで、貯水池からの水圧をダ

ムの重量で支える形式のダム。コンクリートダムとしては

最も一般的なもの。ダムの重量を支えるのに十分な基礎岩

盤上に建設することが原則である。

宮ヶ瀬ダム（神奈川県愛甲郡愛川町と相模原市緑区、さ

らに愛甲郡清川村の 3市町村にまたがる、一級河川相模

川水系中津川に建設されたダム）、佐久間ダム（静岡県浜

松市天竜区と愛知県北設楽郡豊根村にまたがる、一級河川

天竜川本川に建設されたダム）などがこのタイプである。

また、本県で管理している多目的ダムである水沼ダム

（北茨城市華川町、二級河川大北川水系花園川に建設され

たダム）、小山ダム（高萩市横川、二級河川大北川本川に

建設されたダム）、花貫ダム（高萩市秋山、二級水系花貫

川本川に建設されたダム）、十王ダム（日立市十王町、二

級河川十王川本川に建設されたダム）、竜神ダム（常陸太

田市下高倉町、一級河川久慈川水系竜神川に建設されたダ

ム）、藤井川ダム（東茨城郡城里町下古内、一級河川那珂

川水系藤井川に建設されたダム）、飯田ダム（笠間市飯田、

一級河川那珂川水系飯田川に建設されたダム）合計 7つの

ダム全てがこのタイプである。

○中空重力式ダム

コンクリートで作られたダムで、重力式コンクリートダ

ムの一種だが、その内部が空洞になっているダム。コンク

リートの量は節約できるが、構造が複雑なため、畑薙第 1

ダム（静岡県静岡市葵区、一級河川大井川本川に建設され

たダム）、井川ダム（静岡県静岡市葵区、一級河川大井川

本川に建設されたダム）など昭和 30 年代から 40 年代に

かけて造られたものが数例あるのみである。

○重力式アーチダム

コンクリートで作られたダムで、重力式コンクリートダ

ムとアーチダムの両方の特性を備え、それによって水圧を

支えようとするダム。新成羽川ダム（岡山県高梁市、一級

河川高梁川水系成羽川に建設されたダム）、阿武川ダム

（山口県萩市、二級河川阿武川本川に建設されたダム）

など、国内に 10ダム程度ある。

○バットレスダム

水圧を受ける鉄筋コンクリート版を扶壁（バットレス）

で支える構造のダム。扶壁式ダムとも言われる。構造と施

工が複雑で、国内で最近建設されたものはなく、丸沼ダム

（群馬県利根郡片品村、一級河川利根川水系大滝川に建設

された発電専用ダム）、笹流ダム（北海道函館市、二級河

川亀田川水系笹流川に建設されたダム）など大正から昭和

初期にかけて造られたものが数例あるのみです。

○アースダム

主に土を材料にして作られたダム。土堰堤とも言い、古く

からあるかんがい用溜池などはこれに該当し、最近でも作ら

れているので、最も数の多いタイプのダムである。ロック

フィルダムとともにフィルダムの一つで、堤高の高いもの

としては、長柄ダム（千葉県長生郡長柄町、二級河川村田

川本川に建設されたダム）、中里ダム（三重県いなべ市、二

級河川員弁川水系砂子谷川に建設されたダム）などがある。

○ロックフィルダム

岩石を多く使ったダム。中央部に遮水を受け持つ遮水性

ゾーン（コア）を持つタイプのロックフィルダムが多いが、

上流側の堤体表面をコンクリート、アスファルトなどで遮

水するタイプもある。奈良俣ダム（群馬県利根郡みなかみ

町、一級河川利根川水系楢俣川に建設されたダム）、南摩

ダム（栃木県鹿沼市、一級河川利根川水系南摩川に建設中

のダム）などがある。

○重力式コンクリート・フィル複合ダム

重力式コンクリートダムとフィルダムとの二つの型式の

ダムが連続して一つのダムを形成している構造のダム。竜

門ダム（熊本県菊池市、一級河川菊池川水系迫間川に建設

されたダム）、大川ダム（福島県会津若松市と南会津郡下

郷町にまたがる、一級河川阿賀野川本川に建設されたダム）

などがある。

○台形 CSG ダム

日本で開発された新しい技術に基づくもので、堤体の断

面が台形で、材料にCSGを使用したダム。条件さえ合えば、

コスト縮減、環境の保全などに有効である。まだできあがっ

たダムはないが、建設中のものがいくつかある。
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10．ダムの目
もくてき

的

【貯水・取水用のダム】

ダムを建設することによって、水がせき止められ、水位

が上がり、水が貯えられ、貯水池が形成され、貯水池と周

辺に新たな環境が創設されるといった現象が生じる。これ

らを念頭に、ダムの目的としては、通常次のような分類が

されている。

（治　水）

■洪水調節

上流からの流入水をダムの貯水池内に貯留することによ

り下流への放流量を調節し、ダム下流の河川の水害を防ぐ。 

（利　水）

■かんがい用水

■上水道用水

■工業用水

以上は、いずれも、水を貯水池に貯留し必要なときに放

流することによって、下流の諸々の用水需要に応えるもの

である。

■消流雪用水

消流雪用水は、雪国で冬季に道路などの雪を流したり、

溶かしたりするためのもので、この目的が掲げられるのは

比較的最近のことである。

■既得取水の安定化、河川環境の保全等

上の 4種類の用水を補給するほかに、既存の水利権者

が安定的に取水できるようにしたり、動植物の生息環境を

保全したり、流水の清潔を保持したりするなど、ダムから

水を放流することによって様々な効果があり、これらが目

的として掲げられることがある。

（発　電）

■水力発電 

ダムの貯留水により、落差を利用して発電を行う。

（その他）

■レクリェーション

ダムと貯水池、その周辺を整備するなどして、レクリエー

ションの場として利用されることがある。例えば、貯水池

に県営漕艇場がある長沼ダム（宮城県）は、目的の一つと

してレクリエーションを掲げている。

【砂防ダム】

貯水・取水のためのダム以外に、砂防ダムと呼ばれるダ

ムがある。砂防ダムは、荒廃した山地からでる砂礫、転石

などを上流部でせきとめて、蓄えることによって、土砂の

流出防止・調節を行ったり、河床の傾斜を緩和して河床と

両岸の浸食を防止する。

【貯砂ダム】

貯水を目的としたダムの上流に設けられ、河川を流れて

くる土砂を堰き止める。ダム湖に入る土砂の量を少なくす

る働きがあるのでダムの寿命を延ばすことができる。

11．多
たもくてきゆうすいち

目的遊水地

都市河川の治水対策として洪水調節のために設ける遊水

地で、土地の有効利用を図るため、住宅、公園などの都市

施設との共同事業として、周囲より掘り下げておいて降雨

の時だけ遊水池として使用するもの。水抜き用の排水暗渠

と排水ポンプを備えている。平時にはグラウンド、テニス

コートなどの運動施設や緑地としての公園やピロティー型

構造物の建築など多目的に使用されている。墨田区の白
しらひげ

髭

地区で、公園・高層住宅とのセット開発を住宅公団（現都

市再生機構）が施行した。県管理河川では、中
なかまるがわ

丸川（ひた

ちなか市）、新
しんと ね が わ

利根川（利根町）で事業が進められている。

12．断
だんめんないすいろ

面内水路

取水堰から引く用水路を下流に敷設するとき､ 護岸河

川の内側中段に河川の縦断方向に沿って設置した水路｡

補
ほしょうこうじ

償工事として付け替えなどで実施される例があるが､ 管

理上の面から河川構造物と水路とを分離してできるだけ河

川区域外へ付け替えることが望ましい｡

－ ち －

１．地
ち か

下河
かせ ん

川

都市部では流出率が高く､ 河川の計画流量の値が大きく

なり河川の用地幅を確保することが極めて困難となる｡ こ

のため地下に新しくバイパス水路などを掘って河川とする

ことがある｡ 河川区域は地下権の取扱いでなくその河川の

断面の分だけ指定することになり立
りっ

体
たい

河
か

川
せん

の扱いとなる｡

２．治
ちすい

水安
あんぜん

全度
ど

治水計画における河川の安全の度合い。河川改修計画や

ダム建設計画を策定する際に、これまでの降雨や出水の

データに基づいて、基準地点の基本高水流量を定め、河川

整備計画の基本とするが、その際に確率概念を導入し、大

河川では 100 ～ 200 年に 1回程度、小河川では 50～ 80

年に 1回程度の確率で発生する流量を用いている。この

100年に 1回とか 50年に 1回とか言う確率は河川ごとに

定められ、年超過確率と呼ばれ、治水計画上の安全度の指

標である。
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３．治
ち

水
すい

ダム

洪水調節のみに利用されるダムで､ 多目的ダムと対比

される言葉｡ 昭和 31年に建設された藤井川ダムは､ 当初

防
ぼうさい

災ダムとして治水対策だけでスタートしたが､ その後の

水需給事情により常北町・水戸市が利水者として加わり昭

和 52年に多目的ダムとして改築されたもの｡ 県内のその

他の 6ダムはすべて多目的ダムである｡

４．直
ちょく

立
りつ

護
ご

岸
がん

海岸や河川河口部などで、高潮、波浪または津波の陸地

への侵入、あるいは陸域の侵食を防ぐため、波
なみがえ

返しやパラ

ペットを立ち上げた垂直に近いコンクリート造りの護岸。

通常基礎には堤体土砂の吸い出し防止のため止水矢板が打

ち込まれている。海岸護岸は、昭和 30 ～ 50 年代に設置

された施設が多く、施設の老朽化に伴う防護機能の低下や

海岸地形の変化による被災リスクの高まりが危惧されてお

り、近年では、海岸保全施設についてもＬＣＭ※を導入し

た維持管理が検討されている。

※ＬＣＭ（ライフサイクルマネジメント）：施設の老朽化と

性能低下の把握を行い、適時、適切な保全対策を実施す

ることにより、必要な防護機能を維持しつつ、ライフサ

イクル（供用期間）に生ずる全ての費用を最小化するこ

とを目指した維持管理を行うこと。　→緩傾斜堤（48）

５．直
ちょっ

轄
かつ

ダム

河川法第9条第1項の規定に基づき､ 利水者とその負担

金のアロケーションを決定したのち国が自ら新築するダムで､

国が利水者からの委託を受けて工事を行う｡ 現在茨城県が

ダム乗りして建設が進められているのは､ 利根川水系八
や ん ば

ッ場

ダムや鬼怒川水系湯
ゆ

西
にし

川
がわ

ダムなどである｡

→フルプラン（63）、下流者負担（47）

－ つ －

１．通
つう

報
ほう

水位（指定水位）

出水時において､ 河川管理者が毎
まいしょうじ

正時に水位観測を開始

し､ その情報を水防関係機関に通報しなければならないとし

て定めた水位のこと｡ 今後の水位の状況によって次の段階に

移行する｡ 単断面河川では三割水深､ 複断面河川では低水

路の五割水深の水位を目安に決めている｡ 現在、通報水位

に代えて指定水位を使用している。　→警戒水位（49）

－ て －

１．堤
てい

脚
きゃく

水
すい

路
ろ

堤防裏側に沿って内水や水田からの排水を流すため堤防

に平行に設けた水路｡ 河川や湖に排水するため所々に樋門

や樋管を設置しなければならない｡ キャッチ水路とも言う。

２．堤
ていこう

高

基礎地盤から堤頂までの高さのことで、ダムの高さを示す。

３．堤
ていたい

体

ダムまたは堤防の本体。

４．堤
ていちょうちょう

頂長

ダムの堤頂の長さ。 

５．堤
てい

内
ない

地
ち

・堤
てい

外
がい

地
ち

堤防によって洪水の被害から守られる側を堤内地とい

い、通常堤防に挟まれて川が流れている側を堤外地という。

また堤外地の流れを外
がいすい

水（そとみず）、堤防を樋門・樋管

などを通して河川に流れていく水路や排水を内
ないすい

水（うちみ

ず）という。　→内水被害（61）

６．Ｔ
ティー･ピー

．Ｐ．　Ｙ
ワイ ･ ピ ー

．Ｐ．　Ａ
エイ ･ ピ ー

．Ｐ．　Ｏ
オー ･ ピ ー

．Ｐ．

Ｔ．Ｐ．は､ 東
とう

京
きょう

湾
わん

中
ちゅう

等
とう

潮
ちょう

位
い

（mean sea-level of Tokyo 

Bay）を表し､ 隅田川河口の霊
れいがんじま

岸島（現東京都中央区新川

2丁目）水位標の明治 6年～ 12年間（6年間）の東京湾平

均海面の高さを 24.500mとし日本の水準原点の高さとし

た。現在は､ 千代田区永田町 1丁目 1－1 の憲政記念会館

南側の国会前庭園北地区（洋式庭園）内に移設してＴ．Ｐ．

＋ 24.414ｍの高さを水準原点としている｡ Ｙ．Ｐ．は、

Yedogawa Peil の略で旧江戸川河口の堀江の量水標により

江戸川水系､ 利根川水系の河川改修時の基準面に用いられ

Ｔ．Ｐ．－ 0.842ｍをＹ．Ｐ．± 0ｍとしている｡ これは､ 河川

や港湾の工事で東京湾中等潮位の高さを用いるよりそれぞ

れの河川や港湾に適した基準面を使う方が便利なためで

ある｡ また､ Ａ．Ｐ．は前述の霊岸島の量水標を基準に荒
あらかわ

川、

中
なかがわ

川、多
た

摩
ま

川
がわ

の各水系に用いられ､ Ｏ．Ｐ．は淀
よどがわ

川、大阪港、

神戸港に､ Ｋ．Ｐ．は北
きたかみ

上川
がわ

水系に用いられている｡ なお

P
ペイル

eil はオランダ語で水準面・レベルを表す言葉で､ 明治に

入って近代河川改修技術がオランダ人工
こう

師
し

によって進めら

れた名残りである｡

７．転
てんとうぜき

倒堰（倒伏堰）

取水堰のうち洪水時に堰上げによる流下阻害を引き起こ

さないように一定の水位に達すると河床部を支点にして下

流側に水圧で倒れる形式の堰｡

８．転
てんりゅうこう

流工

ダム工事で、河川を横断してダム本体を築造するため、
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本来の河川を付け替えたり、半川締め切りを行ったり、ま

たはトンネルを掘削して現場を迂回させること。大
おおきたがわ

北川の

小
こや ま

山ダムでは、右岸の地
じや ま

山にトンネル（＝ 680m）を掘削

した。湛水時には、ダム軸
じく

で閉塞され、その地点から下流

側はトンネルが残るので活用法が検討されている。

→半川締め切り（62）

－ と －

１．頭
とうしゅこう

首工：head works

農業用の取水に用いられる取
しゅすいぜき

水堰の総称｡

２．特
とく

定
てい

多
た

目
もく

的
てき

ダム

昭和 32年に制定され､ 多目的ダム建設において利水予

定者が存在するということだけで先行してダムを建設し、

利水者が決定したあと建設費を精算することを特例として

認めた法律により施行されたダム｡ 弾力的に早い段階での

着工が可能となり､ 多目的ダムの効用を速やかに発揮する

ことができる｡ 利根川水系では八ッ場ダムや湯西川ダムな

どである｡

３．土砂災害警戒情報

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度

が高まったとき、市町村長が避難勧告等を発令する際の判

断や住民の自主避難の参考となるよう、都道府県と気象庁

が共同で発表する防災情報です。

土砂災害警戒情報は、降雨から予測可能な土砂災害の内、

避難勧告等の災害応急対応が必要な土石流や集中的に発生

する急傾斜地崩壊を対象としています。技術的に予測が困

難である地すべり等は、土砂災害警戒情報の発表対象とは

していません。また、個別の災害発生箇所・時間・規模等

を詳細に特定するものでもありません。

４．土砂災害ハザードマップ

近年の自然災害における死者の内、約半数が土砂災害に

起因するものであり、平成 16 年においても 61 名もの尊

い人命が失われました。そのため、平成１７年７月１日に

施行された「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律（平成十二年法律第五十七号、以下

土砂災害防止法という。）」では、市町村の長は、警戒区域

における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を住民

に周知させるために、これを記載した印刷物の配布その他

の必要な措置を講ずることが規定されています。

土砂災害ハザードマップとは、土砂災害警戒区域及び土

砂災害特別警戒区域（以下、土砂災害警戒区域等という。）

並びにこれらの区域における土砂災害の発生原因となる自

然現象の種類（急傾斜地の崩壊、土石流、地滑り）を表示

した図面に、土砂災害防止法第７条第３項に規定する事項

（①土砂災害に関する情報の伝達②急傾斜地の崩壊等のお

それがある場合の避難地に関する事項③その他警戒区域に

おける円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項）を記載

したものをいいます。

３．土
ど

砂
しゃ

災
さい

害
がい

防
ぼう

止
し

法
ほう

平成 12 年 4 月 27 日、「土砂災害警戒区域等における

土砂災害防止対策の推進に関する法律」として成立し、平

成 13年 4月 1日から施行された。土砂災害対策の法体系

は、ハード対策が従来通りの砂防法、地すべり等防止法、

急傾斜地法（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律）により対応し、被害軽減を図るソフト対策としては、

新たに土砂災害防止法によって対応することになった。そ

の主な点は、

①基礎調査を実施して、土砂災害防止対策に関する指針

をたてる。

②住民の警戒避難体制を特に整備すべき区域を「土砂災

害警戒区域」として公示する。

③特に土砂崩壊の危険の著しい区域を「土砂災害特別警

戒区域」として指定し、宅地の造成や学校・病院、社

会福祉施設等の立地を規制し、また、既存施設の移転

の勧告を行い必要な融資措置をとること。

などである。

４．土
どしゃ

砂バイパストンネル

洪水時に貯水池へ流入する土砂や濁水を、貯水池上流か

ら取り込み、トンネルで貯水池を迂回してダム下流に放流

するためのトンネル施設全体をいう。これにより貯水池へ

の流入土砂の堆積や貯水池内の濁水発生を防止することが

でき、また河川が本来持っている適正な土砂の移動を再現

することができる。堆砂対策などのため建設される。

－ な －

１．内
ない

水
すい

被
ひ

害
がい

通常の洪水被害は､ 河川を流れる水（外
がい

水
すい

：そとみず）

が溢れることによる浸水被害をさすが､ 内水被害は､ 降雨

によって集まった雨水が外水の上昇で支川や排水路から河

川に吐けきれずに浸水する被害をいう｡ また内
うちみず

水被害とも

言う｡ 支川処理としては、水門を付けて排水ポンプを設置

するか、バック堤を本堤と同じ高さに背
はいすい

水区間まで整備す

る。また、降雨時は道路が水
みずみち

道となって側溝などが溢れて

浸水する場合や、低地に水が集まることによって受ける被

害なども内水被害といっている｡
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－ に －

１．２
に

Ｈ
エッチ

ルール

堤防堤体の安全性を確保するため、河川管理施設等構造

令で堤内地側の構造物の根入れについては、堤防の法勾配

が通常 2割勾配のため、堤内地に構造物を設置する時は（図

は側溝の例）高さの2倍以上法
のりじり

尻から離すことを指す。現在

の堤防法面は、2割より緩やかなものが多くなったため、こ

れを言い換えると任意勾配の堤防法面の仮想延長線より堤

防側に構造物の根入れを穿入させないことと同義となる。

２．二
に

線
せん

堤
てい

本堤背後の堤内地に築造される堤防のこと｡ 控
ひかえ

堤
てい

また

は二番堤ともいわれ､ 万一本堤が破堤した場合や、霞堤で

遊水した場合に、洪水氾濫の拡大を防ぎ、被害を最小限に

とどめる役割がある｡

３．２
に

－７
なな

区
く

間
かん

河川法施行令第 2条第 7項の規定（平成 12年 10月 18

日付「河川法施行令の一部を改正する政令」により、条文

が第 2条第 1項第 7号に変更）で、1級河川のうち直轄

区間の本川の改良工事に伴って、本川の合流点から背
はいすい

水等

（バックウォーター）の影響範囲に当たる支川の範囲につ

いて、本川と一体的に施行する必要があるとする区間のこ

とで、本川とともに国が管理する。本県では、久慈川支川

の玉
たまがわ

川（合流点より上流 1800m区間）・浅
あさかわ

川（同 1400m

区間）、花
はなむろがわ

室川（同 800m 区間）、小貝川支川の五
ごぎょうがわ

行川

（同 1278m区間）などがある。　→バック堤（62）

－ は －

１．ハザードマップ：hazard map

地震・洪水・火山噴火などにより発生が予想される災害

現象の進路や範囲、避難先などを地図上に表したもの。災

害予測地図のこと。　→洪水ハザードマップ（50）

２．曝
ばっき

気

水の中に空気を吹き込んで溶けている酸素の量の増加を

図ることをいい、水質の改善のために行われる。そのため

に用いられる装置には二つのタイプがある。

■低層曝気装置

貯水池の深水層で酸素が不足すると、低質から鉄、マン

ガン、硫化水素、栄養塩類などが流出し、赤水・黒水現

象が発生したり、富栄養化による汚濁の原因になったり

する。これを防ぐため、深水層に空気を供給する装置が低

層曝気装置である。

■曝気式循環装置

貯水池の水は、夏期などの温かい時期には、表層に温か

い水が滞留して表水層を形成し、深い部分には冷たい水の

深水層ができる。これらの中間は、温度などが急激に変化

する部分で、躍層と呼ばれる。曝気式循環装置は、この躍

層で曝気により水の流動を起こし、循環混合層を形成する

ための装置で、これにより表層に集積しやすい植物プラン

クトンを光の届かない下層に拡散し、植物プランクトンの

増殖・集積を抑制する。

３．バック堤
てい

支川処理の一つで、本川のバックウォーター（背水）の影

響範囲区間を本川の堤防と同じ高さに築堤して、支川から洪

水があふれないようにすること。　

→セミバック堤（56）、２-７区間（62）

４．パンク河
か

川
せん

ある水系の河川の水利用で､上水道や農業用水､工業用水

などを上流から取水するたびにマイナスとし､ 支川からの流

入や還元水をプラスとして河川の水収支を計算すると、結果

的にある地点で流量がマイナスになってしまう場合､ 俗にパ

ンク河川と呼んでいる｡ 現実的には、残流域からの流入や慣

行水利権の不使用分があることなどから、枯れ河川となるこ

とは少ないが、正常流量が確保できるように既得水利権の見

直しや慣
かん

行
こう

水
すい

利
り

権
けん

の見直しが必要となる。 →正常流量（55）

５．半
はんせん

川締
し

め切
き

り

河川工事で瀬
せ が

替えができないほど流量が多い場合は、河

川の半分を矢板や土
どのう

嚢で締め切って水替えを行い工事現場

をドライ状態にして工事を行うこと。　→瀬替え（56）

－ ひ －

１．比
ひ

流
りゅう

量
りょう

ある流域からの流出量をその流域面積で割った値｡ 市街

地河川では数値が大きく､ 山地河川や農耕地河川は小さな

値となる傾向にある｡ 河川改修の確
かくりつ

率規
き ぼ

模を決めるとき河

川規模や自然条件の近い他の河川と比較する場合に参考と

する｡
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－ ふ －

１．復
ふっきん

緊事
じ

業
ぎょう

｢河川災害復旧等関連緊急事業｣ の略称｡ 災害復旧事業

および改良復旧事業によってその下流部への流量増加が予

想され､ 改修などの対策が必要となる区域について､ 河川

の改良に関する事業を緊急に実施することにより､ 再度災

害の防止を図り治水の安全度を上げる事業｡ 県内では､ 国

土交通省が平成 11年 7月の出水により、小貝川の直轄事

業として筑西市養
こかい

蚕橋～栃木県芳
は が

賀郡二
にのみや

宮町までの区間が

採択（144 億円、平成 11 年度～ 14 年度）され、同年那

珂川のＪＲ常磐線下流の両岸の無堤部合わせて 44の築堤

が採択された｡

２．ふるさとの川整備モデル事業

水辺は貴重な水と緑の空間として地域社会にうるおいを与

え､ 街の景観形成に重要な役割を担うとともに市民の余暇

の有効利用上も重視されるようになってきており､ 特に街づ

くりと一体となって水辺空間の整備を図ることが求められる

ようになってきた｡ このため市町村のシンボル的な河川にお

いて周辺の景観や地域整備と一体となった河川改修を行い､

良好な水辺空間を形成をする ｢ふるさとの川モデル事業｣ が

昭和 62年度にスタートした｡ 本県では昭和 63 年桜
さくら

川
がわ

（水

戸市）､ 平成 3 年に涸
ひぬまがわ

沼川（笠間市）､ 飯
いい

沼
ぬまがわ

川（水海道市、

岩井市（現常総市、坂東市））、平成16 年に前
まえかわ

川（潮来市）

が認定を受け事業を実施している｡

３．フルプラン（水資源開発基本計画）

産業の発展や都市人口の増加に伴って、広域的な水需

給対策を実施する必要のある全国 7つの水系（利
と

根
ね

川
がわ

・

荒
あらかわ

川、豊
とよかわ

川 ､ 木
き そ

曽川
がわ

､ 淀
よど

川
がわ

､ 吉
よしのがわ

野川 ､ 筑
ちくごがわ

後川）につい

て、水資源開発促進法（昭和 36 年 11 月）に基づき水資

源開発水系に指定し、総合的な水資源の開発と利用の合理

化を策定する計画のこと。

フルプランには①水の用途別（水道用水、工業用水、農

業用水）の需要の見通しと供給する目標値、②供給の目標

と達成するために必要な利水施設の建設に関する基本的な

事項、③その他の水資源の総合的な開発及び利用の合理化

に関する重要事項を定めることになっている。

利根川・荒川フルプランは、昭和 37年に第 1次フルプ

ランが策定されて以来、平成 20年に第 5次フルプランま

で策定されている。この水系に依存する茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、における平

成 27年度を目標とする、水の用途別の需要の見通しと供

給の目標を定め、本県の利水施設の関連では、霞ヶ浦開発

事業、霞ヶ浦用水事業、霞
かすみ

ヶ
が

浦
うら

導
どう

水
すい

事業があり、また他県

の利水施設で茨城県が負担する施設には、思
おもいがわ

川開発事業

（栃木県）、八
や ん ば

ッ場ダム建設事業（群馬県）、湯
ゆ

西
にし

川
がわ

ダム建

設事業（栃木県）がある。

－ へ －

１．ヘッドランド工法（人
じん

工
こう

岬
みさき

工法）：head land-

天然の岬地形に囲まれた

海岸が安定した砂浜を形成

する原理を応用したもの

で、人工岬（ヘッドランド）

によって海浜をポケット

ビーチに分割し、波浪エネ

ルギーを分散させることで

砂浜の安定化を図る。オー

ストラリアのシルベスター

が提案した “Headland control” を、鹿島灘海岸のように沿

岸漂砂の方向が季節的に変化する場合にも適用できるよう

発展させたもので、昭和 60年に全国に先駆けて本県にお

いてスタートした。鹿島灘海岸では、海岸線に約 1㎞おき

に半円形の頭
ヘッド

をもった長さ 150ｍの人工岬を設置。景観

や親水性を考慮して白い砂浜と調和する県内産の白
しろ

御
みかげいし

影石

を使用した捨石構造とし、鹿島灘海岸約 70㎞にわたって

計 35 基が計画（内訳：波崎海岸 5基、鹿嶋海岸 11 基、

大洋海岸 7基、旭海岸 8基、大洗海岸 4基）され、平成

22年度までに 34基が完成している。また、砂浜の維持・

回復を図るため、養浜工を組み合わせて施工している。近

年では、鹿島灘海岸で唯一自然の姿が残された鉾田海岸に

おいても砂浜の侵食が進行しつつあり、海岸利用等を考慮

した対策が検討されている。　→養浜工（65）

－ ほ －

１．防
ぼう

災
さい

調
ちょう

節
せつ

池
ち

大規模宅地開発に伴う調節池技術基準に基づいて、

10ha を超える開発に義務づけている雨水調節池のこと。

大規模開発に際して従前の土地形状が変化して流出率が大

きくなるため降雨時の流出量の増大分に対し河川への負担

の範囲内に流出量を押さえるために一時貯留する大規模な

池のこと｡

最近は修景用の観
かん

賞
しょう

池
いけ

を兼ねたり､ 浸透型流出抑制を

併用するものなどがある｡ 本県のゴルフ場開発や民間の

ショッピングセンター､ その他の工場立地などで多用され

ている｡ また浸透型併用としては､ 昭和 60年科学万博会

場の水
みずぼりかわ

堀川の ｢ぽっちゃん湖｣ の例がある｡

ヘッドランド平面図

基
部
　
Ｌ
=1
50
ｍ

0 50 100
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２．坊
ぼう

主
ず

ダム（穴あきダム）

洪水調節のために水位を上下させるゲート操作を行わ

ず、夏期（洪水期）・冬期（非洪水期）とも貯水位の高さ

が一定で､ その水位からサーチャージ水位までの容量で洪

水調節をするダムのこと｡ 県内では飯田ダムや小
こ

山
やま

ダムが

該当する｡ 　→予備放流（66）

３．法
ほうてい

定河
か

川
せん

1 級河川、2級河川、準用河川など「河川法」が適用さ

れる河川をいい、それらの末端部の河川法が適用されない

法定外河川は普通河川という。なお、普通河川の維持管理

は、原則として地元市町村が行っている。

４．掘
ほり こ

込み河
か

川
せん

河川改修において河川計画断面を現地盤から掘り下げる

構造のもので､ 中流域や水田の中の中小河川に多く見られ

る｡ 下流の平地部では河
かせき

積が大きい割に河床勾配が小さく

なるため築
ちくてい

堤河
か

川
せん

となることが多い｡

－ み －

１．水
みずべ

辺の楽
がっこう

校

完全学校週 5日制や小中学校における「総合的な学習

の時間」が本格的に実施されたことなどを背景に、環境学

習や自然体験活動のフィールドとして、身近に存在し、自

然環境が豊かな川への注目が集まっている。国土交通省で

は、水辺での活動を安全かつ充実したものとするために必

要な整備を行う「水辺の楽校プロジェクト」を平成 8年

度より推進している。平成 15 年 2 月現在、全国で 220

箇所が登録されている。

県内では、鬼怒川右岸の「千代川水辺の楽校推進協議会

〈青龍楽校〉」（平成 14 年 12 月登録、旧結城郡千代川村

（現下妻市）、平成18 年 8月完成）、渡良瀬川の「わたらせ

水辺の楽校」（平成14 年12月登録、古河市）、霞ヶ浦の

「霞ヶ浦ふれあい和田岬」（平成15 年 9月、桜川村（現稲

敷市））、準用河川下江川（平成 9年1月、ひたちなか市）、

旧潮来町（平成10 年、常陸利根川、水郷トンボ公園）が

登録されている。

「霞ヶ浦ふれあい和田岬」では、以前は湖水浴場として

利用された砂浜が広がっていた地区であるが、波浪などに

よる砂浜の減退により水辺が利用しにくくなっていること

から、子どもたちが安全で楽しく水辺に近づきやすいよう

に、砂浜の再生や階段式親水護岸の整備を行うこととして

いる。隣接して茨城県が実施している公園整備と一体と

なった子どもたちの水辺体験の場が整備され、安全で快適

な水辺区間が創出されることになる。

→子どもの水辺再発見プロジェクト（51）

２．水
みずべ

辺プラザ

河川の水辺の魅力を最大限に引き出し、地域交流の拠

点となるような「にぎわいのある水辺」を創出する事業

として平成 8年度にスタート、平成 14 年度現在全国で

108ヵ所が登録されている。

地元市町村が交流拠点の整備を、河川管理者が河川整備

を行い、両者が連携して事業を実施する。

平成 14年 1月、那珂川の 2箇所（水戸市青柳・ひたち

なか市枝川地区）と大洗町水族館沿いが登録された。

水戸市の場合は、国が親水護岸 300m、緩傾斜堤防 54、

散策路 24、階段 6ヵ所、ワンド整備 2ヵ所などを整備し、

水戸市がスポーツ広場、多目的広場、自然観察広場、水辺

散策広場、ピクニック広場などを整備する。

一方、大洗町の場合は、国が親水護岸 500m、散策路

14、船着き場 1ヵ所などを整備し、町が緑化 0.8ha、園

路 14、遊歩道 800mなどを整備する予定。

平成15年には、東海村（久慈川）の「久慈川水辺プラザ」

が登録された。

－ め －

１．面
めんてき

的防
ぼう ご

護方
ほうしき

式

複雑に作用する波浪等に対して離岸堤・人工リーフなど

の沖合施設と砂浜及び護岸等、それぞれの機能を複合させ

ることで波の力を分散させ、“ 面的 ” に海岸の保全を図る

こと。従来は整備効率の点で有利なことから、直立護岸や

消波工による線
せんてき

的防
ぼう ご

護方式がとられてきた。しかし、海岸

環境に対する国民ニーズの高まりから、砂浜の保全・復元

を主体とした面的防護方式への転換が図られた。

→離岸堤（66）、人工リーフ（53）、ヘッドランド工法（63）、

養浜工（65）

－ も －

１．潜
もぐ

り橋
はし

（潜
せんすいきょう

水橋）

計画高水位以下に橋面があって、洪水時には水没または

洪水の流下能力を確保するため橋桁が流亡可能な形態の、

一車線程度の簡易な木橋またはコンクリート製の橋のこと。

地元住民の対岸の土地への往来のために、便宜的に費用
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の安い方法として設置されてきたが、河川管理上は流下疎

外をきたすため、抜
ばっすいきょう

水橋（通常の橋）として架け換えるこ

とが望ましい。

久慈川では、大
だいごまちみなみたげ

子町南田気、常陸大宮市盛
もりがね

金・下
しもがわら

河原、

常陸太田市下
しもかわいまち

河合町、東海村竹
たけがわら

瓦にあり、日立市留
とめまち

町の

2ヵ所は抜水橋になった。

四万十川では、沈
ちん

下
か

橋
ばし

と呼ばれている。

２．木
もっこう

工沈
ちん

床
しょう

河川の根固め・床固めの在来工法の一種。川の水衝部や

急流部に丸太・木材で柵型や箱形に木枠を建て込み、その

中に割
わ

り栗
ぐりいし

石や大石を詰め込んで敷き込むもの。魚や水生

生物の棲息に最適なため、最近、多自然型河川工法でも見

直されてきている。 →粗朶沈床（56）、多自然川づくり（56）

３．森
もり

と湖
みずうみ

に親
した

しむ旬
じゅんかん

間

昭和 62 年に建設省（現国土交通省）と林野庁の共催

でスタートしたもので、毎年 7月 21 日から 31 日までが

「森と湖に親しむ旬間」である。森林やダム湖の持つ意義

や重要性について国民の理解を得ることを目的としている。

－ や －

１．山
やま

付
ず

き堤
てい

河川の堤防の代りに高い崖や地
じ

山
やま

が堤防の代替となって

いて、改めて堤防を築く必要のない所をいい、通常片側が

山付きとなっている箇所が多い。

－ ゆ －

１．遊
ゆう

水
すい

池
ち

：retarding basin

河道だけで洪水処理に対応するには限界があるため､ 洪

水流のピークカットを目的に河道に沿った適地に洪水を一

時遊水させる機能を持たせたものをいう｡ 堤防の一部を低

くし越
えつ

流
りゅう

堤
てい

として調節池内に洪水を導き､ 越流部分は流れ

の作用で壊れないように表面をコンクリート張りで覆う

など頑丈な構造としている｡ 本県の利根川本川について

は、左岸側に常総市・守谷市・野田市にまたがる菅
すごう

生調節

池と守谷市・取手市にまたがる稲
いな

戸
ど い

井調節池および右岸側

千葉県柏市・我孫子市にまたがる田
た

中
なか

調節池とを合わせ

て本川および鬼怒川の流量のうち毎秒 5,000㎥を調節する

計画である｡ 稲戸井調節池については､ 利水機能を持たせ

た総合開発事業の計画が進められていたが､ 現在は治水機

能だけに限定して事業が進められている｡ また渡良瀬川に

ついては､ 古河市ほか埼玉県北
きた

川
かわ

辺
べ

町
まち

､ 群馬県板
いたくらまち

倉町 ､

栃木県藤
ふじおかまち

岡町・野
の

木
ぎ

町
まち

の 5 市町にまたがる渡良瀬遊水池

があり、明治時代に足尾鉱毒事件で一躍有名になった田中

正造などが活躍した旧谷
やなか

中村を含む広大な遊水池で､ 第 1

調節池から第 3調節池の 22.8㎢で渡良瀬川の毎秒 4,500

㎥､ 巴
う ず ま

波川
がわ

毎秒 1,200㎥､ 思
おもい

川
がわ

の毎秒 3,700㎥の計毎秒

9,400㎥を調節する｡ 利水と合わせた渡良瀬川総合開発事

業として第 1調節池内に渡良瀬貯水池を建設したが､ 第

1調節池以外は治水のみの調節池に計画が変更されようと

している｡ さらに昭和 61年に洪水の被害を受けて破堤し

た小貝川では、激
げきとく

特事業で筑西市には母
は

子
こ

島
じま

遊水池を作り

毎秒 400㎥を調節することにした｡ 一方､ 昭和 61年と平

成 10年に氾濫した那珂川では築堤工事が進んでおり､ こ

れと合わせて常陸大宮市の大
おお

場
ば

遊水池の計画が進められて

いる｡ 渡良瀬遊水地および稲戸井調節池以外は､ 通常は水

田として利用され､ 地
ち

役
えき

権
けん

を設定して数十年に 1回の割

の水害補償を行って調節用地として位置づけをしている｡

　→激特事業（49）、地役権（116）

－ よ －

１．養
ようひんこう

浜工

海岸に砂などを人工的に供給し、海浜の造成を行うこと。

その手法から、発生する漂砂量を極力少なくして海浜の静

的な安定を目指す “ 静的養浜 ” と、沿岸漂砂量の不足を補

い、漂砂の下手側への継続的な供給源とすることにより海

浜の安定を図る “ 動的養浜 ” とに分類できる。鹿島灘海岸

では砂浜の維持・回復を目的とし、ヘッドランド工法と併

せて、港湾浚渫砂を用いた養浜工（動的養浜）を実施して

いる。また、厳しい自然条件の中で砂浜が消失していた鹿

嶋海岸神向寺地区（鹿嶋市）では、全国初の取り組みとし

て、2.5㎜～ 13㎜の粗粒砂（6号、7号砕石）を用いた粗

粒材養浜を実施し、砂浜が回復するなどの効果を上げてお

り、国内外から注目を集めている。

→ヘッドランド工法（63）、サンドバイパス・サンドリサ

イクル（52）

２．横
よこ

利
と

根
ね

閘
こう

門
もん

利根川と横利根川の合流部の稲敷郡東
あずま

町
まち

（現稲敷市）

西
にし ろ

代地先に約 7年の歳月をかけて大正 10年に完成｡ この

閘門は､ 利根川の増水時に洪水が霞ヶ浦に逆流するのを防

止するとともに、本川との間に水位差があるときでも船舶

の航行を可能にするもの｡ レンガや石を使った閘門として

は国内最後に建造されたもので最大規模を誇る｡ 長期にわ

たる風雨のため傷みが甚だしくなったため､ 平成 7年に

門扉開閉の自動化等の改修が行われたが､ ほぼ当時の姿を

とどめており平成 12年に国の重要文化財としての指定を

受けた｡
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３．予
よ

備
び

放
ほう

流
りゅう

洪水調節を行う場合、水沼ダム・花貫ダムでは､ 地形的

な制約から貯水する容量が流域面積に比較して小さいた

め、あらかじめ利水容量に相当する分の貯水量を放流し

て、洪水調節のための容量を確保する方式をとっている｡

しかし､ 気象予警報の大雨に関する情報や雷雨予報の場合

など、時としてはずれる場合があることや、放流し終わる

まで半日ぐらいを要するので、豪雨などの場合には間に合

わないことなど、ダム操作の判断に苦慮することが多かっ

た｡ また、大雨の予報がはずれると、洪水によって本来回

復すべき水位が低下したままになってしまい､ 利水上重大

な支障を来すことも多い｡ このため、藤井川ダムでは、平

成 8年度から 21年度にかけて貯水地内を掘削して、予備

放流分に相当する貯水量を新たに確保し、人為的なゲート

操作を軽減するための再開発を行った｡ 　→坊主ダム（64）

４．予
よ

備
び

調
ちょう

：予備調査

ダムの計画が立てられた直後に行うダムの立地可能性調

査のことで、数カ所のダム建設の候補地点の選定をして、

おおよその高さ・形式および補償物権・工事の難易などを

判定し、建設の可能性あるいは優劣について判断するため

の調査を指す。　→実調（52）

５．余
よ も

盛り

河川堤防を新しく築堤したり､ アースダム等の盛り土

を行うとき､ 圧密沈下を想定して余分に高さを高くして

おき、将来沈下が生じても所定の計画高さが確保できるよ

うにしておくこと｡

－ ら －

１．ラバーダム：rubber dam

取水期にのみゴム製のエアーチューブに空気や水を注入

して堰き止める形式のもの｡ 非灌漑期や洪水時には空気や

水を抜いてしぼませれば､ 流水を阻害することがない｡ 比

較的構造が簡単なことと価格が安く耐久性にも優れている

ことから県内でも中小河川で採用例が多い｡

２．ラブ・リバー制度：love river system（和）

地域住民がボランティア活動として河川の清掃や除草・

草刈りを行うとき､ 河川敷を植裁や花壇としての利用に

解放することにより、河川への親しみや理解を深めてもら

い、良好な水辺空間の形成をはかろうとするもの｡ 県内で

は､ 五霞町（利根川）､ 取手市（小貝川、旧藤代町）で認定

を受け河川愛護団体と町が行うラブリバー活動と合わせて

河川管理者が桜づつみ､ 緩傾斜堤防､ 階段護岸の整備支援

を実施してより地域と一体となった川づくりを展開して

いる｡

－ り －

１．離
り

岸
がん

堤
てい

海岸線より沖の方へ離れてほぼ海岸線に平行に設ける

堤状の構造物。消波ブロックを台形状に積み上げた構造が

多い。消波または波高減衰により陸上部への波の進入を

防ぐ効果と、施設背後に砂を貯め海浜の造成を図る効果

がある。採用にあたっては、海岸景観への配慮とともに、

漂砂下手側への影響を十分に注意することが必要である。

近年、極端な急勾配や大水深を有する海岸では、杭によっ

て支持する有脚式などの新型離岸堤が開発されている。

→人工リーフ（53）

２．利
りすい

水安
あんぜん

全度
ど

河川の利水計画における取水の安全の度合い。取水可能

量の基本となる基準渇水流量は、取水予定地点の過去 10

年のうちの第 1位の渇水のときの流量を採用することを

原則としている。これによって、10年に 1回程度の確率

で発生する渇水のときでも、安定的に取水できることに

なる。

３．流
りゅう

域
いき

管
かん

理
り

流域とは、元々、降雨により水が河川に集まる自然現象

的な集水区域のことであるが､ この流域内に人間が居住す

るようになると、水の利用を通じて水量や水質・河川にま

つわる地域文化等､ 様々な人文的な影響を与えるようにな

る｡ そこで近年､ 物理的な管理以外に歴史・文化的なあり

方など、貴重な水の文化を通して総合的な取り組みを行う

必要性が、特に重要視されてきている｡ そのうち物理的な

取り組みとしては､

・水量に関して（治水対策関連､ 流出率制御関連､ 上下

水・農工用水の取水関連）

・水質に関して（負荷量削減関連､ 排水水質規制関連､

肥料・農薬流亡関連）

・ビオトープ関連

・河川環境関連

地域文化的な取り組みとしては､

・河川景観､ 河川形態のあり方

・歴史遺産の保全

などに関し､ 関係者・住民・学識経験者・研究者・行政

機関などが一同に会してこれらの望ましいあり方について

の総合的な枠組みを定め､ 河川や湖の良好な水環境を確保

しようとするものである｡
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４．流
りゅう

況
きょう

調
ちょう

整
せい

河
か

川
せん

季節や時期に応じて、2つの河川のうち、流況（河川の

流量）が比較的豊かな河川から不足している河川へ水を移

動させることにより､ それぞれの河川の流況の改善や洪水

の処理､ 水質改善などを図ること｡ これにより河川の正常

流量の確保や新たな水資源の確保が図られ、既得用水の補

給や新たな都市用水の取水が可能となる｡ 本県では､ 利

根川⇔霞ヶ浦⇔那珂川を導水管で連結し､ 霞ヶ浦・桜川

（水戸）・千波湖の水質改善と新規開発水量（県中央広域水

道・首都圏水需要）の確保､ 那珂川の塩水遡上防止・渇水

被害の軽減するため、霞ヶ浦導水事業が昭和 59年から進

められている｡ 　→霞ヶ浦総合開発（14）

－ れ －

１．礫
れき

間
かん

浄
じょう

化
か

水質汚濁の進んでいる河川水を直接浄化する手法の一つ。

河川から一部の水を引き入れ、または、ポンプアップして

河
か

川
せん

敷
じき

に設置した水槽に石を敷き詰めて自然流下させ、石

の表面に付着した微生物により有機物を分解して浄化を図る

もの｡ 埼玉県の野
の

川
がわ

で建設省が昭和 58 年に初めて実施し

た｡ 県内では県西用水の小貝川へ分派放流直前の右岸側に

「ジャリッコ浄化施設」として設置されている｡ また清
せいめいがわ

明川

（阿見町）の上流では植生浄化施設とともに礫間浄化施設を

設置している｡

２．レーダー雨
う

量
りょう

計
けい

：radar-

レーダー電波の発射により雨
う

滴
てき

に反射して帰ってくる

電波の強弱を利用して雨滴の量を測り降雨強度を 0から 9

までに数値化して図上表示するシステムで、建設省（現国

土交通省）が全国を 26基のレーダー基地局でカバーして

いる｡ 表示パターンには定性表示（半径 2004 以内）､ 定

量表示（半径 1204 以内）があり､ 雨
う

域
いき

の移動状況が面的

に把握できる｡ ただし、定量表示の降雨強度は、電波を発

射したときの瞬間の値であり､ 実測した地上雨量計の値と

異なる場合があることに注意｡ これらの情報は、地上雨量

計の値や水位計の測定データーとともに、昭和 60年に設

立された㈶河川情報センターを通じて入手することがで

き、防災活動に役立っている｡

－ ろ －

1．漏
ろう

水
すい

（堤
ていたいろうすい

体漏水・地
じ

盤
ばん

漏
ろう

水
すい

）

洪水時の水位上昇による堤防の漏水のタイプには､ 堤体

漏水と地盤漏水の 2つの種類があり､ 前者は築堤材料の

適否により堤体内を浸透水が流れることにより漏水するも

ので、破堤の原因ともなる｡ このため漏水時には釜
かまだんこう

段工や

月
つき

の輪
わ

などの水防工法により手当てする必要がある。復旧

方法は堤防表の法面に不透水性のコンクリート製品による

被覆化や裏法
のりじり

尻へのドレーン工法などの設置などで対応す

る。また後者の地盤漏水は、水圧によって堤防を載せて

いる地山の基礎地盤から漏水するもので、昭和 61年洪水

時、大北川河口部の磯原町（現北茨城市）で多数発生した。

対策は堤防表法先に止水鋼矢板を打ち込むか、堤外の透水

性地盤の上に透水性の小さなブランケット（被覆材）を敷

き並べて補強する。 

＜地盤漏水＞　　　　　　　　　　　＜堤体漏水＞

－ わ －

１．ワンド

関西系の言葉で湾洞または湾処の字が当てられる。河川

などの屈曲の凹部の澱んでいる深みのことで、生態系から

見た水生生物などは、浅瀬や深場など流れに変化がある方

が生物相が豊かになる。浅瀬の底石には藻類が育ち、水生

昆虫も豊富で魚の給餌場となり、ワンドの淵は魚の隠れ家

や休息の場所となるため、河川改修においては単調な河川

形状とせず低水敷きの流路に工夫を加えて人口の瀬やワン

ドを取り入れる例が多くなっている。

→多自然川づくり（56）



道 路
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－ あ －

１．Ｉ
アイ･

Ｔ
ティー

Ｓ
･エス

：高度道路情報システム：Intelligent Transport 

Systems

情報通信技術を活用してＥＴＣ（有料道路の自動料金徴

収システム）などのほか交通渋滞や交通情報などのナビゲー

ション､ 障害物発見などの安全走行運転支援､ 交通管理

の高度情報化など9種類の開発分野がある｡ 道路と車の間

や人工衛星と車の間で電波を使って情報をやり取りし、障害

物を察知したりバスなどの公共機関を管理するなど、最終的

には車の自動走行を目指す近未来の道路交通システムであ

る。第二東名・第二名神高速道路においても実用化が計画

されている。　→ＥＴＣ（69）

２．安
あんぜんかいてき

全快適なみち緊
きん

急
きゅう

整
せい

備
び

事
じ

業
ぎょう

茨城県内の生活道路整備のため、平成 18年度から5ヶ

年計画で取り組む事業で、県道については単独事業で取り

組むほか、市町村道事業については県費補助により、合わ

せて約 200カ所を整備する予定。少ない投資で整備効果

を上げるため、特に渋滞交差点や通勤通学道路の交通危険

個所などを重点的かつ短期間に整備することとしている。

－ い －

１．1
いってんごしゃせんか

.5 車線化道
どうろ

路

山間部の狭隘な道路を全国一律の二車線化に改良するた

めには、事業費や事業期間が多大となってしまうので、地

域の実情にあったより合理的な計画・設計を推進するため、

弾力的な技術基準の運用を図り（ローカル・ルールの導入）、

地形に合わせて待避所の設置やカーブなどの線形の改良、

一車線と二車線の組合せなどを行って走行の安全性や走行

速度を確保する。このような整備手法は 1.5 車線的道路整

備と呼ばれ、「計画・設計から管理までの各段階における

最適化」を掲げる「公共事業のコスト構造改革」の施策メ

ニューの一つにもなっている。平成 16年度に県道北茨城

大子線でスタートした。　→公共工事コスト縮減対策（30）

２．Ｅ
イー･

Ｔ
ティー

Ｃ
･シー

：Electronic Toll Collection System：自動料金

徴収システム

高速道路の料金所ゲートに設置したアンテナと車両に取

り付けた車載器との間で無線通信を用いて自動的に料金の

支払いを行うことにより、料金所をノンストップ（通過時

の速度は約 20㎞ /h 以下）で通過することができるシステム。

また、通行料金についてはクレジットカード機能を利用し

た後払いとなる。

ＥＴＣシステムは平成13 年に一般運用が開始されて以来、

年々普及が進み、平成 22年 9月時点で85％を超える車が

有料道路の料金支払いにＥＴＣシステムを利用している。

ＥＴＣシステムは利便性だけではなく料金所をスムーズ

に通過できることによる料金所付近での渋滞の減少だけで

なく、料金所周辺の騒音の軽減や排気ガス（CO2）軽減に

よる環境改善にも役立っている。

　→スマートＩＣ（73）

３．茨城県舗装管理システム：Ｒ
リンクス

ＩＮＣＳ：Road Information 

Computer System

茨城県が平成６年度から開発・運用している舗装管理シ

ステムのこと｡ 県管理の国道や県道の路線ごとに､ 従来勘

と経験に頼って判断していた路面の痛み具合について現

地調査・計測の結果､ ひび割れ率､ わだち掘れ､ 平坦性、

MCI（維持管理指数）などの路面性状について実測値と５

年後までの変状予測値をパソコンで処理・表示し､ 路面復

旧の優先順位を決定したり痛み具合に応じた復旧手法､ 最

適な路盤構成などについて瞬時に表示することが可能と

なった｡ 　→ＭＣＩ（70）

－ え －

１．Ａ
エイ･エス･ブイ

ＳＶ：Advanced Safety Vehicle

国土交通省が研究開発を推進している「先進安全自動車」

のことで、エレクトロニクス技術などの新技術により、自動

車を高知能化して事故の未然防止と被害軽減を図るなど、

安全性を格段に高めるとともに、ＩＴＳ技術の自動車として

の受け皿となるもの。　→ＩＴＳ（69）、ＡＨＳ（69）

２．Ａ
エイ･エッチ･エス

ＨＳ：Advanced Cruise-assist Highway System

国土交通省が研究開発を推進してきた「走行支援システ

ム」で、ドライバーの負担軽減や安全性の確保を目的とし

て、道路上に設置したセンサーから収集した他の車や歩行

者・障害物などの情報を、通信で即座にドライバーに提供

して、車の走行を支援するシステム。具体的には、道路と

車の協調により、前方の危険・警告等の情報提供、車間の

保持、衝突の回避、車線からの逸脱防止、カーブ進入危険

防止などの運転補助を行い、ドライバーの安全運転等を支

援するものである。

→ＩＴＳ（69）、ＡＳＶ（69）、スマートウェイ（73）

３．Ｓ
エス

Ｐ
･ピー

Ｍ
･エム

：浮遊粒子状物質：Suspended Particular Matter

エアロゾルのうち、粒径が 10㎛以下の粒子で、車の

排気ガス､ 工場の排煙､ 土ぼこりなどに含まれ､ 中でも

ディーゼル車の排気ガスから排出される粒径 0.5㎛以下の

ディーゼル排気微粒子（ＤＥＰ）は喘息の原因とされている。
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アメリカでは有害性の高い粒径が 2.5㎛以下のものには、

微少浮遊物質粒子（ＰＭ 2.5）の基準を設けている｡ 平

成12年1月、神戸の尼
あまがさき

崎道路公害訴訟において、ＳＰＭ

と幹線道路沿いの住民の健康被害に因果関係があるとし

て、神戸地裁が一部賠償とＳＰＭの排出差し止めを命じた

が、国では不服として大阪高裁に上告した｡ しかし西
にしよどがわ

淀川

公害訴訟､ 川
かわさき

崎公害訴訟においての健康被害は、Ｎ
ノ ッ ク ス

Ｏｘで

あると認定された判決に引き続くものとして注目されてい

る。大気汚染対策として東京都ではロードプライシングの

導入検討や、平成15 年10月からディーゼル排ガス浄化

装置（DPF：Diesel Particulate Filter）の装着を義務化。ま

た､ 首都高速では、湾岸線の浮島から大黒までの区間、阪

神高速では、湾岸線の武庫川以西の区間で、いずれも平行

して走る路線よりも通行料金を 20％近く設定して交通量

を分散し、大気汚染や交通渋滞を緩和させている。

→ロードプライシング（78）

４．Ｍ
エム･

Ｃ
シー･

Ｉ
アイ

：舗装管理指数：Maintenance Control Index

舗装工事完了後の舗装供用水準を示す総合的な評価指数

で、ひび割れ率やわだち掘
ぼ

れ量などの路面特性値によって

定量的に把握しようとするもので、舗装供用開始直後のＭ

ＣＩは、8～ 9であるが、その後交通荷重の影響を受ける

ことによって経過時間とともに低下し、約 10年ほどで 4

～ 5以下となる。ＭＣＩの評価としては、5以上が望まし

い管理水準の値で、4以下は修繕が必要な区間、3以下は

早急に修繕が必要な区間としている。

ＭＣＩ＝ 10－ 1.48 Ｃ 0.3 － 0.29 Ｄ 0.7 － 0.47 σ 0.2

（Ｃ：ひび割れ率％、Ｄ：わだち掘れ量mm、σ：縦断

方向凹凸量㎜）

－ お －

１． Ｏ
オー･

Ｄ
ディー

調
ちょう

査
さ

：Origin-Destination Survey

出発地・目的が別の交通量調査のことで､ 一般に自動車

の出発地､ 目的別に交通量を調査することによって交通に

要する時間の長さと方向､ 路線の選択等交通の流動状況を

把握するもの｡ 特に都市部における総合的な交通計画策定

のために実施され､ 人を対象とした調査はパーソントリッ

プ調査といい､ 物を対象とした調査は物資流動調査と呼ば

れる｡ 　→パーソントリップ調査（76）

２．オーバーレイ：overlay

舗装道路が傷んだ場合の補修の一方法として､ その表面

にアスファルト舗装を被せること｡ 舗装面がどんどん高く

なり､ 走行性や沿道との取り付けが悪くなるので､ 近年は

現場で舗装を切
せっさく

削して､ 従来と同一面に仕上げることが多

い｡ これを切削オーバーレイ工法という｡

－ か －

１．可
かへん

変側溝

通常は、道路の縦断勾配に沿って、二次製品のＵ字溝を

側溝として布設する場合が多いが、流末が道路の縦断勾配

と逆になるような場合は、標高の高い側に雨水を流すため

道路勾配とは逆に徐々に深くなるように断面が変化する側

溝としなければならず、この場合に用いる側溝を可変側溝

という。

２．簡
かん

易
い

舗
ほ

装
そう

道路のアスファルト舗装は通常10 年後の交通量を想定し

て､ 全体の厚さや材料構成を決めて施工しているが（高級舗

装という）､ 交通量の少ないところや未改良の道路について

は寿命の短い3～4㎝の薄い簡易舗装とすることがある。

－ き －

１．キャブ：cab（cable box の略）

Ｃ
シー

・Ｃ
シー

－Ｂ
ボックス

ＯＸ（Communucation commu-nity Compact 

Cable Box）

各種の電線ケーブルを地中化する共同溝方式の区分｡

CAB はケーブルボックスの略で､ 箱形の管路を道路管

理者が設置し､ 東電や NTT がケーブルや機器を布設する

もので､ 主に主要国道において適用される｡

C・C－BOX は､ コミュニケーション､ コミュニティ､

コンパクト､ ケーブルボックスの略で､ パイプとケーブル

ボックスを組み合わせて設置し､ その中にケーブルを布設

する方式で CAB より経済的である｡

２．橋
きょう

台
だい

（abutment）・ 橋
きょう

脚
きゃく

（pier）

両端部で橋桁を受け､ かつ背面の土圧を受ける構造のも

のを橋台といい､ 橋桁数が 2以上で橋台間で桁を受け支

えるものを橋脚という｡ これらを総称して橋梁の下部工と

称するが､ いずれも確実な支持地盤まで杭などの基礎工が

施され､ 地震に耐えうる構造計算がなされている｡

→支間・径間・橋長（72）

３．供
きょう

用
よう

開
かい

始
し

新しいバイパスなどは、供用開始の告示を以て道路とし

ての公
こうぶつ

物の効用を発揮する（人
じんこう

工公物）。したがって、供

用開始前に任意に通行して起こした事故などについては管

理上の責任はないとされるが、通行止めの表示や物理的に

進入できない手法を講じるなどの措置が必要である。一方、
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河川などの自
し

然
ぜん

公
こうぶつ

物は、法的な手続きを伴わず直ちにその

効用が発揮される。

４．橋
きょうりょう

梁添
てん

架
が

上下水道管、市外電話ケーブル、ガス管などの道路地価

埋設物が河川を横断するとき、橋梁の下部や側面に添着し

て掛け渡すこと。橋梁に添架される埋設管等は道路占用物

件として取り扱われ、道路管理者は道路法第 58条第 1項

の規定により、占用行為によって必要を生じた道路に関す

る工事費用（橋梁工事費）について、占用者にその一部を

負担させることとしている。

－ く －

１．黒
くろほそう

舗装

剛性のコンクリート舗装に対し、弾力があるためたわみ

性舗装とも称されるアスファルト舗装のことを色が黒いた

めこう呼んでいる。現在舗装工事の殆どが As 舗装で、日

本の国道のおおむね 90％を占めている。　→白舗装（72）

２．鍬
くわ

止
ど

め

道路などの盛土した部分の法尻が水田や畑の場合､ 耕作

によって路体が削られないようにするため高さ 60㎝以下

の小擁壁による土止めのこと｡

－ け －

１．県
けんど

土 60分
ぷんこうそう

構想

県内の主要な都市（水戸､ 日立､ 土浦、つくば、現筑西、

鹿嶋）間を既存の高速道や国・県道を利用し､ またこれら

の改良・新設を行ったり､ 新たな高規格道路の建設などに

よって概ね 60分以内の移動が可能となるような道路交通

体系を整備すること｡ 平成 3年に策定され､ この施策の

実現によって物流・人的交流などの面において利便性や経

済的効果がもたらされ地域間格差の是正が図られるように

なる。

－ こ －

１．高
こう

規
き

格
かく

幹
かん

線
せん

道
どう

路
ろ

自動車の高速交通の確保を図るため必要な道路で､ 全国

的な自動車交通網を構成する自動車専用道路をいう｡ 建設

省（現国土交通省）で､ 昭和 62年 5月に道路審議会に高

規格幹線道路網を構成する路線要件および個別路線につい

て諮問し､ 6 月 26 日に妥当と認める旨の答申を得､ これ

に基づき 14,000㎞の高規格幹線道路網計画を決定した｡

この高規格幹線道路の整備体系としては､ 高速自動車国

道によるもの（約 11,520㎞）と一般国道の自動車専用道

路によるもの（約 2,480㎞）に大別される｡

県内では､ 常磐自動車道､ 東関東自動車道､ 北関東自動

車道､ 東水戸道路が前者に､ 首都圏中央連絡自動車国道が

後者に該当する｡

２．高
こう

輝
き

度
ど

反
はん

射
しゃ

材
ざい

白い紙の反射度を 1とすると 500 倍以上の反射輝度を

持つ輝材で、夜間におけるドライバーの視認性を高めて交

通安全を図るための資材。夜間作業員や歩行者の衣服に貼

り付けるタイプのテープや分岐点、分離帯や、安全帯の起

終点に設ける視線誘導型や緩衝材、ガードレール等に付け

られるガラスタイプなどがある。

３．高
こうきのう

機能舗
ほそう

装

従来の As（アスファルト）舗装の表層が防水性を高

めるために空隙率を 4％程度としていたものを空隙率を

20％程度に大きくして、雨水を内部に浸透させ、排水を

容易にした舗装のこと。表層のみを透水性にして基層の上

面から排水する「排水性舗装」と地盤まで透水性を確保

する「透水性舗装」の二種類があり、道路公団（現全国 6

高速道路株式会社）では全国の高速道路について、平成元

年から試験的に「排水性舗装」を施行していたが平成 10

年度から本格的に採用し、平成 12年 3月末で同公団の高

速道路の約 25％の割合を占めるようになった。この舗装

の利点として、路面に水溜まりが生じにくくなったため、

①タイヤが浮き上がるハイドロプレーニング現象が起き

にくい

②ブレーキの利きの低下が防げる

③水撥
は

ねや路面の水が霧状になるスモーキング現象を防

止できる

④雨中でも路面表示が見やすくなる

⑤ライトによる反射光が少なくなる

などの効果が見られ、副次的な効果として舗装の隙間が

エンジン音を吸収したり、タイヤの接地面の空気層が隙間

に抜けるため走行音が低く押さえられることにより、約 3

デシベル程度の減音効果を生じ、これは交通量が半減した

のと同じ効果となる。ただし、隙間が多い分だけ骨材がは

がれやすい傾向があるので粘着性の強い As を使用するな

どの耐久性に配慮した工夫が必要となる。また、材料 As

は、高機能舗装で通常 As の約 1.7 倍であるが、m当たり

の施工単価は、約 1.4 倍となる。
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４．鋼
こう

橋
きょう

主要構造に鋼材を用いた橋。鋼材は加工がしやすく、強

度が大きい等などの理由から、比較的支間長の大きい橋に、

鋼橋が用いられる。構造形式については、桁橋やトラス

橋、アーチ橋等がある。

５．交
こう

差
さ

点
てん

協
きょう

議
ぎ

道路改良工事などを行う場合､ 自動車交通のスムーズな

運行と歩行者の安全を勘案して事故の起こりにくい交差点

とするため右折帯・左折帯の計画や信号の位置などについ

て道路管理者と県警交通規制課または各警察署の交通担当

部門と事前に打ち合わせを行うこと｡ また直
ちょっ

轄
かつ

国
こくどう

道 ､ 県

管理国道・県道､ 市町村道など管理者の異なる交差点の場

合における協議も含まれる｡

６．高
こう

視
し

認
にんせい

性区
く

画
かく

線
せん

雨天時とは、路面が濡れて水膜により区画線が見えにく

くなるため、区画線に突起を設けることにより、凸部が水

膜上に露出して視認性が改善される区画線のこと。また副

次的な効果として、タイヤがその上を走ると車体振動が起

き、運転者に車線逸脱を警告することにも役立っている。

７．国
こっかん

幹会
かいぎ

議：国土開発幹線自動車道建設会議

国土開発幹線自動車道建設会議は、衆議院議員、参議院

議員及び学識経験者により構成され、国土開発幹線自動車

道建設法に基づき全国で計画されている、国土開発幹線自

動車道などの建設・整備を審議するために国土交通省の諮

問機関として設置された。

平成 21年 4月 27 日に第 4回国幹会議が開催され、本

県の東関東自動車道水戸線の潮来ＩＣ～（仮）鉾田ＩＣ間が

整備計画区間に格上げされた。

８．コミュニテイ道
どうろ

路

地域や沿道の状況などに応じて、歩車道分離を図るだけ

でなく、自動車の走行速度を低く抑えるような道路構造と

し、人と車の調和により歩行者の安全確保を図るとともに、

植裁などにも配慮した「うるおい」のある快適な歩行者空

間の形成を図ろうとするもので、ボンエルフ方式とも呼ば

れている。　→ボンエルフ方式（77）

９．コンクリート橋

主要構造にコンクリートを用いた橋。無筋コンクリート橋

や鉄筋コンクリート（ＲＣ）橋、プレストレストコンクリー

ト（ＰＣ）橋、プレストレスト鉄筋コンクリート（ＰＲＣ）橋等

がある。構造形式については、桁橋やラーメン橋等が挙げ

られる。　→プレストレストコンクリート橋（ＰＣ橋）（76）

－ し －

１．支
し

間
かん

・径
けい

間
かん

・橋
きょう

長
ちょう

橋の長さ方向に測った支承（橋桁と橋台または橋脚を接

続する部材）中心間の距離を支間（スパン）といい､ 橋台

または橋脚前面間の距離を径間という｡ そして橋台の胸壁

前面間の距離を橋長という｡ 　→橋台・橋脚（70）

２．シーニックバイウェイ：Scenic Byway

アメリカを発祥とするシーニックバイウェイは「景観」

を意味するシーン（Scene）の形容詞（Scenic）と「わき道、

寄り道」を意味するバイウェイ（Byway）を組み合わせて名

付けられ、アメリカでは 1989 年にシーニックバイウェイ

法が成立するなど先行的に取り組まれている制度である。

日本では日本風景街道（シーニックバイウェイ・ジャ

パン）として、「みち」を中心に地域と行政が連携し、沿

道景観の保全、地域固有の資源活用、観光客への地域情報

の提供などの景観、自然、文化、レクリエーションなどの

要素を組み合わせて、観光や地域活性化を目指している。

平成 19年度より国土交通省においてルート登録が開始さ

れ、平成 22 年 8 月現在、全国で合計 119 ルートが登録

されている。

３．主
しゅよう

要地
ちほうどう

方道、一
いっぱん

般県
けんどう

道

道路法第 56 条（道路に関する費用の補助）において、

国土交通大臣が告示をもって指定する主要な都道府県道ま

たは市町村道のうち、通常、都道府県道について主要地方

道といい、その他の地方道は一般県道と呼ばれる。県道の

路線番号は 1～ 100 までが主要地方道、101 以降が一般

県道に割り当てられている。

４．常
じょうおんごうざい

温合材

通常のアスファルト合材は、As と骨材を加熱して一定

温度以上（110℃）で打設・転圧するが、常温合材は、部

分的な穴埋めやひび割れなどの補修用として As と細骨材

から成る加熱不要の合材のこと。簡単に扱えるため道路パ

トロール時の補修などによく使用される。ただし、加熱ア

スファルトのように強度が発現しないので暫定的な短期間

における補修材である。

５．情
じょう

報
ほう

ハイウェー

高速道路などのネットワークを利用して国土交通省が情

報通信の基幹回線網の構築を進めている｡

６．白
しろほそう

舗装

剛性舗装と呼ばれるコンクリート舗装のことで、アスファ
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ルト舗装にくらべて色が白く見えるのでこう呼ばれる。降雨

時においても路面の視認性に優れ、また強度的にもAs 舗装

より優れる（Asは夏場の高温による流動、冬のチェーンによ

る摩耗などがある）が、走行騒音と振動面において若干難

がある。県内の国道6号は、昭和 50 年代初めまでは白舗

装であったが、クラックの発生や継ぎ目の段差など走行上の

障害が多く、すべて既設のコンクリート舗装の上にAs 舗装

を載せた形に切り替わっている。現在、常磐高速道の北茨

城市以北からいわき市までが白舗装となっている。

→黒舗装（71）

７．シンボルロード：symbol road（和）

親しみとうるおいのある街路空間の形成を図るため､ ま

ちの顔となるメインストリートは､ 広幅員の歩道､ 電線の

地中化､ 豊かな緑､ モール化やストリートファニチュアな

ど創意を凝らした空間としてまちの個性を表現するような

道路として位置づけることが重要である｡ シンボルロー

ド整備の目的は都心におけるアメニティの向上を目指し､

ハード面､ ソフト面を整備することにより都市の顔となる

ような､ あるいは市民にとって最も親しみのもてる象徴的

な街路空間を生み出すことで､ 郷土色豊かな地域の特性を

生かしつつ沿道建物を含めた景観の向上､ 並木の設置､ 広

幅員歩道の設置､ 電線類の地中化等を沿道住民・民間の参

加・協力のもとに実施して行くことになる｡

・ハード面

主としてアメニティ向上のための街路・沿道空間の整備

を中心に考える｡（市街地形成・交通および都市施設の収

容などの機能）

・ソフト面

都市のシンボル空間を創出・演出し市民の利用・活用を

図る｡（認知度・利用度・景観・わかりやすさ等）

－ す －

１．スマートＩ
アイ･シー

Ｃ

日本の高速道路における平均インターチェンジ間隔は、

欧米諸国に比べ約 2倍と長く、また、高速道路が通過す

るにもかかわらずインターチェンジが設置されていない市

町村がある状況である。

このため、高速道路利用者の利便性向上、地域の活性

化、物流の効率化を目的として、建設、管理コストの削減

が可能なＥＴＣ専用のスマートインターチェンジが導入さ

れた。

スマートインターチェンジは、通行可能な車両（料金の

支払い方法）をＥＴＣを搭載した車両に限定しているイン

ターチェンジであり、高速道路の本線やサービスエリア、

バスストップから乗り降りできるように設置される。利用

車両が限定されているため、簡易な料金所の設置で済み、

料金徴収員が不要なため、従来のインターチェンジに比べ

て低コストで導入できるなどのメリットがある。

茨城県では、常磐自動車道において友部ＳＡスマート

ＩＣ、水戸北スマートＩＣ及び東海スマートＩＣの 3箇所の

スマートＩＣが設置されている。

また、平成 22年度内の共用に向け石岡市と小美玉市の

行政界において、（仮称）石岡・小美玉スマートＩＣの整備

が進められている。　→ＥＴＣ（69）

２．スマートウェイ（知能道路）：smart way（和）

国土交通省が進めているＩＴ社会の基盤となる高度道路

交通システム（ＩＴＳ）仕様の道路インフラを指し、ＶＩＣＳ、

ＥＴＣ、ＡＨＳなど多様な先進的技術を統合した次世代道路

のこと。　→ＩＴＳ（69）、ＶＩＣＳ（76）、ＥＴＣ（69）、ＡＨＳ（69）

３．隅
すみ

切
き

り

道路と交差する支道については、相互の見通しをよくして、

かつ車の右左折に伴

う内輪差で車輪がは

み出さないように交

差点の隅各部を曲線

または斜線で開口部

を広げること。

－ ち －

１．地
ち

域
いき

高
こう

規
き

格
かく

道
どう

路
ろ

地域高規格道路は、地域振興・活性化や地域の自発的な

発展を図るため、高規格幹線道路を補完し、高い走行サー

ビス（おおむね 60㎞ /h 以上）を提供できる規格の高い道

路であり、国土交通省から路線（候補路線・計画路線）及

び路線内の区間（調査区間・整備区間）指定を受け、調査、

整備が進められている。

茨城県では、水戸外環状道路など 7路線あり、そのう

ち 4路線が計画路線として指定されている。

２．筑
ちくせいかんせんどうろ

西幹線道路

現在、水戸市から車で片道 2時間以上かかる高速交通網

の整備が遅れがちであった県西地区において、県都水戸よ

り県内主要都市を約 60分で結ぶ「県土 60分構想」の一環

として、北関東自動車道の桜川筑西ＩＣと国道 4号までの

約 43㎞を、幹線道路（完成 4車線：暫定 2車線）で結ぼう

とするもので結城市、旧三和町までは既存の県道下館三和

線を格上げして新古河市のルートを決定した。現在、一部

本線

支道
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区間で工事に着手している。　→県土 60分構想（71）

３．地
ち

方
ほう

道
どう

路
ろ

整
せい

備
び

事
じぎょう

業

昭和 58年スタートの第 9次道路整備五カ年計画におい

て、有料道路や地方単独事業にくらべて一般の道路事業の

進捗が著しく遅れているため、小規模かつ生活に密着した

生活関連道路の整備に社会資本整備総合交付金をもって進

捗を図ることとしたもので、時限立法を継続して実施中で

あり、道路事業（国土交通省道路局所管）、街路事業（同

都市・地域整備局所管）いずれも該当する。

－ つ －

１．つくばりんりんロード

昭和 62年に廃止された筑波鉄道の軌道跡地を利用した

｢筑
つく

波
ば

大
だい

規
き

模
ぼ

自
じ

転
てん

車
しゃ

道
どう

｣ として､ 土浦市と岩瀬町間の全長

40.1㎞について平成 3年から整備が進められ､ 平成 12年

度に全線が完成した｡ このつくばりんりんロードは平成 5

年度に県が一般県民から愛称を募集した結果、神立小学校

生徒提案の名称を採用したものである｡ なお､ このつくば

りんりんロードより東側､ 土浦市から霞ヶ浦左岸の湖岸堤

沿いに霞ヶ浦町から玉造町を経て牛堀町の水
すいごうほくさい

郷北斎公園ま

での約 40㎞が ｢霞ヶ浦大規模自転車道｣ として平成 12年

度から整備がスタートした｡

－ て －

１．Ｔ
ティー･ディー･エム

ＤＭ：Transportation Demand Management：交

通需要マネジメント

交通渋滞を緩和するため従来は道路の拡幅やバイパス

建設などによって交通容量の増大を図ってきたが、市街

化の進んだ都市部では多くの時間と費用がかかってしま

うため、より現実的な対策として、自動車の利用者の交通

行動を変更することによって交通混雑を緩和する方法がと

られている。具体的には、電車・バスなどの公共交通機関

の活用や市街地への車両流入制限といった交通需要そのも

のをコントロールする方法で、施策としては、公共交通機

関の利便性の向上、鉄道駅に隣接した駐車場を利用して自

動車から電車に乗り換えるパーク・アンド・ライド、混雑

道路を走る自動車に課金するロードプライシング、バス専

用レーンの設置、時差出勤・フレックスタイム、市街地へ

の自動車進入を禁止して公共交通機関と歩行者のみの通行

を認めるトランジットモール、市街地中心部へは特定の道

路からの出入りしか認めないゾーンシステムなどがある。

TDMの具体例として、時差通勤（広島市）、通勤経路の

変更（浜松市）、共同集配（福岡市）、パーク＆バスライド

（金沢市）、バスの利用促進とバスレーンの工夫（札幌市、

長岡市）、自転車利用の促進（藤沢市、名古屋市）、大量公

共輸送機関の連絡強化（豊橋市）などが実施されている。

→パーク・アンド・ライド（75）、ロードプライシング（78）

２．デリニェーター：delineater

（道路の）輪郭を明確にするというのが原義で、夜間にお

いて、特にカーブなどでの道路の形状・車線の視認性を向上

させるため、道路の路側端にポール状の丸反射板や歩車道

境界ブロック、またはセンターラインなどに埋め込んだ反射

鋲などの視線誘導表示のこと。路側に設置するポ－ルデリ

ニェーターは、両面反射板で運転者から見て走行側（左側）

が黄色、反対車線側（右側）が白色になるように設置する。

－ と －

１．透
とう

水
すい

性
せい

舗
ほ

装
そう

　→高機能舗装（71）

２．道
どうろ

路交
こうつう

通センサス

全国道路・街路交通情勢調査のことで、道路の実態や自

動車の利用状況を調べるため、概ね 5年に一度全国規模

で実施され、道路の計画や都市計画など多方面に活用され

ている。

調査の内容は、交通量・旅行速度などの実測を行う「一

般交通量調査」とアンケートによる地域間の自動車の動き

を把握する「自動車起終点調査（ＯＤ調査）」に分けられ、

最近では2005年9～11月に実施された｡ 　→ＯＤ調査（70）

３．道
どう

路
ろ

里
さとおや

親制
せい

度
ど

　→アダプト制度（１）

４．道路の穴ぼこ発見カード

土木事務所等が実施している道路パトロールに加え、道

路維持課が平成 15年からアスファルト舗装面の劣化で生

じた路面の穴など車輌走行に支障を来たす危険個所をいち

早く発見するため、県土木部各課や土木事務所の職員とそ

の家族、県庁ＯＢに配布し各土木事務所に通報してもらう

カードのこと。15年度には 98件、16年度 87件、17年

度 90件、18年度 89件の通報が寄せられた｡

５．道路の建築限界

道路を利用する車両や自転車､ 歩行者の交通の安全を確

保するため､ ある一定の幅や高さを決めてその範囲内には障

害となるような工作物を設置してはならないとする空間。車

両の場合､ 高さは4.5ｍ､ 幅は車道幅員に50㎝を加える｡



－ 75－

６．道
どう

路
ろ

標
ひょう

識
しき

道路標識には、公安委員会が設置する道路交通法上の規

制（一時停止、はみ出し禁止、一方通行など）や制限速度な

どの規制を表示する規
き

制
せい

標
ひょう

識
しき

と道路状況や行き先案内や

駐車場、観光地、史跡などの名勝を表示する道路管理者ま

たは県・市町村、施設所有者が設置する案
あんない

内標
ひょう

識
しき

とがある。

７．突
とっかくせんじょ

角剪除

道路の交差部等の突出部を切り広げて､見通しを良くし、

車両の回転を容易にすることにより交通混雑を緩和する隅
すみ

切
き

り工事のこと｡ 　→隅切り（73）

－ な －

１．ナトリウム灯
とう

道路照明・橋梁照明などで通常使用されている全波長系

の水銀灯では、夜間の照明によって稲が徒長して結実しな

かったり、昆虫や蛾を誘引して不快感を与えるため、だい

だい色系の単一波長系の高圧ナトリウム光源を採用してい

る。高圧ナトリウム灯は、霧・煙中でも視認性にすぐれ、

またトンネル内の照明として注意を喚起し、まぶしさを抑

え、遠近感にも比較的優れている。ナトリウム灯の値段は

水銀灯にくらべて安定器も含めて約 1.5 倍であるが寿命的

には大差がないものの、総合効率が高いため電気代が安く、

県では道路照明については、平成 7年から蛍光水銀ラン

プから高圧ナトリウムランプ使用に指針が変更されてい

る。しかし、横断歩道橋や人道ＢＯＸカルバート、商店街

などでは、従来どおり水銀灯としている。また、日本道路

公団（現東日本高速道路株式会社）では、トンネル内照明は、

ナトリウム灯から蛍光灯照明に変わった。

－ に －

１．二
に

項
こう

道
どう

路
ろ

建築基準法第 42条 2項で、幅員 4m未満の道路で特定

行政庁が指定した道路は 4m道路とみなされるもので「み

なし道路」とも呼ばれる。幅員 4m未満の狭隘な生活道路

は、防災対策の視点から問題となるため、建物の建設・改

築時（塀を含む）には、建物の位置を、道路中心線から両

側にそれぞれ 2m後退（セットバック）させることにより

将来は幅員 4mの道路が完成することになる。

－ の －

１．農
のう

免
めん

道
どう

路
ろ

（農林漁業用揮発油税財源身
み

替
がわり

農道等整備事業）

揮発油税（ガソリン税）は道路整備の財源とする目的税

で､ 農業用・林業用の機械や漁船で使用される揮発油も一

律に課税され､ これを分離したり免税にするのは困難であ

る｡ このため農林漁業用に相当する税額で、農業用・林業

用・漁業用道路を整備する制度が昭和 40 年に創設され、

受益面積50ha以上で車道幅員4.0m以上の道路とされた。

これを農免農道､ 農免林道､ 農免漁道と呼んでいる｡ 平成

21年度からは基幹農道整備事業として事業を進めている。

そのほかの農道事業として、昭和 45年に創設された広域

農道（広域営農団地農道整備事業）があり、フルーツライ

ン､ バードライン、ビーフライン､ カントリーライン､ グ

リーンライン、ライプラインなどが整備されている｡（広

域農道は、車道幅員5.0m以上、延長10㎞以上）

－ は －

１．ハイウェイオアシス事業：highway oasis project

ハイウェイオアシスは、高速道路の休息施設（ＳＡ・ＰＡ）

と周辺の公園や商業施設等を連結したもので、高速道路及

び一般道のどちらからでも利用が可能であり、隣接する公

園や商業施設等の利用増進、地域活性化等に寄与するもの

である。

近県での事例としては、栃木県で北関東自動車道の壬生

ＰＡにおけるみぶハイウェーパークがあり、壬生ＰＡに隣

接して道の駅のほか公園等が設置されている。

２．排
はいすいせい

水性舗
ほ

装
そう

　→高機能舗装（71）

３．パイロン：pyron

道路工事などで車輌を誘導するために道路上に置く円錐

型のゴム製､ またはプラスチック製の中空コーン｡ 別名セ

イフティコーン（safety corn）とも言う｡

４．パークアンドライド：park and ride

都市部の自動車交通による交通渋滞を緩和するため､ 都

市周辺部にマイカー駐車場を用意してそこから中心部へバス

などの公共交通機関に乗り換えて移動する交通形態｡ 都市

の交通渋滞を解消する方法としては､ 交差点を改良するなど

により道路の交通容量を増加させる方法と､マイカー利用を

抑えるなどして現在の道路への交通需要を減少させる方法が

考えられるが､ パークアンドライドは後者の対策事例である｡

県内では昭和 55 年と平成 8 年に日立市で､ 国道 6号の

慢性的な渋滞を解消することを目的として試行的に実施され

た。全国的には､ 札幌市や金沢市などで実用化されている

が､ 札幌ではパークアンドライド用に整備した駐車場を周辺

住民が自宅用に利用しているなどの問題が報道され､ 実効性

を高めるためにはソフト面の充実も重要となっている｡
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５．パーソントリップ調査（PT 調査）：person trip survey

パーソントリップは､ ｢1 人の人がある 1つの交通目的

（通勤､ 通学､ 買物､ 業務､ 帰宅など）を達成するために、

出発点から目的地まで移動する一連の動き｣と定義される。

パーソントリップ調査は､ 対象都市圏の調査対象者に調査

表を配布し､ 1 日の交通行動について､ ｢何の目的で､ い

つ､どこで､どのような手段で､またどのような経路を通っ

て移動したのか｣ を順次書き出してもらい､ 対象都市圏の

1日の交通行動の全体像を把握しようとするものである｡

パーソントリップ調査は､ 交通の実態を把握する目的ばか

りでなく､ 将来の交通量の予測を行うためのベースとしても

利用され､ 将来の都市交通計画の策定に活用されている｡

同調査は昭和 42年の広島都市圏における調査を皮切り

に、現在約 70 都市圏で実施され､ 本県内では､ 昭和 53

年の第 2回東京都市圏調査で､ 県南地域の調査が初めて

行われた｡その後昭和61年に日立都市圏､平成2年に水戸・

勝田都市圏、平成 10年に第 3回東京都市圏（茨城県は県

南地域のみ）で調査が実施された。平成 13年 10月～ 12

月に茨城県日立市において実験的な PT調査が、また、同

時期に茨城県北臨海都市圏 PT調査（日立市、常陸太田市、

高萩市、北茨城市、十王町（現日立市）、東海村）などが

実施されている。

６．張
は

り出
だ

し歩
ほどう

道

交通安全施設として既設道路への歩道新設工事に際し、

盛り土が必要な区間において新たに路体に腹
はら

付
づ

けして歩道

を設けずに、ピアを用いた高架式、または、コンクリート

製品の片持梁式の歩道を増設する方法で、歩道の幅のみの

用地で足り、河川や水路の上空でも流水断面に支障なく設

置が可能となる。

－ ひ －

１．光
ひかりしょくばい

触媒

酸化チタンをコーティングした材料は、光エネルギーの作

用によって酸素や水から活性酸素を発生し、触媒の表面に

付着した汚れや細菌、藻、有機酸素化合物（トリハロメタン等）

悪臭物質（カルキ、カビ臭等）油分などの物質を酸化分解し、

最終的に二酸化炭素や水などの無害な物質に変える作用が

あり、汚れやすく清掃の困難なトンネル内の照明器具、交通

量の激しい道路のガードレール、建物の内外装などメンテナ

ンスフリーの材料として利用が進んできている。

２．Ｖ
ビックス

ＩＣＳ：Vehicle Information ＆ Communication System

カーナビにリアルタイムで交通情報を送り込み渋滞状況

や気象情報に基づく規制などを表示し､ 迂
うかい

回ルートなどが

簡単に検索できるようにする道路交通情報通信システムのこ

と。各都道府県の警察､ 道路公団､ 首都高速道路公団、日

本道路交通情報センターなどから渋滞・事故・工事・交通規

制などの情報を受けＶＩＣＳセンターから電波ビーコン､ 光
ひかり

ビーコン（赤外線利用）､ ＦＭ多重放送などの媒体を通じて

最新の情報受信できるようなシステムで､ 本県では平成12

年 3月より全国で18 番目に導入され､ 水戸市周辺の幹線道

路､ 国道6号・50 号・51号など約 70 地点で運用がスター

トしたが今後徐々に対象エリアを拡大される予定｡

－ ふ －

１．プレストレストコンクリート橋（ＰＣ橋）

死荷重や活荷重等による引張応力を打消すように、緊張

させたＰＣ鋼材をコンクリートに定着させ、主桁の鉄筋コ

ンクリートにあらかじめ圧縮応力を導入した橋。より強い

荷重に対抗することができるため、鉄筋コンクリート（ＲＣ）

橋と比べて長い支管長をとることができる。製作方法は、

コンクリート打設前にＰＣ鋼材を緊張するプレテンション

方式とコンクリート打設後にＰＣ鋼材を緊張するポストテ

ンション方式がある。

－ へ －

１．ペデストリアンデッキ：pedestrian deck

安全で快適な歩行者空間を確保するため､ 歩行者の通行

を車両から分離して歩行者専用とした高架構造の人工地

盤のことで､ 複数の建物を連続的につないで人の流れを 2

階以上に集中させることにより自動車交通の効率化を図る

ことができる｡ 単なる横断歩道橋とは異なり､ 広場やベン

チなどの休憩施設など広がりをもった多方面にアクセスで

きる連絡橋｡ この手法を最初に取り入れたのはイギリスの

ニュータウンのフック（Hook）で､日本では高
こうぞうじ

蔵寺ニュー

タウン（春日井市）､ 多摩ニュータウンなどの中心地に設

置されたのが最初｡ 県内では､ 水戸駅北口広場や土浦市西

口広場がこの手法で整備された｡

－ ほ －

１．舗装の構成

アスファルト舗装は､ 表層､ 基
きそう

層 ､ 上層路盤､ 下層路盤

から構成され､ それを支える地盤が路
ろしょう

床と称される｡ 表層､

基層はアスファルト合材､ 路盤材には砕石が使用されていた

が､ 近年は環境対策に配慮して､ 再生アスファルト合材やコ

ンクリート廃材（産業廃棄物）を破砕した再生砕石が多用さ

れている｡ 　→再生合材（123）、コンクリート再生砕石（32）
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２．ボンエルフ方
ほうしき

式

ボンエルフ（Woonerf）とは、オランダ語で「生活の

庭」という意味で、従来の道路が歩行者の安全対策を図る

原則は、歩行者と自動車を完全分離することであったが、

1970 年代はじめに、オランダの古都デルフト市で歩行者

と自動車を共存させようとする新しい考え方が出てきた。

すなわち、自動車が人間の対応できる速度以上にスピード

が出せないような構造として、車の通路を一車線とし、約

25mごとに区切り、その間に乗り越えなければならない

ハンプ（hump：出っ張り）を入れたり、幅の広い道では、

車が直進できないようにジグザグにハンプを配置する工夫

をしている。　→コミュニテイ道路（72）

－ み －

１．道
みち

の駅
えき

全国的に地元市町村が国や県､ 地元の農林漁業団体､ 商

工会などの助成協力を得て､ 一般道路沿いに車による移動

客の休憩や地域の生活利便や生産物販売を行うための交流

施設として建設されるもの｡ 施設内には､ 各地域の特色を生

かした総合案内所を始め観光物産センターやレストラン、歴

史文化を紹介する情報提供､ 駐車場､ トイレなどが設置され

た多目的ステーションとなっている｡ 本県には平成 4年の桂

村（現城里町）の道の駅「かつら」にはじまり、平成 7年美

和村（現常陸大宮市）の「みわ」（北斗星）、同年里美村（現

常陸太田市）の「さとみ」、平成 8年境町の「さかい」、平成

10 年大子町の「奥久慈だいご」、平成11年下妻市の「しも

つま」、平成13 年玉造町（現行方市）の「たまつくり」、平

成14 年潮来市の「いたこ」、平成17年 4月オープンの五霞

町の「ごか」の 9つの駅がある。なお大子町には温泉が併

設されている。〈参考：国土交通省道路局HP〉

－ む －

１．無
むでんちゅうかすいしんけいかく

電柱化推進計画

電線共同溝化の工事によって空中線を地下埋没化とし、市

街地の景観を著しく阻害していた電柱を取り除くことで、良

好な街なみの景観を確保しようとするもの。平成16 年度か

ら平成 20 年度までに20 路線の24箇所で19,466mを整

備する計画となっている。（3 期事業：昭和 61年度～平成

11年度  39 箇所  約 25㎞整備、および新電線地中化計画：

平成11年度～平成15年度  10 箇所  約７㎞整備）

－ も －

１．モーダルシフト：modal shifts

輸送のモード（方式）の転換のことで､ 道路混雑や大気

環境・エネルギー消費などの問題に対処するため､ トラッ

クによる貨物輸送を船舶輸送または鉄道輸送へ切り替える

物流政策｡ 特に大量に一括輸送が可能となる幹線輸送部分

について海運やＪＲ貨物による輸送などへの複合化を図る

こと｡ 様式（modal）の転換（shift）の意｡（P.96 に再掲）

－ ら －

１．ライト・レール・トランジット：ＬＲＴ：Light Rail Transit

軽
けいかい

快電車､ スーパー市電と呼ばれる高速化・高出力化さ

れた新型の路面電車｡ 自動車・バスにくらべて環境負荷を

軽減できる都市交通機関で､ 地下鉄とバスの中間的な新し

い都市交通システム｡ 20 年ほど前から欧州で導入が相次

ぎ､ 高速に優れ､ 輸送力も地下鉄とバスの中間｡ 低騒音､

低振動で無公害であり低床のため高齢者や障害者も楽に乗

り降りが可能｡ 広島市では､ 市内は低速で､ 郊外では高速

運転する 3両編成のＬＲＴが運行されている｡

－ り －

１．流
りゅう

末
まつ

処
しょ

理
り

道路改良工事などで新たに路面排水や地区雨水排水のた

めに道路側溝を敷設するとき､ 必ず既設の水路か河川に接

続すること｡ 既設水路の断面に余裕がない場合は､ 余裕が

生ずるところまで付け替えの工事を行うか、または、新規

に別の水路を付け替える必要がある｡ すなわち、公共施設

の排水不良によって浸水被害などの原因を作らないように

しなければならない｡

－ ろ －

１．肋
ろっ

骨
こつ

道
どう

路
ろ

本県北部山間部のうち、商工業の発展した臨海部を南北

に縦に走る国道 6号と、内陸部の同じ南北に縦に走る国道

349 号間を、横に連絡する5ルート7路線 64㎞、および、

国道 349 号とさらに内陸の国道 118 号の間を横に結ぶ

3 ルート 4 路線 21㎞を総称した呼び名｡ 具体的には、

日
ひたち・やまがた

立山方線､ 高
たかはぎ

萩インター線､ 高
たかはぎ

萩塙
はなわ

線､ 北
きたいばらき・だいご

茨城大子線､

国道 461 号､ 十
じゅうおう・さとみ

王里美線､ 日
ひたち・ひたちおおた

立常陸太田線､ 常
ひ た ち

陸太
お お た

田

那
な す

須烏
からすやま

山線で､ これらの路線は山間部のため線形が悪く、

かつ、幅員が狭いため、海岸部と内陸部が距離的には短い

距離でありながら､ 人や物の移動にきわめて不便であり、
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早急な改良が望まれているところである｡ 峠越えで狭く屈

曲している区間を優先して整備を図る計画である｡ 昭和

52年度から着々と整備を進めている｡

２．ロードプライシング：road pricing

道路に値段を付けるという原義から、市街地での交通渋

滞を緩和するため、道路通行料金に格差制度を導入するこ

とで、市内に入る車から料金を徴収することによって交通

量の削減を図り、交通渋滞や車の排出ガスの抑制を行おう

とするもの。シンガポール（1075年導入）やノルウェー（オ

スロ、1987 年導入）、イギリス（ロンドン、2003 年 2月

導入）などで既に実施され、日本ではまだ導入されていな

い。ロードプライシングの種類としては、特に料金格差に

より沿道の大気環境を緩和する措置で、首都高速道路横羽

線と湾岸線、阪神高速道路神戸線と湾岸線で試行的実施が

行われている「環境ロードプライシング」、渋滞対策とし

て渋滞時間帯に割増料金、閑散時間帯には割引料金とする

「ピークロードプライシング」などがある。



都 市
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－ あ －

１．アーバンエコロジーパーク：urban ecology park（和）

都市公園事業の一つとして位置付けられた公園（自然生

態観察公園）で､ 市民の環境活動や指導者育成等の拠点と

して､ 野生生物の生息地等となる自然生態園や野鳥観察所

等の施設を整備することを目的としている｡

－ い －

１．茨
いばらき

城空
くうこうこうえん

港公園

茨城空港公園は茨城空港のターミナル周辺において、全

国から訪れる航空旅客に対して空の玄関口を印象づけるシ

ンボリックなエントランスエリアとして、また、県民をは

じめ多くの人々が集い憩う交流空間として計画された都市

公園（広域公園）である。

本公園は、小美玉市、行方市、鉾田市、石岡市、茨城町

の 5市町を主な利用圏域としている。この圏域は都市公

園の整備率が低く、一人当たり公園面積の向上が求められ

ているところである。

さらに、災害時には、航空自衛隊百里基地や茨城県警察

ヘリコプター基地、常磐自動車道や東関東自動車道水戸線

等の高速交通網と連携し、空路・陸路から救援物資の集積

を行う広域防災拠点となるものである。

公園の計画面積は 19.3ha あり、用地取得及び物件補償

については、平成 18 年度に着手し、平成 21 年度末まで

に完了した。施設整備については平成19年度から着手し、

茨城空港の開港に併せ、ターミナルビルの前面に位置する

シンボル広場等の約 7ha を平成 22年 3月 11 日から供用

している。管理は企画部空港対策課が行っている（北山池

緑地広場など一部小美玉市管理の区域あり）。

２．茨
いばらき

城まちづくりセンター

｢まちづくり｣ に関する､ 情報提供や人材派遣などを行

うために､ 平成 8年に設置された支援組織で茨城県土木

部都市計画課内に事務局がある｡ 地域の特性を生かし個性

的なまちづくりを推進するために必要となるまちづくりの

経験や知識を高めることに対して､ さらには市町村や民間

団体が行うまちづくり活動等に対して支援を行っている｡

主な事業として､ ｢まちづくり人材バンク制度｣､ ｢まちづ

くりアドバイザー派遣制度｣､ ｢まちづくりライブラリー制

度｣ 等を活用した支援を行っている｡

３．インバート：invert

下水道のマンホールの底部コンクリート面において、上

流側下水管と下流側下水管の底部を結んで凹型の半円形に

切った溝のことをインバートと呼び、少ない汚水量が流れ

るときにもマンホール内をスムーズに流れるように工夫し

た流路のこと。

－ う －

１．うるおいのあるまちづくり顕
けん

彰
しょう

事
じ

業
ぎょう

自然環境及びまちなみとの調和を重視し、まちなみ景観

及び居住環境の向上に資するなど、うるおいのあるまちづ

くりに功績のあった事業を表彰する制度。昭和 62年度か

ら様々なまちづくり事業やうるおいのある都市景観の形成

に寄与した事業などを「まちづくりグリーンリボン賞」と

して表彰している。また、平成 8年から、景観に配慮し

た優れた屋外広告物の設置者を「まちづくりグッドサイン

賞」として表彰している。

－ え －

１．Ａ
エー･ツー･オー

２Ｏ法
ほう

（Anaerobic･Anoxic･Oxic の頭文字に由来）

下水道の終末処理場において、生物反応を利用した窒素・

りん同時除去を行う高度処理技術のこと｡

初
しょちん

沈からの一次処理水を嫌
けん

気
き

槽
そう

（水に溶けた酸素や硝酸

イオン・亜硝酸イオンが存在しない場所）→無
む

酸
さん

素
そ

槽
そう

（硝

酸イオン・亜硝酸イオンは存在するが容存酸素は存在しな

い場所）→好気槽の順に処理して行く｡ 窒素除去は、無酸

素槽と好気槽の間で行われる。まず無酸素槽（別名脱
だっ

窒
ちつ

槽
そう

）

で空気を吹き込まず撹拌だけ行うと、無酸素状態を好む微

生物（脱
だつちつきん

窒菌）が、好気槽から返送されてくる硝化混合液の

硝酸イオン（ＮＯ3－）を窒素ガス（Ｎ２）に変えて空中に放出

する｡ 次に好気槽（別名硝
しょう

化
か

槽
そう

）で空気を吹き込むと、酸

素が存在する状態で活躍する微生物（硝
しょう

化
か

菌
きん

）が、アンモ

ニウムイオン（ＮＨ4
＋）を硝酸イオンに分解する｡ 一方、活

性汚泥の中には、酸素が存在しない状況下において、体内

からリンを吐き出し､ 酸素が存在する状況下になると、吐き

出した量以上のリンを体内に取り込む脱リン菌がおり､ 最初

の嫌気槽ではその脱リン菌からリンが吐き出され､ 次の無酸

素槽・好気槽ではそれ以上のリンが吸収される。このため余

剰汚泥として引き抜いた分のリンが除去される。これらの一

連の反応に要する滞留時間は、通常の活性汚泥法にくらべる

と倍近くになるため、全体の処理能力が半減してしまうこと

になる｡ 霞ヶ浦湖
こ

北
ほく

流域下水道では処理水が霞ヶ浦放流と

なることに配慮して昭和 57年 4月に1池分､ 58 年11月に

1池分（計1系列分相当）が稼働している｡
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＜ A 2O 法＞

余剰汚泥

返送汚泥

一時処理水
硝化菌

脱りん菌 脱りん菌脱りん菌

硝化混合液

最 終 沈 殿 池

好 気 槽無酸素槽嫌 気 槽
脱窒菌

急
速
ろ
過
池
へ

空
気

●記号の窓

NH4+ ：アンモニウムイオン
NO3- ：硝酸イオン
N2 ：窒素ガス
O2 ：水に溶けている酸素
PO3- ：りん酸イオン
汚れ ：有機物

２．園
えん

芸
げい

療
りょう

法
ほう

：Horticultural Therapy

園芸療法は､ 第二次世界大戦後のアメリカで戦場で心身

に障害を受けた兵士たちの身体的・精神的なリハビリテー

ションとして始まったといわれる｡ 日本には 1990 年代に

紹介され､ 高齢者や障害者など、なんらかの心身の不都合

で自分から自由に園芸ができない人を中心に、自らが草花

を世話することによって、病気の症状や生活の質の改善、

心身のリハビリに効果があるとして導入が図られた｡また、

これらの効果を敷衍した形で、その環境に身を置くことに

よって、心身共に全人的に癒される空間整備のことを指す

ヒーリング・ランドスケープHealing Landscape という概

念が生まれた｡ この考えのもとに、公園や医療・福祉施設

の庭､ ポケットパークなどを整備する取り組みが各地で進

められるようになった｡ さらに、一般の人を対象に広げて

園芸を通して、人間の幸福（健康、生活の質の向上、人間

的成長など）を図ることを園芸福祉（Horticultural Well-

Being）といっている。

３．沿
えんどう

道サービス施設

市街化調整区域内でも、幹線道路沿いにサービス産業の

うち例えばガソリンスタンドやドライブイン、駐車場など

の立地が可能な施設のこと。

－ か －

１．偕
かい

楽
らく

園
えん

公
こう

園
えん

日本三名園の一つ偕楽園と千
せん

波
ば

湖
こ

を含むその周辺の緑

地、約 300ha を偕楽園公園と称している｡ 本公園は､ 中

心市街地内に位置する都市公園としてはニューヨークのセ

ントラルパークに次ぐ世界第 2位の広さを誇る規模であ

り､ ｢水と緑と歴史｣ の街づくりを目指す国際庭園都市 ｢

水戸｣ の象徴である｡ 本公園の中核をなす偕楽園は､ 水

戸第 9代藩主徳川斉
なりあき

昭が ｢ 民
たみ

と偕
とも

に楽しむ｣ ため自ら設

計し､ 1842 年 7 月 1日開園し、現在も入園無料である｡

平成 5年春､ 偕楽園開園 150 周年を記念して第 10 回全

国都市緑化フェアが､ また平成 11年は徳川光
みつくに

圀没後 300

年､ 斉昭生誕 200 年にあたり､ これを記念して岡山後楽

園､ 金沢兼六園とも連携し ｢日本三名園物語｣ など各種イ

ベントが展開された｡ 斉昭が梅を好んだのは､ 寒い冬のう

ちからつぼみをもち､ 他の花よりも早く咲き､ すがすがし

い香りであったこと､また梅の実が梅干しとして保存でき、

戦時の食糧として役立つからともいわれている｡

参考）偕楽園の梅は100 種 3,000 本、梅まつり2～3月

　　　千波湖（面積約 33.2ha､ 周囲約 3.0㎞）

　　　元々の面積の約 4分の 1

２．街
がい

路
ろ

事
じ

業
ぎょう

みちづくりには､ 大きく分けて道路事業と街路事業があ

り､ 街路事業では、特に、都市に関連が深い都市部の都市

計画道路の整備を行っている｡ 街路事業は都市における円

滑な交通の確保と豊かな公共空間を備えた良好な市街地の

形成を図り､ もって安全で快適な都市生活と機能的な都市

活動の実現に寄与することを目的として行われ､ 都市基盤

である道路を体系的に整備する事業である｡ 法的には都市

計画法（昭和 43 年法律第 100 号）によって､ 決定され

た道路を､ 同法 59条による都市計画事業として実施する

道路整備に関する事業を指す｡ 街路事業には､ 道路改築､

立体交差､ 橋梁整備､ 連続立体交差､ モノレール道等整備、

共同溝設置､ 電線共同溝整備などがあり、複雑多岐にわた

る都市形態に即した事業を展開している｡

３．活
かっ

性
せい

汚
お

泥
でい

法
ほう

：activared sludge process

排水中に十分な空気を供給しながら撹拌すると、4～ 5日

で暗褐色の汚泥のフロック（fl ock：水中の懸
けんだく

濁物
ぶっしつ

質）が発

生する。この汚泥は酸素が十分存在する好気的な条件下に

おいて、排水中の汚濁有機物質をエサとして取り込み分解吸

収する酸化作用が活発で､ 撹拌を止めると容易に沈殿する｡

この汚泥を活性汚泥といい､ 1917年にイギリスのウィシング

トン処理場で連続処理が行われて以来、大量の排水を経済

的に処理できる方法として世界中に広まることになった｡

４．活性汚泥循
じゅん

環
かん

変
へん

法
ぽう

循環式硝
しょう

化
か

脱
だっちつほう

窒法とも呼ばれ､ 無酸素槽（別名脱窒槽）

で空気を吹き込まず撹拌だけを行うと、無酸素状態を好む

微生物（脱窒菌）が、好気槽から返送されてくる硝化混合

液の硝酸イオン（NO3－）を窒素ガス（N2）に変えて、空

中に放出する｡ 次に、好気槽（別名硝化槽）で空気を吹き

込むと、酸素が存在するる状態で活躍する微生物（硝化菌）

が、アンモニウムイオン（NH4＋）を硝酸イオンに分解す

る｡ 霞ヶ浦湖
こ

北
ほく

流域下水道では､ 平成 2年 10月から、リ
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ン除去のための凝集剤Ｐ
パ ッ ク

ＡＣ（ポリ塩化アルミニュウム）

投入を併用した活性汚泥循環変法を 7池分（計 3.5 系列

分に相当）が稼働している。

５．簡
かん

易
い

水
すいどう

道

水道法で、給水人口が 5,000 人以下 100 人以上の規模

の水道事業を指す。規模が小さいので、表流水でなく地下

水や井戸水を水源としている例が多く、地下水利用などで

は、浄化施設を経ずに消毒のみで配水している例もある。

－ く －

１．クラスター：cluster

原義はブドウの房の意。転じて複数の集合体または集団・

群生の意｡ ニュータウン計画などでいくつかの集合住宅地

などからまちづくりを構成する場合に用いられる｡ 首都機

能移転の那須候補地では数万 ha の区域の中に都市を点在

させるクラスター方式を考えている｡

－ け －

１．景
けいかんじょうれい

観条例（茨城県景観形成条例および市町村景観条例）

景観は､ 自然環境や人工物､ 地域の生活様式､ 季節の変

化などの様々な要素からつくられるため､ 地域によって特

色ある景観が形成されている｡ このような地域の特色ある

景観を保全したり､ 新たな景観を創出することにより､ 地

域の魅力を高めることを目的として制定された条例であ

る。茨城県景観形成条例には県・市町村・県民および事業

者の責務が定められている。また、水戸市、牛久市、つく

ば市及び守谷市では景観法に基づく条例が、それぞれ制定

されている｡

→景観法（81）、景観緑三法（81）

２．景
けいかんほう

観法

都市、農山魚村等における良好な景観の形成を図るため、

良好な景観の形成に関する基本理念及び国等の責務を定め

るとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景観地区等

における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構に

よる支援等所要の措置を講ずる我が国で初めての景観につ

いての総合的な法律である。（平成16 年 6月18日公布、同

12月17日施行）

都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、

良好な景観の形成に関する基本理念及び国等の責務を定め

るとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景観地区等

における良好な景観の形成のための規制等所要の措置を講

ずる我が国で初めての景観についての総合的な法律でもあ

る。良好な景観の形成は、居住環境の向上等住民の生活に

密接に関係するので、最も住民に近い基礎自治体である市

町村が中心的な役割を担い、県は、地域住民と市町村とが

協働した景観形成の取り組みを支援している。

→景観条例（81）、景観緑三法（81）

３．景
けいかん

観緑
みどり

三
さんぽう

法

「景観法」「景観法の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律」「都市緑地保全法等の一部を改正する法律」の三

つの法律（いわゆる「景観緑三法」）が平成16年6月成立し、

同月公布された。　→景観条例（81）、景観法（81）

４．下
げすいどうみずかんきょうほぜんりつ

水道水環境保全率

下水道が水環境の改善に寄与している指標として、新たに

平成15 年度に導入されたもの。下水処理人口を総人口数

で除した下水道普及率から、高度処理や合流式下水道の改

善が必要とされる区域で未実施の人口普及率を差し引いた

値で、茨城県では、平成16 年度末現在 35.8％（全国平均

31.8％）で全国26 位（㈳日本下水道協会ＨＰ）となっている。

５．県
けんえい

営公
こうえん

園

茨城県では平成 22 年４月１日現在、22 の県営公園を

供用している。このうち、土木部所管は偕楽園、弘道館公

園、笠間芸術の森公園、大子広域公園など 18公園、企画

部所管は茨城空港公園１公園、教育庁所管が堀原運動公園、

東町運動公園、笠松運動公園の 3公園。

なお、都市公園の種別としては、広域公園（面積 50ha

以上の大規模公園）、総合公園（面積 10～ 50ha の都市基

幹公園）、地区公園（面積 4ha 程度の住区基幹公園）など

がある。

６．原
げん

単
たん

位
い

単位当たりの基本となる数値のことで、例えば水道や下

水道で 1日・1人当たりの使用水量がどれくらいであるか

を統計的に調査した値。また将来の 1日・1人当たりの予

測値も含まれる。工場の用・排水では、出荷額当たりの水
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量が原単位となる。また、汚濁物質などは、1日・1人当

たりのｇ数で表わされるなど施設設計の際の容量の規模を

決定する際に使用される。

－ こ －

１．広
こう

域
いき

汚
お

泥
でい

処
しょ

理
り

県内の市町村の処理場は規模が小さいため、それぞれが

汚泥処理について焼却炉を整備して対応することは建設費

や維持管理費の面で不経済である。そのため､ 広域的に公

共下水道と流域下水道からの汚泥を1カ所に集約して焼却・

灰埋め立て処分または有効利用を図ることを広域汚泥処理と

いう｡ このような制度は下水道法にないため､ 全国に先駆け

て茨城方式として地方自治法の事
じ む

務委
い た く

託方式で市町村から

県に委託し､ 補助金はそれぞれが申請手続きして交付を受け

合体化する方式としたが､ その後補助金は広域汚泥処理分と

して一括して県に交付されることになった｡ 平成 7年度に茨

城県（那珂久慈流域下水道事務所）と、水戸市、勝田市（現

ひたちなか市）、日立市、友部笠間広域下水道組合（現笠間

市上下水道部下水道課）、日立・高萩・十王広域下水道組合（現

日立・高萩広域下水道組合）の6者で那珂久慈浄化センター

内に広域汚泥処理施設として100ｔ/日の流
りゅう

動
どう

焼
しょう

却
きゃく

炉
ろ

を

建設・稼働させ､ 平成18 年度には 2基目を供用開始した｡

本県での取り組みは､ 現在 ｢流域下水汚泥処理事業｣ とし

て制度化されている。 

２．広
こう

域
いき

下
げ

水
すい

道
どう

組
くみ

合
あい

複数の市町村が下水道事業を行う場合､ 計画規模が基準

に満たず流域下水道で執行不可能なときに、単独でそれぞ

れ事業を進めるより執行体制の強化が図れる一部事務組合

を地方自治法により設立して、共同で下水道事業に当たるこ

と｡ ただし、補助率等は通常の公共下水道の補助率が適用

となる｡ 現在県内では、取手地方広域下水道組合（取手市・

旧藤代町（現取手市））、日立・高萩広域下水道組合､ ひたち

なか東海広域事務組合が設立されており､ それぞれ組合の

議会（構成市町村の議員が兼務）の議決により事業が執行

される｡

３．公園サポーター制度

県営都市公園における環境美化活動等のボランティア活

動を支援し、よりよい環境の保持、賑わいのある公園づく

りを推進することを目的とした制度で、地域住民や企業等

の方々を、園内の環境美化活動等のボランティア活動の実

施団体（公園サポーター）として、県営都市公園毎に登録

している。

主な活動内容は、花壇づくり（種まきから草取りまで）、

ウォーキングによる巡視・通報、清掃・ゴミ拾い等である。

参加要件は以下のとおり。

・都市公園の環境美化活動に意欲のある団体であること

・団体の構成員が 5人以上であること

・概ね月に 1回以上の活動を行うこと

公園サポーターに対する主な支援内容は、以下のとおり。

・傷害保険の加入

・活動に必要な用具類の貸与

・県営都市公園ＨＰでの活動紹介

平成 22 年12月15日現在、活動しているボランティア

団体　8公園 14団体。

（詳細は茨城県土木部公園街路課ＨＰ参照）

４．湖沼水質浄化下水道接続支援事業（森林湖沼環境税）

湖沼の水質を改善するために平成 20年度より行ってい

る事業で、各家庭が行う下水道への接続工事に対して、市

町村が補助を行うときに、新たに県が補助の上乗せを行な

い、各家庭の負担を軽減し下水道への接続を促進する制度。

森林湖沼環境税を財源とし、霞ヶ浦、涸沼、牛久沼流域内

の 22市町村が対象となる。

５．根
こんかんてき

幹的都市施設

都市計画法に規定された都市施設のなかで根幹的なもの

で、広域的見地から都道府県が定めることとされている｡（15条）

根幹的都市施設とは都市計画法施行令に定められており、

①一般国道､ 都道府県道②都市高速鉄道③一般自動車ターミ

ナル④空港⑤面積が10ha 以上の公園､ 緑地､ 広場等⑥水道

⑦流域下水道等⑧一級､ 二級河川および運河⑨大学､ 高等

専門学校⑩2000戸以上の一団地の住宅施設⑪一団地の官

公庁施設⑫流通業務団地⑬防潮の施設が掲げられている｡

６．コンポスト：compost

下水処理場から発生する汚泥にバークやオガ屑などの混

合材を混ぜて発酵させた肥料のこと｡下水排水の汚泥中には

亜鉛濃度が比較的高く一般に使用される肥料として認定され

ず､ 特殊肥料の扱いとなり芝生や植木など経口野菜以外の

使用に限定されている｡

－ さ －

１．桜
さくら

の郷
さと

東茨城郡茨城町の大
おお

戸
ど

・近
こんどう

藤地区の約 57ha で進められ

ている高齢者や障害者を含め誰もが安心して健康で生き生

きと豊かな生活が送れるよう人にやさしい街づくりのモデ

ル地区のこと｡ 街づくりの中核施設として医療機関（国立

水戸病院の移転）を配置し､ 健康増進の機能や生き甲斐づ
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くりの機能などを備え合わせて高齢者や障害者に配慮した

バリアフリーの住宅や道路を整備し､ 魅力あるまちづくり

を目指し、平成 12年度からスタートした｡

 

－ し －

１．Ｃ
シー･オー･ディー

ＯＤ：Chemical Oxygen Demand

水中の有機物が一定の条件のもとで､ 過マンガン酸カリ

ウムなどの酸化剤によって酸化するのに消費される酸素量

の値で㎎ /ℓの単位で表す｡ ＣＯＤの利点はＢＯＤに較べて

短時間で試験結果が得られることと工場排水などで有毒物

が混入していても影響されないことである｡ 主に湖や海域

の水質環境基準の指標として使われるのは､ ＢＯＤの測定

が藻類・塩分などによって影響を受けやすいためである。

２．市
し が い か く い き

街化区域

都市計画法に基づく都市計画区域のうち､ 市街地として

積極的に開発・整備する区域｡ 具体的には､ 既に市街地を

形成している区域､ およびおおむね 10年以内に優先的か

つ計画的に市街化を図るべき区域をいう｡（7条）これは､

都市計画区域を都市の発展動向などを勘案し市街地として

積極的に整備する区域（市街化区域）と市街化を抑制すべ

き区域（市街化調整区域）とに区分し､この区域区分（線
せんび

引き）

を基礎として､ 各種の都市計画を定めるとともに、開発許

可制度を併用することによって計画的､ 段階的な都市の発

展を図ろうとするものである｡ 市街化区域においては､ 少

なくとも用途地域､ 道路､ 公園､ 下水道を定めることと

され（13条）､ また開発行為は一定の規模以下は許可が不

要となるほか、一定の基準に該当していれば許可される。

（29・33条）　→線引き（85）

３．市
し が い か

街化調
ちょうせいくいき

整区域

都市計画法に基づく都市計画区域のうち市街化を抑制す

べき区域｡（7条）市街化調整区域内では､ 農林漁業用の建

物などを除き開発行為は許可されず（29・34 条）､ また､ 原

則として用途地域を定めないこととされ（13 条）､ 市街化を促

進する都市施設は定めないものとされている｡   →線引き（85）

４．市
し

街
がい

地
ち

再
さいかいはつ

開発事
じ

業
ぎょう

市街地再開発事業は、市街地の土地の合理的かつ健全な

高度利用と都市機能の更新とを図ることを目的として行わ

れる建築物、建築敷地および公共施設の整備に関する事業

のこと。

権利変換方式による第 1種市街地再開発事業と用地買

収方式による第 2種市街地再開発事業とがある。民間の

建築エネルギーを再開発という目的に積極的に活用して行

くため市街地再開発事業の施行者は、地方公共団体などの

公的主体と市街地再開発組合および個人施行者が認められ

ており、事業の円滑な推進のため、国および地方公共団体

で費用の一部について補助を行っている。

５．市
しがいちせいびきほんけいかく

街地整備基本計画

市街地整備基本計画では､ 公共投資を計画的かつ効率的

に執行するため根幹的都市施設整備（道路､ 公園､ 下水道

等）と面的整備（土地区画整理事業､市街地再開発事業等）

の両面から､ 各事業間の調整および公共投資財源との調整

を図ることによって､ 市街地全体の整備に関する体系的プ

ログラムを策定する｡ 本県では昭和 52年より策定が開始

され､ 基本的に5年ごとにローリングして計画のずれを時

点修正､ 良好なまちづくりに資するものである｡

６．指定管理者制度

まず、「公の施設」とは地方自治法で「住民の福祉を増

進する目的をもってその利用に供するための施設」と定義

され、体育施設、教育・文化施設、公園、道路、学校など、

様々な分野で県民生活に欠かせない身近な公共サービスを

提供する施設である。公の施設は、これまで、地方公共団

体の出資法人、公共団体、公共的団体に限って管理を委託

することができた（管理委託制度）。

その後、平成 15年に地方自治法が改正され、新たに指

定管理者制度が創設された（「地方自治法の一部を改正す

る法律（平成 15年法律第 81号）」平成 15年 9月 2日施

行）。この法改正により、管理委託制度は廃止され、公共

団体・公共的団体に加え幅広く民間事業者を含んだ地方公

共団体が指定する「指定管理者」が管理を代行することが

できるようになった（指定管理者制度）。今後、公の施設は、

指定管理者制度か県直営か、どちらかの方法で管理するこ

とになった。

茨城県では、効率的で質の高い行政サービスの提供を目

指し、「指定管理者制度」の活用に取り組み、原則的に公

募方式により、最も効果的かつ効率的な管理を行える事業

者を選定している。（詳細は茨城県総務部人事課ＨＰ参照）

土木部では、平成 22年 4月 1日現在、港湾（大洗マリー

ナなどの環境整備施設等）、公園（笠間芸術の森や大子広

域公園などの県営都市公園）、住宅（県営住宅等）の 17

施設について指定管理者制度を導入している。（P.5に再掲）

７．シビック・コア：civic core（和）

人々の安全で豊かな生活を支える行政サービスの機能に

加え､ 商業や流通など地域の活性化に寄与する民間施設と

合わせて､ これらが相互に補完し合って作り出す魅力と賑わ

いのある都市の中の拠点地区を目指すもので、平成 5年 3
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月に創設された。平成14 年に下館市シビックコア地区整備

計画（約 2.4ha）（現筑西市シビックコア地区）が承認され、

官公庁施設、商業施設、業務施設、関連事業が整備される

ことになった｡ この拠点を整備する具体的な手法として､ 土

地区画整理事業､ 市街地再開発事業､ 都市拠点総合整備事

業、都市活力再生拠点整備事業､ 市街地総合再生事業等な

どがあり､ その地域の特性にあった手法で進められる｡

 

８．集
しゅう

排
はい

（農業集落排水整備事業）

農林水産省所管の浄化槽法に基づく下水道類似施設で計

画人口が1,000人以下の場合が対象で､ それ以上の規模の場

合は、国土交通省（旧建設省）所管の下水道となる｡ 種類に

は農業集落排水整備事業と漁業集落排水整備事業とがある｡

維持管理は基本的には地元で行うことになっているが市町村

が負担をしている場合が多い｡ 　→生活排水ベストプラン（84）

９．集
しゅう

落
らく

地
ち

域
いき

整
せい

備
び

法
ほう

農業的土地利用と都市的土地利用が競合して混住化がす

すみ､  良好な営農条件と居住環境の確保を図る必要があ

る地域において､集落地域の計画的整備を推進するために、

農林水産省と国土交通省（旧建設省）が共同して制定した

法制度のこと｡ 市街化調整区域および農業振興地域である

ことなどが適用要件となっている｡ 集落地域の計画的整備

としては､ ①土地利用の整序②集落景観の保全③必要な新

規宅地需要への対応④地区施設の整備の 4点があげられ

る。具体的な整備内容は､ ｢集落地域整備基本方針｣ に基

づく ｢集落地区計画｣・｢集落農業地域整備計画｣ に定めら

れ、各種事業の実施によって実現される｡ 茨城県では､ 平

成 3～ 6年、取手都市計画区域の藤代町浜
はま

田
だ

・上
かみかや

萱場
ば

集

落地区約 78ha が本制度により整備された。｢新規居住地

区」｢コミュニティコア地区｣ ｢営農施設地区｣ に土地利用

が区分され､ 各地区について､ 建物用途、建ぺい率､ 敷地

規模、壁面後退､ 高さ制限､ 形態および意匠､ 生け垣・柵

の構造に対する制限を定め、周辺の農村集落と調和した新

たな居住環境を形成しようとしている｡

10．消
しょうかそくしんかたじゅんかんへんぽう

化促進型循環変法

包
ほうかつ

括固
こ

定
てい

化
か

担
たんたい

体を用いた脱
だっちつほう

窒法とも呼ばれる。従来の生

物学的窒素除去法である活性汚泥循環変法は、硝化に長い

滞留時間を必要とするため標準活性汚泥法の 2倍程度の

規模の処理施設が必要となる。このため、増殖速度の遅い

硝化細菌をポリエチレングリコールなどの高分子材料中に

固めた担体（包括固定化担体：バイオエヌキューブという。）

を活性汚泥循環変法の硝化槽に装
そうてん

填することによって、硝

化槽内の硝化細菌の濃度を高めて硝化に必要な時間を大幅

に短縮して標準活性汚泥法と同等の容量の処理施設とする

ことができるようになった。平成 4年に日本下水道事業

団が開発し、「ペガサス」と呼称している。

→活性汚泥循環変法（80）

11．人
じんこうじばん

工地盤

道路や鉄道、大規模建築物などで市街地が分断される場

合や、駅前広場などで土地の高度利用を図るために人工的

な地盤を構築して、そのスラブ上を公園や広場などの公共空

間として人々の交流や集える空間とした階層上の人工面のこ

とで、ペデストリアンデッキは、そのうちの一種である。　

→ペデストリアンデッキ（76）

－ す －

１．水
すいせんかりつ

洗化率

下水道の工事が完了し処理開始の公
こうじ

示をした区域内の人

口（処理人口と定義）のうち実際に下水道に接続した人口

を処理人口で割った値｡ 下水道法では公示後 3年以内の

接続が義務付けられているが､ やむを得ない事情（経済的

困難､ 建物が移転または改築中､ 借地・借家関係､ 公共工

事等の施工予定中､ 排水設備が他人の土地を貫通､ 建物改

築工事を申請中､空き家または長期不在中､家屋の老朽化、

地形上の布設困難､ 私道のため排水設備設置不可､ 相続や

境界問題が未解決､その他の理由）がある時は考慮される。

ただし浄化槽を設置済みのため接続しないというのは理由

にはならない｡ 各市町村では水洗化改造資金の融資制度や

利子補給制度､ 奨励金交付制度などを設け促進に努めてい

るが､ 処理区域拡大のための工事を最優先で進めているた

め､ 水洗化率アップのＰＲに努める実質的なローラー作戦

を展開しているところは少ない｡ 今後投下資本の有効利用

を図り健全な処理料金体系を維持するためにも水洗化率を

向上させるための方策に取り組むことが大切となる｡

－ せ －

１．生
せいかつはいすい

活排水ベストプラン

下水道には下水道法による下水道と浄化槽法に基づく

下
げすいどう

水道類
るい じ

似施
しせ つ

設がある｡ 建設省が所管する下水道法に基づ

く公共下水道､ 流域下水道､ 特定環境保全公共下水道と農

林水産省が所管する浄化槽法に基づく農業集落排水事業、

漁業集落排水事業､ また厚生省が所管する地域し尿処理施

設（コミプラ）､ 合併処理浄化槽などに分かれるが､ 従来

は縦割り行政で進められ､ お互いに調整を取ることなく不

効率な事業の進め方となっていた｡ そのため平成 7年に

県内の生活排水処理対策について早期に効率よく進めるた

めに広域的な観点から建設費などを比較して集合処理か個
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別処理とすべきか､ 汚泥の広域化・集約化､ 維持管理の共

同化・共通化について一堂に会して整備計画づくりが行わ

れ、事業目的や処理人口の規模､ 地域特性､ 整備の効率性

などを検討してどの事業の手法で進めたらよいかを色分け

したマスタープランのこと｡ 平成 37年度以降の最終整備

状況の排水処理のパーセンテージは､ 下水道法による下水

道 83.1％､ 集落下水道 8.7％､ 個別処理（合併処理浄化槽）

8.1％､ コミプラ等 0.1％で計 100％と予想している｡ た

だし下水道計画区域になっていても 7年以内に下水道の

整備が望めない地区では環境省補助の合併処理浄化槽の設

置が可能である｡ 平成 21年に見直し作業が行われた。

２．生
せいさんりょくち

産緑地

市街化区域内の農林漁業の用に供されている農地・採草

放牧地・森林・池沼のうち､ 良好な生活環境の確保に相当

の効用があり、500㎡以上の規模のある農林漁業の継続が

可能な土地で､ 都市計画決定されたもの｡ 建築物・工作物の

設置等が制限されるほか､ 税制上の優遇措置が受けられる｡

３．線
せん

引
び

き（区域区分）

都市計画区域において､ 良好な市街地を積極的に促進す

る市街化区域と開発を抑制する市街化調整区域とに区分す

る境界線を引くこと（区域区分）｡ 市街化区域には目的に

よって用途地域（通常色分けになっている）が定められる。 

また、非線引き区域でも用途地域のみが定められている場

合は、用途以外の区域は白
しろ

地
じ

と呼ばれる｡

→市街化区域（83）､ 市街化調整区域（83）

－ た －

１．タウンモビリティ：Town Mobility

高齢者や障害者､ 病気・けがで移動が自由にできない人

等を対象に､ 電動スクーターや電動車いすなどの貸し出し

を行い､ 商店街や公共公益施設を自由で気楽に移動できる

よう支援する取り組みのことをいう｡ 必要に応じて移動を

サポートするボランティアが同伴することもある｡

本県においては水戸市下
しもいち

市地区で導入に向けた取り組み

が検討された｡

２．宅
たくてつほう

鉄法：「大都市地域における宅地開発及び鉄道整備

の一体的推進に関する特別措置法」

これまでの地域開発は、まず鉄道路線が先にあって既存

の市街地などが形成されたあとに様々な困難・課題を克服

しながら進められる例が多かった。このため新しい街づく

りを進めるうえで鉄道整備と同時に大量の住宅・宅地等の

供給を図るべく平成元年 6月に成立、同年 9月に施行さ

れた法律。この一体化法に基づいて 1都 3県（東京・千葉・

埼玉・茨城）において、道路・公園等の公共用地、住宅用

地、公益施設用地、鉄道用地等を計画的に生み出す「一体

型土地区画整理事業」としての常磐新線開発プロジェクト

が進められることになった。　→常磐新線沿線開発（16）

－ ち －

１．地
ち く

区計
けいかく

画

都市計画法に基づき比較的小規模の地区を対象に､ 建築

物の建築形態､ 公共施設の配置などからみて､ 一体として

それぞれの区域の特性にふさわしい態様を備えた良好な環

境の街区を整備し､保全するため定められる計画｡（12条）

地区計画の内容は､ 地区計画の目標及び区域の整備､ 開発

および保全に関する方針と ｢地区整備計画｣ の 2つの部

分から構成されている｡ 地区計画は､ 大都市近郊における

ミニ開発や無秩序な市街化を防ぎ良好な市街地の環境を形

成し､ 保全するため昭和 56年に設けられたものである｡

２．中
ちゅう

心
しん

市
し

街
がい

地
ち

活
かっ

性
せい

化
か

法
ほう

（中
ちゅうかつほう

活法）

近年､ 多くの都市で､ 居住人口の減少・高齢化､ 商業環

境の変化､ モータリゼーションの進展等を背景に､ 中心市

街地の衰退が進行し､ 深刻な状況となっている｡ 都市の中

心部は商業､ 業務活動の場としてだけではなく､ 人々の

交流の場として､ 地域の歴史､ 文化を意識する場として重

要な役割を担っており､ まちの顔である中心市街地に賑わ

いを取り戻すことが重要である｡

このため､ 平成 10年 7月に ｢中心市街地における市街

地の整備改善および商業等の活性化の一体的推進に関する

法律｣ が施行され､ 関連する 13省庁が､ 補助､ 税制､ 融

資等を支援する体制が整備された｡ 市町村は､ 中心市街地

の課題に対処するため､ 各種の施策を具体化した ｢基本計

画｣ を作成し､ 国や県は市街地再開発事業などの ｢市街地

の整備改善｣ や ｢ＴＭＯ｣ 等を支援する｡ 本県においても

平成 10年度に､ ｢茨城県中心市街地活性化支援調整会議｣

を設置し､ 市町村の中心市街地活性化に対する取り組みに

対して支援をしている｡ 　→ＴＭＯ（85）

－ て －

１．Ｔ
ティー･エム･オー

ＭＯ：Town Management Organization

中心市街地で街づくりをマネージメント（運営・監理）

する機関で､ 中心市街地活性化法に基づいた基本計画に

従って､ 中心市街地の活性化に向け構想・基本計画作成､

テナントミックスの管理商業基盤施設等の整備､ 共同ソフ

ト事業の実施などを行う｡ ＴＭＯには､ 商工会議所､ 商工
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会､ 第 3 セクター（株式会社､ 公益法人）などをその主

体として想定している｡ 1999 年に水戸市で具体化している。

－ と －

１．都
と

市
し

計
けい

画
かく

決
けつ

定
てい

都市計画を一定の手続により決定すること｡ 都市計画の

決定権者は､ 原則として､ 都道府県知事または市町村長で

ある｡ ①都市計画区域の整備、開発及び保全の方針②線引

き（区域区分）③都市再開発方針等④広域の見地から決定

すべき地域地区・都市施設⑤根幹的都市施設⑥小規模なも

のを除く市街地開発事業⑦市街地開発事業等予定区域につ

いての都市計画については都道府県が定め､ その他の都市

計画は市町村が定める（15条）｡ いずれの場合も､ 都市計

画の案は 2週間公衆の縦覧に供され､ 住民および利害関

係人には意見書の提出機会が与えられる（17条）｡ 都道府

県は､ 関係市町村の意見を開き､ かつ都道府県都市計画審

議会の議を経て都市計画を決定する（18条）｡ 市町村が決

定する都市計画の場合は､ 市町村都市計画審議会の議を経

たのち知事の同意を得て決定する（19条）｡ 都市計画が決

定されると都市計画制限が働いて､ 当該都市計画が定めら

れた土地の区域に関係する権利者などの権利に一定の制限

が加えられる｡ 　→都市計画制限（87）

２．都
と し

市計
けいかく

画区
く

域
いき

都市計画法その他の関係法令の適用を受けるべき土地の

区域｡ 具体的には､ 市町村の中心の市街地を含みかつ自然

的・社会的条件､ 人口・土地利用・交通量などの現況・推

移を勘案して一体の都市として総合的に整備､ 開発､ 保全

する必要がある区域を指定する（5条）｡ 都市計画区域内

においては､都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、

一定規模以上の開発行為については都道府県知事の許可を

受けなければならず（都市計画区域外でも 1万㎡以上の

開発行為については許可が必要）､ また建築基準法により､

建築物を建築しようとする場合には建築主事の確認が必要

となるとともに建築基準法の集団規定が適用される｡ 都市

計画区域の指定は都道府県知事が行う｡

３．都
と し

市計
けいかく

画事
じ

業
ぎょう

国土交通大臣または都道府県知事の認可､ 承認を受けて

行われる都市計画施設の整備に関する事業および市街地開

発事業（4条）｡ 都市計画事業の施行者としては､ 市町村､

都道府県､ 国の機関（行政機関､ 都市再生機構等）および

それ以外で知事の認可を受けた者（いわゆる特許事業施行

者）がある（59条）｡ 都市計画施設については､ すべてを

都市計画事業により整備しなければならないものではない

が､ 都市計画決定された市街地開発事業については､ すべ

て都市計画事業として行われる｡ 都市計画事業として認可

されると都市計画事業制限が働き､ 事業地内において都市

計画事業の施行の障害となるおそれがある土地の形質の変

更､ 建築物の建築などを行おうとする者は都道府県知事の

許可を受けなければならない（65条）｡

４．都
と し

市計
けいかく

画施
し

設
せつ

都市計画法に規定された都市施設（11条）のうち都市計

画決定されたものを指す（4条）｡ 都市施設には､ ①道路・

都市高速鉄道などの交通施設②公園などの公共空地③上下

水道・電気・ガスなどの供給処理施設④河川などの水路⑤

学校などの教育文化施設⑥病院⑦市場⑧一団地の住宅施設

⑨一団地の官公庁施設⑩流通業務団地などがある｡ 都市施

設の計画決定に際しては､ 土地利用､ 交通等の現在および

将来の状況を勘案し､ 適切な規模および配置とし､ 円滑な

都市活動と良好な都市環境を確保することとされている（13

条）｡ 都市計画施設の区域内では､ 将来の事業が円滑に実

施できるよう都市計画制限が働き建築規制が課せられる｡

（53 条）

５．都
と し

市計
けいかく

画審
しん

議
ぎ

会
かい

都市計画に関する事項を調査審議するため都道府県及び

市町村に設置された付属機関の総称で､ 都道府県都市計画

審議会､ 市町村都市計画審議会の 2種がある｡ 都道府県

都市計画審議会は､ 都市計画法に基づいて都道府県に置か

れた付属機関で主な職務は次のとおりである｡

⑴都道府県が都市計画を決定するとき､ 議決すること｡

（18条）

⑵市町村都市計画審議会が置かれていない市町村が都市

計画を決定するとき､ 議決すること｡（19条）

⑶特定行政庁が卸売市場､ 火葬場､ ごみ焼却場などの建

築に対し、その敷地の位置が都市計画上支障がないと

認めて許可するとき､ 議決すること｡（建築基準法 51

条但書）

⑷土地区画整理事業計画に対する意見書の内容を審査す

ること｡（土地区画整理法 55条 3項）

⑸都市計画に関する事項について､ 関係行政機関に建議

すること｡（77条 2項）

市町村都市計画審議会は､ 都市計画法に基づいて市町村

が任意に設置する付属機関であり（77 条 2 項）､ 主な職

務は市町村が都市計画決定するとき、議決することである。

なお、関連するものとして、国が設置する社会資本整備

審議会がある。（76条）
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６．都
と し

市計
けいかく

画制
せいげん

限

都市計画が決定されることによる効果として､ 土地など

の権利者の権利に加えられる各種の制限の総称｡ この制限

は､ 合理的な土地利用の実現や将来の都市計画事業の円滑

な実施を担保することを目的としており､ 関係法令に基づ

いて財産権に対し一般的に加えられた内在的制約で､ 補償

は要さないものとされている｡ 都市計画制限のうち主なもの

は､ ①開発行為等の規制（29 条）､ ②都市計画施設等の区

域内における建築等の規制（53 条）､ ③風致地区内における

建築等の規制（58 条）､ ④地区計画の区域内における建築

等の規制（58 条の2）などがある｡ 　→都市計画決定（86）

７．都
と し

市計
けいかく

画区
くい き

域マスタープラン、市町村マスタープラン

都市計画法改正（平成12年 5月19日交付、平成13 年

5月18日施行）により、これまで線引き都市計画区域にの

み定められていた「整備、開発または保全の方針（俗に整・開・

保）」をすべての都市計画区域について、都道府県が「都市

計画区域の整備、開発および保全の方針」を定めることに

拡充された。この方針のことを「都市計画区域マスタープラ

ンという。この計画は、一体的な都市として整備、開発およ

び保全すべき区域として定められる都市計画区域全体を対

象として、都道府県が一市町村を超える広域的見地から①

都市計画の目標、②線引きの有無および線引きをする場合

にはその方針、③その他主要な都市計画の方針など、都市

計画の基本的な方針を定めるものである。県内では、29の

都市計画区域について、平成 20 年 5月29日までに都市計

画決定されている。一方、都市計画法第18 条の2の規定

に基づく「市町村の都市計画に関する基本的な方針」を「市

町村マスタープラン」という。このプランは、都市計画区域

マスタープランに即し、都市計画区域内の各市町村の区域

を対象に、住民に最も身近な地方公共団体である市町村が、

より地域に密着した見地から、その創意工夫のもとに、市

町村の定める都市計画の方針を定めるものである。

茨城県では「都市計画区域マスタープラン」や「市町村マ

スタープラン」を策定する際の指針として、任意計画である「茨

城県都市計画マスタープラン」を平成 21年12月に策定して

いる。

８．都
と し

市景
けいかんたいしょう

観大賞（都市景観 100 選）

国土交通省が､ 都市環境が優れた地区や高い水準の都

市空間デザインが行われている地区を表彰するもので、

1991 年度から2000 年度までの10 年間で毎年10ヶ所ず

つ合わせて100ヶ所を選んだものである｡ 本県では1999

年度までに､ 筑波研究学園都市地区（1991）､ 偕楽園公園

（1999）の 2ヶ所が選ばれている｡

９．都
と し

市再
さいせい

生整
せい び

備計
けいかく

画事
じぎょう

業

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あ

ふれるまちづくりを実施することを目的に、市町村等が作

成する都市再生整備計画に基づき実施する事業。平成 16

年度にまちづくり交付金として制度化され、平成 22年度

から社会資本整備総合交付金事業に移行している。

都市再生整備計画は、都市再生特別措置法（平成 14年

法律第 22号）に基づき作成され、国から示すメニュー（道

路、街路、公園、土地区画整理事業などの基幹事業）だけ

ではなく、地域の創意工夫を反映した市町村の提案に基づ

く事業（ワークショップの開催、コミュニティバスの試験

運行などの提案事業）も交付金交付金の対象としている。

平成 22年度は県内 29市町 47地区で実施している。

10．都
と

市
し

軸
じく

道
どう

路
ろ

つくばエクスプレス沿線開発地区の守谷市、つくばみらい

市を縦貫する市街地の骨格軸として将来の交通需要への対

応と道路交通の利便性を確保するため、千葉県境から国道

354バイパスまで15.5㎞の主要幹線道路で、常磐新線と一

体的構造として整備が進められているもの。路線名は、主要

地方道野田牛久線（都市計画道路名：守谷・伊奈・谷和原線）

で、県境から旧谷和原村の都市計画道路東楢戸台線の終点

までの4車線道路で総事業費約 800 億円の見込み。平成

17年 8月17日に、「守谷トンネル」を含む下り線の2車線

整備が完了し、常総ふれあい道路（守谷市）から県道野田

牛久線までの延長約 2.4㎞区間が開通した。将来的には埼

玉県三郷市の東京外郭環状道路（一般国道 298号）と本県

のつくば市の一般国道 354号を結ぶ全長約 32㎞の広域幹

線道路となる予定。　→つくばエクスプレス（16）

11．土
と

地
ち

区
く

画
かく

整
せい

理
り

事
じ

業
ぎょう

昭和 29年に成立した土地区画整理法に基づく事業で､ 事

業の仕組みおよび目的は､ 整備が必要とされる市街地におけ

る一定の区域内において､ 土地所有者等からその所有土地の

面積や位置に応じて､ 土地の一部の提供（減
げん

歩
ぶ

）を受け､ そ

れを道路・公園等の新たな公共施設用地等に充当して整備

することにより､ 残りの土地・宅地の整形化や土地の利用増

進を図って健全な市街地を形成する事業である。施行主体

としては､ 個人施行､ 組合施行､ 都道府県や市町村が行う地

方公共団体施行､ そのほか行政庁施行､ 都市基盤整備公団

施行や地域振興整備公団､ 地方住宅供給公社等が行う公団

施行等がある｡ 事業費は､ 保留地の売却､ 補助金､ 施行者

の単独費等によってまかなわれる｡ 　→減歩（116）



－ 88－

－ の －

１．ノンポイント・ソース：nonpoint source

「非特定汚染源」と訳され、汚濁の発生源として、工場

排水やし尿処理場・下水処理場など特定できる点源負荷、

あるいは、発生源のわかっているという意味での生活に起

因する排水、畜産排水などに対し、水田（含ハス田）や畑

などからの肥料流亡、草地・山林などからの腐植物流出、

市街地からの路面排水、降雨に含まれる負荷など汚染源と

して広がりを持っている負荷を指す。別名、自然負荷、面源

負荷ともいう。霞ヶ浦流域では、ＣＯＤ負荷量の約 50％

に達し、流域管理の上で制御すべき重要なファクターと

なっているが、負荷の削減手法としては困難なものが多い。

－ ひ －

１．Ｂ
ビー･オー･ディー

ＯＤ：Biochemical Oxygen Demand

水の中の汚れ分（有機物）は､ 酸素が十分あると活躍する

微生物の働きで分解され､ この時汚れに比例して消費され

る酸素の量が増えるため、水質汚濁の一つの指標を表して

いる｡ 通常 20℃の恒温を保って 5日間､ 暗所の中で培養

したときの酸素消費量とされる｡ しかし､ 微生物によって

分解されにくい有機物の場合や、毒物が混入しているとき、

海水のとき､湖など藻類があるときは測定ができないため、

ＣＯＤの指標を用いる｡ 　→ＣＯＤ（83）

２．人にやさしいまちづくり条例

茨城県では､ すべての人にとってやさしいまちづくりを

推進するためには､ 行政・事業者・県民に理解を得ること

が必要なことから､ 各主体の役割と責務や公共建築物等の

整備基準を条例として定めている｡ 来店客の認知による来店

促進が進むことから､ 物販店舗が最も多く認定基準を満たし

ているが､ 駅や福祉施設などの業務系以外の公共建築物か

らの認定申請もふえている｡ 　→バリアフリー法（104）

３．ヒーリング・ランドスケープ：Healing Landscape

→園芸療法（80）

－ ふ －

１．風
ふう

致
ち

地
ち

区
く

都市計画法に基づく地域地区の一種で､ 都市の風致を維

持するために定められる｡ 風致地区に指定される土地は､

自然の景勝地､ 公園､ 沿岸､ 樹林地､ 緑豊かな低密度住宅

地などである｡

風致地区内においては､ 建築物の建築､ 宅地の造成､ 木

竹の伐採などの行為について都道府県の条例により､ 都市

の風致を維持するために必要な規制が課せられ､ これらの

行為をしようとする者は､ あらかじめ知事の許可を受けな

ければならない｡

２．フレーム：frame

人口フレーム、工業出荷額フレーム、家畜頭数フレーム、

森林面積・田畑面積フレームなど将来の予測値がいくらに

なるかの項目ごとの枠内の数字のこと。原単位とともに施

設設計の規模の算定基礎となる。

－ ま －

１．まちづくりグッドサイン賞

→うるおいのあるまちづくり顕彰事業（79）

２．まちづくりグリーンリボン賞　

→うるおいのあるまちづくり顕彰事業（79）

３．まちづくり三
さんぽう

法

大規模小売店舗立地法（大店立地法）、都市計画法、中

心市街地活性化法（中活法）を総称したもの。大型店の出

店を規制していた大規模小売店舗法（大店法）を廃止して

平成 12 年までに施行された。平成 18 年、土地利用規則

を定めた都市計画法と中心市街地の活性化を行政が支援す

る枠組みを定めた中活法が改正され、改正都市計画法では

総床面積 1万㎡を超える小売店、映画館、展示場など大

規模集客施設の郊外立地を大幅に規制し、原則出店ができ

なくなる。平成 10 年の中活法の施行とともに TMO制度

が発足し、地元自治体や国の認定、助成を受けて各地で中

心市街地の振興を手掛けてきたが、改正法では、これまで

TMOが担ってきた役割を新たに市区町村や商工会議所（商

工会）、都市整備の公的機関、地権者などで組織する中心

市街地活性化協議会に事実上移管することになった。

４．まちづくりシンポジウム

都市の歴史や地域環境を見つめ直し､ 将来のまちづくり

のあり方を探るシンポジウムの名称｡ 茨城県､ 自治体､ 茨

城県都市計画協会が共同で昭和 61年度から毎年開催して

いる｡ このほか､ 各自治体が主催する同名のシンポジウム

も開催されており､ 市民が専門家の意見を聞いたり市民と

行政の意見交換を行う場となっている｡

５．街
まち

なみ環
かん

境
きょう

整
せい

備
び

事
じ

業
ぎょう

建設省（現国土交通省）による住環境整備のための事業

手法のこと｡ 事業の対象は、幅員4m 未満の道路にしか接
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していない住宅や、未接道の住宅の集合する地区､ または

住宅や基盤整備は一定水準以上あるものの､ なお一層の整

備を要する市街地や景観形成を目指している地域である。

事業内容としては､ 計画策定､ 協議会組織による良好な街な

み形成のための活動､ 地区施設・生活環境施設等の整備、

空家等の除却､ 門､ 塀等の移設､ 修景施設の整備､ 共同建

替等の共同施設の整備等となっている｡ 本県では､ 常陸太

田市の台地上にある既成市街地（区域面積 6.4ha、総延長

1.7㎞）において事業の推進が図られている｡ 具体的には、

道路の美装化､ 町屋や土蔵などの歴史的な建築物の保存、

街なみにふさわしい家屋や外構の修景､ 小公園の整備など､

暮らす人と訪れる人双方の視点から地区を捉え歴史や文化を

通じて統一されたまちづくりを目指している。

－ み －

１．緑
みどり

の基
き ほ ん

本計
けいかく

画：the Green master plan（旧緑のマスタープラン）

都市緑地法第 4条に規定されている、市町村における緑

地の保全および緑化の推進に関する基本計画のことで、市町

村が独自性や創意工夫を発揮して緑地の保全や、公園緑地

の整備、その他公共公益施設および民有地の緑化の推進な

ど、そのまちの「緑」全般について将来のあるべき姿とそれ

を実現するための施策を明らかにした計画のこと。平成 20

年度末で、本県では、牛久市・鹿嶋市・那珂市・阿見町・常

陸大宮市・守谷市・石岡市・鉾田市・取手市・龍ヶ崎市・つ

くば市の11市町が策定している。

２．緑
みどり

の政
せいさくたいこう

策大綱

環境問題の高まりを踏まえ、緑豊かな国土の形成を図る

うえで、特に緑の多様な機能を活かした生活環境づくりの

推進と、国民の身近な緑に対するニーズの高まりへの対応

が課題である。このため建設省として生活者重視の視点に

立ち、緑の保全、創出、活用にかかる諸施策の基本方向と

基本目標を明確にし、施策の総合的展開を図ることを目的

として緑の政策大綱を制定するものである。

－ も －

１．モール：mall

語源は ｢緑の多い樹
こ

陰
かげ

のある散策路｣ であるが､ 近年は

単なる通行のための道ではなく､ 広場やベンチ・噴水などの

ストリート・ファニチャーを配して､ 憩い・遊び・集いなどの

機能を付与したものを指す｡ 最近では､ 商店街などに設けら

れる歩行者専用のショッピング・モールをいうことが多い｡

－ よ －

１．溶
ようぞんたい

存態ＣＯＤ

湖沼などの汚濁負荷量であるＣＯＤは、懸
けん

濁
だく

態
たい

ＣＯＤ（ｐ

－ＣＯＤ）と溶存態ＣＯＤ（ｄ－ＣＯＤ）からなり、懸濁態

ＣＯＤは、主として植物プランクトンなどに起因するＣＯ

Ｄで、物理的な処理技術によって除去可能であるが、溶存

態ＣＯＤは、河川から流入する難分解性の有機物、湖内の

植物プランクトンによる生成有機物､ 底泥からの溶出有機

物が成因とされ、ＣＯＤ全体の約40 ～ 60％を占めるとい

われている。この溶存態ＣＯＤの物理的特性や生成機構お

よび除去手法については、未解明の部分が多く、水質改善

の大きな障害となっているのが実状である。霞ヶ浦では、

現況水質ＣＯＤ7.9㎎ /ℓのうち、溶存態ＣＯＤは、約 4～

6㎎ /ℓを占めているため､ 水質環境基準の 3㎎ /ℓ達成に

は、従来の富栄養化促進物質であるＮやＰ除去対策ととも

に、この溶存態ＣＯＤの除去手法を確立することが最重要

課題となってきた｡ 現行の下水処理場で主流となっている

活性汚泥法、活性汚泥循環変法は主にＢＯＤの除去または

Ｎ、Ｐの除去が主体であるため、現状ではこの溶存態ＣＯ

Ｄの除去という観点からは、今後ますます処理水量の増大

が見込まれるなか、対応が不十分なシステムとなってくる

ことは否めない。（※ｐ－particle、ｄ－dissolved）

 

２．用
よう

途
と

地
ち

域
いき

都市計画法に基づく地域地区のうち最も基本となる第一

種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中

高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住

居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商

業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域の 12用途

地域名の総称。用途地域に指定されると建築物の用途制限

や建ぺい率・容積率などの制限がかかる。

－ り －

１．流
りゅう

総
そう

（流
りゅう

域
いき

別
べつ

下
げすいどう

水道整
せい び

備総
そうごうけいかく

合計画）

ある河川流域に着目したとき個々の下水道計画（公
こう

共
きょう

・

流
りゅう

域
いき

・特
とく

定
てい

公
こう

共
きょう

・特
とく

定
てい

環
かん

境
きょう

保
ほ

全
ぜん

のすべての下水道法の下

水道）の上位計画として位置づけられている計画｡ 事業認

可計画はこの計画と整合がとれていなければならない｡ 従

来の下水道が伝染病予防や公衆衛生の改善を主としていた

が､ 昭和 46年の公害関連法の改正に伴い公害対策基本法

（現環
かん

境
きょう

基
き

本
ほん

法
ほう

）において公共用水域に定められた水
すい

質
しつ

環
かん

境
きょう

基
き

準
じゅん

を達成するための有力な手段として下水道施設が

位置づけされるようになった｡ 環境基準が定められた水質

基点における将来の河川の低水流量の予測値に、水質基準
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値の値をかけて、将来の許容汚濁負荷量を計算し､ 将来の

人口の伸びや工業出荷額の伸びを想定した想定発生負荷量

から差し引いた残りを、下水道や排水規制によりカットす

ることとし､ 生活排水や一部事業所排水を下水道で対応す

る｡ またそのカット量から下水道整備区域が決定される。

ただし農地や山林､ 降雨などの自然負荷については削減で

きない｡ また霞ヶ浦のようにＮ､ Ｐの環境基準が設定され

ているところは窒素・リンの削減も含めることからＮ
エヌ

Ｐ
ピー

流
りゅう

総
そう

と呼ばれている｡



港 湾
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－ あ －

１．アンローダ

クレーンの一種で岸壁において本船から鉱石や石炭など

の積み貨物を陸揚げする荷役機械。

－ い －

１．茨城県港湾戦略ビジョン

茨城の港湾が首都圏において、東京湾岸地域へ依存して

きた港湾物流の一翼を担う役割を果たしていくことを目指

し、「茨城港」を県北部と北関東内陸部の玄関口「北側ゲー

トウェイ」、「鹿島港」を臨海工業地帯と東関東内陸部の玄

関口「東側ゲートウェイ」とする「首都圏における新たな

ゲートウェイ＝『首都圏ＮＥＷゲートウェイ』」実現に向

け、2011（平成 23）年までの 5年間の行動方針として、

2007（平成 19）年 3月に策定された。

２．インランドデポ：inland-depot

港湾、空港以外の内陸部にある貿易貨物輸送基地で、貨

物の集配・通関業務・保管などが行われるところ。貨物流

動（荷送人→コンテナ船寄港地→荷受人）の効率化とコン

テナ貨物輸送の営業の拡大を目的としている。

県内では、1992（平成 4）年に『つくば国際貨物ター

ミナル株式会社（ＴＩＣＴ）』が、世界と地域を空と海の両

面からダイレクトに結ぶ内陸型の国際物流基地の運営を

行っている。

－ う －
１．浮桟橋（ポンツーン）

船客の乗降や貨物を荷役するため船舶を係留する施設の

一種で、箱型の浮体を用いたもの。潮位差の大きい所に設

けられる。港湾法第 2条に定められる港湾施設である係

留施設の一つ。

２．上屋

荷揚げした貨物や船に積込む貨物の荷さばきや一時保管

を行うための施設で、通常、エプロンに配置される。貨物

の保管を目的とする倉庫とは異なる。

－ え －

１．エプロン

岸壁の陸側にあって、背後の上屋、野積場などまでのス

ペース。

－ か －

１．空コンテナ

荷物が詰め込まれていないコンテナ。

２．ガントリークレーン：gantry crane

橋桁の両端に一定の間隔をおいて 2本の走行脚を設け、

車輪によりレール上を走行するクレーン。橋桁の上をトロ

リーまたはジブクレーンが往復して荷物の積み卸しを行

う。橋桁を走行脚の外側に張り出すことで積み卸しの範囲

を広くできる。茨城港常陸那珂港区の北ふ頭の外貿バース

に10万トンを超える世界最大級のコンテナ船のコンテナ

積み卸し用の荷役機械が2基備えられている。格納時には、

100ｍ近くの高さになる国内最大級のクレーンで、「スー

パーガントリークレーン」とも呼ばれている。

３．岸壁

船舶を接岸、係留させて、貨物の積み卸し、旅客の乗降

等の利用に供する施設のこと。港湾法第 2条に定められ

る港湾施設である係留施設の一つ。

－ き －

１．喫水

船体の水面下に沈んでいる深さ。ドラフトとも呼ばれる。

－ け －

１．係船杭（ドルフィン）

海域に独立して設けられた柱状構造物で、陸岸から離れ

たところに設けて、係留施設として利用するもの。港湾法

第 2条に定められる港湾施設である係留施設の一つ。

２．係船柱（ビット）

係船用の網をかけるため、埠頭等の上に設ける直柱又は

曲柱。

３．ケープサイズ

パナマ運河を通ることができずアフリカ最南端の喜望

峰（CAPE OF GOOD HOPE）をまわる船の経済船型のこと。

10万～ 15万重量トンの大型バラ積み船をさす。

－ こ －

１．航路

船が港に出入りするために設けられた水路のこと。港湾
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法第 2条に定められる港湾施設である水域施設の一つ。

２．港湾ＥＤＩ（Electronic Date Interchange）システム

港湾ＥＤＩシステムとは、船舶代理店等と港湾管理者お

よび港長（海上保安部）を結ぶ、港湾諸手続きのための情

報通信システムである。国土交通省が、全国の港湾管理者

と共同で開発した全国共通システムで、インターネットを

利用して港湾管理者および港長に申請・届出を行うことが

できる。インターネットに接続できるコンピューター端末

があれば利用でき専用の端末は必要ない。港湾管理者から

の許可等の通知もインターネット経由で行われる。

３．港湾運送事業

港湾における船積貨物の積み卸し、はしけ及びいかだに

よる運送、上屋その他の荷さばき場への搬出入及び一時保

管等を他人の需要に応じて行う事業。

４．港湾管理者

港湾法に基づき、港湾を全体として開発し、保全し、こ

れを公共の利用に供し、管理する公共的責任の主体。地方

自治の尊重の観点から、港湾法により港湾管理者となるこ

とができるのは港務局（地方公共団体が設立する営利を目

的としない公法上の法人）と地方公共団体に限定。

５．港湾施設

港湾法上の港湾施設とは、港湾区域及び臨港地区内にあ

る水域施設、外殻施設などに限定されている。

６．港湾の施設の技術上の基準

港湾における安全の確保を図るために、港湾法第 56条

の 2 の 2 に基づき国土交通省令で定められている基準。

1973（昭和 48）年に港湾法の一部改正が行われ、港湾の

施設の技術上の基準を制定する条項が追加された。港湾の

施設はこの基準上の基準に適合するように建設し、改良し、

又は維持しなければならないとされている。

７．港湾区域

営造物としての港湾を管理運営するために必要最小限の

区域について、国土交通大臣または都道府県知事が港湾管

理者となるべき関係地方公共団体に対して認可した水域で

あり、港湾管理者が港湾法により管理権を行使する区域の

うちの一つ（他は臨港地区及び港湾隣接地域）。

８．港湾法

交通の発達及び国土の適正な利用と均衡ある発展に資す

るため、環境の保全に配慮しつつ、港湾の秩序ある整備と

適正な運営を図るとともに、航路を開発し、及び保全する

ことを目的として、1950（昭和 25）年 5月 31 日法律第

218 号として制定。

９．港湾隣接地域

港湾区域に隣接する陸側の地域において、港湾区域又は

港湾施設を良好な状態に維持・保全するための地域。地域

内では公共空地の占有や土砂の採取港湾区域に隣接する一

定範囲の土地における行為、利用等を規制することによっ

て、港湾の開発、利用及び保全に支障が生じないよう措置

し、港湾の機能を十分に発揮させるために指定される。

10．護岸

波浪による陸岸の浸食及び水圧による陸岸の崩壊を防止

するための構造物のこと。港湾法第 2条に定められる港

湾施設である外郭施設の一つ。

11．国際自動車コンプレックス

国産車・外国車の自動車企業などに対し、自動車の輸出

入を通して国際的なビジネス連携の場を整備・提供する目

的で港湾埠頭の背後にカープール・新車整備センター・自

動車共同部品センターなどを連携して配置するもの。県内

では茨城港日立港区の背後にベンツの輸入基地が立地し、

同常陸那珂港区でも計画が進められている。

12．国際バルク戦略港湾

2009（平成 21）年 12 月 15 日に第 1回国際バルク戦

略港湾検討委員会が開催され、国土交通省において、産業

及び国民生活に欠かせない物資である資源・エネルギー・

食糧等の国際バルク貨物の世界的な獲得競争が進展してい

るなか、大型船による一括大量輸送の拠点となる港湾の「選

択」と「集中」により、これら物資の安価かつ安定的な輸

送を実現するため、国際バルク戦略港湾検討委員会を設置

し、公募により国際バルク戦略港湾の選定を進めている。

戦略港湾の選定は、平成 22年末頃を予定している。

対象品目（穀物、鉄鉱石、石炭）全てを取り扱っている

鹿島港を応募した。

13．コンテナ

貨物、特に雑貨輸送の合理化のために開発された一定の

容積をもつ輸送容器。材質は鋼などがあるが、近年はア

ルミ製が主流。サイズは通常、長さで表示され、10、20、

40ft. のものが主流。ただし、最近のコンテナ輸送におい

ては、40ft. を超えるものも用いられている。また、コン

テナの幅と高さはそれぞれ 8ft. が標準であったが、最近で

は高さが 8ft. を超える背高コンテナが使用されるように
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なってきている。ＩＳＯ規格の 20ft. コンテナのサイズは、

長さ 6.10 ｍ×高さ 2.59 ｍ×幅 2.44 ｍである。

14．コンテナターミナル

コンテナの海上輸送と陸上輸送を結ぶ接点となる港湾施

設。主に岸壁とコンテナヤードから構成される。

15．コンテナ・フレート・ステーション：ＣＦＳ：Container Freight Staition

コンテナターミナルの中にあり、コンテナ 1個に満た

ない小口貨物をコンテナに詰め、またはコンテナから取り

出す作業を行う場所。ＣＦＳに搬入される貨物およびＣＦＳ

で荷渡しされる貨物をＣＦＳ貨物と呼ぶ。茨城港常陸那珂

港区に設置されている。

16．コンテナヤード

本船に積み卸すコンテナと輸送用のシャーシを受け渡し

たり保管したりする場所。コンテナターミナルの多くの面

積を占める。

－ さ －

１．サード・パーティ・ロジスティック：３ＰＬ：third party logistics

サードパーティとは第三者のことで、港湾物流荷主が第

三者に物流業務からマーケティングまでを委託し、原材料

の調達から生産・在庫・販売に至る物の流れを最も効率的

に行うための総合システムであるロジスティックコストの

削減を図ることをいう。

２．サプライ・チェーン・マネジメント：supply chain management

港湾業務などで受注生産から出荷調整までの一連の流れ

をコンピューターで情報管理し、商品を消費者にスピー

ディーに配達するとともに物流の効率化を図るもの。一般

業務においても、資材の調達、製品の生産や販売、在庫の

管理など本社や工場、販売店でデータを共有化することに

よって、最新の需要動向を即座に生産量や在庫水準に反映

することが可能になる。

－ し －

１．シャーシ

自動車の車台のこと。港湾では、特にコンテナを乗せて

移動させる台車のことをいう。

２．重点港湾

国土交通省において、直轄港湾整備事業の選択と集中を

図るため、重要港湾 103 港のうち、新規の直轄港湾整備

事業の着手対象とする港湾を「重点港湾」として絞り込ん

だ結果、2010（平成 22）年 8月 3 日に茨城港及び鹿島

港が重点港湾 43港の中に選定された。

今後、新規の直轄港湾整備事業の着手対象となる港湾は、

今回選定された「重点港湾」及び「重要港湾」に限られる。

３．重要港湾

国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾そ

の他の国の利害に重大な関係を有する港湾。①低廉で効率

的な物流のための海上輸送網の拠点、②必需物資を取り扱

う海上輸送網の拠点、③国土の均衡ある発展を支える海上

輸送網の拠点など国民生活に密接に関連する港湾。全国に

103 港。

本県には、「茨城港」と「鹿島港」という 2つの重要港

湾がある。

茨城港は、2008（平成 20）年 12 月 25 日に日本初と

なる重要港湾同士（日立港・常陸那珂港・大洗港）の統合

により新しく誕生した港である。

鹿島港は、国内最大級の鹿島臨海工業地帯を支える港湾

として重要な役割を果たしている。

４．重量トン数：dead weight tonnage（DWT）

船舶が積載できる貨物の重量を示すトン数で、載貨重量

トンとも呼ばれる。貨物船の大きさを示すのに用いられる。

５．新技術情報提供システム（NETIS）（P.36 に再掲）

「公共工事等における技術活用システム」によって蓄積

された技術情報のデータベース。「公共工事等における技

術活用システム」は、民間等から新技術情報の収集、事前

評価、試行、事後評価、さらに有用な新技術の公共工事へ

の活用を一貫して行う仕組み。（P.36 に再掲）

－ す －

１．スーパー中枢港湾

我が国港湾の国際競争力強化のため、2010（平成 22）

年度までに、港湾コストの約 3割低減、リードタイムを

約 1日程度に短縮することを目標に、官民連携の下、ハー

ドとソフトが一体となった取り組みを行っている港湾。

国土交通省は 2004（平成 16）年、スーパー中枢港湾に

京浜港（東京港・横浜港）、伊勢湾（名古屋港・四日市港）、

阪神港（神戸港・大阪港）の 3港湾を指定した。
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－ せ －

１．静穏度

港内における航路、泊地の静穏の度合いのこと。風、潮

流等様々な要因によって変化し、船舶の操船・停泊・係留

の安全性を判断する指標。

－ そ －

１．ＳＯＬＡＳ条約（海上人命安全条約）：International 

Convention for the Safety of Life at Sea、1974

海上における人命の安全を守ることを目的とし、船舶の

構造、設備などの技術的要件や、検査の実施等について定

めている。本来船舶にかかる安全事項を担保するものであ

るが、2001（平成 13）年 9月 11 日の米国同時多発テロ

事件を受け、海事分野において安全強化を図る目的で改正

され、港湾施設の保安も規定されることとなった。ソー

ラス条約が発効する 2004（平成 16）年 7月 1日までに、

港湾管理者が保安対策を行わない場合、その港から出港し

た船舶が相手港に入港拒否されたり、世界の船がその港に

立ち寄らなくなることが懸念され、港湾の振興の面からも

重大な影響を受けるおそれがある。改正条約に対応するた

め、県としては国の動向を踏まえながら、県内の港湾（茨

城港日立港区、同常陸那珂港区、鹿島港）について、フェ

ンス、照明及び監視カメラの設置などハード面の整備、並

びに港湾施設保安規定の作成や陸域・水域の監視強化、制

限区域へのアクセス管理、訓練の実施及び港湾保安対策協

議会の設置・運営など、ソフト面の整備を積極的に進め、

関係機関と連携しながら、保安対策に万全を期すこととし

ている。

－ た －

１．耐震強化岸壁（耐震バース）

大規模な地震が発生した場合に、被災直後の緊急物資及

び避難者の海上輸送を確保するために、特定の港湾におい

て、通常のものより耐震性を強化して建設される岸壁をい

う。2006（平成18）年 3月には、茨城港常陸那珂港区の

中央埠頭耐震強化岸壁（－7.5m）の130mが供用開始され

ている。

－ ち －

１．長周期波

長周期波とは、周期の長い（数十秒～数分）海面変動の

ことで、特に周期が 30秒以上の長周期波については、こ

れが港湾内に進入すると、港湾の形状や岸壁の位置によっ

て、荷役のために係留している船舶が大きく動揺し、荷役

障害や係留索の切断、防舷材ならびに船体の損傷などの事

故が引き起こされることがある。

－ て －

１．ＴＥＵ：twenty-foot equivalent units

20ft.（コンテナの長さ）換算のコンテナ取扱個数の単位。

20ft. コンテナ 1個を 1ＴＥＵとして計算。

２．テクノスーパーライナー：ＴＳＬ：Techno Super Liner

旧運輸省が中心となって計画し、最新の船舶技術を使用

して建造された高速船の総称である。実験船が 2隻、実

用船が 1隻建造された。

吸い上げた海水を高速で噴射して推進する「ジェット水

流噴射装置」（ウォータージェット）により高速で航行し、

速力 50ノット（約 100㎞／時）、貨物積載量 1,000 トン、

航続距離 500 海里（約 1,000㎞）以上の超高速船で海上

輸送の高速化、大型化を目指して開発された。本県への寄

港について誘致活動を行った経緯があるが実現には至って

いない。

－ と －

１．特定重要港湾

重要港湾のうち、国際海上輸送網の拠点として特に重要

な港湾。全国に 23港。

２．トランシップ

積荷港から荷卸港まで、同一船舶で運送されずに、途中

港で積み替えされること。Ａ国から積み出された貨物が、

Ｂ国の港湾で他船に積み替えられてＣ国へ運送される場

合、この貨物をトランシップ貨物又は外貿フィーダー貨物

という。

３．トランスファクレーン

コンテナヤード内でコンテナを多段に積み重ねたり、

シャーシへの積み卸しを行う箱型クレーン。

－ な －

１．ＮＡＣＣＳ

NACCS（Nippon Automated Cargo and Port Consolidated 

System）は、入出港する船舶・航空機及び輸出入される

貨物について、税関その他の関係行政機関に対する手続及
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び関連する民間業務をオンラインで処理するシステム。

旧NACCS は、航空貨物の手続等を行う Air-NACCS と海

上貨物の手続等を行う Sea-NACCS がそれぞれ独立したシ

ステムとして稼動していたが、2008（平成 20）年 10 月

の Sea-NACCS の更改及び 2010（平成 22）年 2月の Air-

NACCS 更改を機に、システムの見直しを行い、Air-NACCS

と Sea-NACCS を統合するとともに、国土交通省が管理・

運営していた港湾 EDI システムや経済産業省が管理・運

営していた JETRAS などの関連省庁システムについても

NACCS に統合し、新NACCS として稼動を開始した。

また、新 NACCS は、新たに荷主、海貨業、NVOCC 等

を参加者に加え、港湾・空港における物流情報等を総合的

に管理するプラットフォームシステムとして利便性の向上

を図っている。

－ に －

１．荷役機械

荷物の搬送、積み付け、仕分けなど物流の結節点で発生

する作業に使用する機械の総称。港湾における荷役機械に

は貨物の荷姿に応じて様々な形式があるが、主なものに石

炭や鉄鉱石あるいは穀物などのばら貨物を船舶から陸揚げ

するアンローダとコンテナ貨物の荷役を行うガントリーク

レーンがある。

－ は －

１．バース：berth

船舶の停泊水域のことで岸壁のうち船が接岸して係留

し、荷役を行う所定の場所のこと。

２．泊地

港湾内で船舶が安全に停泊することのできる水面のこ

と。港湾法第 2条に定められる港湾施設である水域施設

の一つ。

３．はしけ（バージ）

停泊中の船と陸地との間や、離れた 2地点間を往復し

て人や荷物を運ぶためなどに使われる荷船のこと。自分で

航行する能力はなく、押し船や曳き船とともに航行する。

４．パナマ運河

1914（大正 3）年に竣工した閘門式運河。全長 65m、

閘室は長さ 335m、幅 33.5m。

５．パナマックス

パナマ運河を通行し得る最大船型をいう。パナマ運河の

場合、通行可能な船の最大幅は 32.21mなので、船型とし

ては、32.2m をとるのが普通であり、この船幅をとった

船型がパナマックスと呼称される。この船型の場合、計画

満載喫水は一般的に 12m前後であり、6万～ 7万重量ト

ン程度となる。

６．バラスト

船の推進（喫水）や、横方向・前後方向の傾きを調整す

るために船内に搭載する液体または固体のこと。主に海水

が用いられる。

７．バルク

穀物、鉄鉱石、石炭、油類、木材などのように、包装さ

れずにそのまま船積みされる貨物のこと。

８．パルチゼーション：palletization

運搬用荷台と訳される。パレット輸送。パレットに荷物

を積んでユニット化し、フォークリフトなどでパレットご

とトランクや貨車に積み込んで運搬する方式。梱包、輸送、

保管の合理化を図るためのもので、積み卸しの省力化に特

に効果があるが、現在はコンテナ輸送・バラ積み輸送が主

流となっている。

－ ひ －

１．ＰＦＩ：Private Finance Initiative（民間資金活用事業）

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経

営能力及び技術能力を活用して行う手法。

茨城港常陸那珂港区の北ふ頭公共コンテナターミナル施

設の整備及び管理運営事業を 2000（平成 12）年 3月よ

り実施している。（P.113 に再掲）

１．ひたちなかポートＷｅｂ

茨城港常陸那珂港区に関して船主や荷主、船社代理店、

港湾運送会社等が様々な情報の収集や港湾施設利用等の行

政手続き、コンテナターミナルの物流に関する情報の収集、

ターミナル運営の効率化などインターネットを通じて行え

るシステムのこと。

－ ふ －

１．ＦＡＺ（ファズ）：Foreign Access Zone

輸入促進地域。1992（平成 4）年 7月の「輸入の促進

及び対内投資事業の円滑化に関する臨時措置法」に基づき
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輸入関連の物流機能の集積を誘導し、貿易ビジネスの振興

を促すことを目的に、現在全国の港湾、空港の周辺 22地

域が指定を受けている。指定を受けると物流倉庫や流通加

工施設、通関施設、見本市会場などの整備・運営をめぐっ

て国の生産基盤整備基金から支援措置（出資・融資）や税

制上の優遇措置が受けられる。茨城港常陸那珂港区では、

2000（平成 12）年 8月に国の同意を得て輸入促進地域

となり、また、ＦＡＺの基盤施設として、北ふ頭内貿地

区に荷捌き・保管施設流通加工施設や情報化オフィスを

備える「ひたちなかＦＡＺ物流サイト」（床面積 7,930㎡）

が整備されるとともに、特別償却など税制上の優遇措置を

受けられる特定集積地区がひたちなか地区に設定された。

２．ＦＡＺ法（正式名称：輸入の促進及び対内投資事業の

円滑化に関する臨時措置法）

港湾又は空港及びその周辺の地域において行われる輸入

の促進に寄与する事業及び対内投資事業者の事業を支援す

るための措置を講ずることにより、国民経済及び地域社会

の国際経済環境と調和のある健全な発展を図り、あわせて

国民生活の向上及び国際経済交流の促進に寄与することを

目的として、1992（平成 4）年に制定された。2006（平

成 18）年 5に廃止。

３．フィーダーサービス

コンテナ船は輸送効率を高めるために、特定の主要港湾

のみに寄港し、主要港湾以外で発生する貨物については、

主要港湾で積替輸送を行っている。この場合の主要港湾を

寄港しない港湾との間の内航船、自動車、鉄道などによる

コンテナ貨物の支線輸送をさす。

４．プレジャーボート

スポーツ又はレクレーションの用に供するヨット、モー

ターボート及びその他の船舶。

－ ほ －

１．防舷材

船の舷側の接触衝撃を防ぐために、岸壁などに取り付け

られるもの。通常の岸壁ではゴム製のものが使用される。

２．防波堤

波浪から港内を保護し、港内の静穏を保ち荷役の円滑

化、船舶の航行、停泊の安全及び港内施設の保安を図るた

め設ける施設のこと。茨城港常陸那珂港区で建設中の東防

波堤 6,000mは、日本一長い防波堤である。

－ ま －

１．マリーナ

プレジャーボートの利便性に供することを目的とする港

湾のこと。プレジャーボートの係留、保管、その他のサー

ビスを提供する。

－ み －

１．実入コンテナ

荷物が詰め込まれているコンテナ。

２．水先

船舶が港湾へ入出するときや、内水域あるいは沿岸を航

行するとき、船長に代り又は補佐して船を安全に運航し誘

導する者をいう。パイロットが業務を行う海域を水先区と

いい、海上交通の混雑する港や水域では、一定の大きさ以

上の船舶は、パイロットを乗船させなければ運航できない。

このような水先区を強制水先区という。

－ も －

１．モーダルシフト：modal shifts

輸送のモード（方式）を転換すること。具体的にはト

ラックによる貨物輸送を船または鉄道に切り換えようとす

る国土交通省の物流政策。トラック運転手の不足や過度の

トラック輸送がもたらす交通渋滞、大気汚染を解消するた

め、特に大量一括輸送が可能となる幹線輸送部分を内航海

運や JR貨物による輸送に転換すること。（P.77 に再掲）

－ り －

１．リードタイム

船舶の着岸からコンテナターミナルから貨物の引き取

りが可能となるまでの時間。スーパー中枢港湾において、

2006（平成 18）年は約 2.1 日、現在は平日のみの取り扱

いでみれば約 1.1 日まで短縮されている。

２．リーファーコンテナ

生鮮食品など、冷蔵・冷凍の低温輸送を行うために冷却

装置を内蔵したコンテナのこと。

３．臨港地区

港湾区域と一体として機能すべき陸域として、住宅・店

舗等や工場の建設などについて港湾管理者が規制を行うこ

とのできる地域。都市計画法の規定により臨港地区として



－ 97－

定められた地区又は港湾法の規定により港湾管理者が定め

た地区をいう。

－ ろ －

１．ＬＯＬＯ船：lift on lift off  ship

クレーンを使って貨物を積み卸し（垂直荷役方式）する

船舶。コンテナ船が代表的。この場合、クレーンは岸壁に

設置されたものと船舶自体に備え付けられたもの（デリッ

ククレーン）がある。

２．ＲＯＲＯ船：Role on role off  ship

荷物を積載した車（シャーシー部分）をそのまま載せて

海上輸送できる船を指し、目的地に近い港まで運ぶ。モー

ダルシフトの一環。茨城港日立港区、同常陸那珂港区で内

貿外貿の定期ＲＯＲＯ航路が開設されている。



住 宅 ・ 建 築
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－ あ －

１．Ｉｓ値

建物の強度と粘り強さ、形状やバランス、経年劣化といっ

た耐震性能に関わる要素から総合的に判断される、建物の

耐震性能を表す指標であり、Is 値が大きければ大きいほど

耐震性が高いと判断される。1981 年以降に採用された新

耐震基準では、建物が一定の保有水平耐力（地震による水

平方向の力に対応する強さ）を有しているか否かを検討す

るよう規定されているが、旧耐震基準の建物は、現在と設

計法が異なるため、この保有水平耐力で耐震性能を測るこ

とはできず、そこでその指標となるのが「Is 値」となる。

２．アイピアス：ipiass

茨城県が所有する建築物の長寿命化を推進するため、平

成13 年度から導入している「県施設情報運用支援システム」

のこと。知事部局の1000㎡以上の151棟について設備関係

も含めデータベース化を図り、平成 22年度から全庁的に本

格稼動を目指している｡ 個別の施設のデータを一元管理する

ことにより、⑴ライフサイクルコストの縮減、⑵効率的な改

修計画案の策定、⑶建設副産物の増加による地球環境への

対処など建築物の長期維持保全計画を作成する。これによ

り、予防的修繕を計画的に行うことによって耐用年数を確保

し修繕・改修コストの縮減を図ることが可能となる。

３．空き家再生等推進事業

老朽化の著しい住宅が存在する地区において、住環境の

改善を図るために、不良住宅又は空き家住宅の除却及び

空き家住宅又は空き家建築物の活用を行い、公共の福祉

に寄与する事業。「小規模住宅地区等改良事業制度要綱」

に基づく。密集市街地における火災の延焼拡大を抑制する

ため、老朽空き家を除却し広場を整備することや、過疎

地域における空き家住宅を保全整備し田舎暮らしの推進

施設とすることでイメージアップと空き家の解消を行うこ

とができる。

－ い －

１．茨城県建
けんちく

築センター

建築確認業務は､ 県や水戸市ほか８市で建築主事をおい

て対応していたが､ 件数が多く審査に時間がかかるため､ 県

建築士会や県建築士事務所協会､ 県プレハブ協会など県内

の関係９団体が平成12年２月に設立した建築確認と検査

を行う民間の機関｡ 業務区域は､ 茨城県全域で、延べ面積

10,000㎡以内の建築物、建築設備、工作物を対象として

いる｡ また､ 建築基準法ならびに住宅の品質確保の促進等

に関する法律による、指定確認検査機関および指定住宅

性能評価機関としての業務を実施している｡

→建築確認申請（100）、住宅性能評価（102）

２．茨城県住生活基本計画

住生活基本法の規定に基づき、「住生活基本計画（全国計

画）」に即して、県民の住生活の安定の確保及び向上の促進

に関する基本的な計画を定めたものであるとともに、「新茨

城県総合計画」をはじめとする上位計画との連携・整合を図

りながら、本県の住宅政策を総合的に推進するための基本

計画である。

３．茨城県耐震改修促進計画

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づいて茨

城県が策定する計画であり、大規模地震による人的被害及

び経済的被害の削減を目的として建築物の耐震化を促進す

るため、茨城県、市町村、県民、民間事業者等の役割と取

組方針等を定めるもの。住宅及び特定建築物（多数の者が

利用する施設）に関する耐震化の目標と耐震化を推進する

ための施策等を定めている。

－ え －

１．Ｓ
エスアイ

Ｉ住
じゅうたく

宅

日本の住宅の平均寿命は約 30 年と短い。近年、省資源

の観点からヨーロッパの数百年は使用されている建築物に

ならって、世代とともに変化するライフスタイルや家族構

成などの時代の変化に対応できるように、建物の間取りや

内装・設備などを自由にリフォームできるような、耐久性と

可変性の2つを合わせ持った住宅をＳＩ住宅という。Ｓは、

柱や梁などの構造部分を指すスケルトン（skeleton）で躯体

部分は約100 年の耐久性を、Ｉは、内装や設備部分を意味

するインフィル（infi ll）の頭文字で、15 年から30 年程度

の寿命を想定した建築方式である。個性と生活のニーズに

対応し、省資源型社会に対応する取り組みの一つ。

－ お －

１．応
おうきゅう

急危
き け ん ど

険度判
はんていし

定士

平成 5年に発生した阪神大震災を契機として余震等に

より被災した建築物の倒壊や部材の落下等の二次災害を

防ぐため､ 建物の被害の状況を調査し、二次災害発生の

危険の程度の判定にもとづき表示を行う業務に従事する

ため、知事が認定・登録した者をいい、災害現場に派遣

される｡
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－ か －

１．開発許可制度（都市計画法）

都市近郊における無秩序な市街化（スプロール現象）を

防止し、計画的な市街化を図るという都市計画法の目的を

達成するため、都市計画区域内で開発行為をする場合や市

街化調整区域内で建築行為をする場合などについて、都市

の水準を確保するため、一定の基準を設けて、許可が必要

となるようにした制度。

２．開発行為

主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供す

る目的で行う土地の区画形質の変更をすることをいう。

－ く －

１．区
くいき し て い せ い ど

域指定制度

都市計画法 34条第 11 号及び第 12号。規定に基づき、

市街化調整区域内のあらかじめ指定した区域において、既

存集落の維持保全を目的に申請者の出身要件を問うことな

く住宅や一定の小規模な店舗や事業所の立地を許可の対象

とする制度。

２．区
くぶん

分所
しょゆうけん

有権

一棟の建物に構造上区分された数個の部分にわかれて独

立して住居、店舗、事務所、または倉庫、その他建物とし

ての用途に供することができるものがある時は、その各部

分について所有権を設定することができ、分譲マンション

やオフィスビルなどでは、壁、床、天井で囲まれた個々の

住戸について所有権が成立し、構造上区分された住戸部分

を目的とする所有権を区分所有権という。

３．グリーン庁
ちょうしゃ

舎

二酸化炭素の排出による地球環境の温暖化防止に配慮

するには､ 建築分野において発生するＣＯ２の量が総排出

量の 30％程度占めていると言われており､ 建設から廃棄

処分するまでに建設資材や消費エネルギーなどから発生

する環境負荷の低減をいかにして図るかが課題となってい

る｡ 建設省（現国土交通省）大臣官房官庁営繕部において

はこのような課題に対応するため､ ライフサイクル二酸

化炭素（ＬＣＣＯ２）を主な指標として作成している ｢環境

配慮型官庁施設計画指針｣ に対応している建築物をグリー

ン庁舎と呼んでおり､ 設計段階から省エネ､ 省資源､ 長寿

命化､ エコマテリァルの使用、建設副産物の適正使用と

処理等に配慮してライフサイクル全般にわたって環境に

やさしい建築物の建設に努めている。

－ け －

１．建
けんちくかくにんしんせい

築確認申請

建築物の新築、増築等を行う場合に、建築主が建築基準

法に基づいて建築主事または指定確認検査機関に対して

行う申請で、建築工事着手前に建築主事または指定確認

検査機関の確認を受けなければ工事着手ができない規定

である。

２．建
けんちく

築士
し

建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）にもとづき、建

築物の設計、工事監督等の業務を行う者。一級建築士、二

級建築士、木造建築士があり、それぞれに行うことができ

※建築士

延床面積 木　　造 木造以外 全ての構造

Ｓ（㎡）
 高さ≦ 13ｍかつ軒高≦ 9ｍ 高さ≦ 13ｍかつ軒高≦ 9ｍ 高さ＞ 13ｍ

または軒高＞ 9ｍ平屋建 ２階建 ３階建 ２階建以下   ３階建以上
Ｓ≦ 30

（Ａ）
（Ａ）

30 ＜Ｓ≦ 100
（Ｃ）

100 ＜Ｓ≦ 300 （Ｂ）
300 ＜Ｓ≦ 500
500 ＜Ｓ≦ 一般
500 ＜Ｓ≦ 特殊 （Ｄ）

1000 ＜Ｓ 
一般 （Ｃ）
特殊

（Ａ）誰でもできる。

（Ｂ）１級、２級、木造建築士でなければできない

（Ｃ）１級、２級でなければできない

（Ｄ）１級でなければできない

（注１）特殊とは、学校、病院、劇場、映画館、観覧場、公会堂、

オーディトリアムを有する集会場、百貨店

（注２）木造建築士資格は、建築士法及び建築基準法の一部を改

正する法律（昭和 59年４月１日施行）によって設けられた。
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る業務の範囲が決められている。建築物の大規模化、多様

化が進行するなかで建築士の業務は広範囲となり快適な住

環境づくりの担い手としてその役割は増大している。平成

18 年、耐震強度偽装事件を受けて、高さ 20 ｍ以上など

の一定規模以上の建築物の構造や設備の設計については、

従来の一級建築士のうち、建築物の構造、設備の専門的な

実績と知識を有する者として国が認定した「特定構造建築

士」、「特定設備建築士」が構造、設備の設計書類を作成す

るか、建築基準法に適合していることの証明を義務づけた。

また、一級建築士は、終身資格であったが一定期間毎に

終了考査を含む講習会の参加を義務づけることになった。

（※前頁表参照）

３．建
けんちくし

築士事
じ む し ょ

務所

建築設計を業として行う場合は、建築士事務所の登録を

受けなければならない。建築士事務所とは、建築物の設計、

工事監督等に関する業務を行う事務所のことで、建築士法

にもとづき都道府県知事の登録が義務づけられている。建

築士事務所は、建築主のパートナーとして技術的な提案、

助言を通してよりよい住環境の構築に努めるという社会的

な役割を担っている。

４．建
けんちく

築主
しゅ じ

事

建築物・工作物および建築設備の計画が関係法令の規定

に適合するかどうかの確認ならびに検査に関する事務を行

うため、都道府県および政令で指定する人口 25万人以上

の市すべてにおかれる。25万人以下の市ではあらかじめ

県との協議が必要となる。　→特定行政庁（104）

５．県
けんゆうたてもの

有建物長
ちょうじゅみょうか

寿命化推
すいしん

進事
じぎょう

業

県有建物を対象に、適切な維持・管理システムを確立し

長寿命化を図ることにより、ライフサイクルコストの縮減

や建設廃棄物の発生抑制を具現化する事業。

具体的には、茨城県施設情報運用支援システム（ipiass）

を構築している。当システムは、県有建物に関する図面、

増改築履歴、劣化度など各種データを整備し、各施設の所

管部局が単独に管理するデータや、管財部局が保有する財

産管理上のデータを支援システムの中で一元化されたデー

タとして集中管理することにより、建物の維持・管理の観

点のみならず、業務において県有建物の施設情報が必要な

ときにいつでも正確な情報が得られる、県有施設データ・

マネジメントシステムを構築しようとするものである。こ

の、既存建物の劣化度を含む各種データを整備し一元管理

する最適マネジメントシステムにより、劣化の初期段階で

の修繕（計画修繕）が可能になる。

このシステムにより得られる効果のうち、主なものは次

のとおり。

・より効果的で効率的な既存構築物の機能維持や有効活用

が実現されるため、工務能率の増進に加え県民への行政

サービスがより一層向上する。

・より計画的で効果的な投資が可能となるため。

・建築物のライフサイクルコストの縮減を確保することが

できる。

・建設副産物の発生を抑制することが可能となる。

→公共工事コスト縮減対策（30）、アセットマネジメン

ト（131）、アイピアス（99）

－ こ －

１．公営住宅

公営住宅法に基づき、公共団体（県又は市町村）が整備

し管理運営する低所得者向け賃貸住宅。本県の管理戸数は

全体で約 3万 6千戸（県約 1万 3千戸・市町村約 2万 3

千戸）となっている。

２．高円賃

高齢者の入居を拒まない賃貸住宅のこと。一定の設備要

件や賃貸の条件等を満たす物件については県で登録の申請

を行い、県と高齢者居住支援センターにおいて閲覧するこ

とができる。

３．高専賃

高齢者の入居を拒まない「高齢者円滑入居賃貸住宅」の

うち、専ら高齢者を賃借人とする賃貸住宅のこと。一定の

設備要件や賃貸の条件等を満たす物件については県で登録

の申請を行い、県と高齢者居住支援センターにおいて閲覧

することができる。

４．高
こうゆうちん

優賃：高齢者向け優良賃貸住宅制度

建設省（現国土交通省）が平成10 年に制定した高齢者向

け優良賃貸住宅制度要項に基づき、県が平成12年度から

導入した制度で、60歳以上の高齢者を対象に高齢者にとっ

て不利になりがちな賃貸関係を改善して、民間が進めるバリ

アフリーなどの良好な居住空間の住宅などを広く普及させる

ことにより、安心して老後を送れる生活を提供するのが目的

である。要件は、１棟につき５戸以上の居住が可能な建築

物（アパート）が対象で廊下や階段・集会室・排水処理施設

など共用部分の建設費に対して、国と県、市町村がそれぞ

れ補助し、また入居者の支払い能力に応じて契約家賃の差

額に対しても補助を行う。本県としては、筑西市の民間アパー

ト（20戸）の供給が行われている。
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５．高
こうれいしゃ

齢者居
きょじゅうほう

住法：高齢者の居住の安定確保に関する法律

高齢者の急速な進展に対応し、民間活力の活用と既存ス

トックの有効利用を図りつつ、高齢者向けの住宅の効率的

な供給を促進するとともに、高齢者の住居を拒まない住宅

の情報を広く提供するための制度の整備等を図ることによ

り、高齢者が安心して生活できる住居環境を実現するため

の法律である。

－ し －

１．シックハウス症
しょうこうぐん

候群：sick house syndrome

最近の住宅は気密性が高く、湿気がこもりやすいうえ

使用されている建材や生活用家財に含まれている化学物

質が原因となって、頭痛や吐き気などのアレルギー性疾

患や化学物質過敏症などの症状を訴える「シックハウス症

候群」の事例が多くなってきている。このため、平成 12

年度から県内の各保健所において厚生省（当時）指針で

定めたホルムアルデヒド、ＶＯＣ（トルエン、パラジクル

ベンゼン）の３種類について、機器を設置し濃度測定が

できるようになった。また健康で快適な住まいづくりの

ため、換気や化学物質の削減などについて適切なアドバ

イスを実施することにしている。また、厚生省（当時）

では、住宅の室内空気中に含まれる有機化合物総量の

暫定的な目標値を 1㎥当たり、400㎍とし、新築の家

では、1㎥あたり 1000㎍とした。（ＶＯＣ：Volatile 

Organic Compound：揮発性有機化合物）

２．シニア住宅：senior house（和）

平成２年度から取り組まれている、おおむね 60歳以上

の高齢者専用に作られた集合住宅のことで高齢者の生活・

行動に配慮して設計されており､ 診療所やコミュニティー

施設が併設され､ 介護サービスなども受けることができる

ようになっている｡ 夫婦用､ 単身用のほか二世帯同居タイ

プなどいくつかの様態が準備されている｡

３．住
じゅうたく

宅性
せいのう

能評
ひょうか

価

平成 13年 4月施行の「住宅の品質確保の促進等に関す

る法律（品
ひんかくほう

確法）」において、10年間の瑕疵担保期間の設

定と性能表示制度の導入が図られ、性能的に住宅がどの程

度の水準にあるかを表示することが可能になった。この水

準をチェックすることを性能評価といい、性能評価基準の

分野と項目は、次表の通りである。

性 能 分 野 等 級 付 け す る 主 な 項 目

１．構造の安定 耐震・耐風・耐積雪性、地盤の支持力など

２．火災時の安全 感知警報装置、避難安全対策、耐火性など

３．劣化の軽減 建材などの交換や修繕までの期間伸長対策など

４．維持管理への配慮 給配水管とガス管の清掃や点検のしやすさなど

５．温熱環境 省エネ対策など

６．空気循環 内装のホルムアルデヒド対策、換気対策など

７．光・視環境 扉や窓など開口部の面積や方位など

８．音環境 上下階に対する床衝撃音の遮断対策など

９．高齢者などへの配慮 廊下幅や部屋の配置・段差など移動のし
やすさなど

以上９分野の計 28の項目で性能が３～５等級のランク

がつけられ、等級が高いほど性能的に優れているとされる。

住宅性能表示は、建て主が利用するかどうかを決め、費用

も負担する任意の制度で、評価を客観的に行う機関は国土

交通大臣が指定する。県内では、㈶茨城県建築センターが

平成 12年秋から業務を開始した。具体的に住宅を購入す

る人が、設計時と完成時の２回性能評価を受ける。住宅に

関するトラブルが発生したときは、指定住宅紛争処理機関

（各都道府県の弁護士会が運営）に斡旋や調停を依頼でき

る。　→茨城県建築センター（99）

４．住宅エコポイント

地球温暖化対策の推進及び経済の活性化を図ることを目

的として、エコ住宅を新築された方やエコリフォームを

された方に対して一定のポイントを発行し、これを使って

様々な商品との交換や追加工事の費用に充当することがで

きる国の制度（平成 21年度～）。

５．住宅瑕疵担保履行法

新築住宅の発注者や買主を保護するため、特定住宅瑕疵

担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行

法）が平成 21年 10 月 1日に施行され、新築住宅の請負

人や売主に資力確保措置（保険への加入又は保証金の供託）

が義務づけられた。

６．住宅金融支援機構

旧住宅金融公庫の業務を引継ぎ平成 19年に設立した独

立行政法人。民間金融機関による長期・固定金利の住宅ロー

ンの供給を支援する証券化支援業務、民間住宅ローンの供

給を促進する住宅融資保険業務、政策上重要で民間金融機

関では対応が困難な融資業務、住宅関連の情報提供などを

行う。　→フラット 35（104）

７．住宅ローン減税

居住者が住宅ローン等を利用してマイホームの新築、取

得又は増改築等をした場合で、一定の要件を満たすときは、
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所得税額の控除が受けられる（現行制度は平成 21年から

平成 25年に居住した者が対象）。

また、住宅ローン等を利用しない場合であっても、居住

者が既存住宅について一定の要件を満たす住宅耐震改修を

したとき、バリアフリー改修工事若しくは省エネ改修工事

をしたときも適用される。

なお、認定長期優良住宅の新築等をしたときについて

は、認定長期優良住宅以外の一般住宅に比して大きな控除

等の優遇がある。　→長期優良住宅（104）

８．集
しゅうだん

団規
きて い

定

建築基準法の諸規定のうち、用途地域、建ぺい率、容積

率、各斜線制限などで都市計画法区域内において建築物相

互間のルールを定めたものの俗称で良好な市街地環境を確

保する規定。建築基準法では第 3章および第 4章に規定

されているもの。　→単体規定（104）

９．省エネルギ－法

燃料資源の有効な利用の確保に資するため、工場等、

輸送、建築物及び機械器具についてのエネルギーの使用

の合理化に関する所要の措置その他エネルギーの使用の

合理化を総合的に進めるために必要な措置を規定した法

律。1979 年に制定し、2008 年に５回目の改正が行われ、

300㎡以上の建築物を建てるときには省エネ措置の届出が

必要となり、維持保全状況の定期的な報告も義務付けられ

ている。

10．シルバーハウジングプロジェクト：silver housing project（和）

高齢者のいる世帯が､ 地域社会の中で自立して安全かつ

快適な生活を営むために､ 高齢者に配慮した住宅および付

帯施設を供給するとともに､ 福祉サービスを提供する公的

賃貸住宅（公営住宅等）のこと｡ 国土交通省と厚生労働省

によって創設された事業であり､ 自治体の福祉施策と住宅

施策の密接な連携により計画や運営の検討が行われ､ 住宅

内部には段差の解消や手すりの設置等のほかに､ 水道の使

用状況により安否確認ができる機器などが備わっている｡

また､ ライフサポートアドバイザー（生活援助員）あるい

は併設する福祉施設により､ 日常の生活指導、安否確認､

緊急の連絡等の対応が行われ､ 居住者の良き隣人としての

役割を果たしている｡

本県においては､ 県営もみじが丘アパート（ひたちなか

市）で 29戸、つくば市営要害団地で 12戸、境町営コミュ

ニティーホームあさひが丘で 11戸、県営桜の郷アパート

（茨城町）で 13戸の供給が行われている｡

－ せ －

１．制震

地震動をエネルギーとして捉え、建物自体に組み込ん

だエネルギー吸収機構により地震が入力しても抑制する

技術。建物の揺れを抑え、構造体の損傷が軽減されるため

繰り返しの地震に有効。

－ そ －

１．総合住宅情報提供事業

県民が安心して住まいづくりに取り組めるよう、バリア

フリー等の技術面からファイナンスに至る様々な情報を、

わかりやすく提供できる環境整備及び耐震改修・省エネル

ギー・バリアフリー等のリフォームに関する相談に対応で

きる体制整備を行う事業。主な内容は、住宅情報発信所

「茨城住まいの情報館」の活用、住宅情報誌「住まいづく

り情報ガイドブック」の作成、県民向けの定期相談会の

開催など。

－ た －

１．耐震

地震の力に対して、構造体の力で耐える技術。構造を

丈夫にし、地震力を受けても倒壊しないようにする。耐力

壁を配置し、筋交いなどを設けることで、建物の各部分が

破壊しないだけの強度を確保する。すべての建築物に必須

の要素。

２．宅地建物取引業

宅地建物取引業とは、宅地・建物（建物の一部を含む。

以下同じ。）の売買・交換又は宅地・建物の売買、交換・

貸借の代理・媒介をすることで、これらを営利目的として

不特定多数に対して継続的または反復的に行うもの。

宅地建物取引業を行うためには、宅地建物取引業法に基

づく国土交通大臣（2つ以上の都道府県内に事務所を設置

し、事業を営む場合）、又は、都道府県知事（ひとつの都

道府県内に事務所を設置し、事業を営む場合）の免許の取

得が必要となる。　→宅地建物取引主任者（103）

３．宅地建物取引主任者

宅地建物取引主任者とは、宅地建物取引主任者証の交付

を受けた者のこと。主任者証の交付を受けるには、宅地建

物取引主任者資格試験に合格し、都道府県知事に登録をし

なければならない。

「宅地・建物の売買や賃貸の代理や媒介」などを行うこ
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とを宅地建物取引業といい、この業務を行う事務所には一

定の割合で、専任の宅地建物取引主任者をおかなければな

らないことになっている。宅地建物取引主任者は、宅地・

建物の売買や賃貸の契約を締結する際に、重要事項の説明

をするとともに、重要事項説明書や契約書への記名や捺印

等を行う。　→宅地建物取引業（103）

４．単
たんたい

体規
きて い

定

建築基準法の諸規定のうち、建築物の安全性と衛生を確

保する規定で建築物を利用している人の生命の安全を確保

することと財産としての建築物の保護を目的として、個々

の建築物にかけられている構造上、防火避難上その他の規

定の俗称。建築基準法では第２章その他関連する政令、条

例が該当する。

－ ち －

１．長期優良住宅

長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じら

れた優良な住宅であり、「長期優良住宅の普及の促進に関

する法律」に基づき、構造躯体の劣化対策、耐震性、バリ

アフリー性、省エネルギー性などの認定基準に適合してい

るものとして、所管行政庁が認定したもの。

認定住宅については、住宅ローン減税・固定資産税等の

優遇が認定住宅以外の一般住宅に比して大きく受けられ

る。　→住宅ローン減税（102）

－ と －

１．特
とくてい

定行
ぎょうせいちょう

政庁

建築主事を置く市町村の区域においてはその市町村長、

それ以外の区域では都道府県知事のことをいい、建築基準

法を運用する第一線の機関で、違反建築物に対する是正命

令、建築確認行為、用途地域内の建築制限に関する許可等

を行う。本県では、水戸市、日立市、土浦市、北茨城市、

取手市、ひたちなか市、つくば市、高萩市、古河市、それ

以外は茨城県になる。　→建築主事（101）

２．特
とくゆうちん

優賃：特定優良賃貸住宅制度

平成５年施行の ｢特定優良賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律｣ に基づき､ ファミリー向け（３ＬＤＫなど）の賃

貸住宅が不足している現状をふまえ､ 国と地方公共団体が

建設費や家賃の一部を補助することにより､ 民間の土地所

有者などによる中堅所得者層向けの居住環境が良好な賃貸

住宅の供給を促進し､ これを公的賃貸住宅として活用する

もので､ 土地や建物がすべて公のものとなる公営住宅とは

異り､ 民間活用型の手法である｡

－ は －

１．バリアフリ－法

高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用上の利便性及

び安全性の向上の促進を図るため、公共交通事業者、道路

管理者、路外駐車場管理者、公園管理者、特定建築物の所

有者が移動等の円滑化のために講ずべき措置の基本的事項

が定められた法律。旅客施設及び車両等、一定の道路、一

定の路外駐車場、都市公園の一定の公園施設、特別特定建

築物（百貨店、病院、福祉施設等の不特定多数又は主とし

て高齢者、障害者等が利用する建築物）を新設する際に、

移動等円滑化基準に適合させる義務がある。

→バリア・フリー（23）

－ ひ －

１．被
ひさい

災宅
たく ち

地危
き け ん ど

険度判
はんていし

定士

市町村が災害対策本部を設置するような大規模な地震や

豪雨による災害において､ 宅地が大規模かつ広範囲に被災

した場合､ 被害の発生状況を的確に把握し危険程度の判定

を実施することによって、二次災害を軽減または防止して

住民の安全を図る必要がある。これら業務に従事する者と

して知事が認定・登録した者をいい､ 被災地に派遣される。

２．ビル管
かんりほう

理法

昭和 45年４月 14日公布、同年 10月 13 日施行の「建

築物の衛生的環境の確保に関する法律」のことで、延床面

積が 3,000㎡以上の高層ビルや大型ビルなどの特定建築物

の所有者、占有者などの管理責任者に対し、温度、湿度、

気流、清浄度（ほこり、ＣＯ、ＣＯ２）などの室内の衛生管

理基準に従って建物を維持・管理するよう義務付けるとと

もに、管理技術者（ビル管理士）を選任して、その監督に

当らせるもの。そのほか、受水槽や排水の水質チェック、

害虫駆除なども含まれる。

３．ピロティ：pilotis（フ）

建物の一階部分は支柱だけとし、二階以上に部屋を設け

る建築様式｡ その支柱や一階部分を指す｡ 浸水被害を受け

ても、被害の程度を軽減したり高度土地利用を図るため、

通常は車庫などのスペースや物置として利用されている｡

浸水被害の常習地帯での自衛策の１つである｡
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－ ふ －

１．フラット 35

民間金融機関と住宅金融支援機構が提携して提供してい

る最大 35年の長期固定金利住宅ローン。主に短期の資金

で資金調達を行う銀行などの民間金融機関は、長期固定金

利の住宅ローンを取り扱うことが難しいとされているが、

住宅金融支援機構が、フラット 35を取り扱っている数多

くの民間金融機関から住宅ローン（フラット 35）を買い

取り、それを担保とする債券を発行することで長期の資金

調達を行うことで、民間金融機関が長期固定金利の住宅

ローンを提供できるしくみとなっている。

－ め －

１．免震

地盤との絶縁などにより、地震力を受けないようにする。

基礎部分にアイソレータやダンパーを敷き、その上に建物

を設置することにより、地盤の揺れに建物が追随しないよ

うにする。

－ ゆ －

１．優
ゆうりょう

良田
でんえん

園住
じゅうたく

宅建
けんせつ

設促
そくしんほう

進法

平成10 年４月17日公布、７月15日施行の法律で、従来

一定の条件下を除いて建築の不可能であった市街化調整区

域内において、自然遊住型のゆとりと潤いのある田園型住宅

の建設を可能とするもので、敷地面積 300㎡以上、３階建

て以下、建ぺい率 30％以下、容積率 50％以下の条件で広

い庭には農園も可能となる。立地市町村が基本方針を作成

し、建設者（現国土交通省）が建設計画を市町村に提出す

ることによって市町村が認定して建設が進められる。

優良田園住宅により、運動、通学、買物などの利便性を

享受しながら田園環境を楽しむ生活（田園通勤型）、地元

住民と連携しながら田園環境のなかで生きがいを求める生

活（Ｕターン型・定年帰農型）、自然と共生しながら自己

実現と生きがいを求める生活（自然回帰型、地球環境型）

などが可能となる。

２．ユーティリティー：utility

建物内でサービス関係の設備を有する部分を指す。例え

ば、住宅では、洗濯機、食品貯蔵設備、収納棚等が集中す

る家事作業の中心部分をいう。ユーティリティー・ルーム

の略。

－ り －

１．リバース・モーゲージ：reverse mortgage（和）

不動産購入時に借金して後で返済する住宅ローンなどの

方法とは逆の方法で逆低当融資とも呼ばれ、高齢者が住宅

など自己の所有する資産を担保に自治体や金融機関から資

金の融資を受け、利用者が死亡した場合にその資産を売却

し、一括返済する制度。（リバース：逆、モーゲージ：抵当）

２．リフォームアドバイザー

安心して適切な耐震改修やバリアフリー、防犯対策など

のリフォーム工事ができるようサポートし、また、住宅リ

フォームに関するトラブルに陥らないためのアドバイスな

ど、様々な相談に対応するための専門家として県に登録さ

れた者。



契 約
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－ い －

１．一
いっぱん

般競
きょうそう

争入
にゅうさつ

札

ある一定の要件を満たす業者からの入札参加申込みを受

け､ 価格競争入札により落札者を決定する方式｡ 平成８年

１月からＷＴＯ（世界貿易機関）協定の政府調達の自由

化により､ ある一定額以上（平成 20 年４月現在 26 億 3

千万円以上の建設工事､ 2.6 億円以上のコンサルタント委

託業務）では国際競争入札を採用することとなった｡ また、

国土交通省では、平成 20年 4月から 6,000 万円以上の工

事に、一定の条件を付して、条件を満足する企業は全て参

加できる条件付一般競争入札を導入している。

本県では条件付一般競争入札を平成19年度から4,500

万円以上とし、平成22年11月より3,000万円まで拡大した。

→指名競争入札（109）

２．茨
いばらきけんこうきょうじぎょうじょうほう

城県公共事業情報センター

茨城県の公共事業に関する情報を提供する機関として県

庁舎 1階西側に設置されている｡ 同センターにおいては､

一般競争入札や公募型指名競争入札等の入札案内､ 本庁発

注工事の指名結果および入札結果､ 予定価格の事後公表､

茨城県知事許可および本県に主たる営業所を有する建設大

臣許可業者の ｢経営事項審査結果｣､ 茨城県の入札参加資

格（格付け）者などが閲覧できる。また、県土木建設工事の

積算基準、および標準歩掛や単価も閲覧できる。

→経営事項審査（108）

（時間：月曜日から金曜日までの午前９時から 12 時およ

び午後１時から４時まで）

－ う －

１．上
うわ

請
う

け

中小の企業が受注した工事を、大手企業が下
した

請
う

けをして

施工すること｡ 通常の元
もと

請
う

け・下請け関係と企業規模が逆

転しているのでこう呼ばれる｡ 元請けが実質的に工事に関

与していなければ建設業法違反（丸
まる

投
な

げ）に該当する｡ 平

成11年11月､ 鹿児島市で１本のシールドトンネル工事（１

=800 ｍ）を11工区に分割発注して地元企業が受注し、大

手建設会社１社に下請けに出した事例で建設省（当時）から

異例の注意・勧告を受けている｡ 舗装工事において問題とな

ること多い｡ 　→丸投げ（114）、横受（114） 

－ お －

１．オーバースペック：over specifi cation

スペックとは､機械や建物の仕様書､明細事項のことで、

従って実際の工事等が仕様書の範囲を超えて､ 過大な内容

となっていることを指す｡

２．オープンブック方式

施工体制事前提出方式といい、下請業者の見積書を添付

することにより、元請け・下請け関係の適正化に有効であ

るとされ、不適切な応札や積算能力のない建設業者の排除、

適正価格での受注促進、工事品質の確保が図られ、低価格

受注をした場合に下請け業者へのしわ寄せが行くことを防

ぐ手法とされる。

－ か －

１．格
かく

付
づ

け

建設工事の発注に当たっては、その工事の規模や難易度

等によって適正な施行技術が確保される建設業者に発注す

ることが求められている。このため、各発注機関において

は、建設業法第 27 条の 23 に定める経営事項審査結果の

総合評点（客観点数）とそれぞれの発注機関の定めた基準

により加点または減点する主観点数を加えた総合点数に、

さらにその他の要件を加味してランク付け（格付け）を行っ

ている。茨城県では、土木・建築・電気・管・舗装につい

てのみ格付け（土木・建築についてはＳ、Ａ、Ｂ、Ｃの４

ランク、電気・管・舗装についてはＡ、Ｂ、Ｃの３ラン

ク）を行っており、ランクによって発注標準額が定められ、

土木工事では、 

ランク 総 合 点 数 発 注 標 準 金 額
Ｓ 1100 点以上 3,000 万円以上
Ａ 850 ～ 1099 点 3,000 万円～２億円
Ｂ 680 ～ 849 点 1,000 万円～ 3,000 万円
Ｃ 679 点以下 1,000 万円未満

客観点数 主観点数 総合点数 その他の要件 格付け
決 定〕=+〔 →

・工事成績（過去４年間）
・優良工事表彰（過去５年間）
・指名停止、建設業法に基づ
く監督処分

・ＩＳＯ認証取得 ・障害者雇用
・企業合併　・社会貢献活動
・経営革新　・育児介護休業

・技術者の基準導入
・建設業許可区分の導入
・雇用保険、社会保険の基準導入

･ 経審の総合評点

→経営事項審査（108）

２．瑕
か し

疵担
たん ぽ

保

工事完了時に発見されなかった施工に起因する欠陥につ

いては、修理・取替え・手直しなどを施工業者の責任で無

償で行うこと。「茨城県建設工事執行規則」では、通常工

事完了後 2年間（木造構造物については 1年）を瑕疵担

保期間とし、故意または重大な過失により損害を生じた場

合は、10年間と定めている。
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３．仮
かりけいやく

契約

「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分

に関する条例」（昭和 39 年）第 2条により、工事予定額

が 5億円を超える工事は議会承認事項であるため、事業

担当課が、入札手続きにより請負業者と仮に契約を結んで、

直近の議会へ議案として上呈し、承認を得るまで（議会最

終日）の行為。議会で承認されれば本契約となり、否決さ

れれば入札をやり直し再度議会に上呈することになる。

４．枯
か

れ補
ほ

償
しょう

植裁工事後 1年以内に枯死した樹木を同等品のものと

取り替えを行う制度で、昭和 56年から運用している。設

計に補償分を上乗せ計上されている場合、業者は事前に樹

木保険に加入しなければならない。ただし、施工不良や樹

木そのものの不良の場合は支給されない場合もある。

－ く －

１．繰
く

り越
こ

し（明
めいきょ

許繰
く

り越
こ

し）

予算は、通常単年度主義で執行されるので、単年度では

執行できない理由があるときは、所定の手続きを経て翌年

度に予算を繰り越すことができる。繰り越しの理由を明ら

かにして繰り越しを行う場合に「明許繰り越し」といい、

通常、工事の遅延の理由として、

①計画上の諸条件に関する検討が必要となることによる遅延。

②設計に関する諸条件の変更に関する遅延。

③気象条件による遅延。たとえば雨・雪、風（港湾工事）など。

④交渉・手続きが手間取ることによる遅延。

⑤補償処理困難による遅延。

⑥資材の入手困難による遅延。

などがある。同時に、翌
よくさい

債（翌年への債務）の手続きの措

置も行う。　→事故繰り（109）、未竣工工事（38）

－ け －

１．経
けい

営
えい

事
じ

項
こう

審
しん

査
さ

（経
けいしん

審）

公共工事等を発注者から直接請け負おうとする建設業者

は､ 建設業法第 27 条の 23 の規定に基づき､ 原則として

営業年度終了日を基準日とする経営に関する客観的事項に

ついて､ 当該建設業の許可行政庁の審査を受けなければな

らない｡ この経営事項審査の有効期間は､ 審査基準日（決

算日）から 1年 7ヶ月であり､ 建設業者は毎営業年度終

了後速やかに経営事項審査を受けないと有効期間に空白を

生じるおそれがある｡

２．経
けい

常
じょう

ＪＶ・特
とくてい

定ＪＶ：－ Joint Venture

ＪＶ（共
きょうどうきぎょうたい

同企業体）は､ アメリカで1931年に着工したフー

バーダムの建設工事で採用されたの始まり。工事の規模が

あまりにも大きかったためモリソン・クヌードセン社など6社

がＪＶを組んだ。日本では､ 1950 年の返還前の沖縄米軍基

地の工事でモリソン・クヌードセン社と鹿島建設・大林組・

竹中工務店が組んだのが始め。大規模で技術的難度の高い

工事を対象としてある特定の工事ごとにＪＶを組んで入札・

施工に当たる「特定ＪＶ」と主に中堅、中小の建設会社が継

続的な協業関係を確保し、その経営力を強化（信用力の増大、

危険負担の分散、技術力の補完・強化）して入札参加資格

時に結成し、単体企業と同じく一定期間入札参加資格を有す

る「経常ＪＶ」がある。本県では、平成11年11月から「経

常 JV」を導入しており、平成19・20 年度の登録は、16JV

となっている。結成要件は、次のとおり。

⑴　経常 JVを結成することができる建設工事の種類

・土木一式工事、建築一式工事、電気工事及び管工事

⑵　経常 JVの結成要件

・県内に建設業法に基づく主たる営業所（本店）を有す

る建設業者。

・単体で県の入札資格を有する建設業者で、平成 19・

20 年度の格付等級がＳ等級、Ａ等級及びＢ等級であ

ること。

・種類を同じくする建設工事において、他の経常 JV の

構成員でないこと。

⑶　経常 JVの構成要件

・２者による経常 JVであること。

・構成員の格付等級が、同一又は直近であること。

・構成員にＢ等級の建設業者を含む場合は経常 JV とし

ての格付けがＡ等級以上となること。

・構成員の出資比率は、個別工事ごとに定めるものとす

る（申請時点では 50：50 とする）。ただし、最低出

資比率は、30％以上とする（代表構成員が構成員中

最大である必要はない）。

⑷　結成のインセンティブ

・客観点数を加算するものとする。

〈参照：茨城県土木部監理課建設業担当HP：

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01class/class01/kensetugyo_main.htm〉

３．建設業

建設業を営むためには、許可の基準によって一般建設業

と特定建設業に分けられ、許可が必要となり、許可の有効

期間は５年間となっている。また、特定建設業の許可の要件

は、下請負人の保護のため専任技術者および基礎の部分（自

己資本など）で一般建設業の許可基準より厳しくなっている。

特定建設業のうち土木工事業、建築工事業、電気工事業、
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管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、造園工事業を指

定建設業という。

－ こ －

１．混
こん

合
ごう

入
にゅう

札
さつ

応札形態を、各企業の判断により単体企業もしくはＪＶ

編成で応札するかを自由に選択できるもの。国土交通省で

は、平成 15年度より大規模および技術的難易度が高い工

事以外は、すべて混合入札とする方針である。

２．コンペ：competition

主に設計コンペを指す｡ 意匠や設計などの提案を複数の

業者に提出させて競争させること｡ 発注者の意図や予算の

枠内で最も妥当と判断される案が採用されることになる｡

－ さ －

１．最
さいてい

低制
せいげん

限価
かか く

格制
せい ど

度

入札に先立って、工事施工の確実な履行を期するため、

設計額に基づいてあらかじめ実行可能な最低ラインである

最低制限価格を設け、この額より下回った入札者は失格と

し、予定価格の範囲内で最低制限価格以上の入札者の中か

ら最低の額を提示した者を落札者とする方法。ダンピング

をしないで工事の確実な施工を約するラインは、設計額の

85％程度といわれている。しかし、最近では税金の支出

に対して世論が厳しくなっているため、安い金額でできる

という提案を排除せず、低
ていにゅうさつかかくちょうさせいど

入札価格調査制度を導入する事

例も増えてきている。　→低入札価格調査制度（111）

－ し －

１．事
じ こ

故繰
く

り（事故繰り越し）

単年度会計主義において予算を翌年度に繰り越しするに

は、繰り越しの理由を明らかにした明許繰り越しの手続き

によるが、翌々年度に 2年続けて明許繰り越しはできず、

一般には事故繰りの手続きが必要となる。これは工事の着

工や、進捗が図れない原因として天然異常気象現象や万や

むを得ない重大な事由がある場合とされ、国の事業担当課

および財務省の承認は、安易な理由では得られないので慎

重な対応が必要となる。　→繰り越し（明許繰り越し）（108）

２．事
じ ご

後公
こう

表
ひょう

入札事務の透明性を高めるため､ 入札完了後に各業者の

札
ふだ

入
い

れした額を契約後に予定価格とともに公表すること｡

３．事
じ

前
ぜん

公
こう

表
ひょう

入札の透明性の確保や不正行為の防止等を目的として、

入札に先立って予定価格そのものを事前に公表すること。

したがって、その価格よりどれだけ企業努力で安く応札で

きるかを競うことになる。しかし、価格を公表することに

よって業者の見積業務がおろそかになるおそれもあるとい

われている。県では、平成 13 年 7 月 1 日から 1億円以

上の工事、平成 14 年 4 月 1 日から 250 万円以上の工事

について拡大、平成 16年 4月 1日からコンサルタント業

務等委託について随意契約を除く 100 万円以上に適用し

ている。

４．下
したう

請けボンド

元請け企業が破綻した場合、下請け企業への支払いを保

証する制度。アメリカでは一般的だが、日本では元請け・

下請け間で書面契約のない場合が多く、導入への検討が進

められている。

５．指
し

名
めい

競
きょう

争
そう

入
にゅう

札
さつ

発注者が信頼できる業者を指名して価格競争入札により

落札者を決定する方式｡ 公共工事を発注する場合､ 法律上

の原則は一般競争入札方式とされている｡ しかし､ 多数の

参加者があると､ 入札事務の煩雑さや不良不適格業者の参

加が予想され､ 発注者に不利益となる場合､ その例外措置

要 件 特定建設業

専任技術者

①国交大臣が認める資格を有するもの（一級土木
施工管理士など）
②一般建設業①、②、③に該当する者の内元請工
事で4500万円以上のものに関し2年以上指導
監督的な実務経験を有する者の能力を認めた者
③国交大臣が①、②と同等以上の能力（一級土木
施工管理士など）を有すると認めた者
次のすべてに該当
・欠損額が資本金の20％以下

財産的基礎 ・流動比率が75％以上
・自己資本が4000万円以上

下請け契約の金額 3000万円以上（建築工事業については4500万円）

要 件 一般建設業

専任技術者

①指定学科卒業後の実務経験
・高等学校…５年以上
・高専…３年以上
・大学…３年以上
②実務経験10 年以上
③国交大臣が①、②と同等以上の能力を有すると
認めた者（一級土木施工管理士など）
次のいずれかに該当
・自己資本が500万円以上

財産的基礎 ・500万円以上の資金調査が可能
・直前５年間の許可期間内に継続して営業実績が
あること

下請け契約の金額 3000 万円未満（建築工事業については 4500 万円）
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として指名競争入札方式が認められている（会計法第 29

条の３第３項､ 地方自治法第 243 条第２項）｡ しかし､ 不

祥事の発生する恐れや入札参加希望業者が必ずしも参加で

きないなどの問題点が指摘され､ 手続きの客観性､ 透明性

や競争性を確保するため､指名基準および運用基準の公表、

指名業者名や入札経緯および入札結果の公表などの改善が

行われた｡（平成５年 12月の中央建設審議会の建議から）

茨城県では平成７年４月から改善が行われ､ 公募型、意向

確認型､ 従来型の大きく３つの方式で実施されてきたが、

一般競争入札の拡大に伴い、公募型及び意向確認型は廃止

され、現在では従来型指名競争入札のみ適用されている。

なお、建設工事における指名業者数は、5千万円では12者、

5千万円未満では８者を原則としている。

（参考）

①公募型：発注者が一定要件を満たす入札参加申込者の

中から､ 技術審査を経て 10社程度指名する方式（現

在は廃止）

②意向確認型：発注者が選定した 12ほどの業者から入

札参加希望を確認し､ 希望する者全てを指名する方式

（現在は廃止）

③従来型：発注者が信頼できる業者を指名する方式（原

則、3,000 万円未満の工事を対象）

→一般競争入札（107）

６．指
し

名
めい

停
てい

止
し

建設業法または請負契約に違反した場合､ 工事の安全管

理不適切によって事故を起こした場合､ 汚職など他の法令

に違反した場合などに違反等の内容や程度によって発注機

関が定める措置要領に基き､ 一定期間入札に係わる指名及

び一般競争入札への参加を制限する措置｡

－ す －

１．随
ずいけい

契（随意契約）

公共機関が物品購入や請負工事を発注する場合は競争入

札を行って相手方を決定するのが原則である｡ しかし競争

契約によることが契約の性質や契約の目的の上で不都合な

場合や不利であったりまた無意味である場合には地方自治

法施行令第 167 条の２号の規定により特定の相手１者と

契約を締結することができることとされており、理由書の

添付が義務づけられる｡

２．スライド条項

請負工事における賃金水準または物価水準の変動による

請負代金額の変更について規定している工事請負契約書

第 25条に基づき、増額または減額を行うこと｡ 請負代金

額のスライド請求は、発注者、受注者のどちらからでも行

え、契約から 12ヵ月を経過した後に、残工事の工事が２ヶ

月以上ある場合に請求できる。変更基準は、変動前に較べ

1.5％の増減がある場合に適用される。平成 19 年以降鋼

材価格の高騰に伴い、25条 5項に定める単品スライド条

項の適用の動きがある。

単品スライドについては、第２次オイルショック時の昭

和 55年に適用の例がある。

－ せ －

１．性
せいのうきてい

能規定発注工事

従来のように工事仕様書などで材料や施工方法を限定せ

ず､ 要求する性能だけを規定して発注する方法｡ どんな材

料や工法を用いるかは施工者の自由であるが､ 要求性能を

満たさなければ工事はやり直しとなる｡ 建設省（現国土交

通省）では平成 10 年に始めて排水性舗装工事で適用し､

規定した性能は､ 表層の塑性変形性や排水性､ 平坦性､ 騒

音値など４項目｡完成時に加え１年後の騒音値も規定した。

受注者は具体的な仕様を独自に決めて､ 施工計画書を発注

者に提出してから施工に着手する｡

２．施
せこう

工単
たん か

価方
ほうしき

式

歩掛りや労務単価、資材単価などを積み上げる従来の積

算方法とは異なり、過去の入札実績データベースなどから

1㎥当り、1㎡当りの単価（ユニットプライス）を算出し、

それに設計数量をかけて積算する方法で積算作業が大幅に

簡略化される。　→ユニットプライス型積算方式（114）

３．設
せっけい

計・施
せ

工
こう

一
いっかつ

括発
はっ

注
ちゅう

方
ほうしき

式

通常、公共工事は設計、施工を分離発注を基本とするが、

①技術開発が著しい分野や民間が知的所有権を保有する

分野の工事

②設備工事等で設計と製造が密接不可分の工事

③大幅なコスト縮減を図ることが可能な場合に採用する

ものとし、県では平成 13年度から試行している。

大別すると二通りあり､ 一つは入札参加希望者から出さ

れた設計・施工の提案を審査し､ 参加者を絞り込んで価格

競争により落札者を決める方法と､ もう一つは入札参加者

から技術提案と価格提案を受けて総合的な評価で落札者を

決める方法である｡ 本県では、２段階随意契約の公募型プ

ロポーザル・デザインビルド方式とし、公募による技術提

案競技を行ったのち設計と工事を２段階に分けて随意契約

する。（詳細設計が完了しないと工事の予定価格が算出で

きないため）
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－ そ －

１．総
そうごうひょうかほうしき

合評価方式

平成 17年４月施行の「公共工事の品質確保の促進に関

する法律」（品確法）によれば、公共工事の品質は、経済

性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及

び品質が総合的に優れた内容の契約がなされる必要がある

とする主要な取り組みとして行われる方式で、本県の評価

方式は、次の４種類とする。①特別簡易型として、技術的

な工夫の余地が小さい一般的で小規模な工事において、施

工計画の評価を要件とせず、同種・類似工事の経験、工事

成績等に基づく技術力と価格の総合評価を行う。②簡易型

として、技術的な工夫の余地が少ない場合で、施工計画や

同種・類似工事の経験、工事成績等に基づく技術力と価格

の総合評価を行う。③標準型として、技術的な工夫の余地

が大きい工事で、安全対策、交通・環境への影響、工期の

縮減等の技術提案と価格の総合評価を行う。④高度技術提

案型として、技術的な工夫の余地が大きく、構造物の品質

の向上を図るための高度な技術提案として、設計・施工一

括発注方式（デザインビルド方式）などで、工事目的物自

体の提案や、強度、耐久性、維持管理の容易さ、環境の改

善への寄与、景観との調和、ライフサイクルコストに関す

る高度な技術提案と価格の総合評価を行う。

評価の算出方法は、本県では除算方式を基本としており、

評価値＝得点（技術提案の内容を得点換算）／価格（工事

価格＋技術提案に応じた必要コスト）で行い、評価値が高

い提案者が落札となる。

茨城県土木部においても平成17年度に２件の試行を開始

し、H20に126 件、H21に166 件の試行を行ってきたとこ

ろであり、Ｈ23 年度以降も更なる制度の拡大を図っていく。

評価値 ＝ 技術評価点 ＝ 標準点＋評価点
入 札 価 格 入 札 価 格

（技術評価点の配点は、標準点を 100 点、評価点は 10

～ 50点）

－ ち －

１．中
ちゅうかん

間前
まえばら

払い制
せい ど

度　→前
まえばら

払い金
きん

（113）

－ て －

１．低
てい

入
にゅう

札
さつ

価
か

格
かく

調
ちょう

査
さ

制
せい

度
ど

入札の際に最低制限価格に代わって基準価格を設定し、

基準以下の場合にその請負額でも資機材の調達の可能性､

執行体制の確保､ 品質・施工の良否などの項目などについて

調査を行い契約の内容に適合した施工が確保されるかを判

定し､ 可能と判断されれば契約を行う制度｡ 確保されないと

判断した場合は次点の業者を選考対象とするもの｡ 公共工

事といえども税金の執行であるため高
たかど

止まりを防ぐ意味で導

入された｡ 平成18 年度に1億円以上の工事に対して、調査

失格基準を設定し、工事内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費、一般管理費など7項目について1つでも基準

を満たさない場合は、土木部の低入札価格審査委員会及び

入札委員会に諮り、原則失格とすることとした。

工事費内訳書の失格基準は平成 22年に見直しを行い、

現行では直接工事費で設計額の75％（機械・電気設備は

65％）以上、共通仮設費は70％以上、現場管理費は70％

以上、一般管理費は30％以上に設定している。

２．出
で

来
き

高
だか

払
ばら

い

繰り越し工事などの場合、当該年度に部分的に完成してい

る工事の分については、出来高検査で現場確認の上、該当す

る出来高工事に相当する金額の９割以内相当額を支払う制度。

３．デザイン・ビルド：Ｄ．Ｂ．：Design Build

設計と施工を同一企業あるいは企業体が担当する方式｡

建設省（現国土交通省）では平成 10年に ｢設計・施工技

術の一体的活用方式｣  と呼んでおり､ 設計・施工一括発

注方式もそのうちの一つの手法である｡ 県では、平成 13

年 11月より、「公募型プロポーザル・デザインビルド（２

段階随意契約）方式」をスタートした。

→設計・施工一括発注方式（110）

－ と －

１．特
とく

定
てい

建
けん

設
せつ

業
ぎょう

　→建設業（108）

－ に －

１．入
にゅうさつ

札・契
けいやくてきせいかほう

約適正化法

「公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律」。地方

自治体も含めた全ての公共工事の発注者に対し、入札及び

契約の適正化に向けた措置をとることを義務づけた法律

で、平成 13 年 10 月 13 日に「公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法案」が衆参両議院の審議を経て

可決成立した。この法律は、国、特殊法人等及び地方公共

団体が行う公共工事の入札及び契約の適正化を促進し、公

共工事に対する国民の信頼の確保と建設業の健全な発達を

図ることを目的に制定されたものである。

1入札及び契約の適正化の基本方針

　次の４点を基本方針とするように規定されている。

　・入札及び契約の過程、内容の透明性の確保
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　・入札及び契約参加者の公正な競争の促進

　・不正行為の排除の徹底

　・公共工事の適正な施工の確保

2公共工事の発注者の義務

これまで、公共工事をめぐる不祥事が相次ぎ、入札・契

約制度の改革を推進してきたが、公共工事全体の７割を占

める地方自治体では、入札・契約の適正化に向けた環境の

整備が遅れている。平成５年 12月の中央建設業審議会に

よる建議（「公共工事に関する入札・契約制度の改善につ

いて」）や平成６年１月の「公共事業の入札・契約手続の

改善に関する行動計画」を通じて、自治体に対し改革を促

してきたが、毎年、建設・自治両省が実施している「地方

公共団体の入札・契約手続に関する実態調査」によると、

指名基準を公表していなかったり、談合情報対応マニュア

ルを策定しない市町村が依然として少なからず存在してい

る。建議や計画の推奨では市町村レベルの改善が進まない

ことから、今回の法制化により以下の事項をすべての発注

者に義務づけることにした。

①毎年度の発注見通しの公表

　発注者は、毎年度、発注見通し（発注工事名、入札時期

等）を公表しなければならない。

②入札・契約に係る情報の公表

　発注者は、入札・契約の過程（入札参加者の資格、入札

者・入札金額、落札者・落札金額等）及び契約の内容（契

約の相手方、契約金額等）を公表しなければならない。

③不正行為等に対する措置

　発注者は、談合があると疑うに足りる事実を認めた場合

には、公正取引委員会に対し、通知し、また、一括下請

等があると疑うに足りる事実を認めた場合には、建設業

許可行政庁等に対し通知しなければならない。

④施工体制の適正化

　一括下請負（丸投げ）を全面的に禁止し、また、受注者

は、発注者に対し、施工体制台帳を提出しなければなら

ないものとし、発注者は施工体制の状況を点検しなけれ

ばならない。　→丸投げ（114）

１．入
にゅう

札
さつ

参
さん

加
か

資
し

格
かく

審
しん

査
さ

県の物品購入や工事、測量・設計などの業務の入札に参

加する場合は、申請日の直前の決算日を審査基準日とする

経営事項審査を受けていること、県税に未納がないことを

条件に必要な書類を申請して審査を受け、入札参加資格が

決定するなど入札参加資格名簿に登載されていることが必

要である。

３．入
にゅうさつ

札ボンド制
せいど

度

公共工事の一般競争入札において損害保険会社などが、

建設会社の経営状況を審査し、工事の完成までを保証する

制度で、経営状態が不安定な業者を入札から排除すること

を目的として、国土交通省が平成 18年後半から導入して

いる。

－ ね －

１．ネゴシエーション契
けいやく

約（技術交渉方式）：negotiation-

発注者と業者が価格や技術について交渉を行った上で、

契約の相手方や契約内容・価格を決定する仕組み｡ この方

式は､ 入札参加を希望する業者が技術提案書を提出し､ 発

注者は施工方法の改善や価格の低減要素等を検討して､ 合

否を判定し､ 合格と判定された業者と交渉に入る｡ 交渉の

中で修正案を受け付けて採否を判断し､ 入札参加者を決定

する｡ 本県ではまだ取り組んでいない｡

－ は －

１．発
はっ

注
ちゅう

方
ほうしき

式　（※下表参照）

２．発
はっ

注
ちゅう

ロット：－ lot

工事を発注するときの発注枠の大きさを指し、分け前、

割り当ての意味で、コスト縮減のため最近はロットの大型

化を図る傾向にある。鉄筋などの製品ロットとは、一山、

一組のことで、等しい条件のもとで生産された品物の集合

発 注 形 態 手 続 き の 流 れ 請負者の決定方法

従来の発注方法 設計 入札 施工 価格のみで決定

ＶＥ方式
契約後 VE 設計 入札 VE 提案  ＋  施工 価格のみで決定

入札時 VE 設計 VE 提案  ＋  入札 施工 「価格競争型」
「総合評価型」

デザインビルド方式
（ＤＶ）

詳細設計付競争入札 基本設計 入札 詳細設計  ＋  施工 価格のみで決定

設計施工入札発注 要求性能の決定 設計提案  ＋  入札 設計  ＋  施工 「価格競争型」※ 1

「総合評価型」

性能規定型発注 要求性能の決定 入札 設計

　　：発注者（コンサルタントを含む）担当 「価格競争型」※ 1：提案の内容を審査して入札参加者を指名し名入れ
　　：請負者（施工者）が担当 「総合評価型」　   ：提案の内容と価格の両方を評価して決定

※※発注方式
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のことを指している。

－ ひ －

１．Ｐ
ピー･エフ･アイ

ＦＩ：Private Finance Initiative（民間資金活用事業）

公共の建物や道路など公共部門が実施していた社会資本

整備を、民間事業者の主導で資金やノウハウを導入する手

法で、採算性の良い事業であれば、委託を受けた民間事業

者が利益を得ることができる一方、国や地方自治体は財政

負担を抑制する効果が期待できる。イギリスの保守党メー

ジャー政権下で 1992 年に公共事業の効率化を目指して導

入されたのがＰＦＩの始まりとされている。国情によって

は異なるが、アメリカやフランスなど欧米をはじめ世界各

国でも同様の取り組みがなされている。フランスでの手法

はアフェルマージュといわれる。イギリスでは公共施設で

のサービスなど幅広い分野で適用されているが、日本では

ハード面の整備に偏る懸念があり、効果が限定されるとの

指摘もある。たとえば車の通行量やベッド数などを基に民

間業者が長期的な収益を試算し、効率的に施設を建設・運

営するのが一般的な仕組み。第三セクター方式との違いは、

官民のリスク分担を事前に明確に決めてから事業をスター

トすることである。ＰＦＩには、大きく分けると３つのタ

イプがあり、民間部門が設計、建設、運営、資金調達を行

い最終ユーザーから徴収した料金でプロジェクト費用を賄

う「独立採算型」（料金徴収型）、民間部門が契約を結んだ

公共機関に対してサービスを提供し、その見返りとして公

共部門から徴収する料金でプロジェクト費用を賄う「公共

サービス提供型」、プロジェクト費用の一部が公共機関か

ら支給されるが、全体の運営、管理は民間企業が行う「ジョ

イントベンチャー型」（一体整備型）である。イギリスで

はその後、労働党ブレア政権が、さらに発展させてＰＰＰ

（Public Private Partenership）と称して、官と民が資金だ

けでなく、対等に知恵や技術などで幅広く協力して公共

サービスを整備しようとする方向を打ち出した。計画から

建設、維持管理、運営までの方法にはいくつかの方式があ

り、民間側が計画・建設を行なった後引き渡し、管理運営

は官側が行うＢＴＯ方式（Build-Transfer-Operate）、民間

側が計画・建設、及び管理運営を行ない、一定期間後に官

側へ管理を引き渡すＢＯＴ方式（Build-Operate-Transfer）、

民間側が計画・建設し、その後も民間側が管理主体となっ

て運営をおこなうＢＯＯ方式（Build-Own-Operate）など

がある。ＰＦＩでは資金調達の面が重要視されることか

ら、イギリスでは銀行などのチェック体制が効果的に機能

しており、資金調達を十分考慮したＤＢＦＯ方式（Design-

Build-Finance Operate）による道路整備が進められている。

イギリスでは、国内の公共事業の約１割をＰＦＩで実施し

ており、適用例は有料道路橋運営業務、海岸整備事業など

多方面にわたっている。日本では公共建築物などいわゆる

ハコモノに対するＢＴＯ方式がほとんどを占めているが、

法制等の運用改善が進められており、徐々にではあるがＢ

ＯＴ方式なども取り入れられてきている。

日本では、平成 11年９月ＰＦＩ法（民間資金等の活用

による公共施設等の整備に関する法律） が制定され、県

内では平成 12年度に始めて常陸那珂港区の北ふ頭公共コ

ンテナターミナル施設の整備及び管理運営事業にＰＦＩに

よる事業を実施している。　→第三セクター（８）

－ ふ －

１．Ｖ
ブイ･イー

Ｅ：Value Engineering

バリュー・エンジニアリング（価値工学）と呼ばれ、建

設関係でのＶＥは、本来必要な機能を損なわずに、ライフ

サイクルコストを最小限にすることを指す。そのため当初

の設計案を設計から施行までのいずれかの段階で見直し、

代替案の提案を行うこと。種類には、設計段階で行う設計

ＶＥと施行段階で行う入札時ＶＥ、契約後ＶＥがある。入

札時ＶＥは同一の成果品を完成させるに当たっての各事

業者の技術提案型競争入札となり、契約後ＶＥは同じ成果

品がえられて原設計とは異なる費用の安い工法や効率のよい

工法の提案を行うもので契約変更を伴う。→発注方式（112）

２．プロポーザル方式：proposal-

発注者が設計者や施工業者を選定する場合､ 設計提案や

技術提案の提出を求め､ 設計コンセプトや施工方法､ 工事

内容､ 価格などを評価して決定する方法｡ 建築意匠や､ 高

度な設計技術・施工技術が要求されるとき採用される手法

である｡

－ ま －

１．前
まえ

払
ばら

い金
きん

工事契約後、請負業者からの請求により、諸運転資金ま

たは資機材調達のために工事請負金額の４割以内相当額を

工事着工に先立って支払うこと。請求がないときは工事

竣工後に全額支払いとなる。なお、平成 16年４月１日か

ら建設業の経営改善、適正施行の確保を目的に、請負代金

５億円までは４割以内、請負代金が５億円を越える部分に

ついては､ その部分の３割以内の前払い金に加え､ さらに

請負代金が 500 万円以上の工事について２割の中間前払

い制度を導入した。この場合、工期、工程及び経費が 1/2

を超えていなければならない。
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２．丸
まる

投
な

げ

一括下請けのこと｡ 元請けが工事に実質的に関与しない

ことを指した言葉で、建設業法第 22条に抵触する｡ 建設

省（現国土交通省）が平成４年 12月に示した定義によれ

ば､ 実質的関与の点で元請けが施工計画､ 工程管理､ 安全

管理､ 品質管理などの企画､ 実施を行うことや下請けとの

施工調整､ 監督、指導などを行い､ 元請けが実質的に関与

したことを示す直接的､ 恒常的な雇用関係を持つ的確な技

術者を置くことが必要であるとされている｡ また、平成

12年 11月 17 日に「公共工事入札契約適正化法」が成立

し、平成 13年４月から丸投げは全面的に禁止されること

となった。　→上請け（107）、横請け（114）

－ ゆ －

１．ユニットプライス型
がたせきさんほうしき

積算方式

ユニットプライス型積算方式は、公共事業の全てのプロ

セスをコストの観点から見直す『コスト構造改革』の取り

組みの一つであり、『「積み上げ方式」から歩掛を用いない

「施工単価方式」への積算体系の転換に向けた取り組み』で、

平成 16 年 12 月から直轄の新設の舗装工事を対象に一部

の工事で試行的に実施されている。

ユニットプライス型積算方式は、発注者がユニットプラ

イス（請負代金の総額を構成する基本区分であるユニット

区分毎に設定された単価）を用いて積算を行うものであり、

積算価格の的確性・市場性の向上、工事目的物と価格との

関係の明確化、契約上の協議の円滑化、請負者の有する技

術力の活用促進、積算業務の効率化等を図ることを目指す

ものである。

本方式においては、発注者と請負者が請負代金額の総額

で契約を締結した後、ユニット区分毎の単価について合意を

行うことにより、契約上の事務手続きの円滑化を図るととも

に、以降の積算単価の改訂の基礎データとする。

積み上げ型積算方式では資材メーカーと下請会社間（或い

は資材メーカーと元請会社間）の取引、市場単価方式では

下請会社と元請会社間（或いは資材メーカーと元請会社間）

の取引を掴んでいるのに対し、ユニットプライス型積算方式

では、元請会社と発注者間の取引を把握したものといえる。

すべての工種をユニットプライス型積算方式により積算

することは困難であるため、見積方式もしくは現行の積算

基準を併用することとなる。　→施工単価方式（110）

－ よ －

１．横
よこ

請
う

け

大手の建設会社同士や中堅の建設会社同士など、同じ規

模の建設会社が元請けと下請けの関係になる請負形態を指

す業界用語。一社でできる工事を二社で分け合うため不必

要なコストがかかり、施工能力のない中小業者が大手に工

事を丸投げして利潤を得る「上
うわう

請け」と同様不適切な行為

とされる。　→上請け（107）、丸投げ（114）

－ り －

１．リバースオークション：reverse auction

通常のオークションは、売手側が販売条件を提示して、

買手側が購入希望価格を上げる方式であるが、これとは逆

に、建設工事などで品質が妥当で最も安い価格を提示した

業者を工事資材の購入先に指定する方式で、建設資材をよ

り安く調達することと、価格決定のプロセスの透明化を目

指すもの。平成18年度から国土交通省で取り組んでいる。
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－ あ －

１．赤
あかせん

線（赤
あかみち

道）・青
あおせん

線（青
あおみち

道）

公共の用に供している道路・河川・公園・海浜地・用排水

路・側溝・公有水面などにおいて､ 道路法・河川法・下水道法・

海岸法・港湾法などの特別法が適用（準用も含む）されない

土地を一般に法
ほうていがい

定外公
こうきょうぶつ

共物と呼び､ 例えば道路法が適用

されていない道路で権
けんばら

原が国有地となっているものを里
さとみち

道、

法定外道路または赤線（赤道）と言い､ 河川法の適用（準用）

されない国有地の水路を普通河川または青線（青道）と略称

することがある｡ これは､ 公図上において道路は赤色に､ 水

路は青色に着色して民地と区別していた名残りである｡

－ か －

１．買
かいと

取り請
せいきゅう

求

都市計画事業の各段階において、事業予定地の地主から

事業者側から用地取得交渉を進める以前に、地主側の事情

により用地買収の請求が出されること。事業者側は、計画

的に事業の進捗を図る以外は予算措置をしていない場合が

多いが、その後の用地交渉を円滑に進めるうえで柔軟な対

応が求められる。一般的に公共事業の際にも買取り請求が

行われる場合がある。

２．換
かんち

地

土地区画整理事業では､ 道路・公園等の新たな公共施設

を整備するのと同時に､個々の住宅の条件を考慮しながら、

最も利用しやすいように宅地の再開発を行うことになる｡

このような､ 元の宅地に対して新しく置き換えられた宅地

を換地という｡ 換地には､ 元の宅地についての権利（所有

権､ 地上権､ 永小作権､ 借地権等）がそのまま移行する｡

換地は、換地処分という方法で原則として地区内で一斉に

行なわれる。

なお､ 換地処分前においても､ 公共用道路などの用地と

して必要がある時は､ もとの宅地の使用・収益が停止さ

れ、仮に権利の目的となる仮換地が指定されることが通例

となっている｡

－ き －

１．基
きじゅん

準宅
たく ち

地価
かか く

格

市町村の固定資産税評価額の基礎となるもので、県内の

約 12,600 箇所の土地を対象に不動産鑑定を行い、各市町

村の最高価格を出したもので、３年ごとに県の固定資産評

価審議会を経て見直しが行われることになっており、平成

15年度には見直しが行われた。

２．基
きじゅん

準地
ち か

価

全国の都道府県が国土法に基づき、毎年 7月 1日現在

で一斉に実施する土地（基準地）の価格調査で昭和 50 年

に地価の高騰を監視する目的で創設された。国土交通省

（現国土交通省）が毎年１月１日現在で土地の評価を行う

「地
ち か

価公
こう じ

示」と手法は同じもの。ただし、地価公示は都市

計画区域内の土地を対象とするため、基準地価は、県内の

全市町村に及び、一部では重複する箇所もある。いずれも

一般の土地取引の指標となるもので、公的機関の地価調査

としては、そのほか相続税、贈与税の算出基準になる国税

庁の「路線価」があり、地価公示の価格の 8割を基準に設

定されている。平成 22年 7月 1日時点の県内の基準地価

の調査地点は、県内 44市町村の 600 地点（住宅地 390、

宅地見込地10、商業地 97、準工業地16、工業地15、調

整区域内宅地 65、林地 7）となっており、用途別の平均変

動率はすべての用途で下落し、特に住宅地、商業地の地価

は平成4年以降19 年連続の下落、林地を除くすべての用途

において２年連続で下落幅が拡大した。（出典：茨城県企画

部水・土地計画課 HP）　→地価公示価格（116）、路線価（118）

３．切
き

り取
と

り補
ほしょう

償

建屋の一部分（屋根・庇など）が事業用地にかかる場合、

建屋本体に影響がなければ部分的な取り壊しに要する費用

だけを補償すること。

－ く －

１．空
くうちゅう

中権
けん

（地下・空中の地上権）

土地所有権、地上権、土地賃借権等は、土地の地表を含

めて、その上下の全部を支配する権利であるが、その土地

の地下または地上空間の上下の範囲を定めて工作物所有の

目的に供する地上権のことをいう。空間利用権ともいい、

昭和 41年に新設され民法第 269 条の 2「区分地上権」は

その代表的なもの。

区分された空間権のうち地表から上方部分を空中権、下

方部分を地下権ともいい、他人の土地に地下鉄を敷設した

り、地上空間に電線を架設する場合などに設定される。

→区分地上権（115）

２．区
くぶん

分地
ちじょう

上権
けん

地上権とは、他人の土地において工作物または竹木を所

有するために、その土地を使用する物権をいい、区分地上

権とは、他人の土地の地下または空間の一部に工作物を設

置することを目的として、上下の範囲を定めて設定された地

上権のことである。霞ヶ浦導水事業における導水管の布設は、

地下20m～ 50mの深さに埋設となるが、大深度地下利用
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法の適用地外のため、ビルの基礎杭や深井戸などの掘削な

どで支障を受けるおそれがあるので保護すべき地下空間に

ついて、代価を払って私権に制限を加わえる区分地上権を設

定している。　→大深度地下利用法（34）、空中権（115）

－ け －

１．減
げんぶ

歩

土地区画整理事業において事業に必要な土地は､ 地区内

の地権者から事業による個々の宅地の利用増進に見合った

分だけ公平に出し合う仕組みになっているが､ この個々の

宅地の地積が事業により減少することを減歩という｡ 減歩

には､ 道路・公園等の公共用地に当てるための土地として

生みだすもの（公共減歩）と事業費の一部を生みだすために

定められる保留地を生みだすもの（保留地減歩）とがある｡

→土地区画整理事業（87）

－ こ －

１．公
こうかくほう

拡法：公有地の拡大の推進に関する法律

計画的に公有地の拡大がはかれるよう、土地の先買い制

度や土地開発公社の設置等を定めた法律（昭和 47年６月、

法律第 66 号）。この法律により都市計画施設等の区域内

の土地や市街化区域内で 5,000㎡以上の土地について、所

有者が有償で譲り渡そうとするときは、都道府県知事に届

け出なければならないとされる。また、都市計画区域内に

所在する 2,000㎡以上の土地を所有するものは、地方公共

団体等に土地の買い取りを希望するときは、都道府県に申

し出ることができる。これらの手続きにより地方公共団体

等に買い取られた場合は、租税特別措置法により譲渡所得

について 1,500 万円の特別控除を受けることができる。

－ さ －

１．三
さんしゃ

者契
けいやく

約

公共事業用地を買収するとき土地提供者が代
だいがえ

替地
ち

を要求

している場合にとられる契約上の措置｡ すなわち本来の土

地提供者が土地買収代金で代替地を直接購入する代わりに

代替地提供者がいた場合には事業者・土地提供者・代替地

提供者の三者が１枚の契約書の様式で処理をすること｡ 事

業地と代替地との間に評価額の差があるときは差額の処理

も同契約書にて処理することができる｡ 代替地提供者の土

地譲渡所得税は、1,500 万円の特別控除が受けられる。

２．残
ざんち

地補
ほしょう

償

公共事業で用地を買収するとき、一筆全部が必要でない

場合に、買収後の残された土地が少ない面積であったり、

形がいびつで使い勝手が悪く土地の価格低下や利用価値の

減少などの損失が生ずる場合に、その減額分を金銭補償す

るもので、次式により算定される。

残地補償費＝｛取得土地の評価額－残地の評価額×

（１－残地売却損率）｝×残地の面積

－ し －

１．事
じぎょう

業認
にんてい

定

土地収用法に基づき一定の公共事業が土地などを収用す

ることのできる事業（３条）であることを決定する国土交通

大臣または都道府県知事による行政処分（16・17 条）の

ことをいう｡ 事業認定の要件は､ 事業が収用適格事業であ

ること､ 土地を収用する公益上の必要があることなどであ

る（20条）。事業認定によって､ 事業を施行する土地の区

域が確定し､ 起業者は､ 収用手続を遂行して収用目的物を

取得することができる地位を得る｡ 都市計画事業について

は、都市計画法 59条の規定による国土交通大臣または都

道府県知事の認可､ 承認をもって事業認定があったものと

みなされる｡

また､ 事業認定を受けることにより 10ha 以下の公共事

業における所得税の 5,000 万円控除の対象ともなる｡

－ ち －

１．地
ちえき

役権
けん

他人の土地をある目的のために一定の方法で利用する物

権のことで原則として契約により設定される。たとえば河

川沿いの広い水田を洪水発生時に遊水池として利用すると

きなどがこれに当たる。例えば 10年に１回の割合で発生

する遊水池の使用で、米が収穫ができないとしたときの補

償を行って地役権を設定したり、最近では都市の立体的利

用に伴い、眺望や日照等の確保のために地役権を設定する

などの事例がある。　→遊水池（65）

２．地
ち か

価公
こう じ

示価
かか く

格

地価公示法（昭和 44 年、法律第 49 号）に基づき、国

土交通省の土地鑑定委員会が毎年１月１日を基準日とし

て、全国の都市計画区域内の標準地（他の類似地の参考

被買収者

事業者 代替地提供者
土地代金

土地名義代替地要求
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となる地点のこと）における正常な価格を判定し公表する

もの。公示価格は、公共事業における土地の鑑定評価を行

う際の基準となるもので、一般の土地取引の場合の指標と

もなる。なお、平成 19年１月１日の県内の選定対象区域

44市町村の住宅地 526 地点、宅地見込地３地点、商業地

128 地点、準工業地 23 地点、工業地 20 地点、調整区域

内宅地 104 地点、林地１地点の合計 805 地点の地価を公

表している。用途別の平均変動率は、すべての用途で下落、

特に住宅地、商業地は 15 年連続の下落、しかし平成 18

年の平均変動率と比較してすべての用途で下落幅は縮小し

ているが、つくばエクスプレス沿線地域の住宅地商業地は

上昇が目立っている。

＜出典：茨城県企画部水･土地計画課ＨＰ＞

平均変動率　＝
用途ごとの継続標準地変動率の合計

用途の継続標準地数

平成 22年 1月 1日の県内の選定対象区域 44市町村の

住宅地 483、宅地見込地 3、商業地 120、準工業地 18、

工業地 17、調整区域内宅地 100、林地 1地点の合計 742

地点の地価を公示している。用途別の平均変動率は、全て

の用途で下落が続いており、住宅地及び商業地は、平成５

年以降 18年連続の下落となった。なお、2年連続で、す

べての用途で下落幅が拡大した。　→基準地価（115）

－ と －

１．等
とうか

価交
こうかん

換

河川改修などで河道を整正すると河川のルートが変わる

ことにより､ 旧河川敷として残る土地と新たに河川用地と

して買収の必要が生じる土地ができる｡ この時､ 新しく河

川用地に必要な土地を旧河川敷の土地の評価額相当の面積

割りで交換することにより買収に替えること｡ 面積の差異

は金額換算で精算することになる｡

また、個人の土地に、デベロッパーが賃貸マンションな

どを建設し、その土地の価格に見合う分として、その建物

の一部を地主の区分所有にするという土地の有効活用法を

等価交換制度という。　→区分所有権（100）

２．土
と ち

地収
しゅうよう

用

土地収用法に基づき､ 公共性の高い事業に必要な土地な

どを強制的に取得すること｡ 土地収用に伴う損失に対しては

補償がなされる｡ これは､ 公共の利益の増進と私有財産との

調整を図り､ もって国土の適正かつ合理的な利用に寄与する

ことを目的としたものであり､ 土地収用の手続は､ ①事業認

定（16 条）②土地調書・物件調書の作成（同36 条）③裁

決手続の開始の決定（45条の2）・審理手続の開始（46 条）

④裁決（47条の2）⑤補償金の支払､ 土地の引渡し・物件

の移転（102 条）等の手順をふむ｡ なお､ 都市計画事業は､

土地収用の適格事業に該当するとみなされるほか、土地収

用法による手続と異なる特別の取扱いがなされている｡

－ は －

１．幅
はばぐい

杭

通常、道路改良工事や河川改修工事などで具体的な用地

交渉に入る前に、事業に必要な土地の区域（用地の幅）を

現地で示すため、20m間隔に打ち込んだ頭を赤く塗った

半
はん ざ

割き丸太（径 12㎝くらい）のこと。取り付け道や構造

物が予定されている箇所では、変化点にも設置され、地権

者に明瞭に事業地の区域を明示することができる。切り土・

盛り土などの法面や構造物が予定されている箇所では用地

幅は広くなり、中心線から杭までの幅もそれに応じて広く

なる。この幅杭設置により地
ちせき

積測量図が作成され必要な用

地面積が計算される。

－ ひ －

１．引
ひ

き移
いてんほしょう

転補償

事業用地にかかるための家屋補償のひとつで、敷地に余

裕がある場合は、建物を壊さずに建屋はその状態のままで

コロなどを使い静かに移動させる補償方法のこと。

－ よ －

１．用
ようち

地国
こくさい

債

下水処理場などの用地の買収で単年度に一体的に処理す

る必要があるときには国庫債務負担行為の手続きを行って

当該年度に先出しで土地を購入し､ 翌年度以降４年間にわ

たって用地に関わる国庫補助金の交付を約束するシステ

ム。　→債務負担行為（５）

２．用
ようち

地先
せんこうしゅとく

行取得　→公拡法（116）

－ り －

１．立
りゅうぼく

木補
ほしょう

償

用地補償費のうち、家屋・店舗・工場などの敷地内に植

栽されている庭木や観賞木の伐採について、その木の大き

さや太さに応じた金額を支払うこと。そのほかに用材林、

薪炭林、収穫樹、竹木、苗木などの種類がある。
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－ ろ －

１．路
ろせん

線価
か

主要道路に面した土地の１㎡当りの課税上の評価額のこ

と。県内の住宅地、商業地、工業地の 13,000 地点（全国

41万地点）の標準宅地について評価。国土交通省が毎年

発表する地価の公示価格をベースに、売買事例や不動産鑑

定士などの意見を参考に、１月１日時点の価格を算出し、

国税庁が８月頃発表する。相続税や贈与税、地価税の算定

基準になるもので公示価格の８割程度を目安に算定され

る。



環 境
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－ あ －

１．アサザ

平地の湖沼､ ため池などに生育する多年草植物で水中の

泥の中を這う茎から長い葉柄をのばして水面に葉を広げ､ 初

夏から夏の終わりまでキュウリの花に似た黄色い花を咲かせ

る｡ かつては北海道から九州まで広く分布していたが埋め立

てや水質汚濁のため急速に減少し､水辺の絶滅危惧種になっ

ている｡ 霞ヶ浦でも減少が著しく､ 水辺の自然復元を目指し

て百年後の自然と人間の共生する文化を復活させようと小学

生やボランティアなど大切に育てたアサザの苗の植え付けを

行う ｢アサザプロジェクト｣ が進行している｡

２．Ｒ
アール

Ｄ
･ディー

Ｆ
･エフ

：Refuse Derived Fuel

ＲＤＦは､ごみ固形化燃料のことで一般廃棄物を破砕し、

石灰を混合して高温・高圧で圧縮して固形化したもの｡ 石

炭と同程度の 5,000K㎈ /㎏の熱量を持つ燃焼材として発

電や蒸気の製造に利用する｡ ダイオキシン対策と資源の再

利用の観点から注目され､ 平成 10 年 12 月神栖町に県・

１市２町・78企業の出資による第３セクターの「鹿島共

同再資源化センター株式会社」（神栖市東和田）が設立さ

れ､ 平成 13年４月から稼働を開始した広域鹿嶋ＲＤＦセ

ンター（鹿嶋市平井）と平成 14年４月に稼動を開始した

広域波崎ＲＤＦセンター（神栖市豊ヶ浜）からのＲＤＦを

受け入れ、鹿島臨海工業地帯に立地する 78社からの産業

廃棄物の助燃剤として利用し、売
ばいでん

電を行っている。 

また、分別収集による紙・プラスチックを固形化燃料と

するＲＰＦ（Refuse Paper & Plastic Fuel）もある。

－ い －

１．Ｅ
イー･エム･エス

ＭＳ（環境管理システム）

環境マネジメントシステムともいい、環境を継続的に改

善して環境事故を未然に防止していくために、組織として

の方針、目的、目標を立て、その実現を目指していくため

の活動システム。その手法として組織の自発的活動である

ISO14000 の認証取得があり、具体的には「計画」を立て

てそれを「実行」し、その結果を「評価」して「改善」す

るものである。

－ う －

１．上
うわの

乗せ規
き

制
せい

水質・大気・騒音などについて、国が法律で定めた汚染物

質の規制基準（一律基準という）では、生活環境が守れない

場合に、都道府県が独自に条例を制定し、さらに厳しく定め

た規制値のこと。茨城県では、「茨城県公害防止条例」で各

水域ごとに有害物質や生活環境項目について、さらに「茨城

県霞ヶ浦の富栄養化の防止に関する条例」で窒素・リンにつ

いて、それぞれ上乗せ値を定めている。  →横出し規制（126）

－ え －

１．エコセメント

都市ゴミ焼却灰には、セメントと共通の化学成分 CaO、

SiO2、Al2O3、Fe2O3 などが含まれており、少ない CaOを石

灰石で補って1400℃の高温で焼成すると、焼却灰に含まれ

ている諸成分と石灰石の主成分である酸化カルシウムが絡み

合って、普通セメントを構成するものと同じ鉱物が生成され、

これをエコセメントと称している。この環境負荷低減型セメ

ントは、有害なダイオキシン類は焼成分解し、重金属類は

分離回収され、有効成分はセメントとなり、廃棄物は一切環

境に流出しない。このセメントは原料として焼却灰などが乾

燥ベースで50％以上含み、焼却灰内に含まれる塩化物イオ

ンは、1,000ppm 以下に抑えることが必要となる。

２．エコツーリズム：ecotourism

環境学習型観光と訳され従来のお仕着せの観光地旅行と

は異り、地域の文化的特色やそこで見ることのできる景観

や野生の動植物を観察、学習、楽しむことを目的とする。

比較的乱開発されていない自然地域への旅行のことを指

し、環境教育の面をもった自然指向型の観光のこと。

→グリーンツーリズム（20）、アーバンツーリズム（19）

３．エコミュージアム：eco-museum

'60 年代、フランスの博物館学者のジョルジュ・アンリ・

リヴェールの提唱により生まれた活動である｡ 地域という「博

物館｣ に､その地域の歴史や自然､ 産業や住民の生活を「展

示｣ するという考え方で地域づくりを行うもので､ いわば「地

域まるごと博物館｣ といえるものである｡ 文化財や収蔵品を

1つのエリアに収集して展示物とするのではなく､ 動植物や

伝統的な習慣など､ 地域全体を展示の対象としており､ 屋内

博物館や野外博物館とは異なる｡ 日本でも､ エコミュージア

ムによって地域文化を見直し､ 来訪者が地域の生活を体験

できることなどが認められ､ 農林水産省の農業構造改善事

業の1つとして ｢田園空間博物館整備｣ が制度化された｡

本県では、利根下
しもうさ

総地区（常総市､ 坂東市､ 五霞町､ 境

町､ 守谷市）を対象として125㎞程度の周遊ルートが計画さ

れており､ 既存施設や集落を活用した拠点整備とあわせて、

案内板の設置、谷
や つ だ

津田・ため池・水路等の農業基盤を整備、

地域文化の伝承や体験を行える田園空間の保全・創出が展

開される予定である｡
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４．エコロジカルネットワーク：ecological network（和）

都市の生態系の回復を図るため、生物の生息・生育空間

として重要な緑地を核として、都市間に点在する自然や緑地

を相互に連結するネットワークを構成することによって、生物

の移動を容易にし、多様な生物生息空間を確保すること。

５．エコロード

自然の生態系に配慮し、道路構造物が野生動物の移動を

分断しないように専用の横断トンネルなどを設置して対策

を講じた道路。

６．エル・ニーニョ：El Ni ｅ no

エルはスペイン語の定冠詞でニーニョは男の子を意味

し、定冠詞が大文字になると男の子でも ｢幼子イエス・キ

リスト｣ を指すようになる｡ ペルー最北部のグァキャル湾

に面する地方では､ クリスマスの時期グァキャル湾を南に

向かってエルニーニョ海流と呼ぶ塩分の少ない暖流が南下

し､ ヤシやオレンジ､ バナナが流れ着いて暖流系の魚も

集まってくる｡ これをクリスマスの贈り物と見立ててエ

ルニーニョと称している。通常この現象は 3月に終わり、

プランクトンを豊富に含む寒流のフンボルト海流が、ペ

ルー沿岸を北上して湧昇となり、元の冷水域となるが、3

月以降も続くと寒流系のアンチョビー漁は壊滅的打撃を受

ける｡ 数年おきに、中部太平洋上においてペルー沖の海水

温が高く､ フィリッピン沖の海水温が低くなる、いわゆる

エルニーニョ現象が数年間も続いて、地球規模の広がりで

の大気循環システムが変化することがあり、日本も含めた

世界的な天候不順や異常気象の原因となって干魃・大洪

水・寒波などの大きな災害をもたらすことが多くなる。エ

ルニーニョのきっかけは、西風バーストと呼ばれる偏西風

の南側への蛇行などが原因で赤道上を西に向かって流れる

北東貿易風が弱まるためといわれている。またペルー沖の

海温がさらに上昇した気象状態を指して、女の子という意

味のラ・ニャーニャ（la nina）とも呼んでいる。

－ お －

１．オオタカ

ワシタカ科｡ 全長約 50㎝｡ 翼を広げると約 110㎝の大

きさがあり､ 主にツグミやハトなどの鳥類を捕獲する｡ 平

地から山地の森林で繁殖し､秋冬には開けた農耕地､湖沼、

河川の周辺に移動する｡ 2006 年 12 月公表の環境省鳥類

レッドリストにて絶滅危惧 II 類（ＶＵ）から準絶滅危惧種

（ＮＴ）にランクが変更された。　→レッドデータブック（127）

－ か －

１．外
がいらいせいぶつほう

来生物法（特定外来生物による生態系等に係る被害

の防止に関する法律）

特定外来生物の飼養、栽培などその他の取扱いを規制す

るとともに、特定外来生物の防除等の措置を講じて、生態



－ 121 －

系等に係る被害を防止し、生物多様性の確保、人の生命及

び身体の保護、農林水産業の健全な発展に寄与し、国民生

活の安定向上を図るための法律。

２．環
かん

境
きょう

アセスメント：茨城県環境影響評価条例

茨城県環境影響評価条例は、平成11年 3月に制定され、

道路・鉄道・発電所・廃棄物処理施設などの17 種類の事業

で一定規模以上の新設の場合に適用される。規模の概要は、

調査・予測・評価する環境影響評価項目は、大気・水質・

騒音などの生活環境項目、動物・植物・生態系などの自然

環境項目、景観や自然との触れ合いに関する項目、廃棄物

や CO2 など環境への負荷に関する項目などについて定め

ることになっている。また、手続き的には、まず上記各項

目についてとりまとめた環境評価方法書を作成し、広告・

縦覧して住民の意見や知事の意見を参考に環境影響評価を

実施し、環境影響評価準備書を作成する。

この準備書により、広告・縦覧、説明会、公聴会等を経

て住民・知事の意見を反映し、環境影響報告書としてまと

め広告・縦覧する。工事着手後は事後手続きとして追跡調

査を実施し、県・市町村に報告する。

３．環
かんきょうかいけい

境会計

近年、環境問題は、地球的規模に拡大し、環境対策は常

に経済活動と表裏一体の関係にあるので、事業者が環境対

策にかかる費用とその効果について、金額的に算定して明

らかにするもの。ただし、費用や効果の算定、基準等につ

いて一定のルールはまだできていない。

４．環
かんきょうかんり

境管理システム：ＥＭＳ

ＩＳＯ 14001 に沿って、発注者から受注者に対し､ 工

事で達成すべき環境に関する目標および遵守すべき法・条

例などを示すこと｡ 　→ＥＭＳ（119）

５．環
かん

境
きょう

ホルモン：endocrine disrupters：外因性内分泌

撹乱化学物質

環境中にある化学物質が、生物の体内であたかもホルモ

ンのような振る舞いをして生体内のバランスを崩してしま

うこと｡ ダイオキシンやＰＣＢなどの残留農薬､ ビスフェ

ノールＡなどのプラスチック関連物質､ 界面活性剤などが

原因物質となり､ かなり低い濃度でも影響があるという。

下水処理水中や河川表流水中にあると上水道に影響を与え

る｡ 県では平成 20 年度に県内の主要河川・湖沼 20 水域

においての水環境中の内分泌攪乱化学物質（環境ホルモン）

を調査した。調査対象物質は、これまでの国の調査研究の

結果で魚類（メダカ）に対して内分泌攪乱作用が確認され

ているノニルフェノール、ビスフェノール A、4-t- オクチ

ルフェノールの 3物質。調査の結果、ノニルフェノール

は全ての水域で不検出。全て、ビスフェノール Aは 19水

域で検出されたが、魚類（メダカ）に対する影響がないと

予測される濃度（予測無影響濃度）の 1／ 20程度であっ

た。4-t- オクチルフェノールは 9水域で検出されたが、い

ずれも予測無影響濃度を下回った。

－ く －

１．クマタカ

クマタカは､ 絶滅危惧種に指定されているタカ目タカ科

の大型のタカで､ 頭から背・翼の表面が黒褐色で裏は白に

近い色をしており､ 尾には白と黒の縞模様がある｡ 本州で

は標高 1500 ｍあたりまでの山腹の混交林の針葉樹の大木

に営巣し､ 12 月から翌年の 8月頃までが繁殖期である｡

本県の奥久慈地域では､その飛翔が確認され､奥久慈グリー

ンラインの工事や龍神ダム副堰堤の工事などが繁殖期を避

けて工期を変更するなどの影響を受けており事前の十分な

調査が望まれる｡ また茨城県がダム乗りしている栃木県の

湯
ゆにしがわ

西川ダムにおいてもクマタカの営巣地を避けるため付け

替え道路のルートの変更やトンネル化など大幅な工事費の

増額が見込まれている｡ 　→レッドデータブック（127）

２．グリーン購
こうにゅうほう

入法

平成 12 年 5月 31 日に公布された「国等による環境物

品等の調達の推進に関する法律」のことで、国や地方公共

団体、事業者、国民は地球温暖化、大気汚染・水質汚濁、

生物多様性の減少、廃棄物問題などの環境問題に対処する

ため、環境への負荷の低減を図る原材料、部品、製品およ

び役務の調達に努めることを定めたもので、資源採取から
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廃棄に至る物品等のライフサイクル全体にわたって環境負

荷低減を考慮した物品等と選択購入すること。公共工事に

おいても低環境負荷資材の使用や環境負荷の少い工法の選

択を図る必要がある。

３．COOL BIZ（クールビズ）

温室効果ガス削減のために、政府が提唱する国民運動の

一環。エアコンの温度設定を 28℃とし、快適に過ごすた

めのノーネクタイ、ノー上着ファッションのこと。

－ け －

１．ケナフ：kenaf（ペルシア語）

インド・アフリカ原産のアオイ科の熱帯植物の１年草で

成長が早く地球温暖化の一因となるＣＯ２の吸収が普通の

草本の 10倍もあるとされ､ また富栄養化の進んだ霞ヶ浦

や河川水などのチッソ・リンをよく吸収して水質浄化にも

大きな効果がみられ､ 同時に良質な紙の原料となることか

ら最近注目されている｡ しかし､ 外来種であるため既存の

生態系を乱すおそれもあり､ 積極的な導入には慎重な意見

もある｡

２．建
けんせつはっせい

設発生土
ど

リサイクル推
すいしん

進事
じ

業
ぎょう

本県においては従来、公共事業から発生する建設残土は、

工事間流用や指定処分場が無い場合請負業者の自由処分と

していたが、適正な処分が徹底されず不法投棄を招く原因

ともなっていた。そこで、茨城県では平成 8年度から㈶

茨城県建設技術管理センターにストックヤードの設置・管

理運営を行わせることとし、併せて平成 10年度には「建

設発生土再利用要領」を制定し、リサイクルの優先順位、

運搬距離、発生工事側での土質改良、発注設計書における

処分先・費用等の明確化、関係市町村との調整等の取扱い

を定め、各市町村にも協力を要請した。

これら組織面、制度面での対応を図ったことにより、ス

トックヤードもほぼ県内にまんべんなく配置され、平成 8

年度から平成 17年度までの 10年間での利用が約 480 万

㎥を超え建設発生土のリサイクルが着実に進展している。

受入できる土砂は、公共事業等で再利用できる第 3種

建設発生土相当以上としており、それ以下の土砂は天日乾

燥や石灰・セメント等により改良したものとしている。

言い換えれば、概ねコーン指数で 400KN/㎡以上、見た

目の判断目安は、土砂の上を人が容易に歩け、湿地ブルドー

ザーで施工可能な土砂としている。

３．建
けんせつ

設副
ふくさんぶつ

産物リサイクル：-recycle

建設工事に伴い発生する木材・コンクリート塊・アスファ

ルト塊､ 建設汚泥などの建設廃棄物と建設発生土（残土）

を建設副産物と称している｡ このうち建設廃棄物は､ 産業

廃棄物の年間排出量約 4億ｔの約 2割を､ 不法投棄の 9

割弱を占めていることから､ リサイクル化を図って絶対量

を減らす努力が急務となっている｡ コンクリート塊はその

まま路
ろばん

盤材やコンクリート用骨
こつざい

材として､ アスファルトは

再
さい

生
せい

合
ごう

材
ざい

として舗装材に､ 汚
おで い

泥は土
つちかべ

壁材料・窯
よう

業
ぎょう

材料・アー

トソイルなどに､ 木材はチップや炭化材などに､ 残土は盛

り土材としての再利用が図られている｡ 平成 12年 5月に

は､ 一定規模以上の住宅・マンションなどの建築物等建設

工事に対し分
ぶんべつ

別解
かいたい

体と再資源化を義務づける ｢建設工事に

かかわる資材の再
さい し げ ん か

資源化等に関する法律｣（建設リサイク

ル法）が制定されたところである｡ 建設リサイクル法は、

①分別解体等及び再資源化等の義務付け②発注者・受注者

間の契約の手続きの整備③解体工事業者の登録制度の創設

④基本方針の策定⑤罰則規定を定めている。リサイクル対

象は、コンクリート、アスファルト、木材の三品目。解体

工事会社の登録制度を設け技術管理者の配置が義務づけら

れると同時に発注者も処分の確認を義務づけられている。

平成 14年 5月からは建設リサイクル法が完全施行されて

おり、「建設リサイクルガイドライン」及び「リサイクル

原則化ルール」がとりまとめられ、国土交通省の事業に適

用されている。茨城県でも国土交通省に準じた取り組みを

行っている。

＜建設リサイクルガイドライン＞

公共工事発注者としての責務を徹底させるためのガイド

ライン。

①計画・設計段階におけるリサイクル計画の策定

②工事事務所において、リサイクルの徹底に向けた検討体

制の強化

③リサイクル実施状況のとりまとめ

＜リサイクル原則化ルール＞

①経済性にかかわらず実施する ( 原則化 )

②指定副産物の工事現場からの搬出方法を義務づけ（再資

源化施設への搬出を義務づけ、など）

③再生資材等の利用

・再生骨材については、40㎞以内に再資源化施設があ

ればそこから利用

・再生アスファルトについては、40㎞以内かつ 1.5 時間

以内に再資源化施設があればそこから利用

・建設発生土については、50㎞以内に他の建設工事が

あればそこから流用

＜参考 : 国土交通省リサイクルＨＰ :

http://www.milt.go.jp/sogoseisaku/region/reycle/refrm.htm＞

→コンクリート再生砕石（32）、再生合材（123）、建設発

生土リサイクル推進事業（122）
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－ こ －

１．個
こべつ

別指
して い

定制
せい ど

度

産業廃棄物となる建設廃材のうち、処分場の確保や処分

費用の増大など地球環境の保全や省資源の観点から、再利

用可能なものについてはできるだけ再資源化を図る必要が

ある。この方法には、有価物として再販される資材につい

ては産業廃棄物の取り扱いを受けなくなる場合と、もう一

つは個別指定制度により、廃棄物の種類や発生場所、再生

利用する場所などあらかじめ用途を限定して産業廃棄物処

理業の許可がなくても廃棄物の再生利用を可能にするもの

で、都道府県知事が指定して許可するもの。ただし、この

制度は省令に基づくもので不適正な行為が行われても条例

などで行政処分ができないなど全国的には、運用例がまち

まちであるが、本県では小
こや ま

山ダムと梅
ばいこう

香トンネルの 2ヶ

所で処理済みのシルト系土砂をこの指定を受けて再利用処

分を行った。

一方、環境大臣が認定する再生利用認定制度は、一定基

準に適合した廃棄物について産廃処理業の許可がなくても

再生利用ができるもので、河川浚渫土砂をスーパー堤防の

盛土材料としてだけに用いる場合に用途が限られている。

－ さ －

１．再
さいせいごうざい

生合材

舗装に使用されるアスファルト合材はアスファルトと砕

石､ 砂を加熱混合して製造されるが､ 地球温暖化防止およ

び経済性の観点から産廃である舗装廃材を破砕したものに

アスファルトを必要量加えて製造された合材｡ 合材工場で

の品質管理により新品で製造された合材に遜色ない品質が

得られる｡ 茨城県土木部が発注する土木建築工事では、再

生合材等について指定工場制度がとられており、茨城県土

木部が指定した工場から納入されなければならない。再生

合材の指定工場は平成 22 年 6月 1日現在県内 26、県外

5の合計 31箇所あり、再生合材については、リサイクル

原則化ルールに基づき、工事現場から 40km 以内かつ運

搬時間 1.5 時間以内に再資源化施設があればそこから利用

することとなっている。

〈参照：茨城県土木部検査指導課HP：

http：//www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01class/class03/〉

→建設副産物リサイクル（122）、アスファルト再生路床

材（27）

２．再
さいせい

生利
りよ う

用認
にんてい

定制
せい ど

度　→個別指定制度（123）

－ し －

１．指
し

定
てい

湖
こ

沼
しょう

「湖沼水質保全特別措置法（湖沼法）」（昭和 59年 7月、

法律第 61号）で、環境基本法に定める水質環境基準が達

成されていない湖沼で、水質汚濁防止法による工場・事業

場に対する排水規制に加え下水道の整備や農業対策などの

水質保全に関する総合的な施策を講ずる必要があるとして

指定を受けた湖のこと。本県では霞ヶ浦が昭和 60 年 12

月に指定され、全国では、琵
び わ こ

琶湖（滋賀県・京都府）、印
いん

旛
ば

沼
ぬま

、手
て が

賀沼
ぬま

、児
こ

島
じま

湖
こ

（千葉県、各昭和 60 年度）、諏訪

湖（長野県、昭和 61年）、釜
かまふさ

房ダム（宮城県、昭和 62年

度）、中
なかうみ

海、宍
しん

道
じ こ

湖（鳥取県・島根県、各昭和 63 年度）、

野
の

尻
じり

湖
こ

（長野県、平成 6年度）が指定されている。指定

ののちは、具体的な湖沼水質保全計画の作成が義務づけら

れ、昭和 63年 3月に「霞ヶ浦に係わる水質保全計画」（第

1期）が策定され、5年ごとに計画を見直し、改定するこ

ととされている。平成18年度に第5期計画が策定された。

２．自
じどうしゃ

動車リサイクル法

自動車メーカーを含めて自動車リサイクルに携わる関係

者に適正な役割を担うことによって、使用済み自動車の積

極的なリサイクル・適正処理を推進するための法律。

３．循
じゅん

環
かん

型
がた

社
しゃ

会
かい

　（※※次頁表参照）

平成 12年第 147 国会において､ 循環型社会の実現に向

けたリサイクル関連６法が成立｡ まず､ 大量廃棄社会から

循環型社会へ転換を図るための基本概念を掲げる① ｢循環

型社会形成推進基本法｣ でゴミの発生の抑制や製品の一部

回収の義務化､ ゴミ排出者への現状回復責任などを明確化

している｡ 関連して､ ②建設副産物の適正処理と再資源化

の促進のための分別解体や再資源化を義務づける ｢建設リ

サイクル法｣（建設工事にかかわる資材の再資源化等に関

する法律）､ ③産廃の適正処理や現状回復､ 国・地方自治

体の責任の明確化をうたった ｢改正廃棄物処理法｣､ ④事

業者が自主的に回収資源の再利用を進める現行の再生資源

利用促進法を拡充した ｢資源有効利用促進法｣､ ⑤省資源、

省エネが図れる資材機器購入を促進する｢グリーン調達法」

（環境物品調達促進法）､ ⑥生ゴミの肥料化を推進する ｢食

品リサイクル法｣（食品循環資源の再利用促進法）がそれ

ぞれ整備され､ 従来の ｢容器包装に係る分別収集及び再商

品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）」、「特

定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）｣ と合わせ

て循環型社会への転換を目指している｡
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４．静
じょうみゃくぶつりゅう

脈物流システム（G
グ リ ー ン

reen l
･ロジスティック

ogistics）

静脈物流とは、回収物流の別の呼び方で、一度最終消費

者まで行渡った製品、商品をリユース、リサイクルする目

的で集荷し、再資源化拠点まで運搬することをいう。これ

に対し、生産された製品が企業や消費者に届く流れを動脈

物流と呼ぶ。消費のための物の供給は動脈物流であり、供

給の対照として回収を行うことは静脈物流である。

－ す －

１．スクリーニング手続き

一定規模未満の事業についても、環境影響評価の対象と

するか否かを個別の事業ごとに判断する手続きのこと。

２．スコーピング手続き

環境影響評価の調査実施の前に、調査等に関する情報を

地方公共団体や住民・専門家等に提供し、意見を幅広く聞

いて、具体的な調査項目等の設定を事業者が個別に判断す

る手続きのこと。

－ せ －

１．生
せいかつはいすいたいさくじゅうてんちいき

活排水対策重点地域

水質汚濁防止法第 14条の７の規定により、水質環境基

準が継続的に達成されず、かつ生活排水の汚濁負荷量の高

い地域を知事が指定して、各種の生活排水対策を重点的に

実施する生活排水対策推進計画を定め、水質汚濁防止につ

とめる地域。県内では平成２年度に土浦市が指定され、以

後平成 17年度末までに計 18地域が指定されている。

２．ゼロエミッション：zero emission

排出抑制、再利用、再資源化といった手法を用いて、家

庭、工場、農園からの廃棄物をゼロまたはゼロに近い状態

にすること。建設工事においては、環境への負荷の少ない

循環型社会システムの構築を図るため、徹底した発生抑制、

再使用、再生利用を行いゼロエミッション化（廃棄物のゼ

ロを目指す）を図る工事が実施され始めている。

※※循
じゅん

環
かん

型
がた

社
しゃ

会
かい
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－ て －

１．Ｔ
ティー･イー･キュー

ＥＱ：Toxic Equivalents（毒性等量）

ダイオキシン類はさまざまな種類があるが、すべてに毒

性があるわけではなく、毒性があるものはポリ塩化ジベ

ンゾ・パラ・ジオキシンで７種類、ポリ塩化ジベンゾフラ

ンで 10 種類、コプラナーＰＣＢで 12 種類である。それ

らの毒性の強さは同じではないため、最も毒性が強いとさ

れる 2,3,7,8 －四塩化ジベンゾジオキシン（TeCDD）の毒

性を 1とした場合に他のダイオキシン類の毒性の強さを

換算したＴＥＦ（Toxic Equivalency Factor：毒性等価係

数）の数値を、測定したダイオキシン化合物の濃度に掛け

て 2,3,7,8 －四塩化ジベンゾジオキシンの量に換算して表

したものをＴＥＱという。たとえば測定した 1,2,3,4,7,8

－六塩化ジベンゾジオキシンの濃度が 10 ピコグラムな

ら、ＴＥＱはＴＥＦ値に0.1 を掛けた1ピコグラムとなる。

水質の場合は 1pg-TEQ/L、大気では 1pg-TEQ/㎥、土では

1pg-TEQ/g で表す。

２．典型７公害

大気汚染､ 水質汚濁､ 土壌汚染､ 騒音､ 振動､ 地盤沈下、

悪臭の７つを指し､ 典型７公害以外では日照､ 通風障害、

光害､ 電波障害､ 土砂の散乱､ 土砂の流出､ 不法投棄､ 糞

尿の害､ 害虫等の発生､ 火災の危険､ 動物の死骸放置､ そ

の他（汚水流出､洗車場の汚水散布､雑草等の花粉の浮遊、

雑草等による交通視野妨害など）がある｡ 典型７公害に関

する規制法令は､ 大気汚染防止法､ 水質汚濁防止法､ 騒音

規制法､ 振動規制法､ 悪臭防止法､ 県の公害防止条例など

があり､ その他の関連する法令としては､ 建築基準法､ 消

防法､ 工場立地法､ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律な

どにより規制を受ける｡ 特に建設関連では､ 市街地での工

事に伴う騒音､振動の対策や造成工事における土砂の散乱・

流出､ 建設廃材等の産業廃棄物の適正な処分などの各対策

に十分に留意する必要がある｡

－ と －

１．土
ど

壌
じょう

汚
お

染
せん

対
たい

策
さく

法
ほう

有害物質を扱う工場が廃業した場合や、工場が宅地など

に用途変更した場合に、土地所有者に汚染調査を、汚染

原因者に浄化対策を義務づける法律。調査の結果、基準値

を超える汚染が発生した場合は、都道府県に指定区域（リ

スク管理地）として登録され、その上で対策の実施が義務

づけられる。この法律施行により、売り出し前の土地資産

価値の適正評価ができるようになり、土地取引が正常化す

ることが期待される（平成 14年５月法律第 53号）。平成

19年 6月環境省は、本法制定後 5年が経過し課題が明確

化してきたことから、土壌汚染対策の整理検討を図ること

を目的とし、「土壌環境施策に関するあり方懇談会」を、水・

大気環境局長諮問により設置した。区域指定（要措置区域、

形質変更時要届出区域）や汚染土壌の搬出等に関する規制

について、大幅に改正された平成 22年 4月 1日改正法が

施行されている。懇談会での検討項目（現状把握、課題整理、

解決策）は、①法律の対象範囲（現在行われている対策の

大部分は法律の枠外で実施されている）②対策のために搬

出される汚染された土の適正処理の確保③ブラウンフィー

ルド（汚染された土地が浄化されずに放置されること）へ

の適切な対応。

２．土
ど

壌
じょう

シードバンク

埋
まい

土
ど

種
しゅ

子
し

集
しゅう

団
だん

と訳され、土壌中・水中で生存力を保って

いる種子などの集団のこと。霞ヶ浦では、現在姿を消してし

まった植物でも死滅してしまった訳ではなく、湖底のヘドロ

の中に豊かな土壌シードバンクが存在しており、この土壌シー

ドバンク中の休眠状態の種子に適度な水分や湿度、光など

発芽に適した環境条件を整えてやると発芽・生育させること

ができる。（独）土木研究所の美
み ほ

浦村木
き

原
はら

の湿地実験池では、

十種類の水生植物の発芽・生育が確認されている。

－ は －

１．ハニカムチューブ：honeycomb tube（和）

霞ヶ浦の水を原水とする企業局県南水道大
おおいわた

岩田浄水場に

おいて､ 水道用水のカビ臭を除去するため昭和 60年２月

に導入されたプラスチック製の蜂の巣状の多孔質接触ろ材

装置｡ これに新鮮な空気を大量に送り込みながら、水道原

水を何回も循環させ、ろ材の表面に付着した微生物の作用

で臭気が除かれる｡ 現在は活性炭吸着を併用している｡

－ ひ －

１．Ｐ
ピー･アール･ティー･アール

ＲＴＲ法
ほう

：Pollutant Release and Transfer Register

工場・事業場において、事業活動に伴って発生する人の健

康や生態系に有害なおそれのある化学物質について、環境

に排出される量や廃棄物としての移動量を把握し、その結果

を行政に報告し、行政が情報公開する制度で、化学物質の

排出抑制と適正な管理を行うことを目的としている。平成11

年 7月に公布され、前年度1年間の排出量・移動量を把握し、

4月1日から６月30日までに都道府県を経由して国に届け

出、国は集計結果を公表する。本法で把握・届出の対象と

なる化学物質は354 物質となっている。届出の対象業種は

23 種あり、下水処理場も対象事業となっている。
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２．ビオトープ：Biotop（独）

生物を意味する bios と空間を意味する tops を合成した

ギリシャ語を語源とするドイツ語で､ 生物の生息空間と訳

される｡ 様々な野生生物が自然のままで生きることができ

る森林や湖沼､ 草地､ ヨシ原､ 川辺､ 干潟などをさすが､

開発などが進んでビオトープそのものが減少してきている

ため､ その保全や復元が急務となっている｡

→多自然川づくり（56）､ ミティゲーション（126）

３．ヒヌマイトトンボ

昭和 46年７月７日､ 涸沼のほとりで廣
ひろ せ

瀬誠
まこと

・小
こす げ

菅次
つぎ お

男

によって発見された我が国特産の小型のトンボ｡ 生息域は

限られ太平洋沿岸部のヨシ・マコモなどが密生した汽水性

の水域に点在的に分布している｡ 平成 12 年３月 18 日に

開通した ｢利根かもめ大橋｣ の建設の際に利根川左岸の茨

城県側のヨシ帯に生息が確認されたため､ 着工を延期して

工法を盛り土堤体から長スパンの橋脚方式に変更し､ また

ヨシ帯の移植なども行った｡

－ ふ －

１．ファシリテーター：facilitator

環境教育や地域活動の取り組みなどにおいて、専門家の

立場からアドバイスを行って、住民の意識や認識を高め

るアドバイザー（advisor：助言者）、さらに現状の把握や

推進上の課題、人材の情報などをもとに、既存の組織や有

資格者の活躍の場の形成を図って運動への取り組みの手

がかりや実際の行動などへ誘導を図るコーディネーター

（coordinator：調整者）などは、やや第三者的な役割とい

えるが、ファシィリテーターは、「そそのかし役、推進役」

との意で、地域活動において自らが地域への理解や率先的

な行動力を持ち、高い問題意識と実践的な行動力を備えた

人材として運動をリードして行く人とされ、環境問題をは

じめ、自然・文化・地域づくりなどから人口問題・食糧問

題・エネルギー問題など幅広い活動テーマに及んでいる。

２．ファームポンド：farm pond

霞ヶ浦開発により湖岸堤が整備される以前は、霞ヶ浦流

入河川付近には湿地帯や溜め池があったり、河川の無い

所でもたくさんの農業用の溜め池や沼があり、霞ヶ浦へ流

入する前に直接汚濁分などが沈殿するなど緩衝的役割をに

なっていた。最近霞ヶ浦水質改善のために復活の声も出て

いるが土地利用状況から言ってもかなり困難であるため、

湖内湖（ウェットランド）がその代用手法となっている。

→ウェットランド（46）

３．富
ふ

栄
えい

養
よう

化
か

湖や内湾などでは､ 水が滞留する時間が長いため生活排

水や工場排水､ 農地からの肥料の流入などによって窒素や

リンなどの栄養塩類が大量に蓄積し､ プランクトンや藻類

が大量発生して溶存酸素を消費するようになる｡ 水温な

どの条件によってアオコや赤潮などの発生によって水産業

に大きな影響を与えたり､ 不快な景観や臭気など問題が多

い｡ 霞ヶ浦・牛久沼・涸
ひ

沼
ぬま

はいずれも富栄養化している｡

－ み －

１．ミティゲーション：mitigation

開発行為や施設の整備によって､ 自然や緑､ 生物の生息

空間（ビオトープ）が失われたり､ 水の地下浸透や河川への

流出状況が変わって環境に大きなマイナスの影響を与える場

合､できるだけその影響を緩和したりまたは少なくしたりする

措置をいう｡ この対応の段階には､ 開発に伴う自然への影響

を回避（avoid）するため開発をやめる､ 自然への影響を最

小化する（minimize）､ 影響を矯正する（rectify）､ 影響を

低減する（reduce）､失われた自然の代替措置（compensate）

を考えるなどとなる｡ 環境影響評価においてミティゲーショ

ンの導入が図られている｡ 　→環境アセスメント（121）

－ よ －

１．溶
ようゆう

融スラグ：-slag

一般廃棄物の焼
しょう

却
きゃく

灰
ばい

や下
げ

水
すい

汚
お

泥
でい

の焼却灰を高温

（1200℃）で溶融し､ 常温で短時間に水などで冷却すると

ガラス質の粒状片になり、水
すい

砕
さい

スラグと呼ばれる｡ 体積

は、元の汚泥の約 15分の１､ 元の灰の５分の１に減少し、

重金属類なども溶出しなくなり灰で処分するより有利とな

る。また骨材として資源の再利用を図ることが可能になる。

さらに高温状態を持続させながら時間をかけて除冷する除

冷スラグは、より自然石に近い石
せっ

化
か

した骨材が生産できる

が､ 設備や運転費が高額になることが難点である｡

２．横
よこ

出
だ

し規
きせ い

制

水質汚濁防止法、騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法

などの各公害防止法などで、国が定めている項目以外に都

道府県が地域の実情に合わせて新たな規制対象項目を条例

によって追加して定めること。　→上乗せ規制（119）

－ ら －

１．ラムサール条
じょう

約
やく

昭和 46年に採択された「特に水鳥の生息地として国際
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的に重要な湿地に関する条約」のことで 122 カ国が締結、

渡り鳥などの多い水鳥の生息地として国際的に重要な湿地

を各国が登録して、その保全と賢明な利用を図ることを

目的としている。（平成 16 年 11 月現在、147 カ国が加

入、1,524 箇所が登録。）国内では、昭和 55 年に登録さ

れた釧
くし

路
ろ

湿
しつ

原
げん

を始め平成 14年までに、クッチャロ湖、ウ

トナイ湖、霧
きりたっぷ

多布湿
しつ

原
げん

、厚
あっけし

岸湖
こ

・別
べ

寒
かん

辺
べ

牛
うし

湿
しつ

原
げん

（以上北海

道）、伊
い

豆
ず

沼
ぬま

・内
うち

沼
ぬま

（宮城県）、谷
や つ

津干
ひが た

潟（千葉県）、琵琶湖

（滋賀県）、片
かたの

野鴨
かもいけ

池（石川県）、佐
さがた

潟（新潟県）、漫
まん

湖
こ

（沖縄

県）、宮島沼（北海道）、藤前干潟（愛知県）の 13箇所が

登録され、平成 16 年の第 9回の締約国会議で新たに 20

湿地が追加登録された。（尾瀬、奥日光の湿原を含む）

－ れ －

１．レッドデータブック：Red-Data Book

絶滅のおそれがある野生生物をリストにして､ その生息

分布や生息状況を詳しく掲載してあるガイドブックで､ 表紙

が危機を意味する赤色になっているのでこう呼ばれている。

平成８年に国際自然保護連盟（ＩＵＣＮ）によって作成され、

ワシントン条約により各国の動植物保護対策の基礎資料とし

て活用される｡ 国内では全国版が環境庁によって平成３年に

「脊椎動物編｣ と ｢無脊椎動物編｣､平成10 年に ｢植物編｣、

平成11年にリストの見直しで、気水域と淡水域に生息する

魚類のうち、絶滅のおそれのある76 種を追加した｡ 全国版

では必ずしも地域の実情と一致しない点もあるため､ 茨城

版レッドデータブックとして平成８年に ｢茨城における絶滅

のおそれのある野生生物＜植物編＞」、平成12年度に ｢同

＜動物編＞｣ を作成している｡ 今後、種の保存法による希少

動植物の保護や、無秩序な自然破壊を防ぐ環境アセスメン

トの基礎資料として活用が図られる。



関 連 団 体
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－ え －

１．Ａ
エー･シー･アール

ＣＲ：㈱首
しゅとけん

都圏建
けんせつしげん

設資源高
こ う ど か

度化センター

：Metropolitan Advanced Construction Resources Center

平成３年６月､ 建設省（現国土交通省）支援で設立、資

本金は 30億円｡ 株主は､ 東京都・神奈川県・埼玉県・横

浜市・川崎市の 5自治体と東京電力・東京ガス・ＮＴＴ

東日本・銀行 8行・損保会社（1社）、私鉄（1社）など

である｡  主に建設残土の受入れと斡旋販売を行っている。

平成 14年 4月 1日に、ＣＥＮＤＲＵＣ：㈱沿岸環境開発

資源利用センターと合併し、ＵＣＲ：㈱建設資源広域利

用センター：Utilization of Construction Resources Center

となり、出資団体は、東京都、埼玉県、神奈川県、横浜市、

川崎市の 5自治体と東京電力、東京ガス、ＮＴＴ東日本

と 8銀行、5製鉄会社、21建設会社で、斡旋受入事業は、

区画整理・宅地造成、工業団地造成・河川堤防整備・農地

かさ上げなどの建設発生土の活用を希望する事業など。斡

旋内容は、土量調査・搬出入時期・土質調整、現地受入管

理、土量・土質管理で費用はＵＣＲ受入料金、受入れまで

の運搬費の計上である。　→ＣＥＮＤＲＵＣ（129）

－ せ －

１．Ｃ
セ ン ド ル ッ ク

ＥＮＤＲＵＣ： ㈱沿
えんがん

岸環
かんきょう

境開
かいはつ

発資
しげ ん

源利
りよ う

用センター

：Coastal Environment Development Resources Utilization Center

平成６年８月､ 運輸省（現国土交通省）支援で設立、資

本金12億円｡ 東京都・川崎市・横浜市・東京電力・東京ガス・

ＮＴＴ東日本・金融機関（10 行）・製鉄会社（２社）が出資

している｡  主に建設残土の受入れと斡旋販売を行っている。

平成14 年４月１日よりＡＣＲと合併し、ＵＣＲ：㈱建設資源

広域利用センターとして新たに発足した。　→ＡＣＲ（129）

－ と －

１．道
どうろこうしゃ

路公社

茨城県道路公社は､ 地方道路公社法により昭和 46 年に

設立された特殊法人｡ 主に有料道路や有料橋・有料トンネ

ルなどを機動的に建設し､ その後料金を徴収して償還が済め

ば無料で開放することになっている（原則として30 年以内）。

法律に基づいた法人のため他の三セクの財団法人と異なり､

管理者として法的な権限を有しているのが特徴である｡

平成 17 年４月 1日現在、7箇所の有料道路が供用され

ている。

①水郷有料道路（昭和 49年供用開始、平成３年２月４車

線化供用）

②新大利根有料道路（昭和 55 年４月供用開始、平成 14

年４車線化供用）

③下総利根有料道路（平成２年１月供用開始）

④日立有料道路（平成４年供用開始）

⑤水海道有料道路（平成９年８月供用開始

⑥常陸那珂有料道路（平成 11年７月供用開始）

⑦若草大橋有料道路（平成 18年４月供用開始）

・石岡有料道路（昭和 56 年４月供用開始、平成 17 年３

月 31日から無料開放）

・霞ヶ浦大橋有料道路（昭和 62 年３月供用開始、平成

17年 11月１日から無料開放）

昭和51年の植樹祭会場へのアクセス道路として月
つきおれ

居トン

ネルが開通したが償還を繰り上げ現在は無料となっている。

・筑波パープルライン（筑波スカイライン：昭和40 年４月供

用開始、平成18 年４月26日から無料開放、表筑波スカ

イライン：昭和 49 年10月供用開始、表筑波スカイライ

ンについては平成16 年10月１日から無料開放）

－ ゆ －

１．Ｕ
ユーシーアール

ＣＲ　→ＡＣＲ（129）



そ の 他



－ 131 －

－ あ －

１．アセットマネジメント：asset management

本来は、会社や個人の投資などの資産（=asset）の管理

を意味するものであるが、この概念を公共施設の維持管理

に導入するもの。公共施設を資産として捉え、公共施設の

状態を客観的に把握・評価し、中長期的な資産の状態を予

測するとともに、予算的制約の中で「いつどのような対策

を、どこに行うのが最適であるか｣ を考慮して、公共施設

を計画的・効率的に管理すること。｢公共施設を資産の損傷・

劣化等を将来にわたり把握することにより、最も費用対効

果の高い維持管理を行う概念」である。

例えば道路管理についてみると、点検によって陥没など

の損傷が発見された箇所を修繕する事後保全的、対症療法

的な方法が一般的であるが、これに対し、アセットマネジ

メント手法は予防保全的な管理を行うということになる。

－ い －

１．インキュベーター：incubator、インキュベーション：

incubation

インキュベーターは、ふ化器・保育器の意味から、卵の

うちから有望なものを発掘して保護し、ベンチャービジネ

スなどに育てて行くことを指す。新事業の開発にあたって、

大事な最初の段階を支援する行政や金融上の保護政策のこ

と。特に研究開発型の中小企業の旺盛な企業化意欲に着目

し､ 自治体などが中心となって、研究施設や機器、資金な

どの援助を行い、新たな産業創出の場と機会を与える方法

などを指す。また、インキュベーションは、ふ化すること

で、新しい技術に関する着想などを模索することをいう。

－ え －

１．エクスカーション

従来型の見学や視察とは異なり、訪れた場所で案内人（現

地に熟知したガイド）の解説に耳を傾けるとともに、参加

者も含めてお互いに意見交換を行うことにより、地域の自

然や歴史・文化とともに、社会資本を学び理解を深めてい

くことを目的とした「体験型見学会」を指す。

現地踏査や議論を通して理解を深めることができる。

－ お －

１．オフサイトセンター：off  site center（和）

緊急事態対応拠点施設のことで、｢原子力災害対策特別

措置法｣ 第 12条に規定する原子力事故などの緊急時に国・

県・地元市町村および原子力事業者が集合して応急対策を

とるための拠点となるセンター｡ 原子力施設から数 10㎞

離れた位置に設置する施設であることより通称オフサイ

トセンターと呼び､ 平成 12年度に県内のひたちなか市西

十三奉行に整備した。

－ か －

１．ガル：Gal

地震の時の揺れを表す加速度で、1Gal は､ 1 秒間に 1㎝

/s の速度変化を表す｡ 震度は感覚上の揺れで判断するが、

Gal は加速時計で測定され、同じ震度でも加速度の値には

幅がある｡ 震度 4以上かダム底盤で 25Gal 以上の地震発

生時には、重要構造物であるダム堤体の安全点検が義務づ

けられ、県のダムの場合 1時間以内の速報が義務づけら

れている。

－ く －

１．クラインガルテン：Kleiner Garten（ド）

ドイツ語で「小さな庭」の意で、日本では市民農園を指し、

そのほかレジャー農園、貸し農園、ファミリー農園などさま

ざまな呼び名がある。主に自治体が農家から農地を借り上げ、

有償または無償で貸与する形態が一般的である。1区画の

土地に「ラウベ」と呼ばれる家族が滞在できる簡易宿泊施設、

芝生、花壇、菜園が配置され、庭を持つことのできない都

市住民に庭造りや野菜作りに利用してもらうもので、ヨーロッ

パでは、古くから都市計画に位置づけられた緑地空間となっ

ている。関連法として、「特定農地の貸付に関する農地法の

特例に関する法律（特
とくていのうち

定農地貸
かしつけほう

付法）」、「市民農園整備促進

法（市
しみんのうえんほう

民農園法）」があり、特定農地貸付法は、都市住民な

ど農業者以外の人が農業を行うために農地を借りる場合に、

農地の権利移動の許可を不要とし、農地所有者が安心して

農地を貸し出すことによって市民農園の供給増を目的として

いる。市民農園法は、特定農地貸付法が制度面から市民農

園の条件整備を図っているのに対し、より直接的に市民農

園施設も含めて市民農園の整備促進を図る法律となってい

る。本県でも各自治体における市民のレクリェーション空間

として市民農園が積極的に整備されている。特に笠間市にお

いては、関東では初の広域的なリクリェーション拠点となる

滞在型市民農園（全体面積：約4ha、概算事業費：約 8億円、

全 50 企画：1区画 300m、宿泊棟 37.32m、菜園100m、

芝生100m）が整備されており、平成13 年 4月から一般募

集が行われ人気を博した。
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－ け －

１．建
けんせつ

設マスター

国土交通省では、平成４年度より、建設産業の第一線で

「ものづくり」に直接従事している建設技能者で特に優秀

な技能・技術を有し、後進の指導・育成等に多大な貢献を

しているものを対象に「優秀施工者国土交通大臣顕彰」と

して平成 18年までに 15 回実施され、全国で計 5,203 人

が表彰を受けている。

－ し －

１．Ｃ
シー･ブイ･エム

ＶＭ調
ちょうさ

査：Contingent Valuation Method

費用対効果算定手法の一種で、仮想的市場評価法と呼ば

れ、ある公共事業を実施しようとするとき、市場の値段と

して直接評価できない項目を貨幣に換算して評価しようと

する手法で、例えば、ある事業に対し、どのくらいの額の

寄付金や負担金を払ってもよいかを住民にアンケート形式

で聞くことによってその事業がもたらす便益を表そうとす

るもの。ただし、金銭換算した値にはバラツキがあり、そ

の値を誰もが許容できるかどうかについては検討の余地が

あるが、環境や景観への配慮など一般的にどのくらいの値

打ちがあるのか表現しづらい項目でも貨幣評価に置き換え

ることができるのが最大の特徴である。　→Ｂ /Ｃ（36）

－ て －

１．デルファイ法：Delphi technique

多数の専門家に予測したい技術についてのアンケート調

査を行い､ その結果を踏まえたアンケートを数回繰り返し

ながら回答者全体の意見を絞り込み新技術が実現する時期

を探る調査方法｡ アメリカのランド社が開発した未来予測

の手法の一つで、古代ギリシャでアポロンの神託を開いた

場所デルファイにちなんで名づけられた。



索 引
（五十音順）
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